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まえがき

　筆者のラオスにおける研究は，国際農林水産業研究センターが 2011 年よ
り開始した「インドシナ農山村における農家経済の持続的安定性の確立と自
立度向上」プロジェクトにおいて，ラオス農山村における生物多様性の評価
と保全の課題に携わったことに始まる。当初，筆者はプロジェクトに参画し
ていなかったが，課題担当者の異動に伴い筆者が本課題を引き継ぐことと
なった。1992 年にリオデジャネイロで開催された地球サミットでは「気候
変動枠組み条約」とともに「生物多様性条約」が採択され，以来，生物多様
性の保全とその持続的な利用が国際的に取り組まれてきた。そのため，生物
多様性を扱う研究も注目されるようになっていた。しかし，筆者にとって生
物多様性を扱う研究は初めてであったため，「ラオス農山村の農家にとって
生物多様性とは何か？」，「それを評価し保全する意義は何か？」という問い
から課題に取り組み始めた。
　その問いに対する手がかりを得るべく，プロジェクトの対象地域にある農
村に足を運び，森林，丘陵地，川，ため池，居住地をくまなく歩き回った。
アジアでの調査経験はなかったが，アフリカで培った調査経験を活かし，農
家の生活や活動を観察した。水田では他の研究者とともに水田雑草（野草）

の採集や同定も行った。陸稲や換金作物を栽培する丘陵地を訪れ，焼畑の炎
の熱を間近で体感することもあった。丘陵地に野生動物を捕獲するための仕
掛け罠を見に行ったこともあった。ときには，農家の人々と lao kao（ラオス

のコメ焼酎）を酌み交わしながら，自然から得られる動植物やその利用につ
いて話を聞いた。また，農家にカメラを渡して採集した動物を写真に撮って
もらい，現地名や採集時期，利用目的（消費，販売，援助，交換）などを聞き取っ
て，野生動物の写真を掲載した季節カレンダーも作った。乾季には農家のフ
ンコロガシの採集に，また雨季の初めには竹虫の採集にも同行した。
　これらの活動や経験を通じて，農家にとっての生物資源の多様性が意味す
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るものは，自然環境から供給される生態系サービス，すなわち，水や土とと
もに食料としての多様な動植物を享受し，それらを利用できることであると
気づいた。ラオスの農家にとって自然（ラオス語でタマサー）は，日本人とっ
てのスーパーマーケットのようなものである。季節ごとに多様な動植物を調
達できるフードセキュリティの生命線といっても過言ではないだろう。そし
て，ラオス農家にとっての生物多様性とは，その多様性から供給される生態
系サービスの一部である食料であり，栄養の供給源ではないかという本研究
の根幹となる仮説を立てることができた。
　一方で，プロジェクトが始まった当時は，ミレニアム開発目標（MDGs）

や持続可能な開発目標（SDGs）が重視され，貧困と並びフードセキュリティ
はすべての国が目指すべき最優先の課題となっていた。プロジェクト開始当
時におけるラオスのフードセキュリティの評価では，主食のコメは自給でき
ているものの，東南アジア諸国の中でも栄養不足の割合は高く，特に，脂質
やタンパク質の摂取不足が指摘されていた。しかし，ラオス政府や国際機関
の発行する資料や報告書には，栄養摂取において自然から採集される動植物
の重要性や寄与についての記述はあるものの，実際にどれほど栄養摂取に寄
与しているかについて実証した資料や研究は見当たらなかった。不足が指摘
されているタンパク質について，野生動物の摂取も含めて実際に不足してい
るのかどうかを明らかにすることは，研究者だけでなく，保健分野や開発分
野の関係者や関連機関にとっても重要な関心事であると考えた。
　このような背景から，ラオスのフードセキュリティの研究に取り組むこと
になった。
　しかし，農家の日々の食事で利用される野生動食物を把握する作業は，一
研究者のみで遂行できるものではない。そこで，筆者はプロジェクト調査地
の農家と協働し，情報の収集と共有に取り組むことを考えた。なぜなら，将
来，自然を管理し持続的に利用するのは研究者ではなく，自然からのサービ
スを享受する農家自身だからである。まずは，食材としてどのような種類の
動植物がどのような方法で入手されているのかを整理しようと考えた。それ
が，本書の補論で記述した研究の予備調査を実施するきっかけとなった。わ
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ずか 8 世帯による事例的な調査ではあったが，この調査から重要な知見を得
ることができた。それは，植物は採集，生産，購入など多様な方法で入手さ
れるのに対し，動物は約 5 割を採集によって入手されるということであった。
　この事実から，次の疑問が生じた。農家はどの種類の野生動物をどの程度
利用しているのか，どの種類の野生動物がタンパク質摂取に最も寄与してい
るのか，また，マーケットで購入される肉や魚と比較して，どの程度タンパ
ク質摂取に寄与しているのかを考えるようになった。次に，野生動物の利用
は農家世帯間で違いがあるのかどうか，違いがあるならば，なぜ違いが生じ
るのかを考えた。さらに，野生動物は陸生動物と水生動物に分類することが
できるが，これらの動物は通年で存在し採集できるのか，あるいは，季節性
があるのか，季節性がある場合，タンパク質摂取に影響はないのかと考えを
巡らせた。これらの関心が，第 3 章から第 5 章で実施した調査のきっかけと
なった。
　このように，生物多様性の保全に関する課題を契機としてラオスのフード
セキュリティを研究テーマとし，農家とともに村内を探索したり，農家に動
物の写真を撮ってもらったり，農家から話を聞いたりすることを通じて，ラ
オス農山村で入手される動物性食料が農家のフードセキュリティに及ぼす影
響を，タンパク質の観点から明らかにしたのが本書である。
　本書は，ラオス農山村の野生動物の利用とタンパク質摂取に焦点を当てな
がら，他の入手方法との比較，農家間の差異，季節性を分析し，それらが農
家のフードセキュリティに与える影響を考察するものである。本書が読者に
とってラオスのフードセキュリティの理解に資するとともに，ラオスにおけ
るフードセキュティ問題の解決の一助となれば幸いである。
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序章　課題と方法

第 1節　研究の背景

　ミレニアム開発目標（MDGs）や持続可能な開発目標（SDGs）といった国際
的な開発枠組みにおいて，貧困の削減と並び，フードセキュリティはすべて
の国が最優先で取り組むべき課題の一つと位置づけられている（Armstrong 

2018）。
　世界の飢餓人口は 2004 年頃から減少傾向にあったが，世界人口の増加に
伴い 2014 年以降再び増加傾向に転じた。2019 年時点では，世界で 6 億 9
千万人（世界人口の 8.9％）が飢えに苦しみ，7 億 5 千万人が重度の食料不安に
直面していた。また，食料1）の量だけでなく質の低下にも直面している人口
も増加傾向にあり，世界全体でおよそ 20 億人が，安全で栄養のある，十分
な量の食料を定期的に入手できていない。栄養不良は子供たちにも深刻な影
響を及ぼしており，世界の 5 歳未満児の 21.3％が発育阻害，6.9％が消耗症
と推定され，少なくとも 3 億 4,000 万人の子供が微量栄養素の欠乏状態にあ
る。これらの傾向が今後も続けば，2030 年の SDGs 目標 2「飢餓をゼロに」
を達成するのは困難であると予測されている（FAO 2020）。
　フードセキュリティという概念が国際的に議論され，注目され始めたのは，
1974 年の世界食糧会議からである。食糧危機や飢餓がしばしば起こってい
たことから，食料不安は単に食糧の供給の問題と考えられ，国や地域レベル
で供給量を増やすことで解決できると考えられた。しかし，1960 年代以降
の緑の革命により食糧は増産したものの，世界で飢餓は一向になくならな
かった。1980 年代になると食料のアクセスの問題が注目されるようになり，
フードセキュリティの視点は，国や地域から世帯や個人，供給側から需要側，
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量から質へと変遷していった（表序－ 1）。このような歴史的な変遷を経て，
1996 年の世界食料サミットにおいて，フードセキュリティは「すべての人が，
いかなる時にも，彼らの活動的で健康的な生活を営むために必要な食生活の
ニーズと嗜好に合致した，⼗分で安全かつ栄養のある食料を物理的にも社会
的にも経済的にも入手可能である時に達成される。」と定義された。この定
義は，低栄養は飢餓を表す 1 つの指標に過ぎず，フードセキュリティの複雑
な側面を捉えることができないという反省から，フードセキュリティを 4 つ
の側面（供給可能性，食料アクセス，利用，安定性）から評価することに基づいて
いる（Ashley 2016）。
　2014 年に発表された FAO 他の報告書「The State of Food Insecurity in 
the World 2014」では，4 つの側面から開発途上国のフードセキュリティが

表序－ １　フードセキュリティの潮流

年代 食料を巡る環境 論点 視点 量/質 対象

1970

世界食糧会議（1974 年）
世界食糧危機（世界的な不作，
価格高騰）
バングラデシュ飢饉
緑の革命（1960 年代～）

食料供給を確実にする 供給側 量 世界，
国家

1980

アフリカの飢餓（エチオピア，
スーダン）

「貧困と飢え」（世界銀行）
（1986）

供給可能性から食料アクセスの
視点へ転換，慢性的なフードセ
キュリティ問題，貧困と飢餓か
らの脱却

需要側 量 世帯，
個人

1990 世界食料サミット（1996 年）
フードセキュリティの ４ つの側
面の導入，飢餓と栄養不⾜から
の脱却

需要側 量と質 世帯，
個人

2000

世界食料安全保障サミット
（2009 年）
ミレニアム開発目標（MDGs）

（2000 年）

食料の物理的，経済的アクセス
に加え社会的アクセスを含める 需要側 量と質 世帯，

個人

2010 持続可能な開発目標 （SDGs） 
（2015 年）

栄 養 視 点 の 強 化，Food and 
nutrition security の議論，十分
な衛生と医療サービスによる支
援を含める

需要側 量と質 世帯，
個人

出所：坪田（2007），小泉（2019）に基づいて，筆者作成。
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評価されている。サハラ以南アフリカと南アジアは量・質ともに低水準にあ
り，北アフリカ，中近東，カリブ海諸国は食料供給を国際食料市場へ過度に
依存しているため，供給量が不安定であるとされた。一方，アジアとラテン
アメリカでは量・質ともに改善が見られた。しかし，世界の中でもアジアは
依然として栄養不良人口が 3 億 8,100 万人と最も多い地域である（FAO 

2020）。
　このような世界状況の中，ラオスは 2019 年時点で 1 人当たり名目 GDP が
2,553US$ であり，下位中所得国に分類され，東南アジアの中では最貧国の
1 つである。しかし近年では，水力発電と天然資源の開発を背景に急速に経
済発展を遂げており，2000 年以降，新型コロナウイルス感染拡大以前まで
は 5.5％以上の経済成長率を維持してきた。こうした経済発展に伴い，栄養
不足蔓延率は 31.2％（2001 年）から 5.3％（2019 年）へと順調に減少した

（図序－ 1）。それでもなお，ラオスは東南アジア諸国の中で，慢性的栄養不良
の割合が最も高い国の一つである。主食であるコメは 1990 年代後半に自給

図序－ １　ラオスの経済成長率と栄養不足蔓延率の推移
出所： DataBank （World Bank） のデータより，筆者作成。
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を達成し，食事エネルギー供給量の観点から，国全体ではコメは十分に供給
されている（Eliste, Santos and Pravongviengkham 2012；横井 2018）。しかし，コメ
の生産が十分でない地域もあり，コメの供給には地域間で格差があることが
報告されている（園江・中松　2009；WFP 2017；横井　2018）。地域によってはコ
メの安定的な供給や物理的なアクセスが十分でないため，コメのフードセ
キュリティは必ずしも確保されているとは言えない。栄養面を見てみるとラ
オスの慢性的な低栄養は世界でも高い水準にある。例えば，2019 年時点で 5
歳未満児の発育阻害率は 31.2％，再生産年齢（15～49 歳）の女性の貧血症の
割合は 39.5％，低出生体重児の割合は 16.9％と，いずれも世界平均を上回っ
ている。また，中度および重度の食料不安2）の割合も 2018～2020 年の平均
で 29.4％と高い水準にある（表序－ 2）。このような状況は，国民の生命と国
家の社会経済的発展を大きく阻害し，就学率を低下させ，将来的に 20％以

表序－ ２　東南アジア諸国の栄養に関する指標

国名 栄養不足 
蔓延率（％）

中度および重
度の食料不安
蔓延率（％）

５ 歳未満児
発育阻害率

（％）

15～49 歳の女
性の貧血症の

割合（％）

低出生体重
児の割合
（％）

（対象年） （2018-2020） （2018-2020） （2019） （2019） （2019）

ブルネイ <2.5 n.a. 13.2 16.7 13.6

カンボジア 6.2 44.8 30.0 47.1 11.7

インドネシア 6.5 6.2 32.0 31.2 10.0

ラオス 5.3 29.4 31.2 39.5 16.9

マレーシア 3.2 18.7 20.6 32.0 13.6

ミャンマー 7.6 22.2 25.2 42.1 12.5

フィリピン 9.4 42.7 29.4 12.3 21.1

シンガポール n.a. 4.5 2.9 13.0 10.8

タイ 8.2 29.8 12.4 24.0 10.3

ベトナム 6.7 6.5 22.7 29.9 6.6

東ティモール 22.6 n.a. 49.1 20.6 18.2

世界平均 8.9 27.6 22.0 29.9 14.6

出所：FAO （2021） と FAOSTAT のデータより，筆者作成。
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上の生産力（生産性）の低下をもたらすと推測される。この課題を受けて，
ラオス政府は栄養摂取の促進を国の開発のための緊急優先事項とし（Govern-

ment of Lao PDR 2015），栄養改善を国家社会経済開発計画の主流と位置づけ，
栄養不良を削減することを方針として，2008 年に国家栄養政策3）（MoH 2008）

を発表した。また，2015 年には国家栄養戦略を承認し，食料の安全性と多
様性の改善に向けた地域や世帯の根本的な原因への取り組みや，十分な食料
の摂取と安全性の達成に向けた個人の直接的な原因への取り組みを掲げた

（Government of Lao PDR 2015）。この戦略に基づき，政府は関係部門にガイド
ラインを示すとともに，以降 5 年ごとに多部門にわたる栄養行動計画を策定
している（Government of Lao PDR 2021）。
　以上のように，ラオスではフードセキュリティの改善，特に栄養面での改
善が喫緊の重要課題となっている。

第 2節　フードセキュリティの定義と評価の課題

　ラオスのフードセキュリティを検討する前に，国際連合食糧農業機関
（FAO）によるフードセキュリティの定義と 4 つの側面の位置づけ，側面間の
関係性を概観し，フードセキュリティの評価の課題を明らかにする。

1．フードセキュリティの定義と 4 つの側面の位置づけ

　1983 年の FAO 世界食料安全保障委員会において，フードセキュリティは
「すべての人々が，いかなる時にも，その必要とする基本食料に対し，物理
的にも経済的にもアクセスできることを保障されていること。」と定義され
た。その後，1996 年の世界食料サミットでは，供給側や需要側の購買力に
加え，嗜好および栄養もフードセキュリティの重要な対象とし，「すべての
人が，いかなる時にも，彼らの活動的で健康的な生活を営むために必要な食
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生活のニーズと嗜好に合致した，十分で安全かつ栄養のある食料を物理的に
も社会的にも経済的にも入手可能である時に達成される。」と再定義された。
この再定義により，現在のフードセキュリティの議論の方向が明確に示され
た。また，従来の栄養不足蔓延率という単一の指標だけでは，フードセキュ
リティの複雑性や多面性を捉えることはできないという反省から，フードセ
キュリティの定義が再考され，4 つの構成要素（側面）（表序－ 3）が明確にさ
れた（FAO 2013）。第 1 の側面である供給可能性は，「すべての人（all people）」
に食料が供給されることを評価するものである。これは，食料援助を含む国
内生産または輸入により供給される十分な量と適切な品質の食料の確保を意
味し，主に国レベルで評価される。第 2 の側面である食料アクセスは「物理

表序－ ３　フードセキュリティを構成する ４ つの側面

側面 定義 量/質 主な 
対象 代表的な指標

供給可能性
（Availability）

食料援助を含む国内生産または輸
入により供給される十分な量と適
切な品質の食料の入手可能性

量 国

・食事エネルギー供給量
・タンパク質供給量
・食料生産額
・動物由来タンパク質供給量

食料アクセス
（Access）

栄養価の高い食事を摂取するため
に適切な食品を入手するための十
分な資源（権原）へのアクセス

量 世帯， 
個人

・舗装道路率
・１ 人当たり GDP
・食料価格指数
・食料不安蔓延率

利用
（Utilization）

すべての生理的欲求が満たされる
栄養的な健康状態を達成するため
に，十分な食事，清潔な水，衛生
環境，健康管理を通じた食料の利
用

量，質 個人

・５ 歳未満児の栄養不良割合
・５ 歳未満児の体重不足割合
・妊婦の貧血症割合
・ビタミン A 欠乏症割合

安定性
（Stability）

突発的なショック（経済危機や気
候危機）や周期的な出来事（季節
的な食料不安）の結果として食料
へのアクセスを失わないように，
他の ３ つの側面が安定する状態

量，質
国，
世帯，
個人

・灌漑率
・穀物輸入依存率
・国内食料価格の安定性
・１ 人当たり食料供給変動
・政治的安定性

出所：�FAO （2006），FAO （2013），Gross et al. （2000），小泉（2019），Carrillo-Álvarez et al. （2021），Peng and Berry （2019） 
に基づいて，筆者作成。

　注：�権原とは，共有資源へのアクセスなど伝統的な権利も含め，個人が暮らす地域社会の法的，政治的，経済的，社
会的な取り決めによって規定される，その個人が享受しうるすべてのコモディティを指す。
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的にも社会的にも経済的にも入手可能（access）」であることを評価するもの
である。個々人が栄養価の高い食事を摂るために適切な食料を手に入れるた
めの十分な権原（経済的，物理的，社会的な手段や権利）を持っているかどうかを
意味し，通常，世帯または個人レベルで評価される。第 3 の側面である利用
は「十分で安全かつ栄養のある食料を摂取する（utilization）」ことを評価する
ものである。すべての生理的欲求が満たされる栄養的な健康状態を達成する
ために，十分な食事，清潔な水，衛生環境，健康管理を通じた食料の利用を
意味し，一般的に個人レベルで評価される。第 4 の側面である安定性は「い
かなる時にも（at all times）」食料を入手できる状態を評価するものであり，
突発的なショック（経済危機や気候危機）や周期的な出来事（季節的な食料不安）

の結果として食料へのアクセスを失わないように，他の 3 つの側面が安定す
る状態を意味し，国，世帯，個人のすべての対象で評価される。これら 4 つ
の側面に対し具体的な諸指標が設定されている（表序－ 3）。

2．4 つの側面の階層構造と側面間の関連性

　1996 年の世界食料サミットで合意されたフードセキュリティの定義は，
一般的に「供給可能性」「食料アクセス」「利用」「安定性」の 4 つの側面の
上に成り立っていると概念化されており，これらは本質的に階層構造をなし
ている（Upton, Cissé and Barrett 2016）。例えば，国家が農作物の生産量や食料
の輸入によって国全体を養うことができる十分な量の食料を供給できたとし
ても，世帯や個人の食料生産が十分でなく，貧困で十分な収入や購買能力を
持っていなければ（経済的制約），食料にアクセスできず食料不安に直面する。
また，道路網が未整備であったり，生活拠点が農村地域にある場合，市場へ
のアクセスが制限され（物理的制約），食料を購入できる機会も制限される。
さらに，社会的，文化的要因により雇用の機会を得ることができなければ，
個人や世帯は貧困に陥り必要な食料を得ることが困難となる（社会的制約）。
利用は，たとえ食料にアクセスできたとしても，食料をどのように調理し，
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世帯内でどのように分配するのか，また，衛生的に利用できるかによって，
十分で安全な食料を摂取できないかもしれない。安定性は供給可能性，食料
アクセス，利用のすべての側面に関連しており，これらの条件が一時的ある
いは継続的に維持されることが求められる。世帯や個人では制御できない，
国や地域の，あるいは国際的な食料価格の変動は，手頃な価格での食料供給
の安定に影響を与える。また，農作物の生産が季節的に変動することも食料
の供給を不安定にさせる。さらに，気候変動，紛争，失業，伝染病などの外
的要因によって，最初の 3 つの側面のいずれかが崩壊・破綻する可能性があ
る（Ashby, Kleve and Palermo 2016; Ashley 2016; Bajagai 2013; Gross et al. 2000）。こ
のように，4 つの側面は静的で独立したものではなく，相互に関連し依存し
合う関係にある。そのため，フードセキュリティが実現するには 4 つの側面
がすべて満たされることが必要であり，供給可能性から利用へ至る経路のい
ずれの段階においても混乱が生じた場合，食料不安が引き起こされる可能性
がある（Berry et al. 2015; Peng and Berry 2019）。このようにフードセキュリティ
は，包括的かつ動的な体系として理解されるべき概念である。
　1996 年の世界食料サミットで提唱された食料不安脆弱性情報地図システ
ム（Food Insecurity and Vulnerability Information and Mapping System: FIVIMS）4）が
提示するフードセキュリティの枠組み（図序－ 2）は，4 つの側面をより体系
的に表し，連鎖の相互関連性を明確に示している（Charlton 2016）。この枠組
みによれば，栄養不足の原因は，①直接的要因（個々人の食料消費・利用・活用：

図序－ 2 の黄色部分），②根底要因（世帯レベルの生活環境・状況と食料経済要因：図

序－ 2 のオレンジ色部分），③基礎要因（社会・経済・政治・文化・環境要因：図序－ 2

の緑色部分）に分類され，これらが相互に影響し合って個々人の栄養状態が
決定される（南口　2009）。社会・経済・政治・文化・自然環境は食料経済の
供給可能性，アクセス，安定性と相互に関係し，また，供給可能性，アクセ
ス，安定性も相互に関係する。供給可能性と安定性は世帯の生計戦略に影響
を与える一方，国や地域の貧困，購買力，収入，インフラは世帯の食料アク
セスに影響を与える。また，世帯の生計手段（例えば農業や農外就業）は世帯
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の食料アクセスに影響を与える。世帯の食料アクセスや食生活・食習慣は個
人の食料消費量に影響し，食料の利用，健康状態，公衆衛生と相互に作用し
ながら，最終的に栄養状態が決定される。栄養不安の原因は多分野にわたる
ため食料不安に対処するためには，それぞれの要因が果たす相対的な役目を
理解することが必要である（南口　2009）。
　全体として食料の供給可能性，食料アクセス，安定性が改善されたとして
も，世帯や個人レベルではエネルギーや栄養素の摂取量が必ずしも改善され
るとは限らないことは，FIVIMS の枠組みからも示唆される（Charlton 2016）。

3．フードセキュリティの評価の課題

　前項までに，フードセキュリティ評価の 4 つの側面とその階層構造および
相互関連性が明らかになったが，これらを踏まえ，実際にどのようにフード

図序－ ２　食料不安脆弱性情報地図システム（FIVIMS）のフードセキュリティの枠組み
出所：Thompson, Cohen and Meerman （2012）。
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セキュリティを評価するかという課題が生じる。
　FAO は，食料不足と栄養不良に関する測定と評価に関するシンポジウム
において，食料不安のすべての側面を捉える単一の指標は見つかっておらず，
フードセキュリティの様々な側面をカバーするためには，一連の指標が必要
であると結論づけている（FAO 2002）。Upton ら（2016）はフードセキュリティ
の現状は観察不可能であり，個人から国，地域に至るまで集計可能な測定方
法を確立するのは困難であることを考えれば，フードセキュリティを測定す
るために払われてきた多くの努力は FAO の定義に忠実であるとは言い難い
と言及している。また，Ashby ら（2016）は，先進国の保健，栄養，食料に
関連する 5 つの論文データベースから体系的な文献レビューを実施した。
5,999 本の論文の中から食料不安を測定する複数の質問項目をもつすべての
評価方法を特定し，それらの方法がフードセキュリティのどの側面を評価し
ているかを明らかにした。最終的に 13 の論文が特定され，それらの論文で
使用されている 8 つの評価ツールはすべて食料アクセスの側面を評価し，2
つの評価方法のみが利用と時間的な安定性の側面をそれぞれ部分的に評価し
ていた。食料不安を測定するための現在利用可能な評価ツールは，大半が食
料アクセスのみを評価しているに過ぎない。食料不安をより正確に評価する
ためには，食料不安の 4 つの側面すべてを評価可能なツールを適用するか，
新たに評価ツールを開発すべきであると指摘している。
　一方，Jones ら（2013）は，論文データベースや援助機関のウェブサイト
からの文献レビューを通じて，測定法，適用規模（国，地域，世帯），測定領
域（量・質・アクセス），情報源，目的の観点から，これまでに利用されてきた
17 のフードセキュリティの指標を整理した。調査で明らかになった指標は，
例えば，手頃な価格，入手可能性，品質，安全性の指標を含む，フードセキュ
リティの 30 の指標に関するデータを組み込んだ GFSI（Global Food Security 

Index）や，食料の供給可能性とアクセスの両方の決定要因を含む幅広いデー
タソースからの情報を利用して分析する FEWS NET（Famine Early Warning 

Systems Network）や IPC（Integrated Food Security Phase Classification）といった
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指標など，フードセキュリティの複数の領域にわたる情報を提供しているも
のが多いことを明らかにした。こうした指標の存在は，利用可能な測定基準
が，フードセキュリティの概念の中でどの側面を測定しているのか，必ずし
も明確でないことを示唆している。また，Barrett（2022）は，フードセキュ
リティは，複雑で多元的な因果関係を持つ観測不可能な変数であることから，
正確に測定することは実質的に不可能であると指摘している。
　さらに，Upton ら（2016）は，理想的なフードセキュリティの測定は，
FAOのフードセキュリティの定義に準じた4つの基本的な測定基準，つまり，
規模の基準（all people），時間の基準（at all times），アクセスの基準（access），
食料消費の結果の基準（utilization）を満たす必要があることを指摘している。
しかし，これまでに実施されたフードセキュリティの測定においてこれらす
べての基準を満たしたものはなく，国際社会はこれら 4 つの基準のうち 1 つ
あるいは 2 つの基準を満たす代替指標に大きく依存してきた。こうした代替
指標は重要で有用なものが多いが，測定が限定的となるため，必然的に不完
全なものとなることを指摘している。
　これらの議論は，代替指標がフードセキュリティとの関連を示す実証的根
拠なしに用いられるため，フードセキュリティの評価が不完全なものになり
得ることを示唆している。
　こうしたフードセキュリティの評価の議論から示唆されることは，フード
セキュリティを達成するためには，4 つの側面である供給可能性，食料アク
セス，利用，安定性が国，地域，世帯，個人といった階層レベルで同時に満
たされ，かつ長期的に安定していることが求められる一方で，現状では 4 つ
の側面を同時に評価可能な包括的な方法は存在しないということである。換
言すれば，これら 4 つの側面を考慮しながら，フードセキュリティ全体を的
確に評価することが，フードセキュリティ評価の重要かつ根本的な課題であ
ると言える。
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第 3節　�ラオスのフードセキュリティに関する既往研究の
整理

　フードセキュリティには約 200 もの定義が存在すると言われており，その
概念の広さがうかがえる。本研究では議論を進めるにあたり，1996 年に
FAO が提唱したフードセキュリティの 4 つの側面，すなわち，供給可能性，
食料アクセス，利用，安定性の視点から，ラオスのフードセキュリティに関
する既往の研究の成果と課題を検討することとする。ラオスの既往の調査・
研究には十分に分析されていない側面も存在するため，その場合には，他の
開発途上国の研究事例を参考にする。また，既往の研究に共通する課題やフー
ドセキュリティの断片的な評価の課題についても検討する。

1．フードセキュリティの供給可能性の側面についての研究

　ラオスの主食であるコメの供給について，1999 年にラオス政府がコメの
自給達成を公表して以降，様々な調査・研究が行われている。例えば，
Eliste ら（2012）は，1990 年代以降のコメ部門の政策やコメの需給バランス，
コメ生産の制約要因を分析し，ラオスがコメの自給を達成・継続してきた要
因を明らかにした。この研究によれば，1990 年代から 2000 年代初期までは
灌漑面積の拡大と改良品種による生産性の向上により，2001 年以降 2011 年
までは耕作面積の拡大により，生産量が増大したとされる。また，ラオス政
府は，国全体ではコメの自給を達成したが，地域間では格差があり，北部地
域では県によって 20～45％のコメ不足が生じていると指摘している。ラオ
スは現在でも干ばつや洪水などの異常気象のショックに脆弱な状況にある中
で，コメのフードセキュリティはもはや国レベルの主要課題ではなく，丘陵
地域における地域的な問題と位置づけられている。そのため，コメのフード
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セキュリティ支援プログラムは，貧困層や少数民族などの特定のグループや
地域に対象を絞り，セイフティネットの整備や災害への備えを組み込む必要
があると提言している。
　瀬尾（2016）は，ラオスのコメの生産動向について，2005 年以降の 10 年
間で，特に雨季作においてコメの生産が順調に伸びてきたことを指摘してお
り，その要因として収穫面積の拡大や単収の増加を挙げている。しかし，一
方で灌漑面積は雨季，乾季ともに，ここ 10 年間は横ばいの傾向にあり，「第
7 次農林業開発 5 か年行動計画」の目標にはるかに及ばない状況であること
を指摘している。その主な要因として，2011 年の雨季に受けた灌漑施設の
大規模な損傷の修復が計画どおりに進んでいないことを挙げた。そして，灌
漑施設の修復や適切な維持管理が行われれば，ラオスの農業生産量および生
産性は大きく伸びる可能性はあるが，ラオス政府の財源不足から十分な修復
に至っていない現状を明らかにした。これらの調査や研究に共通する成果は，
ラオスは 1999 年以降，天候不順のため生産量の変動はあったものの，国全
体では一貫してコメの自給を達成してきたということ，しかし，地域によっ
ては自給を達成できていないということである。
　これらは国全体のマクロレベルのコメのフードセキュリティを扱った調
査・研究である。これに対し，ミクロレベルの研究では，例えば，Roder（1997）

はラオス北部地域のルアンパバーン県とボケオ県，中部地域のビエンチャン
県とシェンクワン県において実施した調査で，1950 年から 1990 年の間に人
口密度が 2 倍以上に上昇したため，陸稲栽培地の休閑期間が 38 年から 5 年
に短縮されたことを明らかにした。休閑期間の短縮は雑草の繁茂を招き，除
草の回数が 2 倍に増えたことも明らかにした。そのため，労働対価は水稲の
13kg/日に対し，陸稲ではわずか 5kg/日と低く，北部丘陵地において陸稲を
増産することに依存するフードセキュリティ・システムは現実的でないと結
論づけている。丘陵地は家畜飼養と材木生産に比較優位があるが，市場が未
整備であり，信用貸しの機会も乏しい。長期にわたる投資に必要な資源が不
足していることから，陸稲農家は自給のために焼畑による陸稲栽培を継続せ
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ざるを得ないと指摘している。
　また，中辻（2010）はルアンパバーン県の高地村と，高地村からの移住者
の多い低地村の生計と土地利用の比較研究を通じ，両者のコメのフードセ
キュリティや生活状況の相違を明らかにした。高地村では安定的な焼畑によ
りコメを確保した上で，家畜飼養などの市場向けの仕事にも従事しており，
道路，学校，病院といったインフラから隔絶されているにもかかわらず，あ
る程度の現金収入を得ている世帯が多く見られた。一方，低地村では人口集
中による土地不足に加え，政府による農地以外での焼畑禁止政策の影響で焼
畑の実施が困難となりコメ不足が一般化している上に，換金作物などの現金
収入源も十分でないことから，高地村からの移住世帯の多くが低地社会の中
で貧困化していることを明らかにした。
　Siliphouthone ら（2015）は，チャンパーサック県において洪水が低地米生
産農家のフードセキュリティに及ぼす影響について評価を行った。生産（収

穫）米，購入米，借米，贈与米の合計と世帯の米消費量の比率からフードセキュ
リティを評価し，標準年と洪水年を比較した結果，標準年にコメ不足を経験
した世帯が 12％であったのに対し，洪水年は 73％と大幅に増加したことを
明らかにした。また，コメのカロリー摂取に基づく評価からも，フードセキュ
リティを満たしていない農家世帯の割合は標準年の 8％から洪水年には 16％
に倍増したことを明らかにした。洪水の影響によるコメ不足の対応策として，
50％近くの農家が友人や親戚からの食料の贈与や借用に依存していることを
指摘した。さらに，食料消費の行動について，洪水時には子供に低価格の食
事を与えることしかできず，また，バランスの良い食事を摂ることができな
かったと回答した世帯が半分近くに上ったことを明らかにした。
　これらは地域や村における世帯のコメの供給に関するフードセキュリティ
を扱った事例研究であり，人口増加や自然災害によりコメのフードセキュリ
ティが低下することを実証した。
　コメがラオスの主食であることは明らかであるが，コメだけではラオスの
農村部の飢餓や栄養不良を解消することはできないだろう。主食以外のフー
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ドセキュリティについては，主要な副食として肉類や魚類が考えられる。家
畜生産や養殖による肉類や魚類の供給については，家畜生産システムと生産
拡大の制約要因，家畜飼料，家畜疾病，家畜流通，養魚システムに関する研
究 が 行 わ れ て き た。 家 畜 生 産 に つ い て，Keonouchanh ら（2017） や
Xayalahth ら（2020）は，ラオスの豚生産が国内消費の需要を満たしていな
いことを明らかにした。その要因として，放し飼いによる杜撰な管理，飼料
不足による低成長，集約的な商業生産システムの未整備，良質な品種の供給
体制の欠如と親豚の輸入依存，豚熱などの伝染病の継続的な発生，市場への
アクセス機会の制限，長期貸付資金の不足，専門技術者の不足を挙げている。
Phouyyavong ら（2019）らは，人口の増加や換金作物の導入に伴い，自給的
焼畑稲作や牧畜に利用可能な土地が減少し土地割り当ての変更を余儀なくさ
れた結果，ラオス北部の丘陵地における家畜飼養は，従来の自然放牧から柵
で囲まれた休閑地での放牧へと変化していったことを明らかにした。
Nampanya ら（2014）は水牛生産の制約要因として，健康問題，疾病，栄養
不足，低繁殖率，未発達な市場システム，獣医の能力の限界などを検討し，
基本的な家畜衛生・飼養能力のない小規模水牛飼養農家による改良品種の導
入は，失敗のリスクが高いことを明らかにした。また，病気の蔓延について
も，予防接種率の低さに加え，防疫の杜撰な実践によるところも大きいこと
を明らかにした。これらの問題に対し，家畜の健康と疾病のリスク管理，農
家の防疫の知識と実践の改善，給餌と繁殖の実践の改善に向けた複数の介入
アプローチを提起した。
　家畜生産拡大の制約要因の一つとして，家畜飼料に関する研究も行われて
いる。Phengsavanh ら（2006）は，既存の豚飼料の補助食料として飼料用マ
メ科植物を利用する調査を実施した。自然から採取していた植物の代わりに
マメ科植物を用いることで，豚飼養にかかる労働時間を 30～50％削減でき
ることを実証した。また，マメ科植物を利用した場合，豚が販売体重になる
までの期間が導入前と比較し，半分になることを農家の利用実践を通じて明
らかにした。
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　家畜疾病に関する研究として，MacPhillamy ら（2022）は，ラオス北部で
大型反芻動物の血清有病率調査を実施し，血清有病率は 43.7％と高いこと，
また，調査対象の 90％の村で，少なくとも 1 頭の血清陽性動物が確認され
たことを明らかにした。Holta ら（2019）は，サワンナケート県において小規
模農家が飼養する豚の疾病リスク要因を調査した。調査の結果，柵で囲った
場所で飼養された豚の口蹄疫や豚コレラ熱の発症は低かった一方，出作り集
落（サナム）で飼養された豚は血清陽性の確率が高いことを明らかにした。
また，子豚の突然死を経験した農場では，口蹄疫（O 型）および丹毒の血清
陽性の豚を保有している可能性が高いことを明らかにした。Siengsanan- 
Lamont ら（2021）は北部，中部，南部地域の 6 県の屠畜場で屠殺された家畜
の抗体検査を実施し，家畜の年齢層および原産地によって血清有病率に有意
差があることを明らかにした。Matsumoto ら（2021）は，2019 年にラオスで
起きたアフリカ豚熱の発生について，サワンナケート県においてアフリカ豚
熱が発症した村と発症しなかった村の間で，統計的に有意な空間的クラス
ターが存在することを検証した。また，モンテカルロ分析によりアフリカ豚
熱の発生による経済的損失は1世帯当たり215ドルに上ることを明らかにし，
発生の要因として放し飼いの管理体制やイノシシの出入りを指摘した。
　家畜流通に関する研究について，Subharat ら（2021）はラオスの主要な家
畜生産地域であるチャンパーサック県，サワンナケート県，シェンクワン県
における農家調査で，家畜肥育農家の 81％は，同県同郡内で他の家畜飼養
者から家畜を購入しており，肥育後は 76％が同県同郡内の取引業者に，
16％が他の家畜飼養農家に販売することを明らかにした。また，遠方への取
引よりも地元での家畜あるいは肉の取引が圧倒的に多く，全体の 72％を占
めていることを指摘した。国外への家畜流通について，Kerr ら（2010）は，牛，
水牛，豚の重要な貿易ルートを定量的なデータに基づいて分析した。牛およ
び水牛については，シェンクアン県を経由してベトナムに輸出されるルート，
タイからサワンナケート県を通過しベトナムに輸出されるルート，さらにラ
オス北西部を経由して中国へ輸出されるルートを明らかにした。また，豚に
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ついては，タイから子豚が輸入され肥育されて首都ビエンチャン，北部のル
アンパバーン市，南部のパクセー市に移出されるルートを明らかにした。
　養魚システムに関する研究について，Vongvichith ら（2018，2020）は，在
来品種を利用した水田養魚実験とため池養魚実験を通じて，それぞれの生産
性を検証した。水田養魚実験では，人工飼料を与えなくても低飼養密度にお
いては高い生産性を実現することが可能であることを実証した。また，ため
池養魚実験では，米ぬかやシロアリの幼虫といった農業副産物を不定期に給
餌するだけでも，高い生産性を実現できる可能性を示した。また，Li ら（2023）

は，ラオス北部地域の水田養魚システムに関する調査で，水田養魚農家の方
が水田で天然の魚を漁獲している農家よりコメの生産高が髙く，水稲と養魚
の両方から得られる生産額に基づく土地生産性と労働生産性も高いことを明
らかにした。
　主食のコメの調査・研究については，エネルギーベースによる国家レベル
あるいはマクロレベルの評価が中心であり，コメの余剰や不足の地域間格差
について言及されているものの，地域によってコメが不足する要因について
は十分に検討されていない。また，2000 年以降，国全体としてのコメの自
給が安定していることから，近年ではマクロ的視点に立ったコメ供給に関す
る研究はほとんど見られず，コメ供給の議論も十分とは言えない。ミクロレ
ベルでコメのフードセキュリティを評価した研究では，人口増加による農地
の縮小や自然災害の影響によりフードセキュリティが低下することを明らか
にしている。しかし，これらは個別の事例研究に基づくため，成果を一般化
するのは難しい。また，副食の供給源となる家畜に関する調査や研究につい
ては，家畜や養魚の生産向上，生産管理，疾病状況に焦点を当てた，供給量
に関連した調査や研究である。牛や豚の需要に対し供給が不足していること
を指摘する報告（Siengsanan-Lamont et al. 2021; Kerr, Sieng and Scoizec 2010; Xayal-

ath, Balogh and Rátky 2020; Keonouchanh and Dengkhounxay 2017; Nampanya et al. 

2014）もある。しかし，個人が動物食品から摂取するタンパク質必要量に対
する供給量との関係からのフードセキュリティを定量的に評価することは検
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討されておらず，生産システムの観点から供給拡大の課題が検討されている
にとどまっている。

2．フードセキュリティの食料アクセスの側面についての研究

　食料アクセスについては，まず，市場への物理的アクセスおよび経済的ア
クセスが考えられる。Thanichanon ら（2018）は，市場へのアクセスが異な
るサイニャブリー県の北部と南部の農村で実施したコメの生産と販売による
所得の調査から，交通インフラが整っていること，平地が多いこと，タイ国
境に接していること，農産物の需要地が近いことにより市場へのアクセスが
良いため，主に換金作物を栽培している南部の農家はコメ不足に陥ることが
ないことを明らかにした。その理由は，市場へのアクセスが良いことで，自
給用コメ生産に損失が生じた場合でも，換金作物を栽培することでコメを購
入するのに十分な所得を生み出すことができるためと説明している。一方，
市場へのアクセスが悪い北部の農家は自給農業に依存しており，生活水準も
低いことを明らかにした。このことから農村部における市場へのアクセスの
向上は，換金作物の取引を促進し，自給自足型の農業から商業的な農業シス
テムへの転換をもたらすことを解明した。羽佐田ら（2017）は，ラオス中部
農山村において雨季と乾季の農家の食料入手（採集，購入，交換，贈与，生産）

の実態を調査し，植物性食料については，降水量の多い雨季には野菜の栽培
による入手と栽培に適さない野草の入手が多く，降水量の少ない乾季には採
集と購入がほぼ同程度の割合で高いことを明らかにした。また，動物性食料
については雨季，乾季ともに採集（雨季は魚類，乾季はネズミやイタチなどの小型

哺乳類）が最も多く，購入がそれに続いて多いことを示した。植物性食料と
動物性食料のいずれも採集の割合が高く，購入はそれを補完する役割を果た
していることを明らかにした。
　ラオスの農家世帯が食料にアクセスする方法は，市場での購入だけでなく，
野生動植物の採集，自家栽培した野菜や飼養した家畜の利用といった他の方
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法も報告されている。例えば，Yamada ら（2004）はルアンナムター県の山地，
丘陵地，低地という異なる農業体系環境の農村で生物資源の利用が世帯の
フードセキュリティに与える影響に関する研究において，山地村では生物資
源の販売による収入が全体の収入の 54％を占めていることを明らかにした。
また，山地，丘陵地，低地の貧困層はコメ不足を補うために生物資源の販売
による収入でコメを購入していることから，生物資源が貧困層のフードセ
キュリティの向上に重要な役割を果たしていること指摘した。木村ら（2014）

はビエンチャン県の農村で実施した NTFPs（非木材林産物）の調査において，
住民の NTFPs の採集実績と使用目的を分析し，植物系，動物系を問わずほ
とんどの NTFPs が自家消費用として利用されていることを明らかにした。
また，世帯当たりの NTFPs の経済価値を年間 500 万 KIP と算定し，平均的
な稲作農家の年間収入と比較しても非常に高い経済価値があることを指摘し
た。Garaway ら（2013）はチャンパーサック県，サワンナケート県，シェン
クワン県の異なった農業生態環境の農村において実施した水生動物の入手お
よび消費の調査で，入手方法，入手場所，入手時期を分析し，水生動物の
90％以上が採集によって入手され，その多くが水田内で採集されたものであ
ることを明らかにした。この知見に基づき，自然から採集される水生動物を
はじめとする野生動物はラオスのフードセキュリティにとっても重要である
ことから，野生動物の採集による消費を統計データに反映させる必要性を提
言した。
　家畜について言えば，渡辺（2016）はラオス南部山岳丘陵地域において，
地域住民の現金収入源と，コメ・肉・魚の生産と消費を通じた複合生業の現
状を把握することを目的として，農家調査を実施した。肉について，低所得
層は家畜を資産として保有するため，あるいは儀式や宴で利用するため，そ
れ以外の目的で日常的に消費することは少ないことを明らかにした。一方，
家畜を多く所有している高所得世帯は，牛肉で低所得層の4倍，豚肉で2.5倍，
鶏肉で 2 倍，消費の機会が多いことを明らかにした。魚については，月に 8
回以上魚を食べる世帯の割合は高所得層グループで 89.2％，低所得層で
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77.3％と大きな差はないことから，所得の多寡に関係なく消費が高い傾向に
あることを明らかにした。その理由として，世帯の 80％がため池を保有し
ていることが一因であると指摘した。また，Annim ら（2014）は，ラオスで
2011 年に実施された社会指標調査のデータを用い，操作変数法を使って家
畜飼養が世帯の食事の多様性と子供の栄養状態に与える影響を検証した。そ
の結果，家畜を飼養している世帯は食事の種類が多様であり，子供の発育阻
害，消耗症，低体重の割合が低く栄養状態が良好であることを明らかにした。
　食料アクセスについては，物理的アクセス（市場への距離やインフラ整備状況）

および経済的アクセス（世帯の所得や購買力）による評価が中心である。しかし，
ラオス農村部では食料の自家生産に加え，多様な食料の自然からの採集，ま
た，社会的な紐帯5）による贈与や交換など多様な食料アクセスの手段が存在
する。近年の食料アクセスに関する先行研究では，物理的アクセスおよび経
済的アクセスによる評価に加え，採集や家畜利用による食料アクセスの評価
の研究も進んでいる。農家世帯にとって，これらのアクセスの複合的な利用
がフードセキュリティの向上に寄与すると考えられるが，多様なアクセス手
段を考慮したフードセキュリティの研究は見当たらない。

3．フードセキュリティの利用の側面ついての研究

　フードセキュリティの利用については，一般的に幼児や母子に関する栄養
問題とその要因分析が研究の主要な関心対象となっている。Boulom ら（2020）

は，サワンナケート県の山岳地域で，12～47 か月の幼児を対象に低栄養の
実態について調査し，身体測定，食事多様性スコア，24 時間思い出し法を
用いて栄養評価をし，世帯属性との関係から低栄養の蔓延とその要因を分析
した。幼児の栄養状態について，発育阻害率が 72.8%，低成長率が 50.3％
といずれも全国平均の約 2 倍に達しており，当該地域では慢性的な栄養不足
が生じていることを明らかにした。また，微量栄養素の欠乏も深刻であり，
カルシウムで 90.1％，ビタミン A で 62.4％，チアミンで 64.2％，ビタミ



21序章　課題と方法

ン C で 46.2% の幼児に，摂取不足があることを検証した。さらに，コメ不
足のため根茎類や塊茎類を多く消費している世帯では，幼児に低体重が見ら
れることを指摘した。加えて，NTFPs の採集，特に昆虫と蟻の卵の採集が
多い世帯では低体重の幼児が少ないことを明らかにした。これは，マーケッ
トが遠い調査村では NTFPs の採集が食事の多様性を確保しており，栄養状
態の改善に寄与しているからであると考察している。
　Phengxay ら（2007）は，ルアンパバーン県で 5 歳未満児のタンパク質エ
ネルギー欠乏症（発育阻害，消耗症，低体重）の蔓延状況とその要因を明らかに
するため身体測定とインタビュー調査を実施した。その結果，5 歳未満児の
発育阻害率は 54.8％，低体重は 35％，消耗症は 6％と，いずれも高い水準
にあることを指摘した。特に 12～23 か月の幼児とカム族の幼児において，
発育阻害率はそれぞれ 65％と 66％，低体重はそれぞれ 45％と 40％と顕著に
高いことを明らかにした。また，オッズ比から幼児の疾病時に肉や野菜の摂
取を制限する慣習や母親の低学歴が，タンパク質エネルギー欠乏症の主な要
因となっていることを明らかにした。
　Kamiya（2011）は，人口，社会経済，健康に関する情報を得る目的でラオ
ス政府が定期的に実施する複数の指標調査（Multiple Indicator Cluster Survey）

のデータを用い，マルチ線形モデルを使ってラオスの幼児における低栄養の
蔓延について分析した。0～11 か月の幼児より 12～59 か月の幼児の方がよ
り栄養状態が悪いことを指摘し，特に年齢が高くなるほど発育阻害率も高く
なる傾向があることを明らかにした。また，ラオ族と比較し少数民族のカム
族の幼児は低身長，モン族の幼児は低体重と消耗症の割合が高いことを明ら
かにした。さらに，幼児の低栄養に影響を及ぼす要因として，世帯要因では
両親の学歴（特に父親の学歴），家庭内暴力に対する母親の態度が幼児の栄養
状態に影響することを示した。地域要因では，地域医療サービスの状況，水
の入手環境や衛生状況（下痢の罹患，トイレの普及）が幼児の栄養状態に影響す
ることを解明した。これらの結果から，ラオスの幼児における低栄養の原因
は社会経済的な要因に深く根ざしていると指摘した。
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　また，母親と幼児の栄養と健康に関する研究では，アジア地域で一般的に
見られる母親の慣習的な産前産後の食事制限と栄養についての研究がある。
Smith ら（2021）は，ルアンパバーン県で初産の女性を対象に周産期におけ
る食事制限について実施した調査において，97％の女性が産後に食事制限を
し，そのうち 62％が産後 1 か月にわたり極度の食事制限をしていたことを
明らかにした。高齢出産の女性，妊娠期間の女性，社会経済的な地位が高い
世帯の女性はより多様な食事の摂取を許容されていたのに対し，モン族の女
性は極度の食事制限に従い，産後最初の 1 か月間は白米と鶏肉を摂取してい
なかったことを確認した。また，食事制限をした女性のうち，最低限必要な
多様な食事を摂っていたのはわずか 10％に過ぎなかったことを明らかにし
た。このような極度に制限された食事，多様性の低い食事，食料不安が，女
性の微量栄養素欠乏を引き起こす原因となり，母乳の微量栄養素含有量の減
少を通じて，乳児に重大な栄養不良をもたらす可能性があることを指摘して
いる。
　Barennes ら（2009）は，ラオスの伝統的な産後の習慣と母子の栄養状態，
また，それらの関連要因を評価するために，首都ビエンチャン郊外の村で
300 組の母子（幼児は 6 か月未満）を対象に身体測定と 24 時間思い出し法によ
る調査を実施した。妊婦健診率（91％）や医療従事者の監督下での出産率（72％）

が高い一方で，伝統的な慣習を実施する母親の割合も高かった。具体的には，
産後最初の 14 日間の “yu kam or yu fai”（産後の体の痛みを取ったり体力を回復

することを目的として，種火を下に置いたベッドの上で横になる，温かいお湯で沐浴する，

温かいお湯を飲むなど）の実施（97％），伝統的なハーブティーの飲用（95％），
野菜や果物の摂取を避ける食事制限（90％）の割合が高いことを明らかにし
た。また，カロリーで 55.6％，脂質で 67.4％，鉄で 92.0％，ビタミン A
で 99.3％，ビタミン C で 45％，チアミンで 96.6％，カルシウムで 96.6％
の母親に，摂取不足があることを明らかにした。さらに，調査対象の幼児の
10％が発育阻害であり，その要因として早期のコメの補給食（母親が口内で咀

嚼し子供に与えるコメの補完食）が関係していると考えられた。ラオスの都市部
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では，都市化や経済状況の変化にも関わらず，伝統的な産後の食事制限や習
慣が依然として根強く実施されており，これらが妊産婦の不十分な栄養摂取
に影響を及ぼしていることを指摘した。
　性差による栄養の研究では，Ratsavong ら（2020）は，北部低地，中南部
高地，メコン川沿岸に居住する 1 歳から 89 歳のラオス人を対象に 24 時間思
い出し法を用いて食事摂取と栄養状態を調査し，性差による相違を評価した。
その結果，妊婦や授乳婦は，特にタンパク質（妊婦 31.9％，授乳婦 41.1％）と
微量栄養素（特にビタミン B3：妊婦 84.3％，授乳婦 84.2％）の摂取が成人男性や
成人女性より不足していることを明らかにした。また，多変量ロジスティッ
ク回帰分析から算出されたオッズ比から，農村部，乾季，北部低地という要
因が，子供，青少年，成人の男女を問わず，微量栄養素の摂取不足と関連し
ていることを明らかにした。
　利用に関する先行研究では，母子の栄養と健康に関する評価が中心で，地
域レベルや世帯レベルでの差異や栄養と疾病の関係を扱ったもの，摂取頻度
や聞き取りによる間接的なデータに基づく栄養評価，短期間の調査による
データ分析が多い。しかし，慢性的な低栄養が問題となっているラオスにお
いて，老若男女にかかわらず長期にわたる詳細な情報収集と分析による継続
的・定量的な栄養摂取の解明や，世帯属性や個人属性の違いによる栄養摂取
量の格差の研究は十分に行われていない。また，採集物の栄養を評価した研
究も事例に限られている（例えば，James (2006) や Fujita et al. (2019)）。

4．フードセキュリティの安定性の側面についての研究

　安定性に関するラオスのフードセキュリティの先行研究は限られているの
で，ここでは他国の研究も含めて整理する。安定性について，世帯レベルで
は，特にフードセキュリティの時間的変動，すなわち季節変動についての議
論が中心となっている。
　食事エネルギーや栄養の摂取量が十分であるかどうかを正確に評価し，カ
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ロリー不足や栄養素の欠乏を軽減するための適切な戦略を策定するために，
食料消費量や栄養摂取量の季節変動を理解することは重要である。自家生産
による食料と購入による食料が食料消費の季節変動に与える影響を解明した
ものとして，Luckett ら（2015）や Sibhatu ら（2017）の研究がある。Luckett
らは，マラウイ全国の世帯の年間食料消費データを用いて，世帯の栄養機能
多様性（Nutritional Functional Diversity: NFD）スコアを算出し，地理的，経済的，
時間的な側面からスコアに差異が生じる要因を分析した。この指標は，購入
による食料だけでなく自家生産による食料も考慮し栄養の多様性をスコア化
したもので，スコアが高いほど多様な栄養を摂取していることを意味する。
分析の結果，時間的な要因については，作付け期，収穫期，収穫後の時期の
うち，作付け期は自家生産による食料の供給が限られるためスコアが最も低
く，収穫期は自家生産による食料の消費が多くなるため全体のスコアが最も
高くなることを明らかにした。また，収穫後の時期は自家生産による食料よ
りもマーケットで購入する生産物がスコアの上昇に寄与することを指摘し
た。さらに回帰分析から，作付け期の NFD スコアが低い世帯ほど年間支出
額が下位五分位に入る確率が高くなると推定し，栄養の季節変動と経済的な
脆弱性との関係を示唆した。一方，Sibhatu らは，国が実施した世帯消費支
出調査の年間データを用いてエチオピアの農村部で自家生産による食料が世
帯の食料消費にどの程度寄与しているのか，また，その寄与に季節的な変化
はあるのかを評価した。その結果，農村世帯の年間カロリー消費の 58％は
自家生産による食料，42％は購入による食料によって賄われていた。また，
農作物の収穫量が少ない時期（4～8 月）は購入による食料が消費カロリーの
半分以上を占めており，自家生産による食料が多い収穫期と収穫後の時期（9

～2 月）でさえも，総消費カロリーの 3 分の 1 以上を購入による食料が占め
ていることを明らかにした。購入による食料のうち，農外収入によって購入
された食料が全消費カロリーの 22％を占めており，農外収入が消費カロリー
の季節変動を平準化する効果的なメカニズムになっていることを指摘した。
さらに，季節や世帯を問わず，農村部における食事の多様性の 80％以上は
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購入による食料に支えられていることを指摘した。
　農作物の収穫が少ない時期（lean season）と収穫後の時期（post-harvest sea-

son）の 2 つの時期における食料消費量や栄養摂取量の季節変動を分析した
研究もある。Arsenault ら（2014）は，ブルキナファソ西部の農村地域にお
いて，36～59 か月の子供とその母親を対象に，24 時間思い出し法を用いて
エネルギー摂取量と微量栄養素摂取量を定量化し，収穫の少ない時期（7～8月）

と収穫後の時期（11～12 月）の微量栄養素の充足率を評価した。エネルギー
摂取量については，母子とも季節を通して有意な差はなかったが，微量栄養
素については，ビタミン A，ビタミン B12，亜鉛を除き，収穫後の時期の充
足率の方が収穫の少ない時期よりも高かったことを明らかにした。一方，収
穫が少ない時期と収穫後の時期における母子の微量栄養素の平均充足率は，
それぞれ 0.26 と 0.37（母親），0.43 と 0.52（幼児）と，収穫後の時期の方が
高かった。しかし，多くの微量栄養素の充足率は相対的に低く，特にカルシ
ウム，ビタンミン C，ビタミン B12，葉酸の充足率が低いことから，主食の
ソルガムや野菜だけでは十分な微量栄養素を摂取することが困難であること
を指摘した。また，Becquey ら（2012）は，マリの首都において世帯のフー
ドセキュリティの季節性を評価しその変動の要因を明らかにするため，24
時間思い出し法を用いて収穫が少ない時期（7～8 月中旬）と収穫後の時期（11

～12 月中旬）におけるエネルギー摂取量と微量栄養素摂取量の比較調査を行っ
た。評価の基準となるエネルギー必要量と微量栄養素推奨量は，世帯構成員
の年齢，性別，体重などに基づいて算定された。また比較には，食事エネル
ギーと微量栄養素に対する世帯ごとの平均充足率（必要量あるいは推奨量に対す

る摂取量の割合）を用いた。収穫が少ない時期において，エネルギー必要量と
主要な 10 種類の微量栄養素推奨量を満たしていた世帯の割合は収穫後の時
期と比較し低いが，食費の支出額が多い世帯は両時期を通じて世帯のフード
セキュリティ充足率が高いことを明らかにした。さらに，扶養する家族が多
い世帯ほどフードセキュリティ充足率が低い一方で，価格が安い肉や魚を購
入する世帯，世帯主の学歴が高い世帯，世帯主に親友が多く社会的紐帯の強
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い世帯ほどフードセキュリティ充足率が高くなることを指摘した。
　一方，木附ら（2011）は，ザンビアの南部州で地形の異なる 3 つ農村にお
いて家計調査を実施し，年間の月別データを用いて，所得弾力性から所得の
季節変動に対する世帯の食料消費構成の変化を分析した。この研究では，自
家生産や採集により入手した食料も市場価値に基づいて評価している。所得
が減少する時期に，世帯は主食，畜産品，非食料消費財の消費を減少させる

（所得弾力性が高い）一方で，採集や食料援助といった市場を経由せずに調達さ
れた野菜，果物，主食以外の加工品の消費はほとんど減少させない（所得弾

力性が低い）ことを明らかにした。
　ラオスの事例として，Johnson ら（2012）はビエンチャン県の国家保護地
域にある 10 村で世帯の食料消費における野生動物食材の役割や採集の持続
可能性を明らかにするため，ワークショップ，迅速農村調査法や質問票を用
いて世帯が採集する野生動物ごとの消費（種類，重量）を調査した。肉の消費
のうち 31％が採集，24％が購入，45% が家畜由来，魚の消費のうち 47％が
採集，22％が購入，31％が養魚由来であり，動物食材における野生動物の寄
与が大きいことを明らかにした。また，消費の季節性について，イノシシや
ホエジカなどの小型哺乳類は陸稲の収穫期（9～11 月）に，水生動物は水位が
下がり捕獲が容易になる乾季（2～5 月）に採集され消費されること示した。
さらに，農繁期（5～9 月）には野生動物の狩猟や罠の設置はあまり行われず，
野生動物の消費も低下することを指摘した。
　安定性に関する調査や研究において，年間を通じたデータに基づくフード
セキュリティの季節性に関する研究では，その多くが食料消費の質の評価（消

費する食料の多様性）にとどまっており，栄養の量的な把握や月ごとの食料消
費の変化の分析までには至っていない。聞き取りに基づくエネルギー摂取量
や微量栄養素摂取量の季節変動を評価した研究では，収穫が少ない時期と収
穫後の時期の二期の比較にとどまり年間を通した解析に至っていない。また，
金銭ベースでフードセキュリティの季節変動を評価したものもあるが，栄養
摂取量との関係は分析されていない。さらに，季節変動で扱われている食料
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の多くは，生産物や購入物であり，ラオスの至るところで消費が見られる野
生動物のフードセキュリティへの寄与を検討した研究も限られている。つま
り，食料の入手方法や栄養摂取の時期的変化を関連づけながら，年間を通じ
た食料消費や栄養摂取の季節変動を定量的に評価した研究は十分されておら
ず，地域によって摂取変動が異なる要因も解明されていない。

5．既往研究のまとめと課題

　以上，供給可能性，食料アクセス，利用，安定性の 4 つの側面から，ラオ
スのフードセキュリティに関わる既往研究を整理した。それらは以下のよう
にまとめることができる。
　まず，供給可能性において，ラオスの主食のコメについては，国家レベル
あるいはマクロレベルでエネルギー換算により評価され，コメの余剰や不足
の地域間格差について指摘されている。しかし，地域によってコメが不足す
る要因については十分に検討されていないことがわかった。ミクロレベルの
コメの評価では，人口増加，耕作地の縮小，自然災害がフードセキュリティ
を低下させる要因として分析している研究もあるが，事例研究のため，地域
固有の要因が反映されている可能性が高く，成果を一般化するのは難しい。
副食の供給源となる家畜や養魚については，生産向上や管理の研究が中心で
あり，供給量に関する研究については牛や豚の需要に対して供給が不足して
いることを指摘する研究もあるが，個人が動物食品から摂取するタンパク質
必要量を推定し供給量と比較することでフードセキュリティを評価した研究
は行われていない。
　食料アクセスについては，物理的・経済的な食料市場へのアクセスに焦点
を当てたフードセキュリティの研究が中心だが，採集や家畜利用による食料
アクセスの評価の研究も進んでいる。これらはアクセス方法ごとに個別に分
析されており，多様なアクセスを総合的に考慮した食料アクセスによるフー
ドセキュリティの評価は不十分であることが確認できた。ラオス農村部では,
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食料の自家生産に加え，自然からの食料の採集，また，社会的な紐帯による
食料の贈与・交換など，多様な食料アクセスを包括的に捉えフードセキュリ
ティを評価する必要があると考えられる。
　利用については，母子の食事エネルギーや栄養素の過不足に注目したフー
ドセキュリティの評価が主な研究テーマとなっている。これらの研究は，短
期間の調査で身体測定や食料の摂取頻度による間接的なデータを用いて栄養
を評価している。ラオスでは慢性的な低栄養が課題であるにもかかわらず，
既往研究の多くは断片的で間接的な情報による栄養のフードセキュリティ評
価にとどまっており，連続的・定量的な栄養摂取の解明や世帯属性や個人属
性の違いによる栄養摂取量の違いは十分に解明されてこなかった。
　安定性については，ラオスでは季節性に着目したフードセキュリティの研
究成果は少なく，野生動物が食料消費にどの程度寄与しているかについての
研究が見られるに過ぎない。また，他の開発途上国ではエネルギー摂取量や
微量栄養素摂取量の季節性を評価した研究が報告されているものの，年間を
通じた定期的な調査によって得られた定量的データに基づき，食料消費や栄
養摂取の季節変動を解明する研究は試みられてこなかった。

第 4節　研究の課題と研究方法

　本節では，第 1 節から第 3 節までの結果を踏まえ本研究の課題と研究方法
について示す。
　第 1 節では，ラオスではフードセキュリティの改善，特に栄養面での改善
が重要な課題であることを示した。また，第 2 節では，フードセキュリティ
の 4 つの側面（供給可能性，食料アクセス，利用，安定性）が概念的には相互に関
連づけられていることや，フードセキュリティの評価の理論的課題について
整理した。さらに第 3 節では，フードセキュリティの 4 つの側面から，ラオ
スのフードセキュリティの研究成果をレビューし，各側面における課題を明
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らかにするとともに，継続的で定量的なデータに基づくフードセキュリティ
の評価の必要性を指摘した。
　フードセキュリティは多面的で時代とともに変化する概念であり，それは
少数の指標で表せるものではないが，全体を包括的に評価できる指標もない

（坪田 2022）。FAO が提唱するフードセキュリティの 4 つの側面において，食
料アクセスの側面では道路密度や国内総生産，利用の側面では 5 歳未満児の
発育阻害，消耗症，低体重の割合，安定性の側面では穀物輸入依存率，灌漑
率や食料価格の不安定性など，供給可能性の指標を除けば，間接的な指標（代

替指標）に基づきフードセキュリティが評価される。また，現地調査では，
インタビューや 24 時間思い出し法などの聞き取りにより食料の消費量を推
定したり，摂取頻度をスコア化（例えば，Food Consumption Score（FCS）や
Household Dietary Diversity Score (HDDS) など）して分析することもある。
フードセキュリティに関する信頼性の高いデータを得るためには，個人レベ
ルあるいは世帯レベルの情報が必要であるが，定期的で時宜にかなった調査
をするためには，多くの時間，金銭，人的資源の投入が必要となる。このた
め，実際の調査においては，間接的なデータや代替指標を用いてフードセキュ
リティを推測する方法が一般的である。しかし，フードセキュリティは，人
間の生存に関わる本質的な課題でもある。そのため，誰が，いつ，何を，ど
の程度，どのように摂取しているのかという人々の消費や摂取行動の実態を
可能な限り定量的かつ精緻に調査・解析し，フードセキュリティ改善のアプ
ローチや留意点を検討することが必要である。また，農家世帯が食事で十分
な動物性タンパク質を摂取できるかどうかは，その供給源である動物性食材
が国や地域から十分供給されているか，道路や市場のインフラが整備されて
いるか，所得が十分にあり動物性食材にアクセスできるか，また，年間を通
じ十分に摂取できるかといった状況の影響を受ける。これらの側面の相互関
係を明らかにし重層的に考察することが，地域や世帯の動物性タンパク質摂
取の課題を解決するためには重要である。しかしながら，フードセキュリティ
の評価において，4 つの側面を個別に評価した研究はあるが，これらを相互
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に関連づけ，包括的に問題解決を検討する試みはラオスでは見られない。国
際連合世界食糧計画（WFP）はラオス全国で行ったフードセキュリティの調
査で，首都ビエンチャンを除く各県のフードセキュリティを 4 つの側面から
評価しているが，現状把握にとどまり，4 つの側面を相互に関連づけて分析
し，各地域に即した対策を検討していない。
　そこで，本研究では，ラオスのフードセキュリティの改善に資することを
目的として，公的機関が発行する継続的かつ定量的なマクロデータ（国と地域）

と，世帯調査や食料消費の計測と記録から得られる継続的かつ定量的なミク
ロデータ（世帯）を用いて，国・地域・世帯という関係性を考慮しながら，
FAO の定義に基づくフードセキュリティの 4 つの側面を評価する。そして，
これらの評価を相互に関連づけることでラオスのフードセキュリティを包括
的に考察（本研究では，これを「重層的考察」と称す。）し，フードセキュリティ
を改善させるための対策を検討することを課題とする。課題へのアプローチ
は以下の手順で行う。
　各課題を検討する前に，政府が発行する統計データや国際機関が発行する
報告書を用い，ラオスの各地域におけるフードセキュリティを取り巻く地理
的環境の特徴を明らかにする。それらを踏まえた上で，地理的環境の異なっ
た 3 つの農山村を調査対象地として選定し，ラオス全体における調査対象村
の位置づけを明らかにする。
　供給可能性の課題で対象とする食料は，主食のコメと動物性タンパク質を
供給する肉類と魚類とする。供給が十分であるかどうかを評価するために，
まず，これらの食料の国全体の供給量と需要量または必要量を比較し，十分
であるかどうかを確認する。また，ラオスは道路インフラが十分整備されて
いない地域もあるため，それぞれの地域においてこれらの食料が十分である
かどうかを明らかにする必要がある。さらに，供給量が不足する場合，その
要因を明らかにする。要因を明らかにすることはフードセキュリティの改善
を検討する上で重要だからである。コメについては，他の作物との土地利用
競合の観点から，肉類や魚類については家畜飼養の地域性や家畜生産への融
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資の観点から不足要因を明らかにする。加えて，コメと比較し，ラオスの動
物性食料のフードセキュリティ問題がより深刻であることを明らかにする。
　食料アクセスの課題では，動物性食料を対象とする。本研究では主要な入
手方法である自家生産（家畜）と購入に，ラオス農村で頻繁に見られる採集，
贈与，交換を加え，食料アクセスを評価する。地理的環境の異なる地域で世
帯が実践するすべての入手方法別および地域で入手可能な動物種類別に動物
性食料のアクセス頻度（食事における利用頻度）を明らかにする。また，食料
アクセスの現状を把握した後，地域特性の違いが動物性食料のアクセスに与
える影響を考察する。
　栄養摂取量の充足状況を正確に評価し，栄養摂取の季節変動を理解するこ
とは，栄養素の欠乏を軽減するための適切な戦略を選択し設計する上で重要
である。利用の課題では，動物性タンパク質摂取量の過不足に焦点を当てる。
まず，地理的環境の異なる地域で世帯が実際に利用した動物性食材から世帯
の動物性タンパク質摂取量を推定し，世帯全体の必要量と比較することで栄
養のフードセキュリティを評価する。また，世帯を動物性タンパク質の摂取
量が必要量を満たしていない不足世帯と必要量を満たしている充足世帯に分
類し，世帯属性からタンパク質摂取量の不足または充足を規定する要因を地
域ごとに明らかにする。
　安定性の課題では，動物性タンパク質摂取量の季節変動に焦点を当てる。
第 4 章で得た世帯のタンパク質摂取量データを用いて，地理的環境の異なる
地域ごとに各月の平均タンパク質摂取量を求め，季節的な摂取量の変化を明
らかにする。また，消費した動物性食材の入手方法と，社会，経済および自
然環境の背景からタンパク質摂取量が変動する要因を明らかにする。
　最後に，4 つの側面によるフードセキュリティの評価を重層的に考察し，
その評価を踏まえて，フードセキュリティの改善に向けた対策を検討する。
図序－ 3 は重層的考察の評価構造を示す。これまでのフードセキュリティの
評価では，個々の側面に限定した評価が散見される。しかし，それらの評価
はあくまでフードセキュリティを評価する 1 つの視点に過ぎず，フードセ
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キュリティを包括的に評価するものではない。そこで，本研究では供給可能
性の検討対象を国，食料アクセスの検討対象を地域，利用および安定性の検
討対象を世帯とし，これらの側面を重層的に評価する。これにより，ラオス
における対象村のフードセキュリティの位置づけを明確にし，食料消費や栄
養素の欠乏を軽減するための適切な戦略を設計する上で重要な知見を提供す
ることを最終目標とする。調査地の選定にあたっては，ラオスの地理的条件，
貧困状況，栄養状態を可能な限り代表する 3 村を選定した。従って，これら
の村で得られた知見は条件が類似する村や地域におけるフードセキュリティ
改善の対策に資するものと考える。

第 5節　本書の構成

　前節で述べた研究課題に取り組むため，本書の構成を図序－ 4 のようにま
とめた。以下にその概要について説明する。

図序－ ３　重層的考察の評価構造
出所：筆者作成。
　注：両矢印の青色は供給側の，黄色は需要側の視点を示す。下線部分は，本研究で扱う分析指標。
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　第 1 章「ラオスの農山村地域の特徴と調査対象村の概況」では，ラオスに
おけるフードセキュリティを取り巻く環境の特徴を地域ごとに明らかにす
る。まず，ラオス統計局や農林省が発行する統計データや報告書，国際連合
食糧農業機関（FAO）や国際連合世界食糧計画（WFP）などの国際機関が発
行する報告書を用いて，地形区分，農業，採集活動，道路整備，貧困，栄養，
人口構成，民族構成について地域ごとの概要を整理する。次に，前節で明ら
かになった地域ごとのフードセキュリティを取り巻く環境の特徴を踏まえ，
調査対象村の選定方法と選定された村の概況を示し，ラオス全体における調
査対象村の位置づけを明らかにする。
　第 2 章「ラオスにおけるコメと動物性食料6）の供給評価と地域間格差－供
給の側面から－」では，ラオスの主食であるコメと動物性タンパク質の供給
源である動物性食料（肉類と魚類）に焦点を当て，需要量または必要量に対し
供給量が十分であるかどうかを評価し，また，国全体および地域ごとの過不

図序－ ４　本書の構成と各章の関係
出所：筆者作成。
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足とその要因を明らかにする。まず，コメについては自給達成以降の 2000
～2019 年のコメ生産量を公的機関の統計データから把握する。次に，1 人当
たりのコメ消費量と人口からコメ需要を推計し，これをコメ生産量と比較す
ることで，全国および地域（北部，中部，南部）におけるコメ需給バランスを
分析し，コメの過不足状況を明らかにする。その上で，コメ不足が生じてい
る地域におけるコメ不足要因を政府の土地政策，農業政策や農家の土地利用
の変化から検討する。動物性食料については，2010～2019 年の性別年齢別
人口と性別年齢別タンパク質必要量から国全体の必要量を推計し，
FAOSTAT のデータに基づくラオス全国のタンパク質供給量との比較から過
不足を明らかにする。また，公的機関の統計データから得られた家畜（水牛，

牛，豚，山羊，羊，家禽，養殖魚）の生産量の比率から，地域ごとタンパク質供
給量を推計し，地域（北部，中部，南部）における動物性タンパク質の供給量
と必要量とのバランスを分析する。さらに，供給量必要量バランスの地域格
差要因を政府の政策と地域の家畜飼養の特徴から検討する。加えて，コメと
動物性食料のフードセキュリティを比較した場合，コメよりも動物性食料の
フードセキュリティ問題の方が深刻であり，優先的に解決すべき重要な課題
であることを明らかにする。
　第 3 章「ラオスの農山村における動物性食材へのアクセスと地域間比較－
食料アクセスの側面から－」では，タンパク質摂取の状況を調査対象村間で
比較し，地域特性の違いによる食料アクセスとタンパク質摂取の関係および
その特徴を明らかにすることを目的とする。そのために，まず，研究対象と
した異なる村の動物性食材へのアクセスに関連する地域特性（自然環境，生産

活動，物理的条件，経済状況）を把握するとともに，年間を通じた多様な動物性
食材の種類およびその入手方法を明らかにする。次に，これらの地域におい
て動物性食材から得られるタンパク質摂取量について，対象村別，動物種類
別，入手方法別に比較を行い，多重比較やχ2 検定を用いて統計的に差異を
明らかにする。さらに，対象村ごとに動物種類と入手方法の関係性を明らか
にし，地域特性に基づく食料アクセスから地域の動物性タンパク質摂取の特
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徴を考察する。
　第 4 章「ラオスの農山村における動物性タンパク質摂取評価と農家世帯間
比較－利用（栄養）の観点から－」では，対象村において，年間を通じた食
事によるタンパク質摂取量を世帯間で比較し，農家世帯のタンパク質摂取量
が不足する要因を明らかにする。具体的には，まず，各村の農家世帯が記録
した食事ごとの動物性食材の利用データから世帯のタンパク質摂取量を推定
する。次に，各農家世帯の構成員の性別，年齢，体重に応じて算出された世
帯のタンパク質推奨量と実際のタンパク質摂取量を比較することで，各世帯
のタンパク質摂取量が十分であるかどうかを明らかにする。さらに，世帯を
タンパク質摂取量が十分な世帯と不十分な世帯に分類し，平均の差の検定を
用いて動物性食材の主要な入手方法（採集，購入，家畜利用）と関係する要因
や世帯属性で比較することで，タンパク質摂取量に差異が生じる要因を明ら
かにする。
　第 5 章「ラオスの農山村における動物性タンパク質摂取の季節変動とその
要因－安定性の側面から－」では，対象村における動物性タンパク質摂取量
の季節変動を評価し，その要因を明らかにする。具体的には，まず，調査デー
タを基に各月のタンパク質摂取量を推定し，変動係数を用いてタンパク質摂
取量の季節変動を定量的に明らかにする。次に，農業・農外活動，野生動物
の活動，村の行事の季節性がタンパク質摂取量に与える影響を分析し，タン
パク質摂取量の増減要因（季節変動要因）を明らかにする。さらに，タンパク
質摂取量が相対的に少ない時期に農家がどのようにタンパク質摂取の不足を
補填し，摂取量の変動を抑制しているか（タンパク質摂取量の平準化）を考察す
る。
　終章「総合考察」では，第 1 章から第 5 章で得られた分析結果を整理し，
4 つの側面から検証した結果に基づいて各村のフードセキュリティの状況を
重層的に考察する。また，重層的考察を踏まえ，動物性タンパク質摂取量の
不足を解決するための対策を提示する。
　なお，本書では終章の後に，本研究の方向性を定めるために実施した予備
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調査の結果を補論として付した。この補論は，研究対象地域の選定や本研究
で用いた調査票の設計において重要な示唆を与えるものであり，研究全体の
基盤として位置づけられる。また，第 4 章で検討した各入手方法に関係する
要因から農家世帯のタンパク質摂取の不足・充足を判別できるモデルの構築
を試み，その結果を付録としてまとめた。

<注 >
₁�）一般的に，「食料」は食べ物全体を，「食糧」は主食物を指す。本研究では，基本的に「食

料」を用いるが，主食の意味合いで使われている場合や，参考文献で食糧が使われてい
る場合には，その表記にならって「食糧」を用いた。

₂�）FAO が開発した Food Insecurity Experience Scale (FIES) によって推定された食料
不安の尺度。8 つの質問で構成され，経験した食料アクセスの困難の深刻さに基づいて，
軽度, 中度，重度の段階に分類される（Ballard, Kepple and Cafiero 2013）。

₃�）特に脆弱な立場にある集団の栄養不良レベルを大幅に削減することを目的とし，栄養
摂取量の改善，食料へのアクセスと食料供給の改善，母子保健および栄養・健康教育の
改善など 10 の具体的な目標を策定している。

₄�）政策立案者が適切な対応を行えるようにすることを目的として，国の食料の生産・消
費に関する様々な情報を収集し，それに基づいて国内の飢餓・栄養不足の状況を指標化
して地図上に可視化する活動の枠組み。これは，FAO を事務局として関連機関や国が実
施する取り組みである。

₅�）島野（2014）は，労働交換や米の貸借が地縁・血縁のみでなく，知人同士の間でも広
く行われていることを明らかにしている。

₆�）本研究では，食材，食事，食料，食品といった類似語を使用しているが，研究目的に
則し，第 2 章では「食料」を，第 3 章から第 5 章では「食材」を用いた。ただし，文献
からの引用については，原文の用語をそのまま使用することとした。
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第 1章　�ラオスの農山村地域の特徴と 
調査対象村の概況

第 1節　課題と方法

　本研究は 3 つの農山村を調査対象とした研究であるが，対象村の具体的な
分析に入る前に，ラオスにおけるフードセキュリティを取り巻く地理的環境
の特徴を地域ごとに整理した上で，これら 3 つの調査対象村の位置づけを明
らかにする必要があろう。そこで，本章ではまず，ラオスのフードセキュリ
ティに深く関わると考えられる主要な環境要因，つまり，地形区分，農業，
採集活動，道路整備，貧困，栄養，人口構成，民族構成について地域ごとの
概要を示す。これらの分析は，ラオス統計局が発行する統計データ（LSB 

1990-2020），ラオス農林省や統計局が発行する報告書（Agricultural census office 

2000，2012; LSB 2018, 2020, 2021a, 2021b）や，国際連合食糧農業機関（FAO）や国
際連合世界食糧計画（WFP）などの国際機関が発行する報告書（FAO, IFAD 

and WFP 2014; FAO and UNICEF 2021; WFP 2008, 2013）に基づいて行われる。次に，
第 2 節で明らかになったラオスの地域ごとのフードセキュリティの特徴を踏
まえ，調査対象村の選定方法と選定された村の概況を明らかにし，ラオス全
体における調査対象村の位置づけを明らかにする。これらは，ラオス政府発
行の調査報告書（Government of Lao PDR 2004; MAF 2013）に加え，2016 年 11
月から 2017 年 4 月にかけて，選定された PB 村，NM 村，NX 村で実施した
農家世帯調査（事前調査）の結果および村長，副村長と食用野生動物につい
て知見を有する村人とのグループディスカッションの結果に基づいて分析さ
れる。
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第 2節　ラオスのフードセキュリティ環境の地域的特徴

1．ラオスの農業生態系区域（地形区分）

　ラオスのフードセキュリティにおいて，稲作によって供給される主食のコ
メと非木材林産物（Non-Timber Forest Products: NTFPs）1）に代表される自然か
ら採集される動植物は大変重要な食料資源である。人々がどのような環境で
コメを栽培し，また，どのような環境で動植物を採集し食料として消費する
かは，どのような農業生態系区域（Agro-Ecological Zones: AEZ）で生活を営ん
でいるかに左右される。ラオス農林省が発行した農業開発戦略では，ラオス
全体を 6 つの農業生態系区域に区分している（図 1 － 1）。

図 １ － １　ラオスの農業生態系区域
出所：WFP（2013）を基に，著者作成。
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（1）ビエンチャン平野
　首都ビエンチャン，ビエンチャン県とボリカムサイ県の一部の地域に広が
り，標高の高い平地と低丘陵地を含む。標高は 500～1,000 メートル，年間
降水量は 2,500～3,000 ミリ，降雨期間は 240～270 日である。地形的にはな
だらかで，中山間地域が多い。自然林は依然として残存しているものの，焼
畑や違法伐採の影響を受けている。水稲が主要作物の一つだが，畜産も重要
な生業である。農村人口は約 30 万人で，人口密度は低から中程度である。
貧困層は都市周辺部に集中している。

（2）北部低地
　ルアンパバーン県，ポンサリー県，ウドムサイ県，およびサイニャブリー
県の一部からなる。標高は 500～1,500 メートル，年間降水量は 1,500～2,000
ミリである。この区域は主に山岳地帯で，北部高地の地形と類似している。
かつて存在した自然林の多くは失われ，残存する森林の大部分も，焼畑耕作，
急速に拡大した換金作物（特にトウモロコシ）栽培，家畜の放牧の影響を受け
ている。人口密度は北部高地よりも高く，貧困率は低下してきている。商品
作物生産への移行は農民の生活に著しい改善をもたらしているように見える
が，深刻な土壌浸食などがあり，農業システムの持続性が懸念されている。

（3）北部高地
　北西部のポンサリー県，ルアンナムター県，ボケオ県の山岳地帯に加え，
フアパン県，シェンクワン県の一部およびボリカムサイ県の東部を含む。標
高は 1,500～2,500 メートル，年間降水量は 1,300～2,500 ミリである。この
区域の特徴は，僻地でアクセスが悪く，急峻な山岳地形のため土壌浸食のリ
スクが高いことである。しかし，土壌は耕作に適しており，畜産の可能性も
高い。高地の農家生計と農業システムは，自給自足的な形態から市場向けの
形態へと急速に移行しつつある。自然林は，焼畑や商業的利用または小規模
なゴム農園への転換によって，ほとんど消失している。全体として，人口密
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度は比較的低く，貧困率は中から高程度である。

（4）メコン川沿岸
　メコン川の河岸と氾濫原およびメコン川支流の低地沖積渓谷を含む。標高
は 100～200 メートル，年間降水量は 1,500～2,000 ミリ，農作物の生育期間
は 180～200 日である。地形は主に平地や緩やかな傾斜地からなる。集約的
な農作物生産，特に平地での天水稲作，灌漑稲作，傾斜地での換金作物生産
の拡大のため，低地の森林は消失している。この区域はラオスで最も人口密
度の高い地域である。

（5）中南部高地
　カムアン県，サワンナケート県，サラワン県，セコーン県，およびアッタ
プー県の一部を含み，メコン川と平行して流れる支流の上流渓谷と丘陵地が
広がっている。標高は 200～500 メートル，年間降水量は 2,000～3,000 ミリ
で，農作物の生育期間は 210～240 日である。この区域は一般的に，痩せた
酸性土壌のため生産性の高い農業の可能性は低い。また，不発弾の危険性が
高いため，利用可能な土地の大部分で耕作が制限されている。農村部の人口
密度は低く，貧困率は最も高い。この区域では，国境を越えた鉱業やゴム農
園への投資が増え，交通インフラも改善されてきているが，貧困削減はほと
んど進んでいない。

（6）ボロベン高原
　チャンパーサック県パクソン郡，セコーン県やアッタプー県の一部を含む。
標高は 800～1,500 メートル，年間降水量は 2,500～3,000 ミリである。自然
植生は主にサバンナ，森林，草原からなる。コーヒー，紅茶，カルダモンの
栽培が行われており，加えて焼畑による陸稲生産も行われている。近年，中
規模から大規模の農業コンセッション（農地の長期借地）が急速に発展してい
る。貧困率は低い。



41第 １ 章　ラオスの農山村地域の特徴と調査対象村の概況

　ラオスはしばしば統計行政区分に従い，北部地域，中部地域，南部地域に
分類される（図 1 － 2）。この区分を農業生態系区域に当てはめると，北部地
域は北部高地の大部分と北部低地の一部からなり，中部地域は北部低地の一
部，ビエンチャン平野，北部高地の一部，メコン川沿岸の一部と中南部高地
の一部から構成される。また，南部地域はメコン川沿岸の一部，中南部高地
の一部およびボロベン高原により構成される。北部地域は山岳地形で，標高
も高く，年間降水量は 1,300～2,500mm である。丘陵地が多く，焼畑耕作
が主流である。自給自足型の農業から換金作物の栽培への移行が急速に進む
中，森林が消失し農業システムの持続性や採集物の減少が懸念されている。
中部地域は主にビエンチャン平野とメコン川沿岸からなり，平地と低丘陵地
が広がる。降水量は 1,500～3,000mm と多いが，高地は痩せた土地が多く
耕作可能な土地が少ない。天水および灌漑による水稲栽培のほか，換金作物

図 １ － ２　ラオスの地域区分
出所：横井（2018）を基に，著者作成。
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の栽培が主流であるが，換金作物栽培の拡大により森林への影響が生じてい
る。南部地域はメコン川沿岸，上流渓谷と丘陵地からなり，降水量は 1,500
～3,000mm である。ボロベン高原ではコーヒーなどの多年生作物が栽培さ
れているほか，焼畑による陸稲も栽培されている。また，農業コンセッショ
ンの拡大により地域住民の土地の取得が困難になっている。

2．�ラオスの農業の位置づけと農産物生産の地域的特徴（農作物と
家畜）

　農業生産の地域的特徴を説明する前に，まずラオスにおける農業の位置づ
けを明らかにしておく。図 1 － 3 は 1990 年以降，5 年ごとの産業別国内総
生産（GDP）の推移を示す。1990 年に 2,700 百万ドルであった GDP は，
2020 年には 18,600 百万ドルに達し，約 7 倍にまで増加した。産業別に見る
と 2005 年までは農業が GDP の約半分を占めていたが，それ以降は工業や
サービス業が成長し，2010 年には工業とサービス業の占める割合が農業の
占める割合を上回った。工業が発展した要因としては，第 1 に，ラオスは欧
州連合の一般特恵制度の対象国であり輸出割当制限を受けなかったため，縫
製業による輸出が 2010 年頃まで増加したことが挙げられる。第 2 に，2010
年頃からベトナムや中国からの投資による石膏や金，銀，銅などの鉱物の採
掘が増加したことである。さらに，発電能力の高いダムの竣工に伴う海外へ
の売電の増加，2010 年のラオス・中国鉄道の建設の開始や，2018 年の首都
ビエンチャンとバンビエン郡を結ぶ高速道路建設の着工による建設ラッシュ
も主な要因であった（JETRO 2010，2018；カム・ヴォーラペット　2010）。サービ
ス業の成長については，経済成長に伴いサービス部門の約 3 割を占めるまで
に至った卸・小売業の発展の貢献が大きい。一方，農業は他の産業と比べ
GDP の成長は小さく，経済全体に占める割合は相対的に縮小している。
　また，表 1 － 1 を見ると，1998/1999 年に 668 千世帯（全世帯の 83.7％）あっ 
た農業従事世帯は，2019/2020 年には，644 千世帯（全世帯の 51.9％）にまで
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減 少 し て い る。 こ れ は，
1990 年代から始まった土
地森林分配事業により，焼
畑が禁止された影響が大き
い2）。しかしながら，金額
ベースで見ると，2020年の
農 業 の GDP は 1990 年 の
約 2 倍にまで増加している

（図 1 － 3）。農家従事世帯の
比率は低下してきていると
は言え，農業は生産活動の
基盤として引き続き重要な
産業であると考えられる。
　次に，ラオスの農業生産の状況を見てみる。ラオスの主食はコメである。
表 1 － 2 はラオスにおける地域別の農業従事世帯数と稲作農家数を示す。農
家従事世帯の割合は北部地域が 63.8％と最も高く，南部地域が 51.2％とこ
れに続く。しかし，稲作農家に注目すると，その割合は中部地域で最も高く，
中部地域の農家従事世帯の 90.4％を占める。
　表 1 － 3 は水稲と陸稲の収穫面積と収穫量を地域別に示している。水稲面
積は中部地域で最も広く全体の 55.7％を占め，南部地域がそれ続く。これは，
中部地域はビエンチャン平野とメコン川沿岸に位置し，また，南部地域の一

表 １ － １　ラオスの農業従事世帯数とその割合の推移
（単位：千世帯）

全世帯 農業従事世帯 ％ 非農業従事世帯 ％

1998/1999 798.0 668.0 83.7 130.0 16.3

2010/2011 1,021.4 782.8 76.6 238.6 23.4

2019/2020 1,241.4 644.1 51.9 597.3 48.1

出所：Agricultural census office （2000）, Agricultural census office （2012）および LSB（2021b）より，筆者作成。

図 １ － ３　ラオスの産業別 GDP の推移
出所：�LSB （1990-2020） と FAO （1990-2020） のデータに基づいて，筆

者作成。
　注：各年の実質 GDP を 2015 年基準で評価している。
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部もメコン川沿岸に位置するため水稲に適した地形が広がっているからであ
る。一方，北部地域は山岳地帯が多く平地や低地が少ないため，他地域より
も水稲に適した地形が少ない。陸稲面積を見ると，北部地域で最も広く全体
の 80.8％を占めるが，水稲面積と比較して小さい面積となっている。国全
体の陸稲面積が小さいのは，ラオス政府により焼畑地の拡大を禁止されてい
るためである。
　表 1 － 4 は換金作物であるトウモロコシとキャッサバの収穫面積と収穫量
を地域別に示している。トウモロコシは，面積 102 千 ha，収穫量 508 千ト
ンと, 北部地域で圧倒的に優勢である。これは，1990 年代から焼畑が禁止さ
れ，休閑地でトウモロコシの栽培が増えたからである（北部地域の陸稲栽培と

トウモロコシ栽培の詳細については第 2 章で述べる）。一方，キャッサバの収穫面積
と収穫量は北部地域と南部地域で大きい。これは，人口増加により農家世帯

表 １ － ２　ラオスの地域別農業従事世帯数（2019/2020 年）
（単位：千世帯）

全世帯 農業従事世帯 ％ うち稲作農家 ％

北部地域 370.9 236.7 63.8 195.9 82.8

中部地域 615.0 274.4 44.6 248.0 90.4

南部地域 255.5 133.0 51.2 97.0 72.9

全　国 1,241.4 644.1 51.9 540.9 84.0

出所：LSB（2021b）より，筆者作成。

表 １ － ３　ラオスの地域別コメの収穫面積と収穫量（2018 年）

水稲（千 ha，千トン） 陸稲（千 ha，千トン）

面積 ％ 収穫量 ％ 面積 ％ 収穫量 ％

北部地域 112.7 14.8 500.3 16.2 74.7 80.8 109.7 75.6

中部地域 424.9 55.7 1,703.0 55.0 13.4 14.5 28.1 19.3

南部地域 224.6 29.5 891.1 28.8 4.4 4.7 7.4 5.1

全　国 762.2 100.0 3,094.4 100.0 92.4 100.0 145.1 100.0

出所： LSB （2018）より，筆者作成。
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の焼畑利用面積が縮小し，それにより焼畑休閑期間が短縮した結果，土地の
肥沃度が低下したことが要因と考えられる。肥沃度の低い丘陵地でもキャッ
サバは生育できるため，面積が広がったと考えられる。また，農業コンセッ
ションによりキャッサバのプランテーション栽培が拡大したことも面積拡大
に寄与したと推察される。
　以上のことから，ラオスの農作物について，中部地域と南部地域では水稲
が，北部地域では水稲と陸稲が支配的であることが明らかになった。また，
換金作物については北部地域の山岳地帯や南部地域のプランテーションにお
いてトウモロコシやキャッサバの栽培が支配的であることが明らかになっ
た。
　次に家畜の飼養頭羽数について見ていく。家畜も自家消費用として利用し
たり，販売して他の食料を購入できるため，フードセキュリティの観点から
重要な食料資源である。大型家畜は主に資産として，中型家畜は主に販売用
として飼養される。また，小型家畜の家禽は主に自家消費用として飼養され，
養殖魚は主に販売用として養殖される。表 1 － 5 はラオスの地域別農家世帯
当たりの家畜飼養頭羽数および養殖魚生産量を示す。大型家畜については，
牛と水牛を合せた飼養頭数が中部地域で 6.2 頭，南部地域で 5.5 頭と多い。
水田地帯が広がるビエンチャン平野やメコン川沿岸地域では，乾季の水田が
牛や水牛の放牧の格好の場所となるためである。北部地域や南部地域では，

表 １ － ４　ラオスの地域別換金作物の収穫面積と収穫量（2018 年）

トウモロコシ（千 ha，千トン） キャッサバ（千 ha，千トン）

面積 ％ 収穫量 ％ 面積 ％ 収穫量 ％

北部地域 101.8 68.8 507.6 65.7 34.2 33.8 1,140.0 34.3

中部地域 34.7 23.4 202.3 26.2 25.9 25.6 546.7 16.4

南部地域 11.5 7.8 62.5 8.1 41.0 40.6 1,637.7 49.3

全　国 148.0 100.0 772.4 100.0 101.1 100.0 3,324.3 100.0

出所：LSB （2018） より，筆者作成。
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中型家畜の豚の飼養がそれぞれ 5.6 頭，10.8 頭と多い。これらの地域では，
特に山岳地域に貧困世帯が多く，大型家畜より出産までの期間が短い豚や山
羊を飼養あるいは肥育し販売することが選好されているためと考えられる。
家禽については南部地域が最も多く平均で 121.0 羽を飼養している。家禽は
自家消費のみならずマーケットで販売し収入源にもなるため，貧困層の多い
山岳地域（セコーン県，アタップー県）の世帯で飼養数が多い。一方，養殖魚に
ついては，メコン川やその支流で生け簀を使った養殖が盛んに行われている
ため，中部地域の生産量が最も多い。
　以上のことから，家畜については，主に資産として飼養される大型家畜は
中部地域と南部地域で多く，主に販売目的で飼養される中型家畜は北部地域
と南部地域で多いことが明らかになった。また，主に自家消費用として飼養
される小型家畜の家禽は南部地域で，販売用として生産される養殖魚は中部
地域で多いことが明らかになった。

3．ラオスの動植物の採集状況

　自然から採集される動植物はラオスでは不可欠な食料資源であり，また，
マーケットで販売可能な収入源でもあるため，フードセキュリティへの寄与
が大きい。表 1 － 6 は非木材林産物（NTFPs）を採集している世帯数とその
割合を地域別に示している。ラオス全国では全世帯の 35.8％すなわち 3 分

表 １ － ５　ラオスの地域別農家世帯当たりの家畜飼養頭羽数および養殖魚生産量（2018 年）

牛
（頭）

水牛
（頭）

豚
（頭）

山羊/羊 
（頭）

家禽
（羽）

養殖魚 
（kg）

北部地域 2.2 1.2 5.6 1.1 47.9 72.1

中部地域 4.1 2.1 3.9 0.9 43.0 293.9

南部地域 3.0 2.5 10.8 0.8 121.0 157.9

全　国 3.2 1.9 5.9 1.0 60.9 184.3

出所：LSB （2018）より，筆者作成。
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の 1 以上の世帯が自然から NTFPs を享受している。NTFPs を採集してい
る世帯のうち，すべての地域において農村部の村に居住している割合が
85％以上と高く，農村部の生活における採集物の重要さがうかがえる。
　地域別に見ると NTFPs を採集している世帯の割合は北部地域が高く，同
地域全世帯の 45.2％を占めている。地形区分別で見ると，北部地域では高
原/山地村に居住する世帯の割合が 83.2％，中部地域および南部地域では平
地村に居住する世帯の割合がそれぞれ 61.1％と 60.7％と高かった。北部地
域は山岳地帯が広いため哺乳類や鳥類の陸生動物の採集が多く，中部地域お
よび南部地域は平野部に水田が広がっているため魚類や両生類，貝類などの
水生動物の採集が多いと推察される。
　図 1 － 4 は NTFPs の販売による世帯当たりの収入を県別に示す。他の地
域と比較すると，北部地域に属する県の世帯当たりの収入は相対的に多いこ
とがわかる。つまり，北部地域では NTFPs の経済的寄与も大きいことがわ
かる。
　以上のことから，NTFPs に依存する世帯は都市部よりも農村部に多いと
考えられる。また，地域別では中部地域および南部地域より北部地域に多く，
これらの世帯は主に高原/山地村に居住していると考えられる。一方，中部

表 １ － ６　ラオスの NTFPs の地域別採集状況（2019/2020 年）

全世帯数
NTFPs

採集世帯
％

都市部/農村部（％） 地形区分（％）

うち
都市部の村

うち
農村部の村

うち
平地村

うち高原
/山地村

うち地形
混在村

北部地域 370,900 167,721 45.2 14.2 85.8 10.5 83.2 6.2

中部地域 615,000 188,163 30.6 10.9 89.1 61.1 36.3 2.6

南部地域 255,500 88,131 34.5 14.4 85.6 60.7 38.7 0.6

全　国 1,241,400 444,015 35.8 12.8 87.2 41.9 54.5 3.6

出所：LSB（2021b）より，筆者作成。
　注：�１）郡または県の中心部に位置している，２）70％以上の世帯が電気を使用している，３）70％以上の世帯が水道水

を利用している，４）年間を通じて道路でアクセスできる，５）終日営業している常設市場がある，という ５ つの
条件のうち少なくとも ３ つの条件を満たしている村は都市部の村と定義され，条件を満たさない村は農村部の村
と定義される（LSB 2015）。以降，同様の定義。
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地域や南部地域で NTFPs を採集する世帯は主に平地村に居住していると考
えられる。さらに，NTFPs の販売による収入への寄与も北部地域が相対的
に高いと考えられる。

4．ラオスの道路整備状況

　フードセキュリティに関連する市場，安全な水，教育，医療へのアクセス
を確保にする上で，道路は重要な役割を担っている。そのため，地域のフー
ドセキュリティの特徴を評価する上で道路整備状況は重要な要素である。
2018 年のラオスの道路整備網の延長は 60,341km であり，そのうち舗装道
路は全体の 19％にとどまる。（LSB 2019）。表 1 － 7 はラオスの道路整備状況

図 １ － ４　NTFPs の販売による世帯当たりの収入（2019/2020 年）
出所：LSB（2021b）より，筆者作成。
　注：緑は北部地域，青は中部地域，赤は南部地域を表す。
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を地域別に示している。2019/2020 年時点でラオス全国の村数は 8,416 村で
あり，農村部の村が多いのは北部地域で 2,960 村である。そのうち，道路が
未整備の村は 496 村であり，全国の農村部における道路が未整備の村の
58.7％を占める。北部地域の中で，道路が未整備の村が多い県は，ポンサリー
県の 95 村（11.2％），ウドムサイ県の 117 村（13.8％），ルアンパバーン県の
85 村（10.1％），フアパン県の 179 村（21.2％）で，いずれの県も大部分が北
部高地に属し，広大な山岳地帯に位置している。
　以上のことから，北部地域は道路が未整備の農村が多く，全国の農村部で
道路が未整備の村の半分以上を占めており，マーケットなどへのアクセスが
制限されていると考えられる。

5．ラオスの貧困状況

　健康的で栄養のある食事を満たすために必要な資源や財力が不足すると，
フードセキュリティは脅かされるため，フードセキュリティの分析において
貧困度の評価は重要である。ラオスでは，最低限必要な食料および非食料の
消費パターンから金額ベースで貧困ラインを算出し，貧困ライン以下を貧困
と定義している（LSB 2020）。ラオスの貧困人口率は 2003 年の 33.5％から

表 １ － ７　ラオスの地域別道路整備状況（2019/2020 年）

全国
村数

％
都市部 
村数

％
農村部

道路整備 
村数

％
道路未整 
備村数

％

北部地域 3,506 41.7 546 35.5 2,464 40.9 496 58.7

中部地域 3,349 39.8 816 53.0 2,372 39.3 161 19.1

南部地域 1,561 18.5 178 11.6 1,195 19.8 188 22.2

全　国 8,416 100.0 1,540 100.0 6,031 100.0 845 100.0

出所：LSB （2021a） より，筆者作成。
　注：道路が未整備の村とは，乾季に四輪自動車が通過できる道路がない村を表す（Government of Lao PDR 2004）。
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2019 年には 18.3％まで低下し，貧困人口は減少傾向にある。しかし，貧困
の地域間格差は依然として存在している。表 1 － 8 はラオスの貧困状況を地
域別に示す。ラオス全国の貧困世帯数は 171,865 世帯で全世帯の 13.5％を
占める。地域別で見ると，北部地域の貧困世帯率が最も大きく 16.0％で全
国平均を上回っている。そのうち農村部の貧困世帯率は 14.9％に達してお
り，他地域と比較し北部地域の農村部の貧困が深刻であることがわかる。

6．ラオスの栄養状況

　栄養のある食料を入手し適切に摂取することができなければ栄養不良3）に
なる可能性が高まることから，栄養もフードセキュリティを考える上で不可
欠な要素である。ラオスの栄養不足蔓延率は 2000～2012 年の 31.2％から
2018～2020 年の 5.3％と大幅に減少し改善傾向にあるが，慢性的な低栄養は
依然として高い水準にある（FAO and UNICEF 2021）。低栄養の状況を検討す
る上で，代表的な指標として次の 3 つが挙げられる。それらは，慢性的な栄
養不良を表す指標である 5 歳未満児の発育阻害率，十分なカロリーを摂取で
きないことによる急性的な栄養状態を表す指標である 5 歳未満児の消耗症
率，発育阻害と消耗症の組み合わせによって生じる栄養状態を表す指標であ
る 5 歳未満児の低体重率である。これらの指標を地域別に比較し，栄養不良

表 １ － ８　ラオスの地域別貧困世帯数（2018 年）

全世帯 貧困世帯 ％
都市部の 
貧困世帯

％
農村部の 
貧困世帯

％

北部地域 379,452 60,725 16.0 4,137 1.1 56,588 14.9

中部地域 641,276 80,172 12.5 13,055 2.0 67,117 10.5

南部地域 255,256 30,968 12.1 4,234 1.7 26,734 10.5

全　国 1,275,984 171,865 13.5 21,427 1.7 150,440 11.8

出所：LSB （2018）および LSB （2020）より，筆者作成。
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の地域的特徴を見てみる。また，食料の消費頻度と多様性を基に食料消費の
量と質を評価する指標である食料消費スコア（Food Consumption Score: FCS）4）

を農業生態系区分別に比較する。
　表 1 － 9 は，5 歳未満児の発育阻害率，低体重率，消耗症率を地域別に示す。
発育阻害率は北部地域と南部地域で相対的に高い。北部地域では特にポンサ
リー県（54.0％），ウドムサイ県（42.7％），ルアンパバーン県（41.3％），フア
パン県（40.7％）の比率が，南部地域では，サラワン県（42.9％）とセコーン
県（49.9％）の比率が高い。低体重率でも同じ傾向が見られる。これらの県
に共通する特徴としては，農業生態系区域における高地に属し，山岳地が多
いということである。一方，消耗症率は他の指標と比較し低く，地域間で大
きな格差はない。このことから，北部地域と南部地域では慢性的な栄養不良
が問題であると考えられる。
　図 1 － 5 は，ラオスの農業生態系区分に基づく食料消費スコア許容範囲レ
ベル（35 得点）以下の人口割合を示す。色が濃い県ほど多様な食品を高い頻
度で消費できていないことを表す。また，主食のコメはスコアの重み付けが
小さいため，食料消費スコアが小さいほど，炭水化物以外の栄養素が不足し
ている可能性が高い。中南部高地，北部低地，北部高地の一部で，人口の
12.5％以上が食料消費スコアの許容範囲以下と評価される。一方，メコン川
沿岸とビエンチャン平野では 5％未満と小さい。このことから，中南部高地，

表 １ － ９　ラオスの地域別 ５ 歳未満児栄養状況（2017 年）

発育阻害率
（％）

低体重率
（％）

消耗症率
（％）

北部地域 38.9 23.1 10.0

中部地域 28.8 17.8 7.6

南部地域 34.0 25.7 10.7

全　国 33.0 21.1 9.0

出所：LSB （2018）より，筆者作成。
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北部低地，北部高地の一部では，食料消費の頻度や消費する食料の多様性が
低く，そのことが摂取する食料の質に影響を及ぼしていると考えられる。
　以上のことから，メコン川沿岸とビエンチャン平野を除く北部地域の高地，
中部地域の高地と低地，南部地域の高地は，栄養状態が良くないと考えられ
る。

7．ラオス農村部の世帯構成員数と非生産年齢人口割合

　世帯の食料供給量が一定の場合，世帯構成員数の多寡は 1 人当たりの食料
分配量に影響を及ぼすと考えられる。また，子供や老人（非生産年齢層：15 歳

未満，65 歳以上）の消費量は成人と比べ少ないと考えられるため，世帯構成員

図 １ － ５　�ラオスの食料消費スコア許容範囲レベ
ル以下の人口割合

出所：WFP （2013）から引用。
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に占める非生産年齢層の割合が高い世帯と低い世帯では，フードセキュリ
ティの状況も異なると考えられる。表 1 － 10 は各地域の農村部における世
帯当たり構成員数と非生産年齢人口割合を示す。世帯当たり構成員数では南
部地域が 5.6 人と最も多く，中部地域が 5.5 人とそれに続き，北部地域は 5.2
人とも最も少なかった。このことは，南部地域で世帯構成員 1 人当たりの食
料分配量（消費量）が少なくなる可能性を示唆している。一方，非生産年齢
人口割合は，中部地域で 52％と最も低く，北部地域で 55％とそれに続き，
南部地域で 57％と最も高いことが明らかになった。このことから，世帯の
生産年齢層を考慮した場合，中部地域における世帯構成員 1 人当たりの食料
分配量（消費量）が少なくなる可能性が示唆された。

8．ラオスの民族構成

　民族も異なれば，食文化や食生活も異なり，フードセキュリティの状況も
異なると考えられる。表 1 － 11 は各地域の人口における民族構成を示す。
北部地域の第一民族はカム族で，地域全体の 29.8％を占める。中部地域と
南部地域の第一民族はラオ族で，それぞれ地域全体の 64.3％と 66.4％を占
める。このことから，人口構成において，北部地域ではカム族が，中部地域

表 １ － １０　ラオスの地域別世帯当たり構成員数と非生産年齢人口（2019/2020 年）

地域
農村部
人口

農村部
世帯数

世帯当たり
構成員数

非生産年齢
者人口

生産年齢者
人口

非生産年齢
人口割合

北部地域 1,230,298 236,700 5.2 434,868 795,429 55%

中部地域 1,518,118 274,400 5.5 522,477 995,641 52%

南部地域 745,185 133,000 5.6 270,978 474,206 57%

全　国 3,493,601 644,100 5.4 1,228,323 2,265,276 54%

出所：LSB（2021b）より，筆者作成。
　注：�非生産年齢人口割合は，生産年齢（15～64 歳）人口に対する非生産年齢（15 歳未満，65 歳以上）人口の割合で表

される（Department of Statistics 2009）。
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と南部地域ではラオ族が優勢であることが明らかになった。
　以上の要素を総合的に考察すると，ラオスのフードセキュリティの地域的
特徴として，北部地域と南部地域の一部で食料不安が高く，その要因は，地
形，農業生産，採集活動，道路整備，貧困率，栄養状況，人口構成，民族構
成と深く関係していると推察される。

第 3節　調査対象村の選定と村の概況

1．調査対象村の選定方法

　本研究の主要な目的は，地理的環境（自然および社会環境）の異なる地域間
でフードセキュリティを比較し，フードセキュリティに差異が生じる要因を
探求することにある。そこで，重度のフードセキュリティ問題が存在すると
考えられる地域から対象村を選定し，その比較として中度や軽度のフードセ
キュリティ問題が生じている地域を選定することとした。また，前節の分析
でラオスのフードセキュリティは農業生態系区域との関係が深いことが明ら
かになったことから，高地，低地および平地（平野や川沿岸）の各区域から，
典型的と考えられる農山村を選定することとした。

表 １ － １１　ラオスの地域別民族構成（2015 年）

地域
人口

（2015 年）
第一
民族

％
第二
民族

％
第三
民族

％
３ つの民族
の合計（％）

北部地域 1,943,265 Khmou 29.8 Lao 24.6 Hmong 15.0 69.4

中部地域 3,205,322 Lao 64.3 Hmong 9.5 Phouthay 6.4 80.2

南部地域 1,343,641 Lao 66.4 Katang 4.2 Yrou 4.2 74.8

全　国 6,492,228 Lao 52.8 Khmou 10.9 Hmong 9.2 72.9

出所：Lao Statistics Bureau による 2015 年国勢調査からの情報。
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　まず，前節で述べた，ラオスのフードセキュリティと関係する主要な環境
要因による地域的特徴を参考にしながら，その中でもフードセキュリティを
評価する上で最も重要と考えられる貧困問題と栄養問題を主な選定基準とし
て，本研究の調査対象地を県レベルで選定した。ラオス政府は，国家成長・
貧困撲滅戦略（National Growth and Poverty Eradication Strategy：NGPES）に基づき，
2003 年に全 142 郡のうち 72 郡を貧困郡，さらに貧困郡のうち 47 郡を最貧
困郡に指定した5）（Government of Lao PDR 2004）。表 1 － 12 は地域別にラオス
の貧困郡と貧困村の数を示す。これら貧困郡のうち，北部地域に属する郡が
33 郡（北部地域全体の 61％）と最も多く，続いて中部地域が 27 郡（中部地域全

体の 44％），南部地域が 12 郡（南部地域全体の 44％）であった。また，各地域に
属する村のうち貧困村の割合は，北部地域で 83％，中部地域で 72％，南部
地域で 67％であった。一方，MAF（2013）によると，食料不安を抱えてい
る人口の多くは，脆弱で急傾斜の丘陵地において移動式焼畑を営んでいる。
また，表 1 － 9 が示すとおり，5 歳未満児の発育阻害率は山岳地形で丘陵地
の多い北部地域において最も高い。さらに，図 1 － 5 に示すように，中部高
地，南部高地，北部低地，北部高地の一部において食料消費スコアが低い。
これらの情報を踏まえ，栄養問題が深刻で貧困層が多いと考えられる北部高
地の最貧困郡の中から重度のフードセキュリティ問題を抱えていると考えら
れる調査地を選定し，また，北部低地の貧困郡の中から中度のフードセキュ
リティ問題を抱えていると考えられる調査地を選定した6）。雨季の交通アク

表 １ － １２　ラオスの地域別貧困郡と貧困村（2001/2002 年）

全郡数 貧困郡数 ％ 全村数 貧困村数 ％

北部地域 54 33 61% 2,642 2,196 83%

中部地域 61 27 44% 1,952 1,399 72%

南部地域 27 12 44% 788 531 67%

全　国 142 72 51% 5,382 4,126 77%

出所：Government of Lao PDR （2004）より，筆者作成。



56

セスや治安状況などを考慮して，最終的に北部高地ではルアンパバーン県，
北部低地ではビエンチャン県を選定した。
　次に，各県の公衆衛生事務所を訪問し，当事務所から貧困問題と栄養問題
を抱える郡の情報を入手した上で，ルアンパバーン県のポンサイ郡およびビ
エンチャン県のフアン郡を選定した。さらに，各郡事務所の情報から貧困と
栄養の問題を抱える複数の村を選定し，各村の村長から収入や資産などによ
る貧困の状況，コメの自給率やタンパク質摂取の状況を聞き取った。その結
果，最終的に北部高地は PB 村，北部低地は NM 村を調査対象地として選定
した。
　さらに，高地や低地との比較のため，首都ビエンチャンの平地にある村の
中から軽度のフードセキュリティ問題を抱えていると考えられる村を選定し
た。首都ビエンチャン（ビエンチャン特別市）は，9 つの郡から構成されている。
そのうち，サントン郡は首都内で唯一貧困郡に指定されているが，地理的に
北部低地に近く平地が少ないため選定から除外した。また，市の中心地に位
置し住宅が密集する 6 郡も経済状況や栄養状態は相対的に悪くないと判断
し，選定から除外した。最終的に水田地域で首都の西部に位置するナーサイ
トン郡と東部に位置するパック・グム郡を選定し，各郡事務所より得た情報
を基に，各郡から 3 村を候補地として選定した。各村の村長の情報から，他
村と比較してコメの生産性が相対的に低く，収入も低い NX 村を最終的な調
査対象地として選定した。
　調査対象村の位置は，図 1 － 6 のとおりである。

2．調査対象村の概況

　ここで調査対象とした村（以下，調査対象村とする。）の概況を説明する。こ
こで提供する情報は，3～5 章の課題で共通して用いる調査対象村に関する
情報である。
　調査対象とした 3 つの農山村の特徴を把握するため，2016 年 11 月から
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2017 年 4 月にかけ，訓練されたラオス人カウンターパート 1 名と調査助手 3
名とともに，農家世帯の全世帯調査（事前調査）を実施した7）。調査項目は，
民族，世帯構成員，年間支出8），水稲および陸稲作付面積と収量，その他の
栽培作物の作付面積と収量，家畜飼養頭羽数，農外収入源とした。次に，農
家世帯調査（事前調査）の結果と土地利用図を用いながら，村長，副村長と
食用動物について知見を有する村人とのグループディスカッションにより，
村の自然環境や土地利用9），市場アクセス状況といった動物性食料へのアク
セスに関する地域特性と，動物性食料の種類やその入手方法を聞き取った。
　各調査地の概要を表 1 － 13 に，土地利用を表 1 － 14 に示す。北部高地に
ある PB 村は，ルアンパバーン市から東に約 60km のところに位置し，山の

図 １ － ６　調査地位置図
出所：�GADM データベース（www.gadm.org）version 3.4 を基に，著者作成。
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尾根に開かれた山村（標高 1,185m）（以下，「高地村」という。）である（図 1 － 7）。
1976 年に近隣の村と合併してできた村で，2016 年現在，81 世帯（うちカム族

表 １ － １３　調査対象村の概要

項目 PB 村 NM 村 NX 村

地形区分
高地

（標高 1,185 m）
低地

（標高 290 m）
平地

（標高 172 m）

世帯数（世帯）
（民族別）

81
カム族：80
ラオ族：１

148
カム族：92
ラオ族：56

148
ラオ族：148

人口（人） 474 753 637

年間平均支出（千 KIP/世帯） 6,559 10,888 13,653

主要栽培作物 陸稲 水稲，陸稲，ハトムギ 水稲

水稲作付面積（ha） － 66 193

水稲平均収量（t/ha） － 4.31 1.99

陸稲作付面積（ha） 76 191 －

陸稲平均収量（t/ha） 2.35 2.61 －

農外収入源

農業賃労働 , 家畜販売 農業賃労働，機織り，
出稼ぎ（バナナ農園）

農業賃労働，機織り，
炭焼き，公務員，会社
員，建設業短期労働
者，出稼ぎ（サトウキ
ビ農園）

家畜飼養頭羽数（頭/羽）
（牛 ･ 水牛/豚/山羊/家禽）

142/151/141/790 216/176/5/1,959 420/8/135/3,119

土地利用
森林，焼畑地，焼畑休
閑林 , 放牧地

森林，焼畑地，焼畑休
閑林 , 水田，ため池

森林，水田，ため池

市場アクセス状況

近隣に常設市場なし
（７～10 日 間 に 1 回 行
商が巡回，雨季はアク
セス困難）

常設市場まで約 ６km
（バイクで約 15 分）

常設市場まで約 ４km
（バイクで約 10 分）

出所：現地調査（2016 年，2017 年）により著者作成。
　注：１）�土地利用と市場アクセス状況の情報については村長らによるグループディスカッションにより , その他の項目

のデータについては全世帯調査により入手した。
　　　２）�数値および情報は 2016 年のデータ。ただし，水稲および陸稲については，2014 年（作付け）/2015 年（収穫）

のデータ。
　　　３）�１US$ = 8,130 KIP（2016 年時点）。
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80 世帯，ラオ族 1 世帯），474 人が生活している。2004 年に上水道プロジェク
トが実施され，村の要所に水栓のついた水汲み場が設置された。2014 年に，
全世帯に電気が開通した。また最近では，2015 年に REDD+10）プロジェク
トが実施され，セーフガードとして 29 世帯の農家に家畜が提供された（森山

ほか 2019）。主な土地利用は，居住地（4ha），丘陵地（焼畑地および焼畑休閑林）

（2,202ha），森林（1,515ha），放牧地（297ha）と埋葬林（10ha）である。居住地
の南北に丘陵地と森林が広がり，多くの沢や渓流が見られるが，最も近い渓

表 １ － １４　調査対象村の土地利用

土地利用区分 PB 村 NM 村 NX 村

農地 2,501 1,081 674

水田 - 156 589

果樹園 1 - -

放牧地 297 - -

焼畑地および焼畑休閑林 2,202 925 -

その他の農地 - - 85

居住地 4 24 16

埋葬林 10 4 8

森林 1,515 1,796 615

生産林 155 170 615

保護林 1,128 110 -

保全林 231 1,516 -

ため池 - 9 3

村の総面積 4,030 2,914 1,316

出所：現地調査（2016 年，2017 年）により著者作成。
　注：１）焼畑地および焼畑休閑林の利用面積は年によって変動する。
　　　２）�ラオスの森林は，森林法第 16 条により，生産林，保護林，保全林に区分さ

れる。生産林は生産地域および木材・林産物の生産とその利用を目的として
区分された天然林および人工林の区域，保護林は人間の生活を保護するため
に設定されている森林区域，保全林は自然保護，動植物種の保存のために必
要な区域であるとともに，自然的，歴史的，文化的，観光的，環境的，教育
的，さらには科学的研究を行う上で価値のある森林区域と定義されている�  

（https://jifpro.or.jp/moriwaku/area/lao/）。
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流でも徒歩で 1 時間ほどかかる。動物の採集は，丘陵地，渓流，沢，森林と
いった空間で行われる。主要な栽培作物は，丘陵地における天水に依存した
焼畑陸稲で，平均収量は約 2.4t/ha である。多くの農家は朝，農地まで徒歩
で移動し，日没までには居住地の家に戻るが，農地が遠距離にある場合には
出作り集落（サナム）に小屋を建て，農繁期にそこで生活する農家もある。
収入源は主にコメの販売，家畜販売，農業賃労働であり，村外に出稼ぎに行
く世帯はほとんどない。農家世帯の年間平均支出は，6,559 千 KIP（≒ 807 ド

ル）である。村の雑貨店では，日用品のほかに家禽卵は販売されているが，
肉や魚は販売されていない。村の近隣に常設市場はなく，村民は 7～10 日に
一度の頻度で巡回販売に来る行商から肉や魚を購入している。しかし，雨季
には悪路のため行商が村にアクセスできない日もある。家畜は，牛 ･ 水牛，豚，

図 １ － ７　PB 村土地利用図
出所：現地調査（2018 年）より筆者作成。

森林

森林

森林
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山羊，家禽が飼養され，牛 ･ 水牛は主に資産11）として，豚と山羊は主に販
売用として，家禽は主に販売用と自家消費用として利用される。
　北部低地の NM 村は首都ビエンチャンから北西に約 100km のところに位
置し，居住地（24ha），水田（156ha），丘陵地（焼畑地および焼畑休閑林）（925ha），
森林（1,796ha），ため池（9ha）と埋葬林（4ha）からなり，平地，丘陵地，森
林が併存した農村（標高 290 m）（以下，「低地村12）」という。）である（図 1 － 8）。
2007 年に全世帯に電気が開通した。2016 年に低栄養の 5 歳未満児に栄養食
を供給し栄養状態の改善を評価するプロジェクトが実施されたが，現在は行
われていない。2018 年に村から東に森林を抜け近隣村の舗装幹線道路まで
通じる未舗装道路が開通し，丘陵地や森林へのアクセスが容易となった。村
の居住地の北側と西側には水田が，東側には丘陵地が，その奥地には森林が
広がり，水田と丘陵地の間には大小合わせて 9 つのため池が点在する。また，
居住地の中心を小川が走り，村人の生活用水の水源となっている。動物の採
集は，水田，ため池，川，丘陵地，森林といった空間で行われる。1995 年
頃からラオス政府の移住政策13）により人口が急増し，2016 年現在，148 世
帯（うちカム族 92 世帯，ラオ族 56 世帯），753 人が居住している。主要な栽培作

図 １ － ８　NM 村土地利用図
出所：羽佐田・山田（2017）を基に，筆者作成。
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物は，低地における天水による水稲（一部灌漑あり）と丘陵地や森林における
天水による焼畑陸稲やハトムギである。コメの平均収量は水稲で約 4.3t/
ha，陸稲で約 2.6t/ha である。余剰米や換金作物の販売のほかに，農業賃労
働や機織りから収入を得る。また，農閑期には近隣郡のバナナ農園に出稼ぎ
に行き，農外収入を得る農家世帯もある。農家世帯の年間平均支出は，
10,888 千 KIP（≒ 1,340 ドル）である。村の雑貨店では，日用品のほか，香味
野菜，家禽卵，牛の干皮肉，養殖魚（ナマズ），魚の缶詰，乾燥米麺やインス
タントラーメンが販売されている。また，村から約 6km 離れた近隣村に常
設市場があり，野菜，果物，養殖魚（ティラピア，ナマズ），牛肉，豚肉，鶏肉
などを購入できる。家畜は主に牛 ･ 水牛，豚，家禽が飼養され，牛 ･ 水牛は
主に資産として，豚は主に販売用として，家禽は主に販売用と自家消費用と
して利用される。
　ビエンチャン平野にある NX 村は，首都ビエンチャンの中心から東に約
40 km のところに位置する平地の農村（標高 172 m）（以下，「平地村」という。）

である（図 1 － 9）。開村は，1798 年と古い。1994 年，舗装幹線道路に接続す
る未舗装道路が開通した。1995 年頃から首都ビエンチャンで建設労働をす
る世帯が現れ，2008 年には 20 人の村人がタイへの出稼ぎを開始した。2002
年に全世帯に電気が開通した。上水道は敷設されていないが，2007 年に村
人からの寄付により共有の飲料水施設（井戸水をくみ上げ，浄水装置で浄水する施

設）が，寺院内に建設された。村人は月 5,000KIP で水を利用できる。主な
土地利用は，居住地（16ha），水田（589ha），森林（615ha），ため池（3ha）と埋
葬林（8ha）である。居住地は水田に囲まれ，その周辺に森林（平地林）が広
がる。動物の採集は，水田，池，川，森林といった空間で行われる。1998
年頃から隣村より人口が流入し，2016 年時点で，148 世帯（すべてラオ族），
637 人が居住している。主要な栽培作物は，天水に依存した水稲で，平均収
量は約 2.0t/ha である。NM 村と比較すると水稲の単収は低い。しかし，村
に灌漑施設がないため，二期作栽培している農家世帯は他村に水田を借りて
いる 13 世帯のみである。収入源はコメの販売のほか，農業賃労働，機織り，
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炭焼き，公務員，会社員，建設業短期労働者，タイのサトウキビ農園への出
稼ぎなど多様な農外収入源がある。農家世帯の年間平均支出は，13,653 千
KIP（≒ 1,680 ドル）である。村の雑貨店では，日用品のほか，野菜，卵，牛
の干皮肉，麺類，魚や冷凍された豚肉や牛肉が販売されている。村から約
4km 離れた隣村の舗装幹線道路沿いに常設市場があり，野菜，果物，養殖
魚（ティラピア，ナマズ），牛肉，豚肉，鶏肉などを購入できる。家畜について，
他の 2 村と比較し，牛・水牛，山羊と家禽の飼養数が多く，豚を飼養する農
家世帯は少ない。牛・水牛は主に資産として，豚と山羊は主に販売用として，
家禽は主に販売用と自家消費用として利用される。
　調査対象とした 3 村に共通して，雨季は概ね 5～10 月，乾季は 11～4 月で，
コメの栽培は NX 村の一部世帯を除き，基本的に一期作である。

図 １ － ９　NX 村土地利用図
出所：現地調査（2018 年）より筆者作成。
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第 4節　本章の結論

　本章ではまず，ラオスのフードセキュリティと関係の深いと考えられる主
要な環境要因，すなわち，地形区分，農業，採集活動，道路整備，貧困，栄
養，人口構成，民族構成について地域ごとに概要を示した。その上で，調査
対象村を選定し，本研究における位置づけを明らかにした。そこで得られた
主な結果は以下のとおりである。
　第 1 に，ラオスはビエンチャン平野，北部高地，北部低地，メコン川沿岸，
中南部高地，ボロベン高原の 6 つの農業生態系区域に分類され，地域別に見
ると，北部地域は北部高地と北部低地の一部，中部地域は北部低地の一部，
ビエンチャン平野，北部高地の一部，メコン川沿岸の一部と中南部高地の一
部，南部地域はメコン川沿岸の一部，中南部高地の一部およびボロベン高原
により構成されるということである。また，農業生態系区域と地域の関係か
ら，北部地域は山岳地形で丘陵地が多く焼畑耕作が支配的であるのに対し，
中部地域は主にビエンチャン平野とメコン川沿岸からなり，平地と低丘陵地
が広がり天水および灌漑による水稲栽培と換金作物の栽培が支配的であると
いうことである。また，南部地域はメコン川沿岸，上流渓谷，丘陵地，高原
からなり，酸性土壌や未処理の不発弾により耕作が制限されているが，ボロ
ベン高原ではコーヒーなどの多年生作物や焼畑による陸稲が栽培されている
ということである。
　第 2 に，農業について，中部地域と南部地域では水稲栽培が支配的である
のに対し，北部地域では水稲栽培と陸稲栽培が併存しているということであ
る。また，換金作物については北部地域の山岳地帯や南部地域のプランテー
ションでトウモロコシやキャッサバの栽培が支配的であるということであ
る。家畜については，主に資産として飼養される大型家畜は中部地域と南部
地域で多く，主に販売目的で飼養される中型家畜は北部地域と南部地域で多



65第 １ 章　ラオスの農山村地域の特徴と調査対象村の概況

いということである。また，主に自家消費用として飼養される家禽は南部地
域で多く，販売用の養殖魚は中部地域で多いということである。
　第 3 に，自然からの採集物について，NTFPs に依存する世帯は北部地域
に多く，これらの世帯は主に高原や山地村に居住しており，中部地域や南部
地域で NTFPs を採集する世帯は主に平地村に居住しているということであ
る。また，NTFPs の販売による収入への寄与は北部地域において高いとい
うことである。
　第 4 に，道路整備について，北部地域では道路が未整備の農村が全国の農
村部における道路が未整備の農村の半分以上を占めており，マーケットなど
へのアクセスが制限されているということである。
　第 5 に，貧困状況について，北部地域の貧困世帯率が最も高く，他の地域
と比較し北部地域の農村部の貧困が深刻であるということである。
　第 6 に，栄養状況について，農業生態系区域で高地に属している地域は低
栄養（5 歳未満児の発育阻害率と低体重率）の割合が高いということである。また，
北部地域と中南部地域の一部の高地で食料消費スコアが低いということであ
る。
　第 7 に，世帯構成員数ついて，南部地域と中部地域で世帯構成員数が多く，
世帯構成員 1 人当たりの分配量（消費量）が少なくなる可能性があるという
ことである。また，非生産年齢人口割合は，中部地域で 52％と最も低く，
世帯構成員 1 人当たりの分配量（消費量）が少なくなる可能性があるという
ことである。
　第 8 に，民族構成について，北部地域ではカム族が，中部地域と南部地域
ではラオ族が優勢であるということである。
　これらの結論を総合的に考察すると，ラオスのフードセキュリティの地域
的特徴として，北部地域と南部地域の一部でフードセキュリティが十分に確
保されていない可能性が高く，その要因は，地形，農業生産，採集物の利用，
道路整備，貧困率，栄養状況，人口構成，民族構成と関係が深いと推察され
るということである。
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　これらの結果に基づき，重度，中度および軽度のフードセキュリティ問題
が生じていると考えられる村を，それぞれ，北部高地，北部低地およびビエ
ンチャン平野（平地）から調査対象村として選定した。

<注 >
₁�）NTFPs は非木材林産物のことを指すが，植物のみでなく，利用または販売のために

採集されるすべての植物，動物，菌類を含む（MAF 2016）。
₂�）土地森林分配事業は，植生などの土地の状況や利用目的に応じて国土を線引きし，そ

の区画ごとに管理権限の所在を確定する事業である。土地は森林，農地，居住地に線引
きされ，森林として線引きされた土地では焼畑耕作はできない。農家世帯に分配された
土地は 3 ヘクタール前後であり，農家は以前のように休閑地を循環させながら焼畑を実
施することが困難になった（名村　2008；横山・落合　2008）。

₃�）栄養不良とは，主要栄養素や微量栄養素の不足や過剰な摂取が原因となって起こる生
理学的異常のことで，低栄養，過剰栄養および微量栄養素欠乏症が含まれる。また，低
栄養とは栄養不足の結果生じる症状で，年齢に対し不相応な低体重（低体重：
underweight），年齢に対し不相応な低身長（発育阻害：stunting），身長に対し不相応な
低体重（消耗症：wasting）およびビタミン類やミネラル類の欠乏症（微量栄養素失調）
がある（FAO, IFAD and WFP 2014）。

₄�）食料消費スコア（Food Consumption Score: FCS）は，過去 7 日間に世帯が消費した
食品を，定義された食品グループの得点でスコア化し，食料消費の頻度と多様性を評価
する指標である。食料は食品グループごとに穀物・塊茎類は 2，豆類は 3，野菜・果物
は 1，肉類・魚類は 4，乳・乳製品は 4，砂糖・油は 0.5 に重み付けされている。スコア
が 35 を超える場合，許容範囲とされる（WFP 2008）。

₅�）国家成長・貧困撲滅戦略では，貧困世帯の割合が高い郡の中で，学校，医療機関，ア
クセス可能な道路，安全な水の供給が少なく，貧困世帯が多い村の比率が高い 72 郡を
貧困郡，そのうち上位 40 郡と地域の公平性を考慮し追加された 7 郡を最貧困郡に指定
している（Government of Lao PDR 2004）。

₆�）中南部高地も重中度のフードセキュリティ問題を抱えている区域と考えられたが，こ
れらの区域では公衆衛生研究所がサプリメントの配布を通じた栄養改善のプロジェクト
を開始しており，その効果が本研究の結果に影響を及ぼす可能性を考慮し，選定から除
外した。

₇�）カウンターパートと調査助手には，調査実施前に農家世帯調査票の内容と聞き取り方
法について指導を行った。また，助手の 1 人を村人に見立て，調査の模擬訓練を行った。
その後，調査対象村で数世帯を対象に調査を試行し，世帯から記入方法や質問内容の不
明な点を聞き取り，調査時の留意点とした。また，農家世帯に対して，調査開始前に調
査の目的，方法，成果の利用について説明し，調査で得た情報を研究目的以外に利用し
ないこと，また，他言しないことを約束した上で，同意書に署名を得た。
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₈�）農家世帯の経済状況を表す項目として，収入や収入の近似値として用いられる支出が
挙げられる。事前調査で収入と支出について村人に質問をした際，収入については回答
に長い時間を要し，曖昧な答えが多く，既往の論文（白鳥 2005）で指摘されているよう
に正直に申告されない可能性があった。一方，支出については明確な回答が多く，既往
の論文（羽佐田・山田 2017；木村・小林・米田 2014）で報告されている収入に近い金
額の回答が多かった。従って，収入の代わりに収入の近似値として支出を用いた。

₉�）土地法により，ラオスでは国家共同体が土地を所有し，農家世帯は土地利用権が認め
られている。土地利用権は，譲渡，相続，貸与，売買が可能であるため，実質的に土地
所有権に限りなく近い権利であると考えられる。しかし，調査地では，水田については
土地利用権は取得されていた一方で，焼畑地および焼畑休閑林については土地利用権が
取得されていない土地もあり，慣習的な使用権や占有権も見られた。これらのことから，
調査地の土地利用については慣習法と成文法の適用が混在しており，土地のガバナンス
は完全ではないと考えられる。

10�）REDD+ は，開発途上国の森林保全活動を通して，温室効果ガスの排出削減・吸収増
加を進める温暖化緩和活動の一つである（松本　2017）。正式名称は，Reducing 
Emissions from Deforestation and forest Degradation and the role of conservation, 
sustainable management of forests and enhancement of forest carbon stocks in 
developing countries。

11�）牛・水牛は，水田耕起や運搬の役畜として利用されるほかに，病気の治療費や学費の
支払いなど，不時の出来事に備えるため蓄え，必要な時に販売され，現金化される。さ
らに，精霊への贄に利用されたり，客人をもてなす宴で振る舞われることもある。

12�）NM 村は平地，丘陵地，森林が混在した農村であり，日本の中山間地域に類似した景
観を呈する。NM 村は低地のみで構成されているわけではないが，ラオスのフードセキュ
リティの分析では農業生態系区域の区分がよく用いられることから，本研究ではその区
分に従って「低地村」とした。

13�）移住政策は，環境保全，焼畑移動耕作の削減，定着型農林業の推進を目的として，住
民を山岳地域から低地に移動させることを意図した政策である（山田 2011）。1996 年に
開始された土地森林分業事業と併せて実施された。
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第 2章　�ラオスにおけるコメと動物性食料の 
供給評価と地域間格差 
－供給可能性の側面から－

第 1節　課題と方法

1．課題

　第 1 章では，ラオスのフードセキュリティと関係の深いと考えられる主要
な環境要因，すなわち，地形区分，農業，採集活動，道路整備，貧困，栄養，
人口構成，民族構成について地域ごとに概要を整理した。また，その上で，
調査対象村を選定し，本研究における位置づけを明らかにした。本章では，
第 1 章で明らかにした地域のフードセキュリティの特徴に関係する農業の実
態を踏まえながら，フードセキュリティの供給可能性を評価する。
　ラオスの主食はコメである。バングラデシュに次いで 1 人当たりコメ消費
量が 2 番目に多く（HeljiLibrary　2017），食事エネルギー摂取量の 77％をコメ
から摂取している（World Bank 2016）。このことからも明らかなように，ラオ
ス人の食生活においてコメは欠かせない重要な食料である。1999 年にはコ
メの自給を達成したとされ，その後も生産量は増加傾向にあり，供給可能性
から見た国全体のコメのフードセキュリティは確保されていると考えられて
いる。一方，既往の研究（Eliste, Santos and Pravongviengkham 2012；横井　2018）

では，地域によってコメの余剰が生じること，あるいはコメが不足すること
が指摘されている。しかし，一部の地域でコメが不足する要因については十
分に検討されていない。ラオス政府もコメの生産量を増やすこと，すなわち，
供給可能性の拡大に傾注し1），コメ生産の地域的格差の問題については十分



70

に取り組んでこなかった。
　一方，ラオス農林省が 2015 年に公表した農業開発戦略（MAF 2015）では，
2020 年までに，国民の総食事エネルギー消費を 2,600kcal 以上とし，そのう
ち，コメなどの炭水化物由来の食物から 62％，動物性タンパク質から 10％，
野菜，果物，豆類から 6％，脂質，糖質，乳製品から 22％を確保することに
より，バランスの良い食事を摂取できるようにすることが掲げられている

（MAF 2015）。2019 年のラオス国全体の総食事エネルギー供給は 2,770kcal で
目標を上回っているが，植物由来のエネルギーが 90％を占める。また，総
タンパク質供給量は 75.3g/人/日（301kcal）であるが，そのうち動物由来の
タンパク質は 18.3g/人/日（73kcal）にとどまっており，総食事エネルギー供
給の約 3％に過ぎない（FAO 2019）。つまり，ラオスでは食事エネルギーの多
くを主食のコメから摂取しており，動物性タンパク質からの摂取が少ないと
言える。
　そこで，ラオスの主食であるコメと動物性タンパク質の供給源である動物
性食料（肉類と魚類）の供給可能性を地域ごとに評価し，その過不足が生じる
理由を明らかにすることを本章の課題とする。
　具体的には，第 2 節でコメの供給量と需要量2）を推計し，コメの需給バラ
ンスや生産動向を地域ごとに明らかにする。次にコメの過不足の要因を他の
作物との競合や政府の政策との関係から明らかにする。第 3 節ではコメと同
様に動物性食料に由来する動物性タンパク質の供給量と必要量（推奨量）を
推計し，動物性タンパク質の過不足や生産動向を明らかにする。さらに，過
不足が生じている地域の要因を家畜飼養の地域性や家畜生産への融資の観点
から明らかにする。第 4 節で本章の分析結果を整理する。

2．方法

　コメの需給バランスについて，コメの供給量の算出にあたり，北部地域，
中部地域および南部地域（図 1 － 2）における 2000～2019 年の雨季水稲，乾
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季水稲，陸稲の収穫面積，生産量および単収をラオス農林省（Ministry of 

Agriculture and Forestry） が 発 行 す る 農 業 統 計 年 鑑（Agricultural Statistics 

Yearbook）から収集した。また，コメの需要量（＝消費量）の算出にあたり，
年間 1 人当たりのコメ消費量をラオス統計局（Lao Statistics Bureau）発行の報
告書から収集した（LSB 2014）。さらに，換金作物（トウモロコシ）の収穫面積
についてはコメと同様に，農業統計年鑑から収集した。人口については，ラ
オス統計局発行の統計年鑑（Statistical Yearbook）から収集した。
　コメ需給バランスは以下の式より推定した3）。

コメ需給バランス
　＝コメ生産量－（収穫後の損失＋種子用コメ＋食用コメ消費量）

　ただし，既往の文献から，各項目は以下の方法で算出した。
コメ生産量＝稲作（雨季水稲，乾季水稲，陸稲）によるコメの総生産量（籾）

　＝稲作収穫面積（ha）×単収（kg/ha）（Agricultural Statistics Yearbook）

収穫後の損失
　＝コメ生産量（籾）× 0.12 （Eliste, Santos and Pravongviengkham 2012）

種子用コメ＝ 60㎏/ha（籾）×稲作収穫面積（ha）（Yamada et al. 2004）

食用コメ消費量＝ 210㎏/人/年（精米）×人口（LSB 2014）

精米率＝ 0.6（富田　2010）

　コメの生産動向については，上述の式からコメ需給バランスに大きく影響
を及ぼす稲作収穫面積，生産量，単収および人口を中心に分析した。また，
2000～2019 年のうち，重度の干ばつや洪水のため著しく生産量が減少した
2018 年と 2019 年を除き，2000～2008 年（前半期間）と 2009～2017 年（後半期

間）に分け，雨季水稲と陸稲の生産量，収穫面積，単収，コメ全体の生産量，
および人口の年平均増加率を求めた。
　動物性タンパク質の供給量必要量バランスについて，供給量は 1 人当たり
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動物性タンパク質供給量（g/人/日）（牛，水牛，豚，羊，山羊，卵，淡水魚）を
FAOSTAT のデータから収集した。必要量に関するデータは人口と年齢別人
口および家畜飼養頭羽数をラオス統計局発行の統計年鑑（LSB 2010-2019）か
ら収集した。また，必要量を算出するにあたり，性別と各年齢層に必要な動
物性タンパク質量ついて世界保健機関（WHO）の基準（WHO/FAO/UNU 合同専

門協議会　2009）を適用した。
　動物性タンパク質供給量必要量バランスは以下の式より推定した。

動物性タンパク質供給量必要量バランス
　＝動物性タンパク質供給量－動物性タンパク質必要量

　ただし，動物性タンパク質供給量は，
動物性タンパク質供給量＝ 1 人 1 日当たり動物性タンパク質供給量×人口

　また，タンパク質必要量は性別と年齢で必要量が異なることから，
年�齢層別動物性タンパク質必要量＝（男性年齢層別人口×男性年齢層別必要

な動物性タンパク質摂取量）＋（女性年齢層別人口×女性年齢層別必要な
動物性タンパク質摂取量）

として算出し，すべての年齢層の動物性タンパク質必要量を合計して，動物
性タンパク質必要量とした。

　各地域や県の動物性タンパク質供給量については公表されているデータが
存在しないため，ラオス全体の動物性タンパク質供給量をラオス統計局の統
計年鑑に示された各地域・県の家畜飼養頭羽数の割合で按分した。すべての
家畜と魚類を熱帯地域家畜単位（Tropical Livestock Unit: TLU）（Njuki et al. 2011）

に換算し割合を求めた4）。
　動物性タンパク質の供給量と必要量の動向については，2010～2019 年の
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供給量と必要量および人口の年平均増加率を求めた。

第 2節　コメの需給バランスと地域間格差

1．コメの需給バランス

　図 2 － 1 は 2000～2019 年のラオス全国および各地域のコメ需給バランス
（精米）の推移を示している。洪水や干ばつの影響によりコメ需給バランスが
悪化した年もあったが，自給を達成した後の 20 年間は，常に供給量が需要
量を上回っていた。しかし，地域別に見ると，中部地域と南部地域はコメの
供給量が需要量を上回り余剰が継続的に生じてきたのに対し，北部地域は供
給量が需要量を上回る年は一度もなく慢性的にコメ不足が生じてきた。この
ように，国全体で見ればコメ需給バランスはプラスを維持してきたが，地域

図 ２ － １　全国および地域別コメ需給バランス（精米）の推移
出所：�Agricultural Statistics Yearbook および Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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間には格差があり，北部地域では 2000～2019 年の間，常にコメ不足が生じ
てきたことが明らかになった。

2．需給バランスの地域間格差とその要因

　前項では，南部地域と中部地域ではコメの余剰が生じている一方で，北部
地域ではコメの不足が生じていることが明らかになった。本項では，各地域
のコメ生産動向を考察しながら，余剰あるいは不足が生じる要因を明らかに
する。特に慢性的に不足が生じている北部地域については，その要因をさら
に詳細に分析する。
　南部地域のコメは，概ね 8～9 割が雨季水稲によって生産されていた。過
去 20 年間で最も生産量の多かった 2016 年の雨季水稲の収穫面積と単収は，
2000 年と比較してそれぞれ 1.7 倍と 1.4 倍，生産量は 2.3 倍に増加した

（図 2 － 2，図 2 － 3）。つまり，南部地域のコメ生産量の増加は，雨季水稲の収
穫面積の拡大と単収の向上によって実現されたと言えよう。2000～2008 年

図 ２ － ２　南部地域のコメ生産量（籾）と雨季水稲収穫面積の推移
出所：Agricultural Statistics Yearbook および Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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のコメ生産量，収穫面積，単収の年平均増加率（以下，「増加率」という。）（表 2 － 1）

を見てみると，雨季水稲の生産量の増加（増加率 5.8％）は主に収穫面積の拡
大（増加率 4.1％）により達成されたことがわかる。2009 年以降については，
収穫面積の増加率は前半の期間より低下したものの 2.3％を維持し，単収の
増加率は 2.2％で前半の期間よりも上回ったため，雨季水稲の生産量の増加
率はプラス（4.5％）であった。一方，前半と後半の両期間ともコメ全体の生
産量の増加率が人口の増加率を上回った。これらのことから，2000 年以降，
南部地域のコメ需給バランスが継続的にプラスとなっているのは，2000～
2008 年の雨季水稲の収穫面積の拡大と，2009 年以降の収穫面積の拡大に加
え単収の持続的な向上による生産量の増加が要因であると考えられる。
　中部地域のコメは，概ね 7～8 割が雨季水稲によって生産されていた

（図 2 － 4）。過去 20 年間で最も生産量が多かった 2017 年の雨季水稲の収穫面
積と単収は，2000 年と比べてそれぞれ 1.6 倍と 1.4 倍になり，生産量は 2.2
倍にまで増加した（図 2 － 4，図 2 － 3）。中部地域のコメ生産量の増加も，南

図 ２ － ３　�全地域の雨季水稲の生産性（籾）と北部地域の陸稲の生産
性（籾）の推移

出所：Agricultural Statistics Yearbook の各年版を基に，著者作成。基に，著者作成。
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部地域と同様に，雨季水稲の収穫面積の拡大と単収の向上によって実現され
たと言えよう。2000～2008 年のコメ生産量，収穫面積，単収の増加率（表 2

－ 1）を見ると，雨季水稲の生産量の増加（増加率 4.4％）は主に収穫面積の拡
大（増加率 3.1％）により達成されたことがわかる。2009 年以降については，
収穫面積の増加率は前半の期間より低下したものの 1.7％を維持し，単収の
増加率は 2.3％まで増加したことから，雨季水稲の生産量の増加率は概ね
2008 年までの増加率と同程度を維持した（4.0％）。一方，前半と後半の両期
間においてコメ全体の生産量の増加率は人口の増加率を上回った（表 2 － 1）。

表 ２ － １　�各地域の雨季水稲と陸稲の生産量（籾），収穫面積，単収（籾），コメ全体の生
産量（籾）および人口の年平均増加率

北部地域 中部地域 南部地域

雨季水稲

前半期間
2000～2008 年

生産量 6.4% 4.4% 5.8%

収穫面積 3.0% 3.1% 4.1%

単収 3.3% 1.3% 1.7%

後半期間
2009～2017 年

生産量 2.4% 4.0% 4.5%

収穫面積 1.1% 1.7% 2.3%

単収 1.2% 2.3% 2.2%

陸稲

前半期間
2000～2008 年

生産量 -2.8% -0.7% -5.6%

収穫面積 -4.5% -1.4% -4.5%

単収 1.8% 0.7% -1.2%

後半期間
2009～2017 年

生産量 1.8% -7.7% -8.1%

収穫面積 0.8% -9.1% -8.4%

単収 1.0% 1.6% 0.3%

コメ全体，
人口

前半期間
2000～2008 年

生産量 3.3% 3.8% 4.3%

人口 1.2% 2.1% 1.8%

後半期間
2009～2017 年

生産量 2.0% 3.1% 4.6%

人口 1.0% 1.7% 1.9%

出所：Agricultural Statistics Yearbook および Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
　注：コメ全体とは，雨季水稲，乾季水稲，陸稲のすべてのコメの合計を表す。
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これらのことから，2000 年以降，中部地域のコメ需給バランスが継続的に
プラスとなっているのは，南部地域と同様に，雨季水稲の 2000～2008 年の
収穫面積の拡大と，2009 年以降の収穫面積の拡大および単収の持続的な向
上による生産量の増加が要因であると考えられる。
　北部地域のコメ生産は，他の地域と比べ陸稲への依存が大きく，2000 年
ではコメ生産量の約 41％を，2017 年でも 25％を陸稲が占めていた（図 2 － 5）。
2005 年以降，雨季水稲と陸稲の収穫面積が逆転し，2006～2017 年まで雨季
水稲の生産量が継続的に増加した。単収についても，2000 年の雨季水稲は 3.2
トン/ha から 2017 年には最大 4.8 トン/ha にまで向上した（図 2 － 3）。しかし，
2011 年に雨季水稲の収穫面積が 100 千 ha を越えて以降は，収穫面積の拡大
は鈍化し 2019 年までほぼ横ばいであった。単収も 2010 年以降は 2000～
2009 年ほど向上せず，4.5 トン/ha 前後で伸び悩み，生産量の増加も鈍化し
た。これらの状況は，雨季水稲の 2000～2008 年の生産量，耕作面積，単収
の増加率がそれぞれ 6.4％，3.0％，3.3％から，2009～2017 年には 2.4％，1.1%, 
1.2％まで低下したことと一致する（表 2 － 1）。陸稲の収穫面積は 2005 年に

図 ２ － ４　中部地域のコメ生産量（籾）と雨季水稲収穫面積の推移
出所：Agricultural Statistics Yearbook の各年版を基に，著者作成。基に，著者作成。
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は約 80 千 ha まで減少したが，それ以降は大きな変動はなかった。単収も
2005 年以降 2.0 トン/ha 前後で推移したため，2005 年以降 2017 年までの生
産量に大きな変動はなかった。2003 年以降の陸稲の収穫面積の大幅な減少
により，2000～2008 年の生産量の増加率は -2.8％とマイナスであった（表 2

－ 1）。後半の期間は，収穫面積や単収に大きな変動はなく生産量はわずかな
増加（1.8％）にとどまった。人口との関係を見てみると，前半と後半の両期
間とも，コメ全体の生産量の増加率が人口の増加率を上回った。しかし，他
の地域と比較すると，2000～2008 年の雨季水稲の生産量の増加率は 6.4％と
高かったが，後半の期間は 2.4％と最も低かった。また，前半の期間の陸稲
収穫面積の増加率がマイナスであり，後半の期間の収穫面積と単収の増加率
も停滞した。さらに，北部地域では人口に対し元々のコメ生産量が少なかっ
たこともあり，コメ需給バランスをプラスに転換できなかったと推察される

（図 2 － 1）。これらのことから，北部地域は他地域と比べ陸稲への依存が高く，
陸稲の収穫面積が 2005 年以降減少し単収の増加率も停滞したこと，さらに，

図 ２ － ５　�北部地域のコメ生産量（籾）と雨季水稲・陸稲および
トウモロコシの収穫面積の推移

出所：Agricultural Statistics Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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2009 年以降は生産量の半分以上を占める雨季水稲の収穫面積と単収の増加
率が停滞したことにより生産の増加が鈍化したことが，北部地域のコメ需給
バランスが 20 年間マイナスであった主な要因であると考えられる。
　北部地域のコメ不足要因を詳細に分析してみると，雨季水稲収穫面積の増
加率の停滞は，水稲適地が限られていることに起因する。Laborte ら（2012）

によれば，傾斜地の多い北部地域では平地における水稲面積拡大の可能性は
極めて小さい。また，政府の政策により 1990 年代から全国的に灌漑面積が
拡大したが，中部地域および南部地域のメコン川流域が中心であり，北部地
域では近代的な灌漑開発は進まなかったこと（富田 2010）も，水稲面積が拡
大しなかった一因と考えられる。北部地域の灌漑面積は 2000 年以降徐々に
増加したが（図 2 － 6），2009 年以降はほとんど増加しなかったため，雨季水
稲の生産が停滞したと考えられる。雨季水稲の単収について，北部地域では
肥料の未使用率が 75％と高く（MAF 2012），品種改良された種子の普及は主
に中部地域や南部地域の水稲に限られてきたことから，単収の増加は主に灌
漑面積の拡大によると考えられる。雨季灌漑水稲面積と単収の相関係数は

図 ２ － ６　北部地域の灌漑面積の推移
出所：Agricultural Statistics Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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0.71 と高いことから，灌漑面積の拡大の鈍化が単収の停滞に影響したと推
察される。
　陸稲については，土地森林分配事業により焼畑が禁止され，耕作面積の拡
大が困難になったことがコメ不足の大きな要因である。また，陸稲収穫面積
が縮小し始めた 2002 年以降，北部地域のトウモロコシ収穫面積が拡大し始
めていることから，陸稲を栽培していた多くの農家が陸稲の生産を控え，ト
ウモロコシ栽培に参入したと考えられる（図 2 － 5）。その背景には，2000 年
代に入って中国，タイ，ベトナムからの家畜飼料用トウモロコシの需要が高
まったこと（河野・藤田　2008；UNCTAD　2020）があると推察される。また，
2005 年にラオス政府が導入した農産物商品化政策の影響があると推察され
る。この政策は，畑地における伝統的な移動農業による自給作物栽培から，
畑地の常畑化による商品作物栽培へ転換することで地域の貧困を軽減するこ
とを目的としていた（Boundeth, Nanseki and Takeuchi 2013）。さらに，トウモロ
コシは陸稲より土地生産性や労働生産性が高く，毎年栽培が可能であり，土
地の休閑期間が必要な陸稲よりも収入が見込めること（Viau, Keophosay and 

Castella 2009）から，トウモロコシ生産が拡大したと考えられる。加えて，土
地森林分配事業により面積が縮小された農地で陸稲栽培をするためには休閑
期間を短縮せざるを得ず，また，換金作物（トウモロコシ）の栽培は主に陸稲
休閑地を利用したことから（河野・藤田　2008；Viau, Keophosay and Castella 

2009），陸稲の休閑期間はさらに短縮された。休閑期間が短縮されたことに
より，地力が回復する前に陸稲を栽培せざるを得ず，単収は向上しなかった
と推察される。
　これらの要因が，雨季水稲や陸稲の面積拡大や単収の向上を抑制し，北部
地域のコメ不足の解消を阻害してきたのではないかと考えられる。



81第 ２ 章　ラオスにおけるコメと動物性食料の供給評価と地域間格差

第 3節　動物性食料の供給量必要量バランスと地域間格差

1．動物性タンパク質の供給量必要量バランス

　図 2 － 7 は 2010～2019 年のラオス全国の動物性タンパク質供給量必要量
バランスの推移を，図 2 － 8 は必要量に対する供給量の割合（充足率）の推移
を示す。2010 年以降の 10 年間において，常に約 60,000 トンの動物性タン
パク質供給不足が見られた。これは，国民 1 人当たり年間約 8～9kg の動物
性タンパク質が不足することを意味する。また，充足率は 40％前後であった。
これに家畜輸出入頭数をタンパク質量に換算して加えたとしても，外国との
輸出入取引量は小規模であるため，供給不足は解消されない（表 2 － 2）。
2010～2019 年の動物性タンパク質の供給量と必要量の年平均増加率を見る

図 ２ － ７　動物性タンパク質供給量必要量バランスの推移
出所：FAOSTAT と Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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図 ２ － ８　�全国の動物性タンパク質充足率（供給量/必要量）の推移
出所：FAOSTAT と Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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表 ２ － ２　家畜輸出入バランスと供給不足量

年
家畜輸出入による

動物性タンパク質量
バランス（トン）a

家畜供給による
動物性タンパク質
不足量（トン） b

差（トン）
ｃ =a-b

2010 4,930 59,366 -54,436

2011 2,441 59,689 -57,248

2012 6,302 59,693 -53,391

2013 14,814 59,171 -44,358

2014 16,474 53,631 -37,157

2015 8,729 57,544 -48,815

2016 14,063 58,174 -44,111

2017 9,682 57,681 -47,999

2018 22,913 58,336 -35,423

2019 -62 59,372 -59,434

出所：FAOSTAT のデータを基に，家畜輸出入による動物性タンパク質量を推計した。
　注：�家畜輸出入よる動物性タンパク質量バランスは，TLU を用い １TLU=250kg とし，動物性タンパク質量に換算して

算出した。動物性タンパク質の換算方法については，第 ４ 章を参照。
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と（表 2 － 3），供給量の増加率 4.7％が必要量の増加率 1.9％を上回っている
が，供給量と必要量の増加量はどちらとも約 16 千トンであり，供給量と必
要量との差は縮小していないことがわかる。これらのことから，ラオス全体
では，動物性タンパク質供給量必要量バランスが慢性的にマイナスであり，
動物性タンパク質供給量が不足していることが明らかになった。

2．供給量必要量バランスの地域間格差とその要因

　前項では，ラオス全体で動物性タンパク質供給量が慢性的に不足している
ことが明らかになった。本項では，各地域の動物性タンパク質供給量必要量
バランスを考察しながら，不足が生じる要因を明らかにする。
　図 2 － 9～図 2 － 12 は，それぞれ北部地域，中部地域，南部地域におけ
る動物性タンパク質供給量必要量バランスの推移と充足率（供給量/必要量）

の推移を示す。
　コメの需給バランスとは異なり，いずれの地域も供給量が必要量を下回っ
ている。全国的に深刻な異常気象があった 2016 年を除く5）2010～2019 年の
10 年間で，北部地域では約 19,000～22,000 トン（1 人当たり年間約 9.6～

10.7kg），中部地域では約 25,000～30,000 トン（1 人当たり年間約 7.3～9.7kg），

表 ２ － ３　�動物性タンパク質の供給量，必要量，人口の年平均増加率と供給量と必要量の
増加量

年平均増加率
（2010～2019 年）（％）

供給量と必要量の増加量
（2010～2019 年）（トン）

供給量 必要量 人口 供給量 必要量 差

全　　国 4.7 1.9 1.5 16,355 16,361 -6

北部地域 1.6 1.3 0.9 1,356 3,606 -2,251

中部地域 6.9 2.0 1.6 12,100 8,822 3,278

南部地域 3.6 2.2 1.8 2,899 3,933 -1,034

出所：FAOSTAT と Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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図 ２ － ９　�北部地域の動物性タンパク質供給量必要量バランスの
推移

出所：FAOSTAT と Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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図 ２ － １０　�中部地域の動物性タンパク質供給量必要量バランスの
推移

出所：FAOSTAT と Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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図 ２ － １１　�南部地域の動物性タンパク質供給量必要量バランスの
推移

出所：FAOSTAT と Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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図 ２ － １２　各地域のタンパク質充足率の推移
出所：FAOSTAT と Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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南部地域では約 8,800～11,000 トン（1 人当たり年間約 6.5～8.5kg）の動物性タ
ンパク質供給量が不足していた（図 2 － 9～図 2 － 11）。このことは充足率（供

給量/必要量）（％）にも反映されており，北部地域の充足率は 26～34％，中部
地域の充足率は 33～49％，南部地域の充足率は 42～55％の範囲で推移して
いた6）（図 2 － 12）。2010～2019 年の動物性タンパク質の供給量と必要量の年
平均増加率（表 2 － 3）を見ると，北部地域で供給量 1.6％に対し必要量 1.3％，
中部地域で供給量 6.9％に対し必要量 2.0％，南部地域で供給量 3.6％に対
し必要量 2.2％となっており，全地域において供給量の年平均増加率が上
回っていた。また，各地域の人口の年平均増加率は，北部地域で 0.9％，中
部地域で 1.6％，南部地域で 1.8％であり，全地域の供給量の年平均増加率
は人口の年平均増加率よりも上回っていた。しかし，2010～2019 年の供給
量と必要量の増加量（表 2 － 3）に着目すると，北部地域と南部地域では必要
量の増加量が供給量の増加量を上回っており，その差はマイナスであった。
一方，中部地域は供給量の増加量が必要量の増加量を上回っていた。地域間
における家畜の移出入が供給量や充足率に格差をもたらすことも考えられる
が，Subharat ら（2021）の研究によると，国産家畜の国内取引は郡内や県内
で行われることが多いため，家畜の移出入による供給量や充足率への影響は
小さいと考えられる。
　以上のことから，すべての地域において必要量が供給量を上回っているこ
とが明らかになった。その中で，中部地域は 2010～2019 年の 10 年間で供給
量と必要量の差が縮小傾向にあるのに対し，北部地域と南部地域はその差が
拡大する傾向にあった。特に北部地域では 1 人当たり年間不足量が他の地域
よりも多く，充足率も 30％前後で停滞しており，動物性タンパク質の供給
不足が深刻な課題となっていることが明らかになった。
　次に，動物性タンパク質供給量必要量バランスに地域格差が生じる要因を
見ていく。表 2 － 4 は，2010～2019 年における各家畜・魚由来のタンパク
質量の全動物性タンパク質供給量に占める割合を示す。動物性タンパク質の
摂取に影響する主な家畜は，牛・水牛，豚，家禽と魚である。そこで，全体
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に占める割合が 1％と低い羊・山羊と動物の種類が不明なその他の家畜を除
き，各地域（北部地域，中部地域，南部地域）の牛・水牛，豚，家禽の 1 人当た
り供給量（飼養頭数）（図 2 － 13，図 2 － 14，図 2 － 15）の推移と養殖魚の 1 人当
たり供給量（生産量）の推移を比較し検討した（図 2 － 16）。1 人当たりの牛・
水牛飼養頭数について，南部地域の飼養頭数は 2010～2019 年の間でほとん
ど増加していない（0.50～0.52 頭/人）。一方，北部地域と中部地域の飼養頭数
は漸進的に増加（北部地域 0.33～0.40 頭/人；中部地域 0.45～0.50）しているものの，
大幅な供給量の増加には至っていない。この 10 年間では，中部地域と南部
地域の牛・水牛飼養頭数が北部地域のそれらを上回ってきた。1 人当たり豚
飼養頭数について，南部地域の飼養頭数は 0.60～1.06 頭/人と増加傾向にあ
る。北部地域では 2012 年までに飼養頭数が 0.46 頭/人まで減少したもの，
その後回復し 2019 年には 0.69 頭/人まで増加した。中部地域の飼養頭数も
0.22～0.35 頭/人と増加しているが，他地域と比較し増加幅は小さい。一方，

表 ２ － ４　各家畜・魚由来のタンパク質量の全動物性タンパク質供給量に占める割合

年
牛・

水牛肉
豚肉 家禽肉

羊・
山羊肉

その他の
家畜肉

魚 卵

2010 18% 20% 9% 1% 9% 39% 4%

2011 17% 20% 9% 1% 9% 45% 4%

2012 16% 19% 9% 1% 9% 43% 4%

2013 16% 19% 9% 1% 8% 43% 4%

2014 19% 18% 8% 1% 10% 42% 3%

2015 17% 20% 9% 1% 9% 41% 3%

2016 15% 21% 9% 1% 9% 41% 3%

2017 15% 21% 10% 1% 9% 41% 3%

2018 15% 21% 10% 1% 10% 40% 3%

2019 16% 22% 10% 1% 9% 39% 3%

平均 16% 20% 9% 1% 9% 41% 4%

出所：FAOSTAT を基に，筆者作成。
　注：魚は天然魚を含む。
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家禽飼養羽数について，南部地域の飼養羽数は 6.59～12.24 羽/人と約 2 倍
に増加した。それに対し，北部地域と中部地域の飼養羽数は微増（北部地域 4.29

～5.95 羽/人；中部地域 2.45～3.70 羽/人）にとどまっている。北部地域と南部地

図 ２ － １３　１ 人当たり牛・水牛飼養頭数（頭/人）の推移
出所：Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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図 ２ － １４　１ 人当たり豚飼養頭数（頭/人）の推移
出所：Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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域で豚の飼養頭数が，南部地域で家禽の飼養羽数が増加した背景には，家畜
生産振興のため政府が農家への融資を促進したことにより（表 2 － 5），
2010/2011 年から 2019/2020 年の間に北部地域および南部地域の融資を受け

図 ２ － １５　１ 人当たり家禽飼養羽数（羽/人）の推移
出所：Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
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図 ２ － １６　１ 人当たり養殖魚生産量（kg/人）の推移
出所：Statistical Yearbook の各年版を基に，著者作成。
　注：2016 年は重度の異常気象があった。
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た農家世帯数の割合が拡大したことがあると考えられる（表 2 － 6）。
　1 人当たり養殖魚生産量については，洪水や干ばつの影響があった 2016
年および台風や干ばつの影響を受けた 2019 年を除き7），2010 年以降，北部
地域と南部地域の生産量には大きな変化がないのに対し，中部地域の生産量
は増加傾向にあり，2018 年には生産量が約 1.8 倍までに増加している。こ
れは，首都ビエンチャンの人口増加に伴い魚の需要が高まり，メコン川沿い
やメコン川支流沿いの都市近郊で生け簀を使った養殖が盛んになったからで
ある（MAF 2015）。

表 ２ － ５　�農家世帯の融資の利用目的
（2019/2020 年）

農家世帯数 ％

農業投入財 28,878 19

家畜投入財 13,000 9

農機具 8,733 6

家畜 70,034 47

農業用建物 23,615 16

土地 1,461 1

その他 3,529 2

出所：Lao Statistics Bureau （LSB） （2021b） を基に，著者作成。

表 ２ － ６　融資を受けた農家世帯数とその割合

2010/2011 年 2019/2020 年

農家世帯数
融資を受けた
農家世帯数

％ 農家世帯数
融資を受けた
農家世帯数

％

北部地域 288,900 49,500 17% 236,710 86,891 37%

中部地域 336,400 38,000 11% 274,392 49,513 18%

南部地域 157,500 16,800 11% 132,996 32,080 24%

全　　国 782,800 104,300 13% 644,098 168,484 26%

出所：Lao Statistics Bureau （LSB） （2021b）と Agricultural census office （2012） を基に，著者作成。
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　以上をまとめると，北部地域は豚の供給量が増加傾向にありタンパク質供
給に寄与しているものの，牛・水牛と養殖魚の供給量にほぼ変化がないこと
がタンパク質摂取量の不足の主要な要因であると考えられる。一方，中部地
域は豚の供給量は他地域より少ないが牛 ･ 水牛と養殖魚の供給が多いため，
北部地域よりはタンパク質摂取量の不足量が少なくなっている。南部地域は，
牛 ･ 水牛と豚および家禽の供給量が多いため，3 地域の中で最もタンパク質
供給量が多くなっていると考えられる。ただし，大型家畜は主に資産として，
中型家畜は主に販売用として，家禽は主に自家消費用として，養殖魚は主に
販売用として飼養・養殖される傾向にあることには留意が必要である。また，
中部地域は都市人口の多い首都ビエンチャンとサワンナケート県が含まれて
おり，都市住民の家畜飼養頭羽数は少ないと考えられるため，1 人当たりの
家畜飼養頭羽数が少なくなっていることにも留意が必要である。

第 4節　本章の結論

　本章では，ラオスのコメと動物性タンパク質および家畜飼養頭羽数に関す
る統計データを用いて，コメの需給バランスと動物性タンパク質の供給量必
要量バランスについて分析し，コメと動物性タンパク質の供給可能性を評価
した。また，地域間でコメの需給バランスと動物性タンパク質の供給量必要
量バランスに格差が生じる要因について考察した。得られた結果は，以下の
ように整理できる。
　第 1 に，コメについて，国全体のコメ需給バランスは供給量が需要量を常
に上回っており余剰が生じていた。しかし，地域別で見た場合，2000 年以
降中部地域および南部地域ではコメの供給量が需要量を上回り継続的に余剰
が生じてきたのに対し，北部地域では供給量が需要量を上回る年はなく，慢
性的にコメ不足が生じてきたことが明らかになった。北部地域でコメの供給
量が著しく不足している要因は，水稲適地が限られていること，政府の政策
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により灌漑の普及が進まなかったこと，土地森林分配事業により陸稲の拡大
が制限されたこと，陸稲休閑地でトウモロコシ栽培が拡大したこと，雨季水
稲も陸稲も単収が向上しなかったことにあると考えられた。これらのことか
ら，全国的に見ればコメの供給可能性は確保されているが，地域別で見た場
合，北部地域においてはコメの供給可能性が確保されていないことが明らか
になった。
　第 2 に，動物性タンパク質について，2010 年以降，国全体および地域別
に見ても必要量が供給量を慢性的に上回っており，供給不足が続いているこ
とが明らかになった。外国との家畜輸出入取引を考慮しても，取引量が少な
いため輸入家畜による動物性タンパク質の供給不足は解消されないと考えら
れた。地域別で見た場合，中部地域では 2010～2019 年の 10 年間で供給量と
必要量の差が縮小してきているのに対し，北部地域と南部地域では供給量と
必要量の差が拡大する傾向にあった。年間 1 人当たりのタンパク質供給量の
不足分は，北部地域で約 9.6～10.7kg，中部地域で約 7.3～9.7kg，南部地
域で約 6.5～8.5kg であった。このような差が生じる要因として，北部地域
は豚以外の供給量が少ないこと，中部地域は牛 ･ 水牛と養殖魚の供給量が多
いこと，南部地域は牛 ･ 水牛と豚および家禽の供給量が多いことが推察され
た。
　北部地域のコメ不足については，ラオス国内の道路インフラ整備が不十分
であるため，現状ではタイとベトナムから流入する安価な外国産米がその不
足を補っている（羽佐田ほか　2023）。しかし，2020 年に高速道路が，2021 年
に鉄道がそれぞれ開通したことから，今後は中部地域から北部地域へのコメ
の移出が活発になり北部地域のコメ不足は解消されると推察される。一方，
動物性タンパク質については，その供給源である家畜の国内生産量が十分で
ないことに加え，輸入量も限られていることから，国全体で慢性的に供給が
不足していると考えられる。従って，コメと比較した場合，動物性タンパク
質の供給可能性の問題の方がより深刻であると考えられる。
　そこで，第 3 章以降で論じる食料アクセス，利用，安定性のフードセキュ
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リティの評価については，動物性タンパク質に焦点を当てフードセキュリ
ティを検証していく。

<注 >
₁�）2015 年に発令された「2025 年を目標とする農業開発戦略および 2030 年に向けたビジョ

ン」では，2025 年までに 500 万トンのコメ（籾）を生産することを目標としている。
₂�）本研究では，コメについては 1 人当たりの年間消費量が約 210kg と報告されている（LSB 

2014）ことから，供給量に対し需要量という表現を使う。一方，動物性タンパク質につ
いては 1 人当たりの年間消費量は明らかになっていない。世界保健機関（WHO）の報
告から性別，年齢，体重による 1 人 1 日当たり必要量（推奨量）が示されているため，
最低限必要な需要量という意味で供給量に対し必要量という表現を使う。

₃�）コメ需給バランスの右辺には備蓄米や輸出米が含まれるべきであるが，公式のデータ
は存在せず適切な算出方法も不明なため，これらは算出式に含まれていない。

₄�）魚類の統計データは重量（トン）で報告されているため，養殖魚 1 匹を 1kg と仮定し
て個体数を求めた。また，魚類には TLU 換算の基準が存在しないため，1TLU を
250kg，養殖魚を 1 匹 1kg と仮定し，代謝体重比から魚類の TLU を 0.016 と算出した。

₅�）2015～2016 年にかけてエルニーニョによる干ばつや台風の影響が，漁獲や養殖業の生
産に影響を与えた（JETRO 2015; Siharath and Xaiyasarn 2017）。

₆�）2016 年は，洪水や干ばつにより養殖魚の生産や天然魚の漁獲に影響が出たため，通常
年と比較し，南部地域では充足率が高く，北部地域では低くなったと推察される。

₇�）2019 年は，Typhoon Ketsana が南部地域を通過したため，南部地域の養殖魚は洪水
で流され供給量が減少した。また，北部地域では重度の干ばつがあったため，養殖魚の
生産量が減少した（JETRO 2020）。
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第 3章　�ラオスの農山村における動物性食材への 
アクセスと地域間比較 
－食料アクセスの側面から－

第 1節　課題と方法

1．課題

　食料アクセスは，食料を販売あるいは購入可能な市場へアクセスできるイ
ンフラ整備状況といった物理的要因や，食料を購入可能な経済状況や食料の
価格（食料物価指数）といった経済的要因によって評価されることが多い（FAO, 

IFAD and WFP 2014; Nandi, Nedumaran and Ravula 2021; Soulivanh 2011; WFP 2013）。
ラオスでも食料不安の世帯は貧困地域の農山村に多いため，フードセキュリ
ティは物理的および経済的な食料アクセスの問題と関係が深いと考えられて
いる（MoH and LSB 2012）。しかし，ラオスでは農村世帯が食料にアクセスす
る方法は，市場での購入だけでなく，野生動植物の捕獲・漁獲・採集（以下，

「採集」という。），栽培した野菜や飼養した家畜の利用と多様である。第 1 章で，
南北に縦長の国土を有し，地域によって地理的条件も異なるラオスでは，自
然環境（地形，生態系），生産活動（作物栽培，家畜飼養，養魚），物理的条件（イ

ンフラ整備），経済状況（貧困状況）といった地理的環境要因を基盤とした地域
特性に差異があることを明らかにした。このように異なる地域特性において，
農家世帯がどのような方法（アクセス）でどのような種類の食料を入手し，そ
れが地域のフードセキュリティにどのように影響しているのかについて明ら
かにする必要がある。
　そこで，第 2 章でフードセキュリティの供給可能性で深刻な課題を抱えて
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いることが明らかになった動物性タンパク質1）の供給源である動物性食材に
焦点を当て，第 1 章で選定した 3 つの農山村におけるタンパク質摂取の状況
を比較し，異なる地域の食料アクセスとタンパク質摂取の関係からフードセ
キュリティを評価することを本章の課題とする。また，評価の結果を地域特
性の観点から考察することも課題とする。
　具体的には，第 2 節で，3 村において動物性食材から得られる動物性タン
パク質摂取量の差異を地域別，動物種類別，入手方法別に定量的に明らかに
する。第 3 節では，3 村の動物種類と入手方法の関係性を明らかにし，第 4
節で地域特性に基づいた食料アクセスから 3 村の動物性タンパク質摂取の特
徴を考察する。第 5 節では，第 2 節から第 4 節までの内容を総括し，農家世
帯の食料アクセス（入手方法と動物種類）が地域特性によって規定される要因
を整理する。

2．方法

（1）動物性食材調査
　各村の動物性タンパク質摂取量を把握し，動物種類別および入手方法別の
動物性タンパク質摂取量比率（全動物性タンパク質摂取量に占める割合）を評価す
るため，訓練されたラオス人カウンターパート 1 名と調査助手 3 名とともに，
食事に利用される動物性食材調査（以下，「食材調査」という。）を実施した2）。
調査方法は，予め準備した食材調査票を用いて記録する方法を採用した。各
村全農家世帯を対象とし，外食を除く朝・昼・夕の食事で調理に利用した動
物性食材について，農家が動物名，入手方法，重量，共食者などを食材調査
票に記録した（表 3 － 1）。動物性食材の種類の分類にあたり，木村ら（2021）

らが作成した野生動物目録を参考に，写真とラオス名および通し番号の入っ
た動物性食材目録を作成し，農家が記録する際の補助資料とした。なお，特
定の村にしか存在しない動物は，動物性食材目録には含めず，「その他」の
動物として食材調査票に記録することとした。入手可能な動物種類は，「哺



97第 ３ 章　ラオスの農山村における動物性食材へのアクセスと地域間比較

乳類」，「鳥類」，「魚類」，「貝類・甲殻類」，「両生類」，「爬虫類」，「昆虫類」，
「家禽卵」の 8 分類とした。入手方法については，各村の事前調査から明ら
かになった，「採集」，「家畜利用」，「贈与」，「交換」，「購入」3）の 5 分類とし
た。動物性食材の重量は，市販の上皿はかり（秤量 5kg，目量 20g）を使用し，
研修を実施した上で農家が計量した4）。調査期間は，2017 年 11 月から 2018
年 10 月5）までの 1 年間とし，農家の記録作業や調査助手の記録確認作業の
負担を軽減するため，各月の初めの 1 週間（1～7 日まで）のみ記録すること
とした。記録が完了した翌月に村を訪問し，各農家の記録者とともに食材調
査票の記録内容について錯誤がないか確認した。

（2）動物性タンパク質摂取量の推定と分析方法
　動物性タンパク質摂取量について，食材調査の結果を基に，以下の式 3 －
1 により各農家世帯の動物性タンパク質摂取量（以下，「タンパク質摂取量」とい

う。）を推定した。

表 ３ － １　食材調査票の記録項目とその方法

項目 詳細 方法

日付 年月日 日付を記入

食事の種類 朝食/昼食/夕食 選択

動物名 動物名 動物性食材目録より選択，リストに
ない場合は直接記入

個体数/重量 動物の個体数/重量 計量後，数値を記入

入手方法 採集/家畜利用/贈与/交換/購入 選択

食材の加工状態 生/日干し/焼き/発酵 選択

共食者

世帯構成員：世帯主/配偶者/子供/孫/世帯
主の両親/配偶者の両親/世帯主の兄弟姉妹
/配偶者の兄弟姉妹/その他の親族など
世帯構成員以外：大人/子供

選択

出所：著者作成。
　注：世帯構成員以外の者は，隣人，友人，村内外に住む親族など。



98

　 PHH =
n

( Wi × Ri × Pi )∑
i = 1

・・・・・（式 3 － 1）

　　PHH : 調査期間における農家世帯総タンパク質摂取量（g）

　　Wi : 動物性食材（i）の重量（g）

　　Ri : 動物性食材（i）の可食部率（0 － 1.0）

　　Pi : 動物性食材（i）のタンパク質含有率（0 － 1.0）

　　i ： 動物性食材

　ただし，タンパク質含有率は，可食部 100g 当たりのタンパク質含有量（g）

を 100g で除した値とした。
　可食部率と可食部 100g 当たりのタンパク質含有量は，既往研究の報告に
従い，表 3 － 2 のとおりとした。同じ動物種類でも可食部率やタンパク質含
有量に大きな差があることが報告されている場合は，可能な限り動物性食材
ごとに区分した（例えば，貝類・甲殻類のカニやエビなど）。また，世帯構成員以
外の共食者による摂取量は，総タンパク質摂取量から控除した。
　次に，各農家世帯の調査期間中の総タンパク質摂取量を，全調査日数（7

日× 12 ヵ月＝ 84 日）と実質滞在日数6）を考慮した世帯構成員数で除して，1
人 1 日当たりのタンパク質摂取量を推定した（式 3 － 2）。ただし，農家世帯
によって世帯構成員の年齢にばらつきがあるため，世帯構成員数の算出には
AEU（Adult Equivalent Unit）換算7）を用いて補正した。

　PAEU = PHH /(7 days × 12 months × AEUadjusted) ・・・・・（式 3 － 2）

　　PAEU : 1 人 1 日当たりのタンパク質摂取量（g）

　　PHH : 調査期間における農家世帯総タンパク質摂取量（g）

　　AEUadjusted : 実質滞在日数調整済み AEU 換算世帯構成員数
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　解析に使用するデータは，各村全農家世帯を対象とした。しかし，PB 村
では，主に世帯構成員全員で農繁期に出作り集落（サナム）8）の小屋に一時的
に移住したため，調査途中で記録を中断もしくは中止した農家世帯があった。
また，NM 村と NX 村では主に世帯構成員全員が季節的に出稼ぎ先に移住し
たため，調査途中で記録を中断もしくは中止した農家世帯があった。これら
の世帯のデータには多くの欠損値があったため，解析から除外した9）。ただ
し，1 年のうち 1 か月だけ記録を中断した農家世帯については，欠損値のあ
る月のデータを残りの 11 カ月分のデータの平均値で補完することで解析に

表 ３ － ２　動物性食材の可食部率と可食部 100g 当たりのタンパク質含有量

動物種類 動物性食材 可食部率
（％）

可食部 100g 当たりの
タンパク質含有量（g） 出典

哺乳類 豚肉（処理済み） 100 21.8 Hortle （2007）

豚肉以外の家畜肉および
購入肉（処理済み） 100 21.2 Hortle （2007）

野生哺乳類 65 18.8 笹岡（2012）

鳥類 鳥類全般 71 19 Hortle （2007）

魚類 魚類全般 80 19.9 Hortle （2007）

貝類・甲殻類 エビ 70 15.6 Hortle （2007）

カニ 38 10.7 Hortle （2007）

二枚貝，巻き貝 22 12.1 Hortle （2007）

イカ（処理済み） 100 15.4 Institute of 
Nutrition （2014）

両生類 両生類全般 55 19 Hortle （2007）

爬虫類 爬虫類全般 58 19 FAO （2013），
Hortle （2007）

昆虫類 昆虫類全般，クモ類全般 54 15 Hortle （2007）

家禽卵 鶏卵，アヒル卵 85 12.9 Hortle （2007）

出所：著者作成。
　注：１）�処理済みは，骨皮 , 内臓など非可食部を除去済みであることを意味する。
　　　２）�厳密には，イカは貝類・甲殻類，クモは昆虫類ではないが，利用数が少なかったため，便宜上，それぞれの区

分に分類した。
　　　３）�可食部率と可食部 100g 当たりのタンパク質含有量については，ラオスには食品成分表のようなまとめられた

資料がないため，出典より引用した。
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使用した。最終的な解析に使用した農家世帯数は，PB 村 35 世帯（全 81 世帯

の 43.2%），NM 村 73 世帯（全 148 世帯の 49.3%），NX 村 109 世帯（全 148 世帯の

73.6%）となった。標本数が減少したため，最終的に解析の対象となった農
家世帯が，村全体の農家世帯と差がないかどうかを確認するため，代表的な
属性を比較した（表 3 － 3）。PB 村の世帯構成員数と家禽飼養頭数，NM 村の
水田面積を除き，3 村のその他の属性に有意な差は認められなかった。この
ことから，全世帯と対象世帯の間には概ね大きな差異はないと判断できる。
また，本章の目的は，各村の居住地に滞在している期間における食料アクセ
スとタンパク質摂取の関係性を解明することであるため，解析対象世帯の選
定は目的を達成するために大きな支障はないと考えられる。ただし，全世帯
と対象世帯の間で有意な差が認められた属性が，タンパク質摂取に影響を与
える可能性があることに留意する必要はある。

表 ３ － ３　各村における全世帯と対象世帯の属性の比較

PB 村 NM 村 NX 村

全世帯
対象
世帯

p 値 全世帯
対象
世帯

p 値 全世帯
対象
世帯

p 値

世帯主年齢（歳） 47.6 50.5 0.33 43.4 45.3 0.27 46.0 47.2 0.48

世帯構成員数（人） 5.9 6.6 0.07* 5.3 5.4 0.61 4.4 4.5 0.63

水稲面積（ha） － － － 0.5 0.7 0.02** 1.4 1.5 0.27

陸稲面積（ha） 0.9 1.0 0.93 1.3 1.3 0.99 － － －

年間支出（千 KIP） 6,559 8,490 0.46 2,279 2,510 0.41 13,653 13,708 0.96

牛（頭） 1.0 0.8 0.74 1.4 1.8 0.35 1.6 1.9 0.58

水牛（頭） 0.8 1.4 0.25 0.2 0.2 0.92 1.4 1.7 0.44

豚（頭） 1.9 1.9 0.97 1.2 1.7 0.20 0.1 0.1 0.74

山羊（頭） 1.8 2.6 0.42 － － － 1.0 1.0 0.90

家禽（鶏，アヒル）（羽） 9.9 14.3 0.06* 13.7 15.2 0.46 22.3 25.6 0.39

農外就業者数（人） 1.1 1.6 0.11 0.0 0.0 0.55 1.3 1.3 0.97

出所：現地調査（2016 年，2017 年）により著者作成。
　注：*p<0.10, **p<0.05, **p<0.01。
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　解析方法として，タンパク質摂取量の比較については，まず，各村のタン
パク質摂取量に差があるかどうかを明らかにするため，食材調査で得られた
データを用いて各村の農家世帯ごとに 1 人 1 日当たりのタンパク質摂取量を
算出し，3 村間で平均値を比較した。次に，動物種類別および入手方法別の
タンパク質摂取量の比較については，動物種類別動物性タンパク質摂取量比
率の平均値および入手方法別動物性タンパク質摂取量比率の平均値を 3 村間
で比較した。さらに，動物種類と入手方法の関係性を明らかにするため，各
村の動物種類と入手方法の摂取頻度（動物性食材を利用した回数）によるクロス
集計分析を行った。
　平均値の比較には，一元配置分散分析（ANOVA）または Welch の検定を用
い，有意な差が認められた場合，多重比較検定（等分散性により Tukey 法または

Games-Howell 法）によりどの農山村間に有意な差があるか，また，どの動物
種類あるいはどの入手方法との間に有意な差があるかを検証した。
　動物種類と入手方法の関係性の解析において，動物種類は，「貝類・甲殻類」
と「両生類」を「水生動物」に，また，摂取頻度の低い「爬虫類」と「昆虫
類」を「その他の動物」に再分類した 6 分類（哺乳類，鳥類，魚類，水生動物，

家禽卵，その他の動物）を用いた。また，入手方法は，摂取頻度の低い「贈与」
と「交換」を「贈与・交換」に再分類した 4 分類（採集，家畜利用，贈与・交換，

購入）を用いた。これらの分類に基づき，クロス集計分析では，χ2 検定と
Haberman の残差分析を行った。

第 2節　動物性タンパク質摂取量の農山村間比較

　本節では，まず，各村の 1 人 1 日当たりの動物性タンパク質摂取量を算出
し，3 村間で比較した。次に，動物種類別および入手方法別にタンパク質摂
取量比率を算出し，3 村間で比較した。
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1．1 人 1 日当たりの動物性タンパク質摂取量

　全調査期間における各村の 1 人 1 日当たりのタンパク質摂取量の平均値10）

は，平地村の NX 村（49.1g/人/日）で最も多く，続いて低地村の NM 村（33.4g/

人/日），高地村の PB 村（14.8g/人/日）で最も少なかった（図 3 － 1）。これら 3
村の 1 人 1 日当たりのタンパク質摂取量を比較（Welch の検定）した結果，有
意な差が認められた（p<0.01）。また，Games-Howell 法により多重比較検定
を行った結果，PB 村，NM 村，NX 村の 3 村間において，タンパク質摂取
量に有意な差が認められた（p<0.01）。
　WHO/FAO/UNU 合同専門協議会（2009）によれば，体重 55kg の成人男女
の 1 日当たりのタンパク質推奨量は 46g/人/日である。この推奨量を基に摂
取量を評価すると，3 村のうち NX 村のみが推奨量を満たしていた。NM 村
では推奨量の 7 割程度，PB 村では推奨量の 3 割程度にとどまった。このこ
とから，PB 村ではタンパク質摂取量が絶対的に不足していると考えられる。

図 ３ － １　１ 人 １ 日当たりのタンパク質摂取量の比較
出所：現地調査（2017 年，2018 年）結果に基づき，著者作成。
　注：誤差範囲は標準偏差を表す。
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2．�動物種類別および入手方法別動物性タンパク質摂取量比率の
農山村間比較

　動物種類別に見た動物性タンパク質摂取量比率（以下，「摂取量比率」という。）

を 3 村間で比較した結果を図 3 － 2 に示す。動物種類の中でも，哺乳類，鳥
類，魚類の摂取量比率が高く，3 村間で反対の傾向（哺乳類で PB 村＞ NM 村，

NX 村，魚類で NM 村，NX 村＞ PB 村）が見られた。動物種類別に 3 村間の比較
を行った結果，爬虫類を除くすべての動物種類で有意な差が認められた

図 ３ － ２　動物種類別タンパク質摂取量比率の農山村間比較
出所：現地調査（2017 年，2018 年）結果に基づき，著者作成。
　注：１）�多重比較検定については，等分散性が認められた場合は Tukey 法を，認めら

れなかった場合は Games-Howell 法を用いて行った。a, b および c は，鳥類で
p<0.05，それ以外の動物で p<0.01 で有意な差を表す。

　　　２）●は外れ値を，★は極端な外れ値を表す。
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（p<0.05：鳥類，p<0.01：哺乳類，魚類，貝類・甲殻類，両生類，昆虫類，家禽卵）。
ANOVA で有意な差が認められた動物種類において多重比較検定を行った結
果，哺乳類では 3 村間に有意な差（p<0.01）が，鳥類では PB 村と残り 2 村
の間に有意な差（p<0.05）が，魚類ではPB村と残り2村の間に有意な差（p<0.01）

が認められた。また，貝類・甲殻類は NM 村と残りの 2 村との間に有意な
差（p<0.01）が，両生類は 3 村間に有意な差（p<0.01）が，昆虫類は，PB 村
と残り 2 村の間に有意な差（p<0.01）が認められていた。さらに，家禽卵は
NM 村と NX 村との間に有意な差（p<0.01）が認められた。
　入手方法別に見た摂取量比率を 3 村間で比較した結果を図 3 － 3 に示す。
採集と購入の摂取量比率が高く，3 村間で反対の傾向（採集で PB 村＞ NM 村＞

NX 村，購入で NX 村＞ NM 村＞ PB 村）が見られた。入手方法別に 3 村間で摂取
量比率の比較を行った結果，家畜利用を除くすべての入手方法で有意な差が

図 ３ － ３　入手方法別タンパク質摂取量比率の農山村間比較
出所：現地調査（2017 年，2018 年）結果に基づき，著者作成。
　注：１）�多重比較検定については，等分散性が認められた場合は Tukey 法を，認められなかっ

た場合は Games-Howell 法を用いて行った。a, b および c は，採集と購入で p<0.01，
贈与と交換で p<0.05 で有意な差を表す。

　　　２）●は外れ値を，★ は極端な外れ値を表す。
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認められた（p<0.01：採集，購入，p<0.05：贈与，交換）。ANOVA で有意な差が
認められた入手方法において多重比較検定を行った結果，採集と購入で 3 村
間に有意な差（p<0.01）が認められた。贈与では PB 村と残りの 2 村との間
に有意な差（p<0.05）が，交換では PB 村と NM 村の間に有意な差（p<0.05）

が認められた。
　動物種類については，すべての村において哺乳類，鳥類，魚類でタンパク
質摂取量の 80％以上を占めていた。また，入手方法については，すべての
村において採集，家畜利用，購入でタンパク質摂取量の 85％以上を占めて
いた。これらの結果から，動物種類については哺乳類，鳥類，魚類を対象と
して，入手方法については採集，家畜利用，購入を対象として，摂取量比率
の特徴を考察する。PB 村は高地に位置し，居住地が丘陵地や森林に囲まれ
ていること，村内や近隣に市場がなく，動物性食材を購入できる機会は主に
行商が定期的に来村する時に限定されること，また，年間平均支出（≒収入）

が 3 村の中で最も少ないことから，主に採集される哺乳類からタンパク質を
摂取していると考えられる。一方，NM 村や NX 村には水田やため池がある
ことから，年間を通じて魚類や水生動物（貝類・甲殻類，両生類）を採集して
いると考えられる。魚類以外の水生動物は個体重量が小さいため，タンパク
質摂取への寄与が小さかったと考えられる。また，近隣に市場があり，PB
村よりも年間平均支出（≒収入）が多いため，肉や魚を購入できる機会も多い。
特に魚類は，哺乳類に比べ単位当たりの価格が安いため，購入しやすい。家
畜利用については，摂取量比率に有意な差がなかったことから，いずれの村
でも同程度の割合で摂取されていると考えられる。これらの理由から，動物
種類については，PB 村では哺乳類の摂取量比率（中央値：51.5％）が，NM
村と NX 村では魚類の摂取量比率（中央値で NM 村：46.4％，NX 村：46.1％）が
高くなったと推察される。また，入手方法については，PB 村では採集の摂
取量比率（中央値：62.0％）が，NM 村と NX 村では購入の摂取量比率（中央値

で NM 村：41.7％，NX 村：52.0％）が高くなったと推察される。ただし，NM
村と NX 村では，PB 村ほど採集と購入の比率の間に大きな差はなかった。
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第 3節　動物種類と入手方法の関係性

　本節では，動物種類と入手方法の関係性を明らかにするため，各村で動物
種類の入手方法に対する摂取頻度のクロス集計を行った11）。

1．PB 村（高地村）の動物種類と入手方法の関係性

　PB 村におけるクロス集計分析の結果（表 3 － 4），χ2 検定（Pearson）によ
り 1％水準で有意であった（χ2(15)= 2222.158, p<0.01, V=0.393）。クラマーの V
係数も約 0.4 と大きいことから，動物種類と入手方法の関係は強く，PB 村
では動物種類によって入手方法が異なる傾向があると言える。哺乳類

（84.4％），鳥類（79.8％），水生動物（83.2％），その他の動物（88.7％）におけ
る採集の占める比率は高く，調整済み残差（以下，「残差」という。）も有意に
大きかった（p<0.01）。家禽卵については，購入の占める比率（93.9％）が高く，
残差も有意に大きかった（p<0.01）。鳥類（16.4％）と家禽卵（6.1％）の家畜利
用について，比率は高くないが残差は有意に大きかった（p<0.01）。魚類は採
集の占める比率（58.6％）が高く，贈与・交換や購入の残差が有意に大きかっ
た（p<0.01）。

2．NM 村（低地村）の動物種類と入手方法の関係性

　NM 村においてもχ2 検定（Pearson）により 1％水準で有意であり（χ2(15)= 

6675.704, p<0.01, V=0.462），クラマーの V 係数も大きいことから，動物種類に
よって入手方法が異なる傾向があると言える（表 3 － 5）。魚類（66.6％），水
生動物（97.2％），その他の動物（97.3％）における採集の比率は高く，残差も
有意に大きかった（p<0.01）。哺乳類では，採集の占める比率（51.3％）は高
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いが，残差は有意に小さかった（-9.0，p<0.01）。一方，哺乳類における購入
の占める比率は採集より低いが，41.0％を占めており，残差は有意に大きかっ
た（p<0.01）。また，哺乳類における贈与・交換の残差も有意に大きかった

（p<0.01）。鳥類の家畜利用については，比率（52.3％）が高く残差も有意に大
きかった（p<0.01）。家禽卵の家畜利用は残差が有意に大きく（p<0.01）, 鳥類

表 ３ － ４　PB 村の動物種類と入手方法のクロス表

採集 家畜利用 贈与・交換 購入 合計

哺乳類 摂取頻度 2,101 28 119 240 2,488

％ 84.4% 1.1% 4.8% 9.6% 100.0%

残差 16.1** -9.3** -0.10 -14.0** -

鳥類 摂取頻度 588 121 10 18 737

％ 79.8% 16.4% 1.4% 2.4% 100.0%

残差 3.5** 20.6** -4.8** -11.4** -

魚類 摂取頻度 346 0 65 179 590

％ 58.6% 0.0% 11.0% 30.3% 100.0%

残差 -9.6** -5.0** 7.5** 9.2** -

水生動物 摂取頻度 486 0 35 63 584

％ 83.2% 0.0% 6.0% 10.8% 100.0%

残差 5.1** -4.9** 1.4 -4.2** -

家禽卵 摂取頻度 0 20 0 308 328

％ 0.0% 6.1% 0.0% 93.9% 100.0%

残差 -32.2** 2.6** -4.2** 38.5** -

その他の動物 摂取頻度 63 0 2 6 71

％ 88.7% 0.0% 2.8% 8.5% 100.0%

残差 2.7** -1.6 -0.8 -1.9 -

摂取頻度の合計 3,584 169 231 814 4,798

摂取頻度の比率（％） 74.7% 3.5% 4.8% 17.0% 100.0%

出所：現地調査（2017 年，2018 年）結果に基づき，著者作成。
　注：１）*p<0.05, **p<0.01。
　　　２）水生動物は，貝類・甲殻類，両生類を表す。
　　　３）その他の動物は，爬虫類，昆虫類を表す。
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の次に家畜利用の比率（13.0％）が高かった。家禽卵ついては，購入の占め
る比率（86.7％）が高く，残差も有意に大きかった（p<0.01）。

表 ３ － ５　NM 村の動物種類と入手方法のクロス表

採集 家畜利用 贈与・交換 購入 合計

哺乳類 摂取頻度 1,282 50 142 1,024 2,498

％ 51.3% 2.0% 5.7% 41.0% 100.0%

残差 -9.0** -11.4** 12.6** 11.8** -

鳥類 摂取頻度 380 554 7 118 1,059

％ 35.9% 52.3% 0.7% 11.1% 100.0%

残差 -16.2** 60.3** -3.8** -15.0** -

魚類 摂取頻度 2,644 7 63 1,256 3,970

％ 66.6% 0.2% 1.6% 31.6% 100.0%

残差 12.3** -21.6** -4.0** 0.3 -

水生動物 摂取頻度 1,561 3 24 18 1,606

％ 97.2% 0.2% 1.5% 1.1% 100.0%

残差 33.8** -11.8** -2.5* -28.5** -

家禽卵 摂取頻度 0 129 3 858 990

％ 0.0% 13.0% 0.3% 86.7% 100.0%

残差 -39.7** 7.6** -4.5** 39.3** -

その他の動物 摂取頻度 286 0 6 2 294

％ 97.3% 0.0% 2.0% 0.7% 100.0%

残差 13.5** -4.8** -0.4 -11.5** -

摂取頻度の合計 6,153 743 245 3,276 10,417

摂取頻度の比率（％） 59.1% 7.1% 2.4% 31.4% 100.0%

出所：現地調査（2017 年，2018 年）結果に基づき，著者作成。
　注：１）*p<0.05, **p<0.01。
　　　２）水生動物は，貝類・甲殻類，両生類を表す。
　　　３）その他の動物は，爬虫類，昆虫類を表す。
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3．NX 村（平地村）の動物種類と入手方法の関係性

　NX 村においても他の 2 村と同様に，χ2 検定（Pearson）により 1％水準で
有意であり（χ2(15)= 15842.819, p<0.01, V=0.485），クラマーの V 係数は 3 村の
中で最も大きいことから，動物種類によって入手方法が異なる傾向があると
言える（表 3 － 6）。魚類（66.8％），水生動物（83.2％），その他の動物（90.6％）

における採集の占める比率が高く，残差も有意に大きかった（p<0.01）。哺乳
類では，購入の占める比率（86.6％）が高く残差も有意に大きかった（p<0.01）。
また，鳥類（家禽）の家畜利用の比率（45.7％）が高く残差も有意に大きかっ
た（p<0.01）。家禽卵については，購入の占める比率（91.0％）が高く，残差
も有意に大きかった（p<0.01）。家禽卵における家畜利用の残差も有意に大き
く（p<0.01），鳥類の次に家畜利用の比率（8.9％）が高かった。さらに，魚類
における贈与・交換の残差も有意に大きかった（p<0.01）。

　以上の結果から，すべての村において，その他の動物と贈与 ･ 交換の摂取
頻度は全体の 5％未満であった。そこで，これらを除いた動物種類（哺乳類，

鳥類，魚類，水生動物，家禽卵）と入手方法（採集，家畜利用，購入）の関係から各
村におけるタンパク質摂取の特徴を以下に考察する。
　PB 村では採集される哺乳類，鳥類，水生動物の摂取頻度が全体の 66.2％

（3,175 回/4,798 回）を占め，これらの組み合わせによって 3 分の 2 のタンパク
質が摂取されていた。鳥類と家禽卵は他の動物と比べ家畜利用される傾向が
強かった12）が，家畜利用の鳥類（家禽）と家禽卵の摂取頻度が全体に占める
比率は 2.9％（141 回/4,798 回）であり，タンパク質摂取への寄与は低い。魚
類については，購入される傾向が強かった。これは，乾季に魚が購入された
ことによる。実際，年間 179 回の魚類購入のうち 118 回が 11～4 月の乾季に
購入された。そのため，購入される魚類のタンパク質摂取への寄与は季節限
定的であると考えられる。また，家禽卵は購入の傾向が強いことが示唆され
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た。これは，家禽卵の販売価格は安価である13）ためと推察されるが，購入
される家禽卵の比率も 6.4％（308 回/4,798 回）とタンパク質摂取への寄与は
低い。総じて，PB 村では，採集される哺乳類，鳥類，水生動物からタンパ
ク質を摂取する特徴（摂取頻度が高く，摂取傾向も強い）がある。
　NM 村では採集される魚類と水生動物，採集と購入される哺乳類の摂取頻

表 ３ － ６　NX 村の動物種類と入手方法のクロス表

採集 家畜利用 贈与・交換 購入 合計

哺乳類 摂取頻度 551 47 111 4,594 5,303

％ 10.4% 0.9% 2.1% 86.6% 100.0%

残差 -60.8** -17.1** -5.1** 70.9** -

鳥類 摂取頻度 494 1,027 54 671 2,246

％ 22.0% 45.7% 2.4% 29.9% 100.0%

残差 -24.9** 86.9** -2.2 -14.6** -

魚類 摂取頻度 7,293 62 463 3,102 10,920

％ 66.8% 0.6% 4.2% 28.4% 100.0%

残差 58.3** -32.0** 8.9** -46.9** -

水生動物 摂取頻度 1,459 0 66 229 1,754

％ 83.2% 0.0% 3.8% 13.1% 100.0%

残差 31.8** -10.7** 1.5 -27.5** -

家禽卵 摂取頻度 0 129 2 1,317 1,448

％ 0.0% 8.9% 0.1% 91.0% 100.0%

残差 -36.9** 5.6** -6.8** 36.9** -

その他の動物 摂取頻度 724 0 16 59 799

％ 90.6% 0.0% 2.0% 7.4% 100.0%

残差 25.3** -7.0** -1.9 -21.4** -

摂取頻度の合計 10,521 1,265 712 9,972 22,470

摂取頻度の比率（％） 46.8% 5.6% 3.2% 44.4% 100.0%

出所：現地調査（2017 年，2018 年）結果に基づき，著者作成。
　注：１）*p<0.05, **p<0.01。
　　　２）水生動物は，貝類・甲殻類，両生類を表す。
　　　３）その他の動物は，爬虫類，昆虫類を表す。
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度が全体の 62.5％（6,511 回/10,417 回）を占め，これらの組み合わせによっ
て 6 割以上のタンパク質が摂取されていた。鳥類と家禽卵は PB 村と同様に，
他の動物と比べ家畜利用される傾向が強かったが，摂取頻度全体に占める比
率は低く，タンパク質摂取への寄与は限定的である。哺乳類については，近
隣村に牛肉や豚肉を購入できる市場があり，出稼ぎや農業賃労働によってあ
る程度の収入を得ているため購入の傾向が強いと推察される14）。採集による
哺乳類の摂取頻度は高いが摂取傾向は強くなく，反対に，購入の摂取頻度は
採集より若干低いものの，摂取傾向は採集より強い。このことは，哺乳類の
入手方法が採集から購入に移行している過程であると考えられる。家禽卵に
ついては，PB 村と同様に，価格が安価であるため購入の傾向が強いが，タ
ンパク質摂取への寄与は低い。総じて，NM 村では，採集される魚類と水生
動物および購入される哺乳類によりタンパク質を摂取する特徴（摂取頻度が高

く，摂取傾向も強い）がある。
　NX 村では採集される魚類と水生動物および購入される哺乳類の摂取頻度
が全体の 59.4％（13,346 回/22,470 回）を占め，これらの組み合わせによって
約 6 割のタンパク質が摂取されていた。また，NM 村と同様，鳥類と家禽卵
が家畜利用される傾向が強く，その理由も PB 村や NM 村と同様であると考
えられる。また，哺乳類が購入される傾向が強いことが示唆された。これは，
村内の雑貨店や近隣村の市場で牛肉や豚肉が購入可能であること，また，3
村の中で最も年間平均支出（≒収入）が多いことに起因すると推察される。
魚類と水生動物の採集，鳥類と家禽卵の家畜利用および家禽卵の購入につい
ては，NM 村と NX 村でほぼ同じ傾向を示していた。総じて，NX 村では，
NM 村と同様に，採集される魚類と水生動物および購入される哺乳類により
タンパク質を摂取する特徴（摂取頻度が高く，摂取傾向も強い）がある。NM 村
と NX 村で差異が見られたのは哺乳類の採集と購入で，NM 村では採集と購
入の比率が同程度であるのに対し，NX 村では購入の比率が 86.6％と，ほぼ
購入される哺乳類からタンパク質を摂取していた。
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第 4節　�地域特性の違いによる食料アクセスとタンパク質
摂取の関係

　本節では，これまでの結果と考察を踏まえながら，各村の地域特性（自然

環境，生産活動，物理的条件，経済状況）が食料アクセスとタンパク質摂取にどの
ように影響しているかを考察する。
　高地村の PB 村は，採集と哺乳類の摂取量比率が 3 村のうちで最も高かっ
た。また，採集による哺乳類，鳥類，水生動物の摂取頻度が高く，摂取傾向
も強かった。これは，PB 村では森林と丘陵地が居住地まで迫り，複数の渓
流が流れているため，小型哺乳類，野鳥や水生動物の採集が容易であるから
と考えられる（自然環境）。実際に，採集されたネズミやリスなどの小型哺乳
類の摂取頻度は採集された全哺乳類 2,101 回のうち 1,946 回，採集された鳥
類の摂取頻度は全鳥類 737 回のうち 588 回，採集された水生動物の摂取頻度
は全水生動物 584 回のうち 486 回と多かった。一方で，購入の摂取量比率は
3 村のうちで最も低かった。村には肉や魚を販売する常設市場はなく，行商
が定期的に村に巡回販売に来るのみであり，雨季には悪路のため行商が村に
アクセスできないこともある（物理的条件）。また，PB 村は他の 2 村と比べ年
間平均支出（≒収入）が少なく，購入による食料アクセスが制限されている
ことから，哺乳類や魚類の購入は限定される。ただし，乾季は行商も村にア
クセスしやすく，牛肉や豚肉より安価な魚類15）が購入される傾向が強い（経

済状況）。また，鳥類の家畜利用の傾向が強かったのは，村内や近隣で鳥類を
購入する機会がない一方で，自家消費用の家禽を飼養しているからであると
推察される（生産活動）。ただし，家禽の数は 3 村の中で最も少なく，家畜利
用の鳥類（家禽）の摂取頻度全体に占める比率は 2.5％（121 回/4,798 回）と低い。
これらのことから，PB 村におけるタンパク質摂取は，主に自然環境が食料
アクセスに反映されている点に特徴がある。PB 村の 1 人 1 日当たりのタン
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パク質摂取量は 14.8g/人/日と絶対的に不足していると考えられる。PB 村
では，自然環境に特徴づけられる採集動物（哺乳類，鳥類，水生動物）は単体当
たりの重量が少ない小型の動物が多く，また，魚類の購入も季節的な変動が
大きいため，3 村の中でタンパク質摂取量が最も少なかったと推察される。
　低地村の NM 村は，採集と購入の摂取量比率が，PB 村と NX 村の中間に
位置しており，魚類の摂取量比率が高いことが特徴である。特に採集による
魚類と水生動物の摂取頻度が高く，摂取傾向も強かった。居住地に隣接して
水田が広がり，近くに川が流れ，村には大小合わせて 9 つのため池があるこ
とから，年間を通して魚類と水生動物へのアクセスが容易である。また，採
集による哺乳類の摂取頻度が高かった。村落の東側には丘陵地と森林が広
がっており，小型哺乳類の採集が容易であるからと考えられる（自然環境）。
一方で，購入による哺乳類の摂取頻度は高く，摂取傾向も強かった。NM 村
では農業以外で常勤雇用の職業を持っている農家世帯は少ないが，調査期間
中，約 3 割の農家世帯（30 世帯/73 世帯）が農閑期に近隣郡のバナナ園や首都
ビエンチャンなどに出稼ぎに行った。そのため，年間平均支出（≒収入）は
NX 村より少ないものの，出稼ぎが少ない PB 村（2 世帯/35 世帯）よりも多く，
購入による摂取量比率が高かったと考えられる（経済状況）。肉や魚を購入で
きる常設市場が近隣村にあるが（物理的条件），魚は村で十分に採集できるた
め（自然環境），相対的に哺乳類（牛肉・豚肉）の購入が多かったと考えられる。
また，家畜利用による鳥類の摂取頻度が高く，摂取傾向も強かった（生産活動）。
これは，市場では鶏やアヒルは生体で販売されており，豚肉や魚より価格が
割高なためであると考えられる。ただし，家畜利用の鳥類（家禽）の摂取頻
度全体に占める比率は 5.3％（554 回/10,417 回）と低かった。これらのことから，
NM 村におけるタンパク質摂取は，自然環境，物理的条件，経済状況が食料
アクセスに反映されている点に特徴がある。NM 村の 1 人 1 日当たりのタン
パク質摂取量は 33.4g/人/日と，推奨量には達していない。採集動物の中で
最も摂取頻度が高い魚類は 1 匹の重量が 100～200g 程度の在来魚種が多い
ことや，年間平均支出（≒収入）も NX 村ほど多くないことから全体の購入
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頻度も制限されており，タンパク質推奨量を満たせるまでには至っていない
と推察される。だたし，推奨量にはかなり接近しており，NM 村の採集によ
る摂取量比率（中央値：47.7％）と購入による摂取量比率（中央値：41.7％）は
ほぼ同程度であることから，採集がタンパク質摂取量の充足に寄与している
ことは，注視すべき重要な点である。
　平地村の NX 村は，魚類と購入の摂取量比率が 3 村のうち最も高かった。
NX 村は周辺をほぼ水田に囲まれているため，採集による魚類と水生動物の
摂取頻度が高く，摂取傾向も強いと考えられる（自然環境）。一方，哺乳類（主

に牛肉と豚肉）は購入による摂取頻度が高く，摂取傾向も強かった。NX 村で
は農業以外で常勤雇用の職業に従事する農家世帯（29 世帯/109 世帯）が 3 村の
中で最も多く，また，村や隣接村の水田面積が広いため農業賃労働（苗の移

植や稲刈り）（73 世帯/109 世帯）による季節的な収入機会が多い。併せて，首都
ビエンチャンやタイ国が近いことから出稼ぎの機会（23 世帯/109 世帯）も多い
ため，3 村の中で年間平均支出（≒収入）が最も多い（経済状況）。また，村内
に豚肉や牛肉を販売する雑貨店があることや近隣村に常設市場があることも
購入による高い摂取頻度や強い摂取傾向の要因であると考えられる（物理的

条件）。一方，家畜利用による鳥類の摂取頻度は高く摂取傾向も強いが，PB 村，
NM 村と同様に，摂取頻度全体に占める比率は 4.6％（1,027 回/22,470 回）と
低い。これらのことから，NX 村におけるタンパク質摂取は，NM 村と同様に，
自然環境，物理的条件，経済状況が食料アクセスに反映されている点に特徴
がある。ただし，NM 村以上に，哺乳類が購入されるという特徴が顕著であ
る。NM 村よりも年間平均支出（≒収入）が多いことに加え，NX 村の森林は
低木が広がる平地林であり，小型哺乳類の採集も限られていることが要因で
あると考えられる。NX 村の 1 人 1 日当たりのタンパク質摂取量は 49.1g/
人/日と，3 村の中で唯一，タンパク質推奨量を満たしていた。購入される牛
肉や豚肉は kg 単位で購入されるため，また，購入される魚類は天然魚より
大型である養殖魚が多いため，単体当たりの重量が小さい採集動物よりも量
的に多くのタンパク質を摂取できる。実際に，購入による動物性食材の摂取
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頻度が全体の 44.4％（9,972 回/22,470 回）と他の 2 村よりも高いため，タンパ
ク質をより多く摂取できたと推察される。ただし，NX 村においても，採集
による摂取量比率は 35.1％（中央値）と高くタンパク質摂取に寄与しており，
採集なしでは推奨量を満たすことができないことは，注視すべき重要な点で
ある。

第 5節　本章の結論

　本章では，異なる地域特性による食料アクセスと動物性タンパク質摂取の
関係を解明することを目的として，地域特性の異なる 3 村間で動物性タンパ
ク質摂取量を比較した。また，各村における動物種類別および入手方法別の
動物性タンパク質摂取量比率を比較した。さらに，動物種類と入手方法の関
係性を明らかにし，地域特性（自然環境，生産活動，物理的条件，経済状況）の異
なる各村の食料アクセス環境から動物性タンパク質摂取の特徴を考察した。
得られた結果は，以下のように整理できる。
　第 1 に，動物性タンパク質摂取量を 3 村間で比較した結果，平地村の NX
村が最も多くの動物性タンパク質を摂取していることがわかった。
　第 2 に，動物性タンパク質摂取量比率を動物種類別で比較したところ，高
地村の PB 村では哺乳類の摂取量比率が高く，低地村の NM 村と平地村の
NX 村では魚類の摂取量比率が高かった。同様に入手方法別で比較したとこ
ろ，高地村の PB 村は採集による摂取量比率が高く，平地村の NX 村は購入
による摂取量比率が高いことがわかった。また，低地村の NM 村は採集も
購入も PB 村と NX 村の中間の摂取量比率であることがわかった。
　第 3 に，動物種類と入手方法の関係性を検討したところ，PB 村では主に
採集される哺乳類，鳥類，水生動物からタンパク質を摂取するという特徴が
見られた。NM 村では主に採集される魚類と水生動物および購入される哺乳
類からタンパク質を摂取するという特徴が見られた。また，NX 村では主に
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採集される魚類と水生動物および購入される哺乳類からタンパク質を摂取す
るという特徴が明らかになった。
　収入源が農業に限られ，市場へのアクセスも制限されていることから，
PB 村の結果は，タンパク質源を丘陵地と森林から採集するという食料アク
セス環境に起因すると示唆された。また，丘陵地や水辺があるため陸生動物
や水生動物の採集が可能であること，近隣村に常設市場があり食材を購入し
やすいこと，さらに，農園が比較的近隣にあるため農外収入が期待できるこ
とから，NM 村の結果は採集と購入が容易であるという食料アクセス環境に
起因すると示唆された。さらに，水田や水辺へのアクセスが容易であるため
魚類や水生動物を採集しやすいこと，近隣村にある常設市場だけでなく村内
においても雑貨店で肉や魚を購入できること，都市に近いため常勤雇用の職
業や臨時の仕事よる農外収入の機会が多いことから，NX 村の結果は採集と
購入が容易であるという食料アクセス環境に起因すると示唆された。PB 村
は自然環境に基づいた食料アクセスに依存しているため，3 村の中でタンパ
ク質摂取量が最も少ないのではないかと考えられる。一方，NM 村と NX 村
は自然環境，物理的条件，経済状況といった複数の地域特性に基づく食料ア
クセスが充実しているため，PB 村よりも多くのタンパク質量を摂取できて
いると考えられた。しかしながら，すべての村において，自然環境に基づく
食料アクセス（採集）のタンパク質摂取に対する寄与が大きいこと（PB 村：

62.0％，NM 村：47.7％，NX 村：35.1％）は注視すべき重要な点である。このこ
とは，ラオスの農山村においては購入や家畜利用のみでは，必要量の動物性
タンパク質を摂取することは難しく，自然からの採集物をいかに持続的に利
用できるかが重要であることを示唆している。

<注 >
₁�）植物性食材にもタンパク質を含むものがあるが，植物性タンパク質は一般的に栄養価

が低い（例えば，コメのアミノ酸価は 75）ため，必須アミノ酸の摂取量が不十分となり，
体内で有効に利用できない。また，栄養価の高い豆や豆発酵食品（アミノ酸価 100）に
ついても，調査対象とした村ではほとんど摂取されていないことが事前調査で明らかに
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なったため，本研究では植物性食材はタンパク質摂取源の対象から除外した。
₂�）カウンターパートと調査助手には調査実施前に調査の訓練を行った。具体的には，農

家世帯に説明できるように食材調査票の記入方法や動物性食材の計量方法を指導した。
また，調査助手の 1 人を村人に見立て，調査の模擬訓練を行った。その後，選定した村
で数世帯に対し調査を試行した。

₃�）本研究では，動物性食材の入手方法について，「採集」を自然環境から捕獲，漁獲あ
るいは採集すること，「家畜利用」を飼養した成体あるいは購入し肥育した成体が出産
もしくは産卵して増えた幼体を肥育し食肉として利用すること，また，家禽が産んだ卵
を利用すること，「贈与」を親族，友人，隣人などから無償で与えられること，「交換」
を親族，友人，隣人などと他の食材や物と引き替えること，「購入」を市場や行商ある
いは個人から買い入れること，と定義した。

₄�）貝類や昆虫類など小型の動物は 1 個体で採集することはほとんどなく，一度に多くの
個体数を採集することが多いため，原則，重量のみの記録とした。個体数が少ない場合，
重量と並行して個体数も記録してもらい，事前に把握しておいた主要な野生動物の単位
当たり重量を基に，重量と個体数からデータの信憑性を確認した。

₅�）採集や購入といった食料アクセスは，気象条件によっても変動すると考えられる。各
村の農家から，2017 年と 2018 年で動物の採集量に大きな差があったという発言は聞か
れなかった。また，3 村すべてでコメの販売は主要な収入源の 1 つであるが，各村が属
する県のコメ生産量は過去数年にわたり大きな変化はなく，農家からも豊作あるいは不
作であったという発言は聞かれなかった。従って，調査した年は概ね平常年と考えられ
る。

₆�）ラオスでは，農繁期に出作り集落（サナム）の小屋に住み込んで農作物の管理をしたり，
農閑期に出稼ぎに行ったり，短期間で出家したり，子供が親族の家に居候したりするこ
とがよくあるため，年間を通じて世帯構成員数が一定でない場合がある。従って，調査
期間中，食材調査票に記録がない世帯構成員については滞在していなかったと見なし，
その期間は世帯構成員数に含めなかった。

₇�）農家世帯によって世帯構成が異なるため，ラオス統計局が採用する AEU（Adult 
Equivalent Unit：成人換算単位）を用いて 1 人当たりの摂取量を推定した。AEU 換算
の重み付け係数は，第一番目の 16 歳以上の成人（世帯主）が 1，その他の 16 歳以上の
成人が 0.9，7 歳から 15 歳までの子供が 0.7，7 歳未満の子供が 0.4 である（Department 
of Statistics 2009）。

₈�）農家の多くは，早朝に農地まで徒歩で移動し，日没までに居住地の家に帰宅するが，
農地近くの出作り集落（サナム）に小屋を建て，農繁期はそこで生活する農家もある。

₉�）世帯主や世帯構成員の一部が出作り集落（サナム）の小屋や出稼ぎに行っても，他の
世帯構成員が村の居住地に残って記録を続けた場合，その農家世帯は分析の対象とした。

10�）各村で全調査期間中に摂取された総タンパク質量を，タンパク質を摂取した延べ実質
滞在日数調整済み AEU 換算世帯構成員数で除して算出した平均値。

11�）動物種類別に見ると摂取頻度の比率はタンパク質摂取量比率の第一四分位数（25％）
から第三四分位数（75％）の範囲に概ね収まる。また，同様に，入手方法別に見ても摂



118

取頻度の比率は入手方法別タンパク質摂取量比率の第一四分位数（25％）から第三四分
位数（75％）の範囲に概ね収まる。従って，摂取頻度の比率はタンパク質摂取量比率の
傾向を概ね反映していると考えられる。

12�）「傾向が強い」あるいは「摂取傾向が強い」とは，動物種類と入手方法のクロス集計
分析において調整済み残差が有意に大きいことを表している。具体的には，ある入手方
法における特定の種類の動物性食料の利用頻度が統計的に予想される頻度より多いこと
を表す。

13�）調査時点において，鶏卵の単価は 1,000 KIP/個，アヒル卵の単価は 2,000 KIP/個で，
すべての村で同額であった。

14�）全世帯調査に基づく年間支出金額に占める動物性食材費（肉類，魚類）の割合の平均
値は，PB 村で 9.1％，NM 村で 10.5％，NX 村で 14.1％であった。

15�）調査時点における市場価格は，牛肉が 50,000 KIP/kg，豚肉が 30,000 KIP/kg に対し，
魚（ティラピア，ナマズ）は 25,000 KIP/kg であった。
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第 4章　�ラオスの農山村における動物性タンパク質
摂取評価と農家世帯間比較 
－利用（栄養）の側面から－

第 1節　課題と方法

1．課題

　ラオスでは食事エネルギー供給のバランスと微量栄養素の不足が問題と
なっている。エネルギー供給源は炭水化物（主にコメ）が 77％，タンパク質
が 12％，脂質が 11％を占め, 炭水化物に過度に依存している。このため，三
大栄養素から供給されるエネルギーのバランスが偏っており，特にアミノ酸
スコアの高い動物性タンパク質の摂取が不足している（World Bank 2016）。ま
た，微量栄養素については，ビタミン類の不足が深刻であり（Ratsavong et al. 

2020），貧困層のビタミン B 不足による小児チアミン欠乏症が報告されてい
る（Barennes et al. 2015; Khounnorath et al. 2011）。動物性食材はアミノ酸スコア
が高いだけでなく，ビタミン B 群を豊富に含むものも多い。そのため，ラ
オスの低栄養問題を解決するには，動物性食材由来のタンパク質摂取の現状
を把握し，摂取不足をもたらす要因を明らかにすることが重要な課題である。
　前章では，地域特性（自然環境，生産活動，物理的条件，経済状況）の異なる 3
村において，摂取される動物性食材の動物種類と入手方法の関係性を分析し，
食料アクセスの側面からフードセキュリティを評価した。その結果，高地村
の PB 村では自然環境が，低地村の NM 村と平地村の NX 村では自然環境，
物理的条件，経済状況が食料アクセスに影響していることが明らかになった。
この結果は 3 村間の比較によるものであったが，これらの特性が及ぼす影響
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は世帯によっても異なり，その違いが動物性タンパク質摂取に影響を及ぼす
と考えられる。そこで，本章では，第 3 章でも取り上げた 3 つの農山村にお
いて食事による年間タンパク質摂取量を農家世帯間で比較し，農家世帯のタ
ンパク質摂取が不足する要因を明らかにすることで，利用の側面からフード
セキュリティを評価することを課題とする。
　具体的には，第 2 節で各村の農家世帯ごとの食事における動物性食材の利
用から動物性タンパク質摂取量を推定し，タンパク質推奨量との比較から摂
取量が不十分な世帯（以下，「不足世帯」という。）と十分な世帯（以下，「充足世帯」

という。）に分類する。次に，動物性食材の主要な入手方法（採集，購入，家畜

利用）別に，1 人当たり動物性タンパク質摂取量を不足世帯と充足世帯との
間で比較する。第 3 節では，それぞれの入手方法に関係する要因と世帯属性
を比較し，不足世帯と充足世帯との間でタンパク質摂取量に差異が生じる要
因を明らかにする。第 4 節では，本章の結果をまとめる。

2．方法

（1）　動物性タンパク質摂取量調査および農家世帯調査
　各世帯の動物性タンパク質摂取量は，第 3 章の食材調査で得た情報を用い
て推定した。農家世帯の動物性食材の入手とそれに関係する要因および世帯
属性の調査は，食材調査時完了後の 2018 年 12 月に，食材調査を完了した農
家世帯を対象に実施した（農家世帯調査：事後調査）。調査項目は，採集要因と
して採集者数，水稲面積，陸稲面積，採集道具数，家畜要因として家畜飼養
頭羽数（水牛，牛，豚，山羊，家禽），購入要因として支出額とした。購入要因
の支出額については，食材調査と並行して各月の支出額を項目ごとに農家に
記録してもらった。支出項目は，食費，動物性食材費，日用品費，光熱水費，
医療費，農業雇用労働費，交際費，交通費，教育費，借金返済費，その他と
した1）。世帯属性は，民族，世帯構成，世帯構成員の年齢・修学年数・職業
を調査した。また，各世帯の世帯構成員のタンパク質推奨量を算出するため，
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各村の全世帯構成，世帯構成員の性別と年齢の調査および体重測定を食材調
査開始前に実施した。体重は市販の体重計を用いて測定した。農家世帯調査
は，訓練されたラオス人カウンターパート 1 名と調査助手 3 名とともに実施
した。

（2）　タンパク質摂取量推定方法および分析方法
　各農家世帯が調査期間中に摂取した動物性タンパク質摂取量（タンパク質摂

取量）については，第 3 章と同様の方法（式 3 － 1）を用い，動物性食材の重量，
動物性食材の可食部率，動物性食材のタンパク質含有率の積の総和から推定
した。各農家世帯が調査期間中に推奨されるタンパク質摂取量（以下，「タン

パク質推奨量」という。）については，世界保健機関（WHO）の基準（WHO/FAO/

UNU 合同専門協議会　2009）に基づき，各世帯構成員の性別，年齢と体重に応
じて推奨されるタンパク質量を算出し，さらに世帯構成員の実質滞在月数を
考慮して推定した（式 4 － 1）。

　 PH =
n

( Pi × 7 days × Mi )∑
i = 1

・・・・・（式 4 － 1）

　　PH : 調査期間中の世帯のタンパク質推奨量（g）

　　Pi : �各世帯構成員の性別，年齢および体重に応じた 1 日当たりタンパク
質推奨量（g）

　　Mi : 各世帯構成員の在住月数
　　i ： 世帯構成員

　ただし，体重測定時に不在であった 18 歳以下の世帯構成員については，
世界保健機関（WHO）の基準に基づき，性別と年齢に応じたタンパク質推奨
量を適用した。同様に不在であった 18 歳を超える成人男女については，同
じ村の 18 歳を超える成人男女の平均体重に応じたタンパク質推奨量を適用
した。
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　各農家世帯のタンパク質摂取率（以下，「摂取率」という。）については，タン
パク質摂取量/タンパク質推奨量× 100（％）で算出した。3 村間の摂取率の
平均値の比較には，一元配置分散分析（ANOVA）または Welch の検定を行っ
た。
　世帯間の要因の解明では，摂取率 80％未満の世帯を不足世帯，80％以上
の世帯を充足世帯とした2）。ただし，村の全調査対象世帯が不足世帯の場合，
中央値未満の世帯を低摂取世帯，中央値以上の世帯を中摂取世帯に分類し，
比較した。不足世帯と充足世帯の動物性食材の入手に関係する要因と世帯属
性の比較には，t 検定を用いて分析した3）。
　また，結果で示した 1 人当たりの数値は，調査期間中の世帯構成員の年齢
的なばらつきを補正するため世帯構成員数を AEU（成人換算単位）4）で換算し，
さらに，調査期間中の各世帯構成員の滞在日数も考慮して算出した（以下，「滞

在日数調整済み AEU」という。）。
　解析に使用するデータについて，外れ値検定（スミルノフ－グラブス検定）の
結果，PB 村の 2 世帯の摂取率が外れ値と認められた。そのため，最終的に
解析に使用した農家世帯数は，PB 村 33 世帯（全 81 世帯の 40.7%），NM 村 73
世帯（全 148 世帯の 49.3%），NX 村 109 世帯（全 148 世帯の 73.6%）となった。
表 4 － 1 は，調査の対象とした農家世帯の概要を示す。

第 2節　農家世帯のタンパク質摂取率の評価

　表 4 － 2 に，3 村のタンパク質摂取率とその比較を示す。平地村の NX 村
では109世帯中43世帯（39.4％），低地村のNM村では73世帯中12世帯（16.4％）

が 100％以上であり，十分なタンパク質を摂取していた。一方，高地村の
PB 村はすべての世帯の摂取率が 100％未満であった。また，各村の平均摂
取率は，NX 村が 101.5％と最も高く，続いて NM 村が 71.6％，PB 村は
30.7％と最も低かった。平均の差の検定（Welch の検定）では，3 村間で有意
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な差（p<0.01）が認められた。
　これらのことから，平地村ほど十分なタンパク質量を摂取する世帯が多く，
高地村ほどタンパク質摂取が不足する世帯が多いことが示唆された。しかし，
100％以上の摂取率の世帯が最も多かった NX 村でさえも 66 世帯（全体の

表 ４ － １　調査対象農家世帯の概要

PB 村 NM 村 NX 村

調査世帯数（世帯） 33 73 109

世帯構成員数（人） 4.6 3.7 3.4

年間平均支出額（千 KIP/人） 1,302 3,128 5,656

水稲面積（ha/人） 0.28 0.10 －

陸稲面積（ha/人） － 0.19 0.48

総家畜飼養頭羽数（頭/人） 0.9 1.5 1.7

　水牛飼養頭数（頭/人） 0.3 0.0 0.3

　牛飼養頭数（頭/人） 0.3 0.9 0.8

　豚飼養頭数（頭/人） 0.5 0.3 0.1

　山羊飼養頭数（頭/人） 0.2 0.0 0.3

　家禽飼養羽数（羽/人） 2.0 6.6 5.2

出所：現地調査（2018 年）により著者作成。
　注：１）�世帯構成員数は，滞在日数調整済み AEU で換算した人数とした。
　　　２）�総家畜飼養頭羽数は，TLU（Tropical Livestock Unit：熱帯家畜単位）5) で換算した頭数。

各家畜の頭数（羽数）は飼養実数。
　　　３）�１ 人当たりの数値は，滞在日数調整済み AEU で除して算出した。

表 ４ － ２　３ 村のタンパク質摂取率とその比較

PB 村（n=33） NM 村（n=73） NX 村（n=109） p 値

摂取量 > 推奨量 0 世帯 0.0% 12 世帯 16.4% 43 世帯 39.4% －

摂取量 < 推奨量 33 世帯 100.0% 61 世帯 83.6% 66 世帯 60.6% －

平均タンパク質摂取率 30.7% 71.6% 101.5% 0.00***

標準偏差 ± 15.8 ± 28.8 ± 38.2 －

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により著者作成。
　注：*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。
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60.6％）が摂取率 100％未満であり，都市に近い平地の農村でも半分以上の
世帯がタンパク質摂取不足に陥っていることから，ラオスの低栄養問題の深
刻さがうかがえる。
　表 4 － 3 は，各村の不足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂取世帯）の
1 人当たりタンパク質摂取量および入手方法別の 1 人当たりタンパク質摂取
量を示す。全村において，1 人当たりのタンパク質摂取量に有意な差（p<0.01）

が認められた。また，採集物による 1 人当たり摂取量と購入物による 1 人当
たり摂取量もすべての村で有意な差（p<0.01）が認められた。家畜利用によ
る 1 人当たり摂取量については NM 村および NX 村（p<0.01）と PB 村（p<0.10）

で有意な差が認められた。その他による 1 人当たりの摂取量については NX
村（p<0.05）と PB 村（p<0.10）で 有意な差が認められた。次節以降では，こ
のような結果になった要因について，タンパク質摂取量の 90％以上を占め

表 ４ － ３　�不足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂取世帯）の入手方法別 １ 人当た
りタンパク質摂取量

PB 村（33 世帯） NM 村（73 世帯） NX 村（109 世帯）

低摂取
世帯

（n=16）

中摂取
世帯

（n=17）
p 値

不足
世帯

（n=50）

充足
世帯

（n=23）
p 値

不足
世帯）

（n=37）

充足
世帯

（n=72）
p 値

タンパク質摂取量 
（g/人/週）

54.0 125.0 0.00*** 184.5 334.6 0.00*** 247.4 391.9 0.00***

採集物による摂取量 
（g/人/週）

35.9 75.6 0.00*** 82.3 161.6 0.00*** 95.0 131.6 0.00***

購入物による摂取量 
（g/人/週）

10.1 32.3 0.00*** 77.0 132.5 0.00*** 126.1 206.2 0.00***

家畜利用による摂取量 
（g/人/週）

4.4 9.0 0.08* 19.8 36.2 0.00*** 19.8 40.7 0.00***

その他による摂取量 
（g/人/週）

3.7 8.1 0.08* 5.3 4.3 0.60 6.5 13.4 0.03**

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により著者作成。
　注：１）１ 人当たり摂取量は，滞在日数調整済み AEU で除し，1 週間当たりの摂取量に換算して算出した。
　２）その他は，贈与と交換を表す。
　３）*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。
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る採集物，購入物，家畜利用に関係する要因と農家世帯の属性に着目し，不
足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂取世帯）を比較して考察する。

第 3節　�農家世帯間でタンパク質摂取率に差をもたらす要
因の解明

1．採集に関係する要因

　採集に関係する直接的な要因として，採集者数と採集者 1 人当たりの採集
道具数（水生動物用，陸生動物用）を検討した。また，採集と時間的に競合する
と考えられる間接的な要因として，稲作（水稲，陸稲）面積と農業就業者延べ
人数を検討した。結果を表 4 － 4 に示す。
　PB 村については，1 人当たり陸稲面積に有意な差（p<0.05）が認められた。
このことから，低摂取世帯は中摂取世帯より陸稲面積が広く農業に費やす時
間が長いため，採集の時間が制限されるのではないかと考えられる。また，
高地にある PB 村では道路が十分整備されておらず，陸稲を栽培する丘陵地
へは徒歩で片道数時間を要することから，農作業以外に移動の時間も必要と
なり，採集の時間はさらに制限されると考えられる。さらに，農外就業者延
べ人数にも有意な差（p<0.10）が認められた。農外就業者の約 70％が村内に
おける農業労働者である。他の世帯の農地で作業に従事することにより採集
時間が制限されたことが，採集によるタンパク質摂取に影響したと考えられ
る。
　採集者数について，NM 村と NX 村で不足世帯と充足世帯の間に有意な差

（p<0.01）が認められた。採集者数が多ければ採集物によるタンパク質摂取量
も多いと推測されるが，両村とも採集者数の多い不足世帯の方が採集物によ
るタンパク質摂取量が少なかった。NM 村については，採集者 1 人当たり採
集道具数（水生動物用）に有意な差が認められたことから，採集者数よりも採
集道具数（水生動物用）の多寡が採集物によるタンパク質摂取量に影響してい
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ると推察される。実際に，充足世帯における採集された魚類による 1 人当た
りタンパク質摂取量は，採集物全体による 1 人当たりタンパク質摂取量の約
6 割を占め，不足世帯の 46.5g/人/週に対し 93.5g/人/週と 2 倍以上であった。
一方，NX 村については，農外就業者延べ人数に有意な差（p<0.05）が認め
られた。このことから，不足世帯の方が採集可能な世帯構成員は多いものの，
常用雇用や出稼ぎといった農外就業に従事する世帯構成員も多いため，採集
の時間が制限され，採集物によるタンパク質摂取量が少なかったのではない
かと推察される。

表 ４ － ４　�採集に関係する要因による不足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂取世帯）
の比較

PB 村（33 世帯） NM 村（73 世帯） NX 村（109 世帯）

低摂取
世帯

（n=16）

中摂取
世帯

（n=17）
p 値

不足
世帯

（n=50）

充足
世帯

（n=23）
p 値

不足
世帯）

（n=37）

充足
世帯

（n=72）
p 値

採集者数（人） 4.9 4.1 0.12 4.3 3.0 0.00*** 4.1 3.3 0.00***

採集道具数（水生動物用） 
（個/採集者数）

0.3 0.4 0.32 4.0 12.8 0.04** 11.5 14.8 0.31

採集道具数（陸生動物用） 
（個/採集者数）

3.5 4.1 0.65 4.1 5.2 0.37 1.1 2.4 0.16

水稲面積
（ha/人）

－ － － 0.18 0.22 0.43 0.50 0.47 0.65

陸稲面積
（ha/人）

0.3 0.2 0.02** 0.11 0.09 0.75 － － －

農外就業者延べ人数（人） 2.3 1.3 0.07* 2.4 2.3 0.85 3.1 2.5 0.03**

出所：現地調査（2018 年）により著者作成。
　注：１）農家世帯への聞き取りから，採集者は 10 歳以上 65 歳未満の世帯構成員と定義した。
　　　２�）農外就業は，常勤雇用労働（公務員や会社員），一時雇用労働（村内の農業賃労働や村外への出稼ぎ），自営業（雑

貨店，大工，炭焼きなど），内職（機織り）を表す。
　　　３�）１ 人当たりの数値は，滞在日数調整済み AEU で除して算出した。ただし，１ 人当たり採集道具数については採

集者数で除して算出した。
　　　４）*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。
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2．購入に関係する要因

　購入に関係する要因として，世帯の収入が考えられる。ここでは，収入の
近似値として支出額を用い，比較した。表 4 － 5 を見ると，1 人当たり総支
出額については，PB 村で有意な差が認められた（p<0.10）。また，1 人当たり
動物性食材費については，すべての村で有意な差（PB 村，NM 村：p<0.05，NX

村：p<0.01）が認められた。このことから，PB 村では総支出額の多寡が世帯
のタンパク質摂取量に影響していると考えられる。一方，NM 村と NX 村で
は，不足世帯と充足世帯の間で総支出額に有意な差はなかったことから，別
の要因がタンパク質摂取量と関係していると考えられる。
　そこで，各村において不足世帯と充足世帯の間または低摂取世帯と中摂取
世帯の間で支出構造にどのような違いがあるかを見てみる。表 4 － 6 は各村
の不足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂取世帯）の支出構造を示してい
る。PB 村では，低摂取世帯の日用品費と光熱水費の割合がそれぞれ 26％と
13％で，中摂取世帯の 16％と 7％に比べ高い。総支出額は低摂取世帯の方が
少ないにもかかわらず，日用品費や光熱水費の支出額は中摂取世帯とほとん

表 ４ － ５　�購入に関係する要因による不足世帯と充足世帯（また低摂取世帯と中摂取世帯）
の比較

PB 村（33 世帯） NM 村（73 世帯） NX 村（109 世帯）

低摂取
世帯

（n=16）

中摂取
世帯

（n=17）
p 値

不足
世帯

（n=50）

充足
世帯

（n=23）
p 値

不足
世帯

（n=37）

充足
世帯

（n=72）
p 値

１ 人当たり総支出
額（KIP/人）

892,908 1,687,022 0.07* 2,972,791 3,465,090 0.40 5,651,145 5,657,944 0.99

１ 人当たり動物性
食材費（KIP/人）

68,632 121,216 0.03** 349,786 528,095 0.04** 631,118 905,588 0.00***

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により著者作成。
注：�１）１ 人当たりの数値は，滞在日数調整済み AEU で除して算出した。 

２）*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。 
３）KIP はラオスの通貨単位。１US$ = 8,407KIP（2018 年時点）。
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ど変わらないため，動物性食材費をはじめ他の項目に費やす金額が制限され
ていると考えられる。日用品や水・電気・ガソリンなどへの支出は定期的に
必要なため，容易に削減することは難しい。総支出額に有意な差が認められ
たことを考慮すれば，PB 村では世帯の経済力が低いため，低摂取世帯は動
物性食材の購入が制限され，購入物によるタンパク質摂取量も少なかったと
推察される。
　NM 村と NX 村では，不足世帯の借金返済費の割合がどちらも 12％であり，
充足世帯の 6％と 3％を大きく上回っている。これらの村の主な借金は，肥
料などの農業投入財の購入や農業労働への対価の支払いに充てられる。ビエ
ンチャン平野における稲作の単収は無施肥では低いため，農家の約 8 割が肥

表 ４ － ６　不足世帯と充足世帯（また低摂取世帯と中摂取世帯）の支出構造
（単位：KIP/ 人，％）

PB 村（33 世帯） NM 村（73 世帯） NX 村（109 世帯）

低摂取世帯
（n=16）

中摂取世帯
（n=17）

不足世帯
（n=50）

充足世帯
（n=23）

不足世帯
（n=37）

充足世帯
（n=72）

総支出額 892,908 100% 1,687,022 100% 2,972,791 100% 3,465,090 100% 5,651,145 100% 5,657,944 100%

食費（動物性食
材費除く）

137,902 15% 193,275 11% 465,465 16% 585,520 17% 531,922 9% 681,709 12%

動物性食材費 68,632 8% 121,216 7% 349,786 12% 528,095 15% 631,118 11% 905,588 16%

日用品費 234,058 26% 270,550 16% 543,001 18% 621,904 18% 728,003 13% 875,132 15%

光熱水費 112,399 13% 126,089 7% 411,046 14% 542,368 16% 880,055 16% 776,404 14%

医療費 69,332 8% 151,187 9% 160,283 5% 209,863 6% 300,844 5% 338,895 6%

農業雇用労働費 47,397 5% 213,881 13% 152,333 5% 315,506 9% 457,045 8% 332,274 6%

交際費 10,617 1% 77,313 5% 101,645 3% 92,157 3% 456,142 8% 239,925 4%

交通費 42,740 5% 12,467 1% 127,177 4% 126,277 4% 83,683 1% 107,845 2%

教育費 29,421 3% 108,281 6% 117,688 4% 46,186 1% 244,361 4% 180,902 3%

借金返済費 86,887 10% 188,988 11% 359,086 12% 223,372 6% 701,815 12% 166,494 3%

その他 53,524 6% 223,775 13% 185,280 6% 173,841 5% 636,158 11% 1,052,776 19%

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により著者作成。
　注：�１）金額は，滞在日数調整済み AEU による １ 人当たりの平均支出額を表す。 

２）農業雇用労働費は，苗の移植やコメの収穫などの農繁期に労働力として雇用した者に対価を支払うための費用。 
３）その他は，家の修繕費，家屋の新築材料費，家畜購入費，車・バイク・トラクターの修理費など。 
４）KIP はラオスの通貨単位。１US$ = 8,407KIP（2018 年時点）。
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料を利用する（MAF 2012）。従って，投入時期に家計が逼迫している場合，
農家は借金をして肥料を購入することになる。また，苗の移植やコメの収穫
などの農作業は，以前は家族や親戚の協働や労働交換により行われていたが，
農外就業機会が多い NM 村や NX 村では，協働や労働交換による農業労働
者の確保が難しくなってきており，近年は農業労働者を雇用しコメや現金で
労働対価を支払うことが増えてきている。農作業後，すぐに労働対価を支払
えない場合は，借金をして労働対価を支払うことになる。従って，支出を他
の項目に仕向けることが難しいと推察される。十分な食料を入手する能力（購

買力）が，必ずしも食料の入手に結びつかず，世帯が学費や住居など他の財・
サービスの取得よりも食料の入手を優先するとは限らないことは，先行研究
でも指摘されている（Pinstrup-Andersen 2009）。
　以上のことから，PB 村では世帯の総支出額（経済力）が，NM 村と NX 村
では借金返済費が動物性食材費の支出に影響している可能性が示唆された。
低摂取世帯または不足世帯は可能な限り動物性食材費を抑え他の支出に仕向
ける傾向があり，このことがタンパク質摂取量に影響を及ぼしていると考え
られた。

3．家畜利用に関係する要因

　家畜利用に関係する要因として，農家世帯が飼養する家畜頭羽数を検討し
た。表 4 － 7 を見ると，NM 村の家禽（p<0.10）と NX 村の山羊（p<0．10）

で有意な差が認められた。NM 村では，家畜利用により摂取されたタンパク
質量の 90％が家禽によるものであったことから，家畜の飼養頭羽数が多い
世帯の方が家畜を積極的に利用しており，そのことがタンパク質摂取量の増
加に寄与したと考えられる。一方，PB 村と NX 村については，家畜飼養頭
羽数が家畜利用によるタンパク質摂取にほとんど影響を及ぼさなかったと推
察される。その一因として，家畜は自家消費のみでなく，収入源として販売
されることが考えられる。表 4 － 8 は各村の調査期間中に家畜を販売した世
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帯数を示す。PB 村では，すべての家畜において低摂取世帯の販売世帯数が
中摂取世帯のそれらを上回っている。総支出額（表 4 － 5）から，低摂取世帯
の方が中摂取世帯より経済的に困窮していると推測される。このことから，
多くの低摂取世帯では家畜販売により自家消費分が減少したため，タンパク

表 ４ － ７　�家畜利用に関係する要因による不足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂
取世帯）の比較

PB 村（33 世帯） NM 村（73 世帯） NX 村（109 世帯）

低摂取
世帯

（n=16）

中摂取
世帯

（n=17）
p 値

不足
世帯

（n=50）

充足
世帯

（n=23）
p 値

不足
世帯）

（n=37）

充足
世帯

（n=72）
p 値

総家畜飼養頭羽数（TLU）
（頭/人）

1.1 0.8 0.44 1.4 1.6 0.60 1.4 1.9 0.28

水牛飼養頭数（頭/人） 0.3 0.3 0.88 0.1 0.0 0.33 0.3 0.3 0.80

牛飼養頭数（頭/人） 0.4 0.1 0.12 0.8 1.1 0.58 0.7 0.9 0.43

豚飼養頭数（頭/人） 0.3 0.6 0.36 0.3 0.4 0.58 0.1 0.2 0.50

山羊飼養頭数（頭/人） 0.2 0.2 0.94 0.0 0.0 0.77 0.1 0.4 0.06*

家禽飼養羽数（羽/人） 1.5 2.5 0.22 5.6 8.7 0.09* 5.1 5.3 0.87

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により著者作成。
　注：�１）総家畜飼養頭羽数は，TLU（Tropical Livestock Unit：熱帯家畜単位）５）で換算した頭数。各家畜の頭数/ 羽

数は飼養実数。
　　　２）�１ 人当たりの数値は，滞在日数調整済み AEU で除して算出した。
　　　３）�*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。

表 ４ － ８　各村における飼養家畜を販売した世帯数とその割合
（単位：世帯，％）

PB 村（33 世帯 ） NM 村（73 世帯 ） NX 村（109 世帯 ）

低摂取世帯
（n=16）

中摂取世帯
（n=17）

不足世帯
（n=50）

充足世帯
（n=23）

不足世帯
（n=37）

充足世帯
（n=72）

牛 3 19% 0 0% 10 20% 5 22% 5 14% 8 11%

水牛 2 13% 1 6% 0 0% 0 0% 4 11% 9 13%

豚 6 38% 5 29% 9 18% 5 22% 0 0% 2 3%

山羊 1 6% 0 0% 0 0% 0 0% 1 3% 8 11%

家禽 5 31% 1 6% 25 50% 14 61% 26 70% 55 76%

出所：現地調査（2018 年）により著者作成。
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質摂取量が減少したと考えられる。一方，NX 村については，不足世帯と比
べ充足世帯の方が多くの家畜を販売しているが，調査世帯数に占める販売世
帯数の割合を見ると山羊以外は大きな差はない。総支出額（表 4 － 5）も不足
世帯と充足世帯でほとんど差がないことから，不足世帯が家畜を販売するこ
とにより，タンパク質摂取量が充足世帯より少なくなるとは考えにくい。
NX 村については別の要因の影響が考えられるため，さらに詳細な調査と検
討が必要であろう。なお，NX 村では山羊の飼養頭数にも有意な差が見られ
たが，家畜利用によるタンパク質摂取量に占める哺乳類（牛，水牛，豚，山羊）

によるタンパク質摂取量の割合は 6％に過ぎないため，山羊の飼養頭数がタ
ンパク質摂取の充足に及ぼす影響は小さいと考えられる。

4．農家世帯属性要因

（1）　世帯構成員数
　NM 村と NX 村では，世帯構成員数に有意な差（p<0.01）が認められ, 充足
世帯より不足世帯の方が世帯構成員数が多かった（表 4 － 9）。タンパク質摂

表 ４ － ９　�農家世帯属性による不足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂取世帯）の
比較

PB 村（33 世帯） NM 村（73 世帯） NX 村（109 世帯）

低摂取
世帯

（n=16）

中摂取
世帯

（n=17）
p 値

不足
世帯

（n=50）

充足
世帯

（n=23）
p 値

不足
世帯）

（n=37）

充足
世帯

（n=72）
p 値

世帯構成員数（人） 4.7 4.4 0.42 4.0 3.0 0.00*** 3.8 3.2 0.00***

世帯非生産年齢層割合 0.6 1.3 0.03** 0.7 0.7 0.91 0.5 0.6 0.14

世帯主修学年数（年） 1.2 4.7 0.00*** 4.4 5.1 0.37 5.9 5.8 0.93

配偶者（妻）修学年数（年） 1.1 2.4 0.11 3.3 4.5 0.06* 4.8 4.4 0.42

出所：現地調査（2018 年）により著者作成。
　注：１）世帯構成員数は，滞在日数調整済み AEU で換算した人数とした。
　　　２） �世帯非生産年齢層割合は，生産年齢層（15～64 歳）の世帯構成員数に対する非生産年齢層（15 歳未満，65 歳

以上）の世帯構成員数の割合で表される（Department of Statistics 2009）。
　　　３）*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。
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取率と世帯構成員数（滞在日数調整済み AEU）の相関を見てみると，それぞれ，
PB 村が -0.12，NM 村が -0.49，NX 村が -0.49 となり，NM 村と NX 村に
おいて中程度の負の相関が見られた。このことは，入手する動物性食材の量

（供給量）だけでなく，世帯構成員数（消費者数）も，タンパク質摂取の充足に
影響を及ぼす可能性を示唆している。

（2）　世帯非生産年齢層割合
　世帯非生産年齢層割合は PB 村のみに有意な差が認められ（p<0.05），中摂
取世帯の比率の方が高かった（表 4 － 9）。15 歳未満の幼児や子供は，成人と
比べタンパク質推奨量が少ない。PB 村における調査対象世帯の全構成員の
うち，65 歳以上の人口は全体の 6％と少ないことから，世帯非生産年齢層割
合が高い世帯にはタンパク質推奨量が少ない 15 歳未満の構成員が多いと考
えられる。PB 村では世帯構成員数に有意な差は認められなかったが，中摂
取世帯では世帯非生産年齢層割合が有意に高いため，タンパク質摂取率が高
くなったと推察される。

（3）　修学年数
　PB 村の世帯主の修学年数（p<0.01）と NM 村の配偶者（妻）の修学年数

（p<0.10）に有意な差が認められた（表 4 － 9）。経済力が高いほど修学年数が
長くなる傾向は容易に考えられるため，修学年数とタンパク質摂取率との間
に疑似相関の可能性がある。NM 村では 1 人当たり総支出額において不足世
帯と充足世帯の間に有意な差は認められなかったことから，1 人当たり総支
出額の影響による疑似相関の可能性は低いと考えられる。一方，PB 村では
1 人当たり総支出額で低摂取世帯と中摂取世帯で有意な差が認められたこと
から，1 人当たり総支出額の影響を受けた世帯主修学年数とタンパク質摂取
率の間には疑似相関の可能性がある。そこで，これらの関係性を明らかにす
るため偏相関分析を行ったところ，世帯主修学年数とタンパク質摂取率の偏
相関係数は 0.48（p<0.01）であった。従って，1 人当たり総支出額を考慮し
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た場合でも，世帯主修学年数とタンパク質摂取率には有意な相関があると考
えられた。事前に実施した村長や村の事情に詳しい村人らによるグループ
ディスカッションや村人からの聞き取りによると，ラオスの小・中学校では
栄養について十分な教育は行われていない。有意な差が認められた背景には，
例えば, 修学年数の長さが栄養に関する理解力を高め，保健事務所が開催す
る食事や栄養に関する研修への参加を容易にするなど，間接的な他の要因が
関係している可能性がある。先行研究にも，両親や母親の修学年数が子供の
栄養状態に影響を及ぼすとする多くの事例（例えば，Kamiya　2011 や Buhler, 

Hartje and Grote 2018）があるが，修学年数と栄養との直接的な因果関係につ
いては，さらに詳細な分析が必要であろう。この点については，今後の課題
である。

（4）　民族
　PB 村はほぼカム族（1 世帯のみラオ族の世帯）の村，NX 村はラオ族のみの
村であるのに対し，NM 村はラオ族，カム族およびモン族が共存する村であ
る。そこで，NM 村において民族間でタンパク質摂取に違いがあるかを分析
した。表 4 － 10 を見ると，ラオ族の不足世帯数と充足世帯数は概ね拮抗し
ているのに対し，カム族の不足世帯は充足世帯の 4 倍である。NM 村の動物
性食材の中で最も利用割合の高い採集物による 1 人当たりタンパク質摂取量

（g/人/週）を動物種類別に見てみると，カム族世帯とラオ族世帯の間で哺乳

表 ４ － １０　NM 村の民族による不足世帯数と充足世帯数の比較
（単位：世帯）

不足世帯
（n=50）

充足世帯
（n=23）

計

カム族 32 8 40

ラオ族 18 14 32

モン族 0 1 1

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により著者作成。
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類による摂取量と魚類による摂取量に有意な差（哺乳類：p<0.05，魚類：

p<0.01）が認められた。とりわけ，魚類による摂取量の差が総タンパク質摂
取量の差を概ね説明していた（表 4 － 11）。
　NM 村は元々ラオ族の村であったが，政府の移住政策により水辺が少ない

表 ４ － １１　NM 村の民族別動物種類別の採集物によるタンパク質摂取量
（単位：g/ 人/ 週）

カム族 a
（n=40）

ラオ族 b
（n=32）

摂取量の差
a － b

p 値

哺乳類 22.8 13.5 9.3 0.02**

鳥類 5.8 8.2 -2.4 0.33

魚類 45.0 83.0 -38.0 0.00***

貝類 7.9 8.9 -1.0 0.51

両生類 9.1 8.8 0.3 0.89

爬虫類 1.0 0.9 0.1 0.88

昆虫類 1.9 3.3 -1.4 0.11

総タンパク質摂取量 93.5 126.6 -33.2 0.03**

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により著者作成。
　注：*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。

表 ４ － １２　３ 村における動物性タンパク質不足・充足の要因

PB 村 NM 村 NX 村

採集に関係する要因 世帯構成員 １ 人当たりの
稲作面積（-）
農外就業者延べ人数（-）

採集者 １ 人当たりの道
具数（水生動物用）（+）

農外就業者延べ人数（-）

購入に関係する要因 日用品費と光熱水費（-） 借金返済費（-） 借金返済費（-）

家畜利用に関係する
要因

家畜販売（-） 飼養家禽羽数（+） 飼養山羊頭数（+）

世帯属性要因 世帯非生産年齢層割合（-）
世帯主の修学年数（+）

世帯構成員数（-）
配偶者修学年数（+）
民族（-）

世帯構成員数（-）

出所：著者作成。
　注：（-）は不足要因，（+）は充足要因。
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山岳地帯から多くのカム族が移住してきた。カム族の世帯では慣習的に漁労
があまり盛んでないことが，不足世帯が多い一因ではないかと考えられる。
　以上の結果より，3 村の世帯における動物性タンパク質不足・充足の要因
は表 4 － 12 のようにまとめられる。

第 4節　本章の結論

　本章では調査対象村における農家世帯ごとのタンパク質摂取量を推定し，
タンパク質推奨量との比較から各世帯のタンパク質摂取量が十分であるかど
うかを明らかにした。また，農家世帯をタンパク質摂取不足世帯と充足世帯

（または低摂取世帯と中摂取世帯）に分類し，動物性食材の主要な入手方法（採集，

購入，家畜利用）と関係する要因と世帯属性で比較することで，タンパク質摂
取量に差異が生じる要因を明らかにした。得られた結果は，以下のように整
理できる。
　第 1 に，タンパク質摂取において，平地村の NX 村では十分に摂取できて
いる世帯（充足世帯）が最も多く，低地村の NM 村がそれに続き，高地村の
PB 村では皆無であった。しかし，NX 村でも 66 世帯（全体の 60.6％）におい
て摂取率が 100％未満であり，都市に近い平地の農村でも半分以上の世帯が
タンパク質摂取不足に陥っていた。このことから，ラオスの低栄養問題の深
刻さがうかがえた。
　第 2 に，入手方法別のタンパク質摂取量については，採集，家畜利用およ
び購入によるタンパク質摂取量において，PB 村では中摂取世帯が低摂取世
帯の摂取量を上回っており，NM 村と NX 村では充足世帯が不足世帯の摂取
量を上回っていた。
　第 3 に，農家世帯間でタンパク質摂取率に差をもたらす要因のうち，採集
に関係する要因として，PB 村では 1 人当たりの陸稲栽培面積が広いことと
世帯の農外就業者延べ人数が多いことが，NM 村では採集者 1 人当たりの水
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生動物用採集道具数が多いことが，NX 村では世帯の農外就業者延べ人数が
多いことが，タンパク質摂取に影響を及ぼす要因であると考えられた。これ
らの結果から，PB 村では農作業と農外就業との時間的な競合が，NM 村で
は採集道具不足による時間的な非効率性が，NX 村では農外就業との時間的
な競合が，採集物によるタンパク質摂取に関わる時間的な制約となっている
と推察された。
　購入に関係する要因として，PB 村では総支出額に有意な差が，また，全
村において動物性食材費に有意な差が認められた。このことから，PB 村で
は世帯の経済力が，NM 村と NX 村では借金返済が動物性食材費の支出に影
響を及ぼし，その結果として不足世帯と充足世帯（または低摂取世帯と中摂取世

帯）の間でタンパク質摂取量に差異が生じると考えられた。
　家畜利用に関係する要因として，全村で家畜利用による 1 人当たり摂取量
に有意な差が認められたが，家畜飼養頭羽数で統計的に有意な差が認められ
たのは，NM 村の家禽と NX 村の山羊のみであった。NM 村では家畜利用に
より摂取されたタンパク質量の 90％が家禽によるものであった。一方，NX
村では家畜利用によるタンパク質摂取量に占める哺乳類（牛，水牛，豚，山羊）

によるタンパク質摂取量の割合は 6％と低かった。これらのことから，NM
村では家畜飼養頭羽数が家畜利用によるタンパク質摂取量の多寡に影響を及
ぼす可能性は大きいが，PB 村と NX 村では家畜利用がタンパク質摂取量の
多寡に影響を及ぼす可能性は小さいと推察された。
　属性に関係する要因として，PB 村では世帯非生産年齢層割合が，NM 村
と NX 村では世帯構成員数が，タンパク質摂取と関係していたことから，世
帯の構成がタンパク質摂取に影響を及ぼすと推察された。また，PB 村では
世帯主の修学年数が，NM 村では配偶者（妻）の修学年数がタンパク質摂取
に影響を及ぼす要因と考えられた。さらに，NM 村では民族の採集慣習がタ
ンパク質摂取に影響を与えていることが推察された。
　これらの結果を総括すると，タンパク質摂取量がタンパク質必要量を下回
り，農家世帯が十分なタンパク質を摂取することが困難となっているのは，
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以下の要因によると考えられた。1 つめに，農作業や農外就業への従事，並
びに採集道具の不足により採集機会が時間的に制限されるためである。2 つ
めに，飼養する家畜が多くても自家消費以外の目的で使用される傾向が強い
ためである。3 つめに，支出が優先的に動物性食材に仕向けられないためで
ある。最後に，世帯構成員数や世帯非生産年齢層割合の多寡により，世帯ご
とに必要とされるタンパク質摂取量が異なるためである。

<注 >
₁�）項目の詳細は以下のとおり。食費：コメ，野菜，魚，肉，家禽卵，果物，塩，砂糖，

調味料，食用油，スナック菓子。動物性食材費：魚，肉，家禽卵。日用品費：石けん，シャ
ンプー，洗剤，嗜好品，衣服，携帯電話プリペイドカード。光熱水費：飲料水，電気，
ガソリン。医療費：治療費，薬。農業雇用労働費：苗の移植やコメの収穫の労働力対価。
交際費：儀式，宴会，会合，葬式。交通費：バス代。教育費：子供の学費，文具代。借
金返済費：農業投入財（肥料など）の借金返済，農業労働に対する対価の借金返済，ト
ラクターやオートバイのローン返済。その他：農業投入財，家の修繕費や家屋の新築材
料費，家畜購入費，車・バイク・トラクターの修理費など。

₂�）タンパク質推奨量は，推定平均必要量×推奨量算定係数 = 推定平均必要量× 1.25（日
本人の食事摂取基準策定検討会　2020）で求められる。ここで，推定平均必要量は体外
に失われる窒素量を補い，体たんぱく質量を維持するために必要な食事たんぱく質の最
低摂取量である（木戸　2010）。従って，不足・充足の基準として，推定平均必要量（＝
推奨量× 1/1.25 ＝推奨量× 0.8）を用いた。

₃�）t 検定は平均の差が統計的に有意かどうかを検証する手法であるが，その結果が因果
関係を直接示すわけではない。従って，検定によって本章で扱う要因がタンパク質摂取
の充足に影響を与える重要な要因の一つである可能性は示唆されるが，有意差があるこ
とで要因として特定されるわけではないことには留意を要する。

₄�）AEU（成人換算単位）については，第 3 章の注 7）を参照。
₅�）TLU（Tropical Livestock Unit）は，異なる種類の家畜数を単一の数値に変換するた

めの単位。変換比率は，牛 1.29，水牛 1.29，山羊 0.25，豚 0.25, 鶏 0.02，アヒル 0.02（Njuki 
et al. 2011）。
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第 5章　�ラオスの農山村における動物性タンパク質
摂取の季節変動とその要因 
－安定性の側面から－

第 1節　課題と方法

1．課題

　慢性的な食料・栄養不安の時間的な要因となる季節性は，フードセキュリ
ティの安定性を評価する上で重要な側面の 1 つである。食料消費の季節性は，
食料生産，食料へのアクセスと入手可能性，疾病，および死亡率と関連する
ため，低所得国の人々の栄養状態を左右する重要な決定要因として長い間認
識されてきた（Tetens et al. 2003）。
　ラオスにおいても食料不安は依然として深刻な問題であり，その要因の一
つとして食料消費の季節変動（季節性）が挙げられ，栄養摂取への影響も危
惧されている（MAF 2013）。ラオス農山村では，世帯は食料の一部を野生動
植物の採集に依存している（羽佐田・山田 2017）。一方，天水農業による自家
消費作物の生産に依存した農家世帯は収入が低く，また，近隣に市場がない
ため食料の継続的な購入も制限される（LSB 2020）。これらの理由から，ラオ
ス農山村では食料消費や栄養摂取は季節変動の影響を受けやすいとされる。
しかし，季節変動が生じる要因は十分に実証されていない。そこで，本章で
は，第 3 章および第 4 章でも取り上げた地理的環境の異なる 3 つの農山村を
対象に，動物性タンパク質摂取量の季節変動を明らかにし，その要因を明ら
かにすることを課題とする。
　具体的には，第 2 節では，各世帯の各月の動物性タンパク質摂取量を推定
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し，各村の各月における 1 人 1 日当たりタンパク質摂取量の季節変動を明ら
かにする。第 3 節では，動物性タンパク質の供給源である動物性食材の入手
の背景として，各村の農業・農外活動，野生動物の活動，村の行事の季節性
を把握する。第 4 節では，第 3 節で明らかにした季節的な農業・農外活動，
野生動物の活動，村の行事から動物性タンパク質摂取量の季節変動の要因を
探求する。第 5 節では，本章の結果をまとめる。

2．方法

（1）　動物性タンパク質摂取量の推定と分析方法
　各世帯の動物性タンパク質摂取量（タンパク質摂取量）は，第 3 章の食材調
査で得た情報を用いた。解析には，第 3 章と同様に，PB 村で 35 世帯（全体

の 43.2%），NM 村で 73 世帯（全体の 49.3%），NX 村で 109 世帯（全体の 73.6%）

の農家世帯のデータを使用した。タンパク質摂取量の季節変動は変動係数1）

および記述統計を用いて分析し，季節変動要因はグラフを用いて記述的に分
析した。季節変動要因の分析において，入手方法については，タンパク質摂
取量の 90％以上を占める採集，購入，家畜利用とした。また，動物種類に
ついては，タンパク質摂取量の 90％以上を占める「哺乳類」，「鳥類」，「魚類」，

「貝類・甲殻類」，「両生類」とし，「魚類」，「貝類・甲殻類」，「両生類」につ
いては「水生動物」の一分類にまとめた。

（2）　農業・農外活動，野生動物の活動，村の行事の季節性の把握
　農業・農外活動，野生動物の活動，村の行事の季節性については，食材調
査の開始前に，各村の村長および村の事情に詳しい村人 4～5 人でグループ
ディスカッションを実施した。グループディスカッションでは，農業活動に
ついては水稲と陸稲の農作業の時期と内容，農外活動については村外への出
稼ぎの時期と職種，野生動物の活動については活動時期と内容，村の行事に
ついては祝祭事の時期と内容を議論し，村ごとにこれらの項目を網羅した季
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節カレンダーを作成した。

第 2 節　各村のタンパク質摂取量の季節変動の評価

　図 5 － 1 は各村の各月における 1 人 1 日当たりタンパク質摂取量（g/人/日）

の年間変動を示している。また，表 5 － 1 は各村の年間の月別 1 人 1 日当た
りタンパク質摂取量（g/人/日）2）の基本統計量と変動係数を示している。年
間の月別 1 人 1 日当たりタンパク質摂取量の平均値は，NX 村が 46.9 g/人/
日と最も多く，続いて NM 村が 31.2 g/人/日，PB 村は最も少なく 14.0 g/
人/日であり，平均値の差を比較したところ有意な差が認められた（p<0.01）。
タンパク質摂取量の最大値と最小値の差は，各村とも 10g/人/日前後である
が，変動係数は NX 村で 0.06，NM 村で 0.12 であるのに対し，PB 村では 0.26
と最も大きかった。入手方法別の変動係数を見ても，PB 村で 0.22～0.61，

図 ５ － １　各月における １ 人 １ 日当たりタンパク質摂取量の年間変動
出所：現地調査（2017 年，2018 年）により，筆者作成。
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NM 村で 0.12～0.60 とバラツキがあるのに対し，NX 村では 0.13～0.14 と
ほぼ同じで，どの入手方法による摂取量も安定しており変動が小さかった。
これらのことから，タンパク質摂取量が少ない村ほど季節変動の影響が大き
く摂取が不安定になり，タンパク質摂取量が多い村ほど季節変動の影響が小
さく摂取が安定する傾向があることが明らかになった。

第 3節　年間の農業・農外活動，野生動物の活動，村の行事

　図 5 － 2 に各村の農業・農外活動，野生動物の活動，村の行事の季節カレ
ンダーを示す。
　農業活動について，PB 村と NM 村で栽培される陸稲においては，2～3 月
に低木（二次林）伐採，4 月に火入れ，5～6 月に播種，10～12 月に収穫を行う。
一方，NM 村と NX 村で栽培される水稲においては，5～6 月に耕起，代掻き，
育苗を終え，雨が多くなる 7 月に苗の移植をし，10～12 月に収穫を行う。

表 ５ － １　年間の月別 1 人 1 日当たりタンパク質摂取量の基本統計量と変動係数

PB 村 NM 村 NX 村 p 値

タンパク質摂取量
（g/人/日）

平均値 14.0 31.2 46.9 0.00***

標準偏差値 3.6 3.7 2.8 －

最大値 20.2 39.5 53.3 －

最小値 10.8 26.4 43.2 －

変動係数

全入手方法 0.26 0.12 0.06 －

採集 0.22 0.12 0.13 －

購入 0.34 0.23 0.13 －

家畜利用 0.61 0.60 0.14 －

出所：現地調査（2017 年，2018 年）により，筆者作成。
　注：�１）平均値の差は多重比較検定（Tukey 法）により検証した。 

２）*p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01。
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　農外活動は，いずれの村でもコメの収穫後から次期作付けの準備までの概
ね 12～4 月に実施される。NM 村については，隣接郡にバナナ農園があるた
め，水稲の移植時期から収穫時期までの農閑期に短期間の出稼ぎに行く農家
世帯もある。
　一方，野生動物の活動について，陸生動物（主にネズミ，リス，イタチなどの小

型哺乳類）は主に森林や陸稲を栽培する丘陵地・休閑地に生息する。PB 村と
NM 村では 11 月以降の陸稲の収穫時期に稲の落ち穂や結実した植物の果実
を求め，多くの陸生生物が出現する。また，陸稲栽培地では低木伐採や火入
れの後，藪や低木に隠れていた陸生動物が出現する。魚は，PB 村では主に
渓流や沢に，NX 村では水田・水路・ため池に，NM 村ではその両方に生息
する。PB 村では，乾季の初めの 11 月から雨季の初めの 5 月にかけて渓流
や沢の水位が低くなり，魚の移動が制限される。また，雨季の 6～8 月には
多くの魚が出現する。NM 村と NX 村では，5～7 月の産卵時期は水田に，8
～11 月の移動時期は水路やため池に多くの魚が出現する。また，NM 村で
は乾季の 3～5 月にため池の水位が低下し，魚の移動が制限される。NX 村
は収穫後の 12～1 月にかけ，水田内に掘られた窪地に取り残された魚が移動
を制限される。PB 村では 8～10 月に，NM 村と NX 村では 5～6 月に，カエ
ルが産卵時期を迎える。
　村の行事では，全村共通で 4 月にラオスの正月（ピーマイ）の祝祭が行わ
れる。また，PB 村と NM 村では 12～2 月3）にカム族の正月の祝祭があり，
NM 村と NX 村では 1 月に収穫祭事が実施される。さらに，NM 村では 9 月
と 3 月に，NX 村では 4 月に村の祭事（仏教行事）が行われる。

第 4節　タンパク質摂取量の季節変動要因

　図 5 － 3～図 5 － 5 は，それぞれ，PB 村，NM 村，NX 村における入手方
法と動物種類による 1 人 1 日当たりタンパク質摂取量の年間変動を示す。以
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下に，動物性食材の入手方法と動物種類に注目しながら，前節で把握した農
業・農外活動，野生動物の活動，村の行事の季節性を背景とした，各村のタ
ンパク質摂取量の増減（季節変動）とその要因を考察する。

1．PB 村のタンパク質摂取量の季節変動要因

　購入を見てみると，コメの収穫時期の 11～12 月に主に哺乳類と水生動物
によるタンパク質摂取量が増加している（6g/人/日）。ラオスでは，収穫作業
を親族や雇用労働者と協働で行うことが多く，作業期間中，肉や魚を共食す
ることからタンパク質の需要が増える。また，コメの収穫後はコメの販売に
より家計に余裕ができタンパク質の供給が増えるため，購入物によるタンパ
ク質摂取量が増えたと考えられる。さらに，コメの収穫後には収穫を祝うカ
ム族の正月行事が催されタンパク質の需要が増えたため，1 月に購入（4g/人

図 ５ － ３　PB 村におけるタンパク質摂取量の季節変動
出所：現地調査（2017 年，2018 年）により筆者作成。
　注：水生動物は，魚類，貝類・甲殻類，両生類を表す。
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/日）と家畜利用（主に家禽）（3g/人/日）による摂取量が増えたと推察される。
他の月の購入については，2～3.5g/人/日，また，家畜利用については 0.5
～1.5g/人/日と摂取量が少ない。これは，農外就業機会の少ない PB 村では
2 月以降は農外収入が見込めず収穫前まで家計が逼迫することや，利用可能
な家畜が少ないことも影響していると考えられる。そのため，購入と家畜利
用によるタンパク質摂取量の変動係数は，それぞれ 0.34 と 0.61 と相対的に
大きくなっている（表 5 － 1）。
　一方，採集については，11～1 月に最も多く（10.5～12g/人/日），2～4 月と
8 月がそれに続き多い（8～9g/人/日）。11～12 月は収穫時期のため，また，2
～4 月は低木伐採や火入れが行われるため，小型哺乳類の採集が容易になり，
野生動物の供給が増えタンパク質摂取量が増加したと推察される。雨季で降
雨の多い時期は渓流や沢に魚が多く生息し，また，両生類（カエル）が産卵
を始めるため，8 月にタンパク質摂取量が増えたと考えられる（8g/人/日）。
丘陵地で低木を伐採する前後の時間帯に水位の下がった渓流や沢で魚，カエ
ル，カニを採集することから，2～3 月にも水生動物による摂取量が増える（9g/

人/日）。11～1 月と比較し，他の月では採集による摂取量は 6.5～9g/人/日
と相対的に少なかった。特に雨季は野生の哺乳類や鳥類の出現が少なくなる
時期であるため，タンパク質の供給量が少なくなったと考えられる。しかし，
概ね年間を通し何らかの野生動物を利用していることから，購入や家畜利用
と比べ，変動係数は 0.22 と小さくなっている（表 5 － 1）。
　これらのことから，PB 村では農繁期や収穫祭期のタンパク質の需要が増
加する時期に主に購入する動物性食材や家畜が利用され，その他の時期のタ
ンパク質摂取は主に採集に依存していたと推察される。しかし一方で，利用
可能な家畜飼養頭羽数に制限があるうえに，家計が逼迫する時期や採集が少
ない時期はタンパク質の供給が不足し総タンパク質摂取量も減少するため，
季節変動が大きくなったと考えられる。
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2．NM 村のタンパク質摂取量の季節変動要因

　購入を見てみると，11 月，6 月，7 月に哺乳類（肉類）によるタンパク質
摂取量が，また，2 月と 7 月に水生動物（魚類）によるタンパク質摂取量が
増えている。また，家畜利用では，11 月，2 月，6 月，7 月に鳥類（主に家禽）

によるタンパク質摂取量が増えている。NM 村では水稲と陸稲が並行して栽
培されており（水稲栽培：63 世帯，陸稲栽培：18 世帯），いずれの作物も 11 月が
収穫の繁忙期である。この時期は，PB 村と同様に作業の協働者と肉や魚を
共食するためタンパク質の需要が高まり，また，コメの収穫後はコメの販売
により家計に余裕ができタンパク質の供給が増えるため，購入物や家畜利用
による摂取量が増えたと推察される（17g/人/日；8g/人/日）。また，7 月に摂
取量が増えているのは，収穫作業と同様に，重労働であり多くのエネルギー

図 ５ － ４　NM 村におけるタンパク質摂取量の季節変動
出所：現地調査（2017 年，2018 年）により筆者作成。
　注：水生動物は，魚類，貝類・甲殻類，両生類を表す。
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を要する水稲の移植作業で協働する親族や雇用労働者と購入した肉や魚，家
畜（家禽）を共食するためであると考えられる（18.5g/人/日；3.5g/人/日）。2
月に購入や家畜利用によるタンパク質摂取量が多いのは，カム族の正月，子
の誕生，家屋の新築，病気の完治，結婚など4）を祝う多くの宴会が開催され
需要が増えたためと推察される（14g/人/日；6g/人/日）。他の月の購入につい
ては，家計が逼迫する 9～10 月を除けば，毎月 12g/人/日前後で安定してい
る。これは，乾季（および一部の農家世帯では農閑期の 8 月）の出稼ぎ（73 世帯中

30 世帯）による収入があるため，出稼ぎが終わる 4 月以降も一定程度のタン
パク質を継続的に購入し摂取できたのではないかと考えられる。家畜は主に
農繁期と行事・祭事の時に利用されるのに対し，購入物はそれ以外の時期で
も利用されることから，変動係数は，家畜利用が 0.60 なのに対し，購入は 0.23
と小さくないっている。
　一方，採集については，雨季にタンパク質摂取量が多い。これは採集によ
るタンパク質摂取量の 70％以上が水生動物（主に魚類）で占められているか
らである。4～5 月はため池の水位が低下するため（15.5～17g/人/日），6～7
月は産卵時期で水田に魚が集まるため（13.5～15.5g/人/日），8～11 月は水田
から移動した魚が水路とため池に集まるため（14～17g/人/日），魚の採集が容
易となり野生動物の供給が増加し，摂取量も増えたと考えられる。乾季は水
生動物の採集量が減少するが，年間を通じてため池で水生動物を採集できる
ことから，変動係数も 0.12 と小さくなっている（表 5 － 1）。
　NM 村では，雨季の魚類を中心とした採集により野生動物の供給量が安定
していた。これに加え，農繁期，行事・祭事の時期以外にも，採集が少ない
時期に農外収入による一定程度の肉や魚の購入があることから，総タンパク
質摂取量の季節変動が低く抑えられていたと考えられる。

3．NX 村のタンパク質摂取量の季節変動要因

　購入による摂取量の増加が見られるのは，1 月，4 月，6 月と 7 月である。
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1 月は収穫祭事のため（28.5g/人/日），4 月はラオスの正月の祝祭5）と村の祭
事のため（26.5g/人/日），タンパク質摂取の需要が増え摂取量も増えたと考え
られる。一方，苗の移植時期やコメの収穫時期には農業労働者を雇用して作
業を行うが，PB 村や NM 村で見られるような共食はなく，雇われた労働者
は自ら食事を用意する。そのため，11～12 月の収穫時期には，タンパク質
摂取量の増加は見られなかった。7 月に摂取量が増えたのは，村民が近隣村
で苗の移植の農業労働者として雇用され，肉や魚を持参して食事を摂ったた
めである（28g/人/日）。購入によるタンパク質摂取量は，9～10 月を除けば，
概ね毎月 25g/人/日前後で推移し，大きな季節変動はない。NX 村では出稼
ぎに加えて，世帯構成員に公務員や会社員などの常勤雇用労働者を有する世
帯（109 世帯中 29 世帯）が他村より多い。このため，安定した収入があり，年
間を通じて安定的に肉や魚を購入できることから，購入の変動係数は 0.13
と小さくなっている（表 5 － 1）。

図 ５ － ５　NX 村におけるタンパク質摂取量の季節変動
出所：現地調査（2017 年，2018 年）により筆者作成。
　注：水生動物は，魚類，貝類・甲殻類，両生類を表す。
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　家畜利用については大きな季節変動は認められず（5g/人/日前後），年間を
通じて自家消費用として安定的に家畜（主に家禽）を利用し，タンパク質を
摂取していた。そのため，購入物よりは摂取量が少ないものの，家畜利用の
変動係数も 0.14 と小さくなっている（表 5 － 1）。
　ビエンチャン平野に位置する NX 村は，平地林があるのみで森林や丘陵地
はなく，居住地近くまで水田が広がっている。従って，採集物の多くは魚類
をはじめとする水生動物である。採集によるタンパク質摂取量は毎月 14g/
人/日以上と安定しているが，これは主に NX 村は水田面積が広く，乾季で
も水田内の窪地や水路で水生動物を採集できるからであると推察される。特
に雨季の 8～10 月には，多くの魚が水田から水路へ移動するため採集が容易
になり，供給が増える。このことから，採集によるタンパク質摂取量が
20g/人/日前後に増えたと考えられる6）。また，12～1 月にもタンパク質摂
取量が若干増えている（17g/人/日）。これは，乾季で水位が低下し，水田内
に残った水たまりや窪地で掻い掘り7）をし，魚を採集したためである。6 月
も摂取量がいくらか増えているが（16.5g/人/日），カエルの産卵時期のためで
ある。乾季は採集量が減少するが，乾季でも水路やため池に水が残っており，
年間を通じて安定的に水生動物を採集できることから，変動係数も 0.13 と
小さくなっている（表 5 － 1）。
　NM 村と同様に，コメの収穫前は家計が逼迫する時期であるため，NX 村
でも購入によるタンパク質摂取量は減少しているが，採集物（主に魚類）と
家畜利用（主に家禽）によりタンパク質摂取が補われたため，総摂取量は平
準化されていた。
　NX 村では，すべての入手方法によるタンパク質摂取量の季節変動が小さ
いため（変動係数：採集 0.13，購入 0.13，家畜利用 0.14），各月の総タンパク質摂
取量が年間を通じて安定していたと推察される。
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第 5節　本章の結論

　本章では調査対象村における各月のタンパク質摂取量を推定し，その季節
変動を評価した。また，農業・農外活動，野生動物の活動，村の行事を背景
としたタンパク質摂取量の季節変動要因を明らかにした。さらに，タンパク
質摂取量の平準化について検討した。得られた結果は，以下のように整理で
きる。
　第 1 に，各月における 1 人 1 日当たりタンパク質摂取量と変動係数から，
タンパク質摂取量が少ない村ほど季節変動の影響が大きく摂取が不安定にな
り，摂取量が多い村ほど季節変動の影響が小さく摂取が安定する傾向にある
ことが明らかになった。入手方法別の変動係数を見ても，摂取量の多い NX
村では採集，購入，家畜利用のいずれの入手方法においても，0.13～0.14
と小さかった。換言すれば，安定的にタンパク質を摂取できない村は，タン
パク質摂取量も少ないことが示唆された。
　第 2 に，タンパク質摂取量の季節変動について，3 村に共通して言えるこ
とは，農繁期，行事・祭事の時期，野生動物の活動に伴い摂取量が増減する
ということである。ラオスの農業生産は天水に依存した季節的なサイクルで
行われているため，労働負担が大きく多くのエネルギーを必要とする農繁期
や，コメの収穫後の祝祭事に肉や魚の需要が増え，タンパク質を摂取する傾
向がある。これは，社会的慣習からタンパク質摂取の季節変動が生じる慣習
要因（需要要因）と解釈でき，肉や魚の購入や家畜（主に家禽）利用によって
摂取量が増えていた。一方，野生動物は種類によって採集可能な時期が異な
り，出現数の増加に応じて採集し摂取する傾向がある。これは，野生動物の
活動により供給時期が限定されタンパク質摂取の季節変動が生じる自然環境
要因（供給要因）と解釈でき，野生動物の採集によって摂取量が増えていた。
このように，タンパク質摂取の第一義的な季節変動要因は，動物性食材の慣
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習要因と自然環境要因の双方にあると考えられる。
　第 3 に，慣習要因（需要要因）や自然環境要因（供給要因）に加え，タンパ
ク質の摂取が不足する時期にタンパク質摂取量を平準化できる経済力，具体
的には現金収入と利用可能な家畜飼養頭羽数（経済力要因）がタンパク質摂取
量の季節変動に影響を与えていると考えられた。NM 村では採集が少ない時
期に一定程度の肉や魚の購入により，また，NX 村は購入と安定的な家禽利
用により，総タンパク質摂取量の季節変動が低く抑えられていた。この背景
として，NM 村では農閑期に出稼ぎによる収入があること，NX 村では常勤
雇用や出稼ぎによる収入があることや自家消費用に利用可能な家禽飼養羽数
が多いこと挙げられる。一方，PB 村はタンパク質摂取量の 6 割以上を季節
変動の大きい採集に依存していること，農外就業の機会が少なく現金収入が
限られていること，他村と比較し家禽飼養羽数も少ないことから，採集物が
減少する時期（特に雨季）にタンパク質摂取量の不足を補填できないため，総
タンパク質摂取量の季節変動が大きくなると考えられた。以上のことから，
タンパク質摂取の季節変動は，需要要因，供給要因，経済力要因の複合的な
要因によって生じると考えられた。
　本章で明らかになった結果は，単にタンパク質摂取量を増やすといった対
策にとどまらず，重点的にタンパク質摂取を促進しなければならない時期（タ

ンパク質摂取が不足する時期）を考慮した，きめ細かな行動計画の策定に資する
ものと考えられる。いずれの調査対象村でも慣習要因（需要要因）と自然環
境要因（供給要因）に基づいてタンパク質摂取が行われる時期が存在し，こ
れらの要因によってタンパク質摂取が行われない時期にはタンパク質摂取量
が減少する。従って，年間を通じて季節変動を平準化するためには，農家世
帯の収入や利用可能な家畜飼養頭羽数を増やすことによって経済力を強化す
ることが重要になる。

<注 >
₁�）変動係数は平均値に対するデータのばらつきの程度を相対的に評価する指標で，標本
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標準偏差を平均値で除して求められる。異なる群間でバラツキの程度を比較する際に用
いられる。

₂�）村ごとに各月における 1 人 1 日当たり平均値を算出し，年間を通じた各月の 1 人 1 日
当たりタンパク質摂取量の平均値を算出した。従って，第 3 章で説明されている 1 人 1
日当たりタンパク質摂取量とは，その意味合いが異なる。

₃�）カム族の正月は特定の日に定められているわけでなく，コメの収穫時期に併せて概ね
12～2 月の間に行われる。

₄�）これらの祝い事や儀式は，総称してラオス語でバーシーと呼ばれる。バーシーはコメ
の収穫後の農閑期（1～4 月）に行われることが多い。

₅�）調査日はラオスの正月の前週であったが，村では正月を迎えるにあたり来賓を招いた
多くの宴会が催された。

₆�）NX 村では，5～7 月も水田における魚の採集は容易であるが，産卵時期にあたるため
禁漁とされている。そのため，8～10 月のようなタンパク質摂取量の顕著な増加は見ら
れなかった。

₇�）水稲収穫後の乾季に，水田内にある水たまりや窪地の水を汲み出す作業。乾季に水路
やため池に退避できなかった魚を捕獲するために行う。
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終章　総合考察

第 1節　本研究で得られた成果

　本研究では，ラオスのフードセキュリティ，特に動物性タンパク質のフー
ドセキュリティに焦点を当て，地理的環境の異なる 3 つの農山村を対象とし
て，フードセキュリティの定義の中心であるフードセキュリティの 4 つの側
面（供給可能性，食料アクセス，利用，安定性）からラオスのフードセキュリティ
を重層的に評価した。
　まず，統計データや報告書を基にラオスの各地域のフードセキュリティを
取り巻く地理的環境の特徴を把握し，それらを踏まえた上で，地理的環境が
異なる各地域を代表する農山村として，高地村，低地村，平地村を調査対象
地に選定した。そして，これらの村の動物性タンパク質のフードセキュリティ
を 4 つの側面から分析し，評価した。供給可能性の課題では，動物性タンパ
ク質を供給する肉類および魚類と，その比較対象としてのコメを扱い，国レ
ベルおよび地域レベルで供給量と需要量または必要量を比較し，これらの食
料が十分に供給されているかどうかを分析した。そして，ラオスの動物性食
料のフードセキュリティ問題がコメのフードセキュリティ問題よりも深刻で
あることを検証した。食料アクセスの課題では，3 村において農家世帯が日
常的に食事に使う動物性食材（哺乳類，鳥類，魚類，水生動物，家禽卵など）につ
いて，入手方法（採集，購入，家畜利用，贈与，交換）とその利用頻度を分析し，フー
ドセキュリティを評価した。利用の課題では，動物性タンパク質の量に焦点
を当て，農家世帯の動物性タンパク質摂取量と必要量を分析し比較すること
で栄養のフードセキュリティを評価した。安定性の課題では，動物性タンパ
ク質摂取量の季節変動に焦点を当て，3 村における各月の平均タンパク質摂
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取量を求め，季節的な摂取量の変化を分析し，フードセキュリティを評価し
た。
　各章の分析と評価を通じて得られた知見を整理すると，以下のようになる。

1．ラオスの農山村地域の特徴と調査対象村の概況（第 1 章）

　ラオスは 6 つの農業生態系区域に分類される。北部地域は山岳地形で丘陵
地が多く焼畑耕作が支配的であり，中部地域は主にビエンチャン平野とメコ
ン川沿岸から構成され，平地と低丘陵地が広がり天水および灌漑による水稲
栽培と換金作物栽培が支配的であることが確認された。また，南部地域はメ
コン川河岸，上流渓谷，丘陵地，高原から構成され，酸性土壌や未処理の不
発弾のため耕作が制限されているが，ボロベン高原ではコーヒーなどの多年
生作物や焼畑による陸稲が栽培されていることが確認された。
　農業については，中部地域と南部地域では水稲栽培が支配的であるのに対
し，北部地域では水稲栽培と陸稲栽培が併存していることが明らかになった。
また，換金作物については北部山岳地帯や南部地域のプランテーションでト
ウモロコシやキャッサバの栽培が支配的であるということが明らかになっ
た。家畜については，主に資産として飼養される大型家畜は中部地域と南部
地域において多く，主に販売目的で飼養される中型家畜は北部地域と南部地
域において多いということが明らかになった。また，主に自家消費用として
飼養される小型家畜の家禽は南部地域において，販売用の養殖魚は中部地域
において多いということが明らかになった。
　自然からの採集物については，NTFPs に依存する世帯は北部地域に多く，
これらの世帯は主に高原や山地村に居住しているということが明らかになっ
た。一方，中部地域や南部地域で NTFPs を採集する世帯は主に平地村に居
住しているということが明らかになった。これらのことから，野生動物につ
いては，北部地域では陸生動物の採集が，南部地域や中部地域では水生動物
の採集が多いと推察された。
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　道路整備については，北部地域では道路が未整備の農村が全国の農村部で
道路が未整備の村の半分以上を占めており，マーケットなどへのアクセスが
制限されているということが明らかになった。
　貧困状況について，北部地域の貧困世帯率が最も高く，他の地域と比較し
北部地域の農村部の貧困がより深刻であるということが明らかになった。
　栄養状況については，農業生態系区域で高地に属している地域は低栄養（5

歳未満児の発育阻害率と低体重率）の割合が高く，北部地域と中南部地域の一部
の高地で食料消費スコアが低いということが明らかになった。
　人口構成については, 食料供給量の 1 人当たりの分配量に影響すると考え
られる世帯構成員数は南部地域と中部地域で多く，非生産年齢人口割合は中
部地域でもっとも低いことが明らかになった。
　最後に民族構成について，北部地域ではカム族が，中部地域と南部地域で
はラオ族が優勢であることが明らかになった。
　これらをまとめると，ラオスのフードセキュリティの地域的特徴として，
北部地域と南部地域の一部でフードセキュリティが十分に確保されていない
可能性が高く，その要因は，地形，農業生産，採集物の利用，道路整備，貧
困率，栄養状況，人口構成，民族構成と関係が深いと推察された。
　これらの結果に基づき，重度，中度および軽度のフードセキュリティ問題
が生じていると考えられる村を，北部高地，北部低地およびビエンチャン平
野（平地）から選定し，それぞれ，PB 村（高地村），NM 村（低地村），NX 村（平

地村）を調査対象村とした。

2．�コメと動物性食料の供給によるフードセキュリティの評価�  
（第 2 章）

　2000 年以降，国全体のコメ需給バランスは供給量が需要量を常に上回っ
てきたが，地域別で見た場合，中部地域および南部地域ではコメの供給量が
需要量を上回り継続的に余剰が生じてきたのに対し，北部地域では需要量が
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供給量を上回り慢性的にコメ不足が生じてきたことが明らかになった。北部
地域でコメ供給量が著しく不足している要因は，水稲適地が限られているこ
と，灌漑の普及が進まなかったこと，土地森林分配事業により陸稲の拡大が
制限されたこと，トウモロコシ栽培が拡大したこと，コメの単収が向上しな
かったことにあると考えられた。これらのことから，全国的に見ればコメの
供給可能性は確保されているが，地域レベルで見た場合，北部地域において
はコメの供給可能性が確保されていないことが明らかになった。
　動物性タンパク質については，2010 年以降，国レベルでも，また地域レ
ベルでも必要量が供給量を慢性的に上回ってきたことが明らかになった。地
域別で見た場合，すべての地域において必要量が供給量を上回っているが，
中部地域では 2010～2019 年の 10 年間で供給量と必要量の差が縮小してきて
いるのに対し，北部地域と南部地域では供給量と必要量の差が拡大する傾向
にあった。年間で 1 人当たりに不足するタンパク質供給量は，北部地域で約
9.6～10.7kg，中部地域で約 7.3～9.7kg，南部地域で約 6.5～8.5kg であった。
その要因として，北部地域は豚以外の供給量が少ないこと，中部地域は牛 ･
水牛と養殖魚の供給量が多いこと，南部地域は牛 ･ 水牛，豚と家禽の供給量
が多いことが推察された。
　コメについては国全体では十分な供給量が確保されている一方，インフラ
整備が不十分なため国内のコメ流通が制約を受けていることが，供給可能性
の主な課題となっている。しかし，2020 年に高速道路が，2021 年に鉄道が
開通したことから，今後は，中部地域から北部地域へのコメの移出が活発に
なることで北部地域のコメ不足の問題も解決されると推察される。一方，動
物性タンパク質の供給不足は，その供給源である家畜の国内生産量が十分で
ないことに加え，輸入量も限られていることから，動物性タンパク質の供給
可能性の問題はより深刻であると考えられた。



159終章　総合考察

3．�動物性食材へのアクセスによるフードセキュリティの評価�  
（第 3 章）

　1 人 1 日当たり動物性タンパク質摂取量を 3 村間で比較した結果，平地村
の NX 村が最も多く動物性タンパク質を摂取していることが明らかになっ
た。また，動物性タンパク質摂取量比率（全動物性タンパク質摂取量に占める割合）

を動物種類別で比較したところ，高地村の PB 村では哺乳類の摂取量比率が
高く，低地村の NM 村と平地村の NX 村では魚類の摂取量比率が高いこと
がわかった。同様に入手方法別で比較したところ，高地村の PB 村は採集に
よる摂取量比率が高く，平地村の NX 村は購入による摂取量比率が高いこと
がわかった。また，低地村の NM 村は採集も購入も PB 村と NX 村の中間の
摂取量比率であることがわかった。さらに，動物種類と入手方法の関係性を
検討したところ，PB 村では主に採集される哺乳類，鳥類，水生動物から，
NM 村と NX 村では主に採集される魚類と水生動物および購入される哺乳類
からタンパク質を摂取するという特徴が明らかになった。
　収入源が農業に限られ，市場へのアクセスも制限されていることから，
PB 村の結果は，タンパク質源を丘陵地と森林から採集するという食料アク
セス環境に起因すると示唆された。また，丘陵地や水辺があるため陸生動物
や水生動物の採集が可能であること，近隣村に常設市場があり食材を購入し
やすいこと，さらに，農園が比較的近隣にあるため農外収入が期待できるこ
とから，NM 村の結果は採集と購入が容易であるという食料アクセス環境に
起因すると示唆された。さらに，水田や水辺へのアクセスが容易であるため
魚類や水生動物を採集しやすいこと，近隣村にある常設市場だけでなく村内
においても雑貨店で肉や魚を購入できること，都市に近いため常勤雇用の職
業や臨時の仕事よる農外収入の機会が多いことから，NX 村の結果は採集と
購入が容易であるという食料アクセス環境に起因すると示唆された。すなわ
ち，PB 村は自然環境に基づいた食料アクセスに依存しているためタンパク
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質摂取量が相対的に少ない一方，NM 村と NX 村は自然環境，物理的条件，
経済状況といった複数の地域特性に基づく食料アクセスが充実しているた
め，相対的にタンパク質摂取量が多いと考えられた。

4．�農家世帯の動物性タンパク質摂取によるフードセキュリティ
の評価（第 4 章）

　動物性タンパク質摂取において，平地村の NX 村では十分に摂取できてい
る世帯（充足世帯）が最も多く（72 世帯/109 世帯，66.0%），低地村の NM 村が
それに続き（23 世帯/73 世帯，31.5％），高地村の PB 村では皆無（0 世帯/33 世帯，

0％）であった。また，採集，購入および家畜利用の入手方法によるタンパ
ク質摂取量において，PB 村では中摂取世帯が低摂取世帯の摂取量を，NM
村と NX 村では充足世帯が不足世帯の摂取量を上回っていた。
　農家世帯間でタンパク質摂取率（タンパク質摂取量/タンパク質必要量）に差を
もたらす要因のうち，採集に関係する要因として，PB 村では 1 人当たりの
陸稲栽培面積が広いことと農外就業者延べ人数が多いことが，NM 村では採
集者 1 人当たりの水生動物用採集道具数が多いことが，NX 村では世帯の農
外就業者延べ人数が多いことが，タンパク質摂取に影響を及ぼす要因である
と考えられた。これらの結果から，PB 村では農作業と農外就業との時間的
な競合が，NM 村では採集道具不足による時間的な非効率性が，NX 村では
農外就業との時間的な競合が，採集物によるタンパク質摂取に関わる時間的
な制約となっていると考えられた。
　購入に関係する要因として，PB 村では総支出額に有意な差が，また，全
村において動物性食材費に有意な差が認められた。このことから，PB 村で
は世帯の経済力がタンパク質摂取量に影響を及ぼすと考えられた。他方，
NM 村と NX 村では借金返済が動物性食材費の支出に影響を及ぼし，その結
果として不足世帯と充足世帯の間でタンパク質摂取量に差異が生じると考え
られた。
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　家畜利用に関係する要因として，全村で家畜利用による 1 人当たり摂取量
に有意な差が認められたが，家畜飼養頭羽数で統計的に有意な差が認められ
たのは，NM 村の家禽と NX 村の山羊のみであった。NM 村では家畜利用に
よるタンパク質摂取量に占める家禽利用によるタンパク質摂取量の割合が高
いのに対し，NX 村では家畜利用によるタンパク質摂取量に占める哺乳類（山

羊を含む）よるタンパク質摂取量の割合が低い。このことから，NM 村では
家畜飼養頭羽数が家畜利用によるタンパク質摂取の多寡に及ぼす可能性が大
きいが，NX 村では家畜利用がタンパク質摂取量に及ぼす可能性は小さいと
推察された。PB 村については，家畜の販売がタンパク質摂取量の減少に影
響を及ぼしていると考えられた。
　属性に関係する要因として，PB 村では世帯非生産年齢層割合が，NM 村
と NX 村では世帯構成員数が，タンパク質摂取量と関係していたことから，
世帯の構成がタンパク質摂取に影響していると推察された。また，PB 村で
は世帯主の修学年数が，NM 村では配偶者（妻）の修学年数がタンパク質摂
取に影響を及ぼす要因と考えられた。さらに，NM 村では民族の採集慣習が
タンパク質摂取に影響を与えていることが示唆された。
　これらの結果をまとめると，タンパク質摂取量がタンパク質必要量を下回
り，農家世帯が十分なタンパク質を摂取することが困難となっているのは，
以下の要因によると考えられた。1 つめに，農作業や農外就業への従事，並
びに採集道具の不足により採集機会が時間的に制限されるためである。2 つ
めに，飼養する家畜が多くても自家消費以外の目的で使用される傾向が強い
ためである。3 つめに，支出が優先的に動物性食材に仕向けられないためで
ある。最後に，世帯構成員数や世帯非生産年齢層の多寡により，世帯ごとに
必要とされるタンパク質摂取量が異なるためである。
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5．�動物性タンパク質摂取の季節変動によるフードセキュリティ
の評価（第 5 章）

　各月における 1 人 1 日当たりタンパク質摂取量と変動係数から，タンパク
質摂取量が少ない村ほど季節変動の影響が大きく摂取が不安定になり，摂取
量が多い村ほど季節変動の影響が小さく摂取が安定する傾向にあることが明
らかになった。つまり，安定的にタンパク質を摂取できない村は，タンパク
質摂取量も少ないことが示唆された。
　また，タンパク質摂取量の季節変動に関して 3 村に共通して言えることは，
農繁期，行事・祭事の時期，野生動物の活動の時期に伴い摂取量が増減する
ということである。ラオスの農業生産は基本的に天水に依存した季節的なサ
イクルで行われているため，農繁期やコメの収穫後の祝祭事に肉や魚の需要
が増え，タンパク質を摂取する傾向がある。これは，社会的慣習からタンパ
ク質摂取の季節変動が生じる慣習要因（需要要因）と解釈された。一方，野
生動物は種類によって採集可能な時期が異なり，出現数の増加に応じて採集
し摂取する傾向がある。これは，野生動物の活動から供給時期が限定されタ
ンパク質摂取の季節変動が生じる自然環境要因（供給要因）と解釈された。こ
のように，動物性食材の慣習要因と自然環境要因が，タンパク質摂取の第一
義的な季節変動要因であると考えられた。
　さらに，これらの要因に加え，タンパク質の摂取が不足する時期にタンパ
ク質摂取量を平準化できる経済力，具体的には現金収入と利用可能な家畜飼
養頭羽数（経済力要因）がタンパク質摂取量の季節変動に影響を与えていると
考えられた。NM 村で一定程度の肉や魚の購入により，また，NX 村は購入
と安定的な家禽利用により，総タンパク質摂取量の季節変動が小さく抑えら
れていた。この背景として，NM 村では農閑期に出稼ぎによる収入があるこ
と，NX 村では常勤雇用や出稼ぎによる収入があることや自家消費用に利用
可能な家禽飼養羽数が多いことが挙げられた。一方，PB 村はタンパク質摂
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取量の 6 割以上を季節変動の大きい採集に依存していること，農外就業の機
会が少なく現金収入が限られていること，他村と比較し家禽飼養羽数も少な
いことから，採集物が減少する時期（特に雨季）にタンパク質摂取量の不足
を補填できないため，総タンパク質摂取量の季節変動が大きくなると考えら
れた。
　以上の結果をまとめると，タンパク質摂取の季節変動は，需要要因，供給
要因，経済力要因の複合的な要因によって生じると考えられた。

第 2節　�重層的考察とラオス農山村におけるフードセキュ
リティ対策

　本節では，本研究で明らかになった 4 つの側面からの検証結果を踏まえ，
村ごとに動物性タンパク質のフードセキュリティについて重層的考察を行
い，動物性タンパク質摂取量の不足を解決するための対策を検討する。対策
を検討するにあたり，各村の食料アクセスにおいて摂取頻度が高く摂取の傾
向も強い1）動物種類と入手方法の組み合わせを促す対策（促進策）と，摂取
頻度は低いが摂取の傾向は強い動物種類と入手方法の組み合わせを強化する
対策（強化策）が考えられる。また，現状では摂取頻度は高くなく摂取の傾
向も強くないが，地域の特徴に基づいた動物種類や入手方法を活用した対策

（活用策）を考える。これらの対策を念頭に，各村の地域特性を考慮しながら，
タンパク質摂取を改善するための対策を以下に検討する2）。

1．PB 村における重層的考察と対策の提言

　図終－ 1 は PB 村における動物性タンパク質のフードセキュリティに関す
る重層的考察と摂取量の不足を解決するための対策を示す。国全体で動物性
タンパク質の供給量が絶対的に不足している状況において，PB 村が位置す



164

図
終

－
１　

PB
村

に
お

け
る

動
物

性
タ

ン
パ

ク
質

の
フ

ー
ド

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

の
重

層
的

考
察

と
対

策
出

所
：

著
者

作
成

。

国
・

地
域

地
域

地
域

地
域

・
世

帯
世

帯

地
理

的
環

境
供

給
可

能
性

食
料

ア
ク

セ
ス

安
定

性
制

約
要

因

山
岳

地
帯

，
高

地
野

生
動

物
（

陸
生

動
物

）
が

多
い

森
林

・
丘

陵
地

か
ら

の
陸

生
動

物
の

入
手

多
い

【
採

集
の

時
間

的
制

約
】

焼
畑

地
が

遠
い

，
面

積
が

大
き

い

陸
稲

が
主

な
農

業
近

隣
に

農
外

就
業

機
会

が
少

な
い

【
採

集
の

時
間

的
制

約
】

村
内

で
の

農
業

賃
労

働
が

多
い

農
村

部
の

貧
困

率
が

高
い

農
外

収
入

が
少

な
い

【
購

入
の

経
済

的
制

約
】

動
物

食
材

購
入

へ
の

支
出

が
少

な
い

道
路

整
備

状
況

が
悪

い
村

や
村

近
隣

に
市

場
が

な
い

低
タ

ン
パ

ク
質

摂
取

率
（

28
.4

％
未

満
）

中
タ

ン
パ

ク
質

摂
取

率
（

28
.4

％
以

上
）

牛
・

水
牛

，
養

殖
魚

が
少

な
い

融
資

に
よ

る
豚

の
飼

養
頭

数
が

増
加

傾
向

家
畜

が
販

売
さ

れ
る

，
自

家
消

費
が

少
な

い
【

家
畜

利
用

の
制

約
】

家
畜

利
用

が
少

な
い

非
生

産
年

齢
人

口
割

合
が

高
い

構
成

員
数

が
少

な
い

【
世

帯
属

性
の

制
約

】
世

帯
に

生
産

年
齢

者
が

多
い

農
繁

期
，

収
穫

祭
期

，
動

物
活

動
期

以
外

の
期

間
に

動
物

性
タ

ン
パ

ク
質

不
足

を
補

填
す

る
手

段
が

少
な

い

世
帯

利
用

自
然

環
境

要
因

経
済

力
要

因

Ye
s Ye
s

Ye
s

Ye
s

【
季

節
変

動
】

No No No No

家
畜

生
産

状
況

自
然

環
境

物
理

的
条

件経
済

状
況

慣
習

要
因

生
産

活
動

Ye
s

No

【
強

化
策

】
家

禽
飼

養
に

よ
る

動
物

性
タ

ン
パ

ク
質

供
給

の
改

善



165終章　総合考察

る北部地域では，2010～2019 年の 10 年間で 1 人当たり年間供給量が約 9.6
～10.7kg 不足しており，他の地域と比較して最も不足していた。これは 1
人当たりの牛・水牛飼養頭数と養殖魚生産量が 3 地域で最も少ないことに起
因すると考えられる。一方，北部地域の豚飼養頭数は増加傾向にあり，PB
村の 1 人当たり豚飼養頭数は 3 村の中で最も多い（PB 村 0.5 頭/人，NM 村 0.3

頭/人，NX 村 0.1 頭/人；一元配置分散分析 p<0.05）が，豚は販売されることが多
く自家消費用に利用されることは少ない。このように家畜利用が制約を受け
ている世帯は低タンパク質摂取になる傾向にある（家畜利用の制約）。また，
PB 村はマーケットが近隣にないため市場へのアクセスが制限されているこ
とに加えて，山岳地帯に位置するため村外での農外就業機会も制限されてい
ることから農外収入が少なく，日用品や光熱水量への支出割合が高いため，
動物性食材を購入するための支出額が制限される（購入の経済的制約）。このよ
うな制約を受けている世帯は低タンパク質摂取になる傾向にある。このよう
な状況において，農家世帯はタンパク質摂取を森林・丘陵地からの野生動物

（哺乳類，鳥類，水生動物）に依存する傾向にある。しかし，丘陵地への移動や
斜面での作業のため水稲栽培と比べ農作業に従事する時間が長くなる陸稲栽
培を生業としている農家世帯は，採集時間が制限され十分な野生動物を採集
できない。また，現金収入を得るため，村内で農業賃労働に従事する世帯は
採集の時間が制約される（採集の時間的制約）。さらに，生産年齢の構成員が多
いためタンパク質摂取必要量が多い世帯（世帯非生産年齢層割合が低い世帯）は，
タンパク質摂取量が不足する傾向にある（世帯属性の制約）。このように PB 村
では，季節変動の大きい採集物にタンパク質摂取を依存している一方で，現
金収入が限られており，自家消費できる家畜飼養頭羽数も制限されている。
そのため，採集物が減少する時期にタンパク質摂取量の不足を補填できない
世帯では，タンパク質摂取量の季節変動が大きくなる。その結果，全世帯に
動物性タンパク質摂取量の不足が見られ，調査した世帯の約半数がタンパク
質摂取達成率 28.4％（中央値）以下に陥っていると考えられる。
　PB 村は他村と比較し収入が少ないため動物性食材を購入する経済的余裕
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がなく，また市場も遠いことから，購入によりタンパク摂取量を増やすこと
は困難である。そこで，採集物や家畜利用を増やすことでタンパク質摂取量
を増やすことが有効であると考えられる。食料アクセスによる評価の結果か
ら，PB 村では採集される哺乳類，鳥類，水生動物によるタンパク質の摂取
頻度が高く摂取傾向も強いことが示されている。このことから，これらの採
集物を増やす促進策が考えられる。これを実現するためには，陸稲栽培に費
やす時間を削減し，採集に充てる時間を増やす必要がある。ただし，採集過
多は将来的に資源を枯渇させ，採集が困難になるリスクがあるため，適切な
資源管理の下で野生動物の持続的な利用を図る必要がある。また，人獣共通
感染症の発生源とされる野生動物も存在するため，食用には一定のリスクが
伴う（木村・羽佐田・シンコン 2021）。そこで，家畜利用による鳥類の摂取傾向
が強いことから，強化策として家畜の飼養によるタンパク質供給が考えられ
る。特に幼体価格，出産までの期間，年間出産頭数（産卵数）3），給餌を考慮
した場合，家禽の飼養が最も適している。その理由は，雛は安価に入手可能
であり，6 か月前後で孵卵し，1 年に 60 個程度の卵を産むことに加え（Teufel 

et al. 2010），給餌を必要とせず放し飼いによる飼養が可能で，卵もタンパク
源となるからである。しかし，居住地では家畜伝染病が流行しやすいため，
PB 村では，人や他の家畜により病原菌やウィルスが外部から持ち込まれに
くい焼畑地にある出作り集落の小屋で家畜を飼養することが多い4）。村の居
住地で家禽を飼養する際には伝染病対策として予防接種の実施が不可欠であ
る。これについては，地方政府によるワクチン支援や家畜飼養管理の研修な
どを通じて，農山村でもワクチンが十分に行き渡り，適切に利用できるよう
にする仕組みの整備が不可欠であろう5）。

2．NM 村における重層的考察と対策の提言

　図終－ 2 は NM 村における動物性タンパク質のフードセキュリティに関
する重層的考察と摂取量の不足を解決するための対策を示す。NM 村が位置
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する中部地域では，2010～2019 年の 10 年間で 1 人当たり年間供給量が約 7.3
～9.7kg 不足しているが，供給不足量は南部地域に次いで少なく，充足率も
南部地域と同程度に高かった。これは 1 人当たりの牛・水牛飼養頭数が南部
地域と同程度に多いことに加え，養殖魚生産量が 3 地域で最も多いことに起
因すると考えられる。NM 村はマーケットが近隣にあり，出稼ぎといった農
外収入の機会もあることから，肉や魚を購入しタンパク質を摂取できる。し
かし，支出における借金返済費の割合が高い世帯では，動物性食材の購入が
制約される（購入の経済的制約）。また，家畜飼養頭羽数は多いものの，主に自
家消費に使われる家禽の飼養羽数が十分でない世帯は家畜利用も少なく，タ
ンパク質が不足する要因になっている（家畜利用の制約）。NM 村は中山間地
域の景観を呈しているため，水生動物や陸生動物などの採集によってタンパ
ク質を摂取する機会を得ているが，採集道具が少ない世帯は野生動物の効率
的な採集が難しく，このこともタンパク質摂取が不足する要因の 1 つになっ
ている（採集の時間的制約）。さらに，構成員数が多い世帯では 1 人当たりの動
物性食材の分配量が少なくなるため，タンパク質摂取が不足する傾向にある

（世帯属性の制約）。加えて，NM 村には他地域からの移住民も多く，民族的な
食習慣により魚の摂取量が少ない世帯もあるため，タンパク質摂取が不足す
る傾向にある。NM 村では，農繁期，収穫祭期，動物活動期はタンパク質摂
取量が増える一方，それ以外の時期は，農外収入を利用してタンパク質摂取
の不足を補填し，季節変動を抑制している。しかし，この補填のみでは季節
変動の抑制が十分ではない世帯が多く，その結果として，調査した農家世帯
の約 7 割が依然としてタンパク質摂取不足に陥っていると考えられる。
　NM 村は，森林，丘陵地，水田といった自然環境に恵まれており，また，
同郡内の近隣村には農園における農外就業機会もある。そのため，第一義的
に採集物を増やし，加えて農外収入による経済力の向上を通じて購入量を増
やすことにより，タンパク質摂取量を増やすことが考えられる。食料アクセ
スの結果から，採集される魚類や水生動物の摂取頻度が高く摂取傾向も強い
ことから，魚類や水生動物の採集による促進策が有効であると考えられる。
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Fujita ら（2019, 2020）が NM 村で取り組んだ淡水魚や貝類の栄養組成の研究
では，NM 村の代表的な 4 種類の天然淡水魚（ナマズ 2 種，キノボリウオ，ライギョ）

と 3 種類の貝類（二枚貝，巻き貝，ジャンボタニシ）は，タンパク質の質・量と
も高く，米食中心のラオスで不足がちなリジンを多く含むことが明らかにさ
れている。この結果は，これらの水生動物の摂取がタンパク質不足による栄
養不良の軽減に寄与できることを示唆している6）。この促進策においても，
PB 村と同様に，採集過多による資源の枯渇に留意する必要がある。一方で，
淡水魚は乾燥させたり発酵させたりすることで保存食として利用できるた
め，資源量の多い雨季に採集・加工し蓄えておき，タンパク質摂取が少なく
なる時期に摂取することで，年間を通じたタンパク質摂取量の平準化が可能
になる。保存食の中でも，特に魚発酵食品のパデーク（ペースト状の魚醬）は
長期保存が可能であるため，農村における持続的なタンパク質供給に寄与す
ることが期待できる（Marui et al.　2020）。ただし，パデークの製造や管理に
問題があるとパデークが腐敗し，摂取した際にアレルギー症状を引き起こす
可能性がある（丸井　2019；Marui et al. 2015）。このため，パデークの製造や管
理について村民への啓蒙が必要である。
　次に，購入による哺乳類の摂取傾向が強いことから，強化策として購入に
よるタンパク質供給が考えられる。NM 村の主な収入源は，コメの販売，農
業賃労働および出稼ぎである。出稼ぎは景気に左右されやすく，また，苗の
移植や稲刈りなどの農業賃労働は天候に影響されるため，収入は不安定にな
る。そのため，購入による強化策には限界がある。
　最後に，NM 村は居住地周辺に水田を有するため，活用策として水田所有
者による水田養魚が考えられる（Vongvichith et al. 2018）。水田養魚では，既存
の水田を利用するため養殖用の施設（ため池や生け簀）を新たに建設する必要
はない。水稲作付面積が若干減少するものの，水田が渇水状態になった際に
魚が避難できるように，水田の縁に待避水路を設けるだけで十分である。通
常，魚の養殖では給餌を必要とするが，Vongvichith ら（2018）の研究では，
NM 村にも生息する在来種のキノボリウオを低密度で水田に放流すれば，無



170

給餌でも高水準の生産性が見込まれることが検証されており，農家は給餌の
ための費用を負担する必要はない。水田養魚は稲作生産期間の 6～10 月に限
定されるが，農村における有効なタンパク質供給手段となり得る7）。水田養
魚を導入するにあたり，政府の普及員や研究機関の職員による指導や研修は
不可欠である。また，ラオスでは種苗（稚魚）生産の施設や技術者が不足し
ているため，政府による養魚用稚魚の供給支援や稚魚育成業を促進するため
の補助金も必要である（Morioka，Kobayashi and Vongvchith 2021）。

3．NX 村における重層的考察と対策の提言

　図終－ 3 は NX 村における動物性タンパク質のフードセキュリティに関す
る重層的考察と摂取量の不足を解決するための対策を示す。NM 村と同様，
NX 村も中部地域に位置し，2010～2019 年の 10 年間で 1 人当たり年間タン
パク質供給不足量は南部地域に次いで少なく，充足率が南部地域と同程度に
高かった。中部地域の中でも，首都ビエンチャンは郊外に水田が広がり，メ
コン川とその支流が市内を流れていることから養殖魚生産量が多く，中部地
域の平均の 1.5 倍（年間約 35kg/人）であった。このことが充足率が高い主な
要因であった。このような供給環境下において，村内には魚や肉を販売する
雑貨店があり，近隣村にも市場が存在し，また，常勤雇用や出稼ぎなどの一
時雇用による農外収入があるため，農家世帯は購入される哺乳類からタンパ
ク質を摂取する傾向にある。ただし，収入の一部を借金の返済に充てる世帯
は購入力が乏しくなり，タンパク質摂取不足に陥る傾向にある（購入の経済的

制約）。また，NX 村は水田に囲まれ，ため池や水路などの水辺が多く，魚類・
水生動物の採集環境に恵まれている。しかし，農外就業者が多く採集に従事
する時間を確保できない世帯では採集量が減り，タンパク質摂取が不足する
傾向がみられる（採集の時間的制約）。加えて，NM 村と同様に，構成員が多い
世帯はタンパク質摂取が不足する傾向にある（世帯属性の制約）。しかし一方で，
農外収入を利用して十分な動物性食材を購入することができ，また，家禽を
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自家消費用として利用できる世帯は，タンパク質を十分に摂取できる。NX
村では，タンパク質摂取が増える農繁期，収穫祭期，動物活動期以外の時期
でも，農外収入や家畜を利用してタンパク質摂取の不足を十分に補填するこ
とができるため，摂取の季節変動が平準化される。その結果，調査した農家
世帯の 66％がタンパク質摂取充足世帯であったと考えられる。
　NX 村は，水田や水辺といった水環境に恵まれているため年間を通じて水
生動物からタンパク質の摂取が可能である。また，首都ビエンチャンでの常
勤雇用やタイ国への出稼ぎにより農外収入も多いことから，調査世帯の約 7
割が充足世帯であった。そのため，NX 村は抜本的な対策を講じる必要性は
低く，農外収入を増やすことで不足世帯のタンパク質摂取の改善は十分に可
能であると考えられる。ただし，NX 村には景気に左右されやすい一時的な
出稼ぎや天候に影響を受けやすい農業賃労働に収入を依存している農家世帯
も少なくない。購入への依存率が高いため，収入が減少すると動物性タンパ
ク質摂取量も減少する可能性のある農家世帯が潜在的に存在している。また，
購入に依存する農家世帯は，市場の価格変動にも脆弱である。このような事
情を踏まえると，NX 村で摂取頻度が高く摂取傾向も強い哺乳類の購入によ
るタンパク質摂取の促進のみでは，リスクを伴う可能性が高い。このリスク
を軽減するために，NM 村と同様に，摂取頻度が高く傾向も強い魚類や水生
動物の採集やその加工品の利用を促す促進策や，家畜の飼養による促進策が
有効であると考えられる。また，ほぼすべての農家世帯（104 世帯/109 世帯）

が水稲を栽培しており，世帯当たりの平均面積も 1.5 ha と広いことから，
水田養魚は多くの農家世帯にとって有効な活用策である。都市に近いという
立地を生かせば，生産した魚を販売し，その収入で肉類の動物性食材を購入
するという循環も期待できる。さらに，水田養魚よりも長期間（8 か月程度）

の養殖を見込むことができるため池養魚も，タンパク質供給改善の対策とし
て検討できよう。ため池養魚の生産性や経済性を検証するために，Morioka
ら（2021）が南部地域で実施した事例研究によれば，肉食性の在来魚（キノボ

リウオ）を用いた場合，無給餌でも水田養魚よりはるかに高い生産性が得ら
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れる（約 1,000 kg/ha/年）。NX 村には村が管理する共有のため池もあり，村主
体で共同養殖を展開することも，現実的な活用策として検討できよう。首都
ビエンチャン近郊では，ため池養魚も盛んに行われているため，導入に大き
な支障はないであろう。ただし，ため池養魚の技術指導が必要なことや，首
都ビエンチャンでも在来種の稚魚の入手は限られていることから，高い生産
性を実現するためには，政府による技術支援や稚魚供給体制の整備といった
支援が必要である。

第 3節　残された研究課題

　本研究では，ラオスの動物性タンパク質のフードセキュリティに焦点を当
て，地理的環境の異なる 3 つの農山村を対象として，供給可能性，食料アク
セス，利用，安定性というフードセキュリティの 4 つの側面からラオスのフー
ドセキュリティを分析し，結果とその要因から対象村のフードセキュリティ
を重層的に評価した。これにより，これまで十分に明らかにされてこなかっ
た動物性タンパク質の摂取の実態と農山村地域で動物性タンパク質が不足す
る要因を具体的に明らかにすることができた。しかし一方で，本研究で取り
上げることができなかった課題もある。以下に示す課題は，ラオスのフード
セキュリティの改善を図る上で重要であり，今後，さらなる研究の展開が求
められる。
　第 1 に，個人レベルの栄養摂取の問題である。本研究では国，地域，世帯
の視点から得られた分析結果を重層的に考察したが，個人の食料消費や栄養
摂取の分析には至らなかった。個人の食料消費や栄養摂取を正確に把握する
には，本研究で実施した調査を上回る時間的，財源的，人的資源が必要とな
る。また，Pinstrup-Andersen（2009）が指摘するように，世帯内における
食料の分配が量・質の両面で個人のフードセキュリティに与える影響は大き
いため，調査手法上の問題を解決しながら調査・分析を行う必要がある。
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　第 2 に，動物性タンパク質以外の栄養素に関するフードセキュリティの課
題である。ラオスでは，動物性タンパク質のほかに，ビタミン類，カルシウ
ム，鉄分などの微量栄養素の不足も報告されている。栄養素摂取量の分析に
は，各食品に含まれる栄養素量を示す食品成分表などの基準値の情報が不可
欠である。しかし，ラオスではそれらは十分に整備されていない。また，農
山村で摂取される食料の一部は採集される野生動植物である。これらの野生
動植物については，目録の整備も緒に着いたところであり，栄養素について
はほとんど整備されていない。しかし，微量栄養素の重要性は，近年の栄養
のフードセキュリティの議論では欠かせない課題であることから，基礎的な
情報の収集も含めた調査・分析が必要である。
　第 3 に，前述の課題と関連するが，ラオス農山村では採集物がフードセキュ
リティの質的側面（栄養面）に果たす役割が大きい。タンパク質摂取充足世
帯が全調査世帯の約 7 割であった NX 村でも，約 35% を採集物に依存して
いた。自然界における生物資源量には限界があるので，これをいかに持続的
に有効利用するかが重要である。ラオスにおけるフードセキュリティ問題は
生物資源管理の課題とも関連するため，生物資源の持続的利用と管理に関す
る調査・分析も必要である。
　最後に，本研究から得た知見の一般化の可能性，すなわち同様の地理的環
境においてもこの知見が適用できるか，その妥当性はあるかという課題であ
る。本論文では，北部地域と中部地域に位置する村を代表村として調査対象
としたが，南部地域の村は調査対象に含まれていない。南部地域にも，対象
地域の地理的環境と類似した村はあると推察される。しかし，南部地域はベ
トナム，カンボジア，タイと国境を接し，民族や生活習慣も異なると考えら
れることから，南部地域の農山村においても同様の研究を実施し，知見の妥
当性を検証する必要がある。

<注 >
₁�）「摂取の傾向が強い」とは，クロス集計分析において期待値よりも観測値の方が有意
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に大きいことを表す。すなわち，統計的に予想される値よりも摂取頻度が多いことを表
す。

₂�）本節で検討した各村におけるタンパク質摂取改善のための対策について，動物性タン
パク質摂取量の季節変動の結果と併せて整理し，「動物性タンパク質摂取カレンダー」
としてまとめ，各村の農家世帯に配布した。カレンダーの詳細は巻末の付属資料に示し
た。

₃�）PB 村における家畜の幼体の価格は，2017 年時点で，鶏 5,000 KIP/体，豚（3 か月齢）
150,000 KIP/体，牛（9 か月齢）1,500,000 KIP/体であった。また，メコン地域におけ
る一般的な出産までの期間と年間出産頭数は，牛で 4 年間と 0.67 頭/年，豚で 1 年間と
10 頭/年である（Teufel et al. 2010）。

₄�）同県の高地村においても，同様の事例が報告されている（中辻 2013；中辻・ラムプー
ン・竹田 2005）。

₅�）中辻（2013）は隔絶された山村までワクチンを十分に配布できるようなシステムの開
発を提言している。また，渡辺（2019）は家畜への予防接種や牧草栽培などの近代的技
術の性急な導入・定着は容易でないことから，農家の状況に応じて適応できる幅広い技
術・知識のメニューを持つことの重要性を指摘している。

₆�）コメに不足しているリジンを豊富に含む淡水魚や貝類をコメと一緒に食べることで，
コメのタンパク質の栄養価が改善される（吉田・石井・篠田　2013）。

₇�）Vongvichith ら（2018）によれば，種苗生存率を 80％と仮定した場合，1ha 当たり約
200kg のキノボリウオの生産が期待できる。
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補論　�ラオス中部農山村における 
食料入手の現状と課題

　本研究では，フードセキュリティの 4 つの側面からラオス農山村のフード
セキュリティを評価した。これを構想するにあたり，研究の方向性を定める
目的で予備調査を実施した。この予備調査は，ラオス農山村における食料入
手方法やその入手方法の選択要因に関する基礎的理解を深めることを目的と
して行われた。本調査の結果は，研究対象地域の選定や本研究で用いた調査
票の設計に重要な示唆を与えるものであり，研究全体の基盤として位置づけ
られる。特に，第 2 章と第 3 章を着想する上で重要な視点を提起した。
　本補論では，この予備調査の概要と，そこから得られた重要な示唆につい
て整理する。

第 1節　課題と方法

1．課題

　東南アジア諸国の中にはフードセキュリティの改善が進んだ国もあるが，
ラオスでは依然としてフードセキュリティの問題が深刻である。ラオスは
1999 年に食料自給を達成し，エネルギー供給量の面ではフードセキュリティ
は改善してきているものの（FAO 2011），人口の約 26.7％が栄養不足の状態
にある（Chaparro, Oot and Sethuraman 2014）。その一因として，食料消費が貧
しい世帯では，食事を極端にコメに依存し，動物性タンパク質の摂取量が乏
しいことが挙げられる（MAF 2013）。このような栄養不足はラオス貧困地域
の農山村に多いことから，栄養不足の問題は，インフラといった物理的な問



178

題や貧困といった経済的な問題と関係が深い（WFP 2013）。ラオスの食料入
手については，ラオス中部の農山村において経済的価値の観点から採集され
る NTFPs（非木材林産物）の食料としての重要性を明らかにした研究（木村・

小林・米田　2014）や，ラオス南部において魚の入手手段が自然採取，養殖，
購入と多様化していることを指摘した研究（渡辺　2016）がある。また，ラオ
ス全土で実施されたフードセキュリティの調査を取りまとめ，食料調達の課
題について報告した事例も見られる（MAF 2013）。しかし，日常の食生活に
おいて，ラオスの農家が日々の多様な食料をどのような方法で入手し確保し
ているのか，その現状を記録に基づき定量的に明らかにした研究はない。食
料入手の現状を明らかにすることは，ラオスの個人や世帯が，必要な量の栄
養のある食料を物理的にも経済的にも手に入れることのできる機会（食料ア

クセス）（FAO 2006）の問題を検討する上で重要である。
　そこで，本補論では，ラオス中部にある NM 村（第 1 章第 3 節の調査対象村の

1 つ）において，食料入手の現状と食料アクセスに関する問題を事例的に明
らかにすることを課題とする。具体的には，第 2 節で主食食材としてのコメ，
副食食材としての植物性食材と動物性食材について，入手方法の割合の差異
を農家間で明らかにする。また第 3 節で，多様な入手方法の中で特定の入手
方法の割合が高くなる要因を検討し，その入手方法に内在する問題を考察す
る。第 4 節では本補論の結果をまとめる。なお，本補論では食材入手を食料
入手と同じ意味で用いる。

2．調査地概要と食材入手方法および食材の種類

　NM 村の概要については第 1 章第 3 節で述べたとおりである。季節は 5～
10 月の雨季と 11 月～4 月の乾季からなり，水田における水稲栽培と丘陵地
や森林における焼畑陸稲栽培やハトムギ栽培によって生計が立てられてい
る。この他に，菜園での野菜栽培や放し飼いによる牛・水牛，豚，家禽の飼
養が行われている。村における食材の入手方法は，採集，購入，生産，交換，
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贈与である。採集は，居住地，水田，池，川，丘陵地，森林といった空間で
行われる。植物性食材としては，葉菜類，茎菜類，果菜類，豆類，キノコ類，
芽，花菜類などが，動物性食材としては，哺乳類，鳥類，魚類，貝類，爬虫
類，両生類，昆虫類が採集されている。村の雑貨店では，日用品のほか，タ
マネギ，ニンニクなどの香味野菜，卵，牛の干皮肉，乾燥米麺やインスタン
トラーメンなどの麺類などを購入できる。また，村から約 6km 離れた近隣
村の常設市場では，野菜，果物，養殖魚（ティラピア，ナマズ），牛肉，豚肉，
鶏肉などを購入できる。食材と食材を含む他の品物との交換は，稀である。
また，食材の贈与の多くは親族間で行われる。

3．方法

　食料入手の現状を明らかにするため，平均的な世帯規模を持ち主食のコメ
を作付する農家の中から，水田を所有する農家と水田を所有しない農家を，
それぞれ 4 農家ずつ選定し，食事調査を行った。調査方法は記帳とした。選
定した農家が，外食を除く朝・昼・夕の食事で調理した料理について，利用
した食材の種類と食材の入手方法を記録用紙に記録した。コメについては，
調理した精米量も記録した。主食食材についてはモチ米を，副食食材につい
ては植物性食材と動物性食材に分けて分析した。また，農家の社会経済的な
属性（民族，世帯人数，年間収入，主要栽培作物，コメ作付面積と収穫量，家畜数，農作

物販売以外の収入）を聞き取った。さらに，食料アクセスの課題を考察するため，
利用割合の高かった食材入手方法に依存する理由とその方法における問題点
を聞き取った。調査期間は，収穫前でコメが最も不足する時期の 2014 年 9
月 1 日～9 月 30 日（雨季）と，収穫後でコメが最も豊富な時期の 2015 年 2
月 7 日～3 月 8 日（乾季）とした。選定した農家の概要は表補－ 1 のとおり
である。
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第 2節　季節別食材入手の現状

1．調査農家の主食食材の入手

　村の主食はモチ米であり，すべての農家が主食のモチ米を自給生産してい
る。調査期間中，すべての農家は自給生産したコメを利用していた。農家 C
を除くすべての農家において，コメの 1 人 1 日当たりの消費量が，ラオスの

表補－ １　農家の概要

属性 農家 A 農家 B 農家 C 農家 D 農家 E 農家 F 農家 G 農家 H

民族 カム ラオ ラオ ラオ カム カム カム カム

世帯人数（人） 5 4 5 6 6 4 4 3

年間収入（2014 年）
（千 KIP）

13,000 6,448 14,285 31,720 24,125 5,450 2,398 10,910

年間収入（2015 年）
（千 KIP）

16,968 6,820 7,300 46,008 31,800 6,452 8,763 13,029

主要栽培作物
水稲, 陸
稲, ハト
ムギ

水稲, 陸
稲, ハト
ムギ

水稲, 陸
稲

水稲, ハ
トムギ

陸稲, ハ
トムギ

陸稲, ハ
トムギ

陸稲 陸稲, ハ
トムギ

水稲作付面積（ha） 0.64 0.64 0.80 1.20 - - - -

水稲収穫量（kg） 3,320 850 3,780 5,364 - - - -

陸稲作付面積（ha） 2.80 0.96 0.48 - 2.00 3.50 3.00 4.44

陸稲収穫量（kg） 6,300 2,160 1,080 - 4,660 8,155 6,990 10,345

家畜数（牛 ･ 水牛/
豚/家禽）

0/0/41 0/0/25 0/2/15 0/0/30 2/6/5 0/1/0 0/0/4 0/0/15

農作物販売以外の
収入

木の伐採,
農業賃労
働

農業賃労
働, 大工,
機織り

農業賃労
働, 薬木
販売

木の伐採,
作物運搬

木の伐採,
作物運搬

農業賃労
働

農業賃労
働

農業賃労
働

出所：現地調査（2014 年，2015 年）により著者作成。
　注：１）�収入は，農業収入と農外収入の合計。2014 年時点の為替レートは １US$=8,049KIP。ラオスの １ 人当たり GDP

は 1,725US$ （2014 年）。
　　　２）特に断りのない限り，データは 2014 年の数値。
　　　３）年間収入（2015 年）は ３ 月上旬までの収入を表す。
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平均消費量である 470g/人/日（MAF 2013）を上回っていた（表補－ 2）。農家
C は親族宅での共食が多かったため（9 月：26 回，2～3 月：33 回），その点を考
慮すれば，概ね平均消費量に達していたと考えられる。また，雨季と乾季の
月消費量の平均値に 12 か月を乗じて算出した年間推定消費量は，最も世帯
人数が多く消費量も多い農家 D で約 2,000kg（籾ベースで約 3,000kg）であり，
すべての農家のコメ生産量はこの値を上回っていた（表補－ 1）。従って，す
べての農家においてコメが不足することなく十分消費できていたと考えられ
る。水田を所有していても面積が狭隘な農家 A，B，C は，丘陵地や森林で

表補－ ２　コメの利用頻度と消費量

世帯 時期
利用
頻度

月消費量
（kg）

１ 人 １ 日当たりの
消費量（g）

年間推定消費量
（kg）

農家 A
雨季 64 126.5 843.3

1,403
乾季 93 107.4 716.0

農家 B
雨季 65 75.2 626.7

1,003
乾季 81 92.0 766.7

農家 C
雨季 60 48.3 322.0

551
乾季 48 43.5 290.0

農家 D
雨季 59 133.0 738.9

1,977
乾季 86 196.5 1,091.7

農家 E
雨季 74 133.2 740.0

1,522
乾季 70 120.5 669.4

農家 F
雨季 67 61.5 512.5

729
乾季 52 60.0 500.0

農家 G
雨季 62 61.0 508.3

750
乾季 67 64.0 533.3

農家 H
雨季 47 73.0 811.1

978
乾季 63 90.0 1,000.0

出所：現地調査（2014 年，2015 年）により著者作成。
　注：１）コメの消費量は精米ベースの数量。
　　　２）年間推定消費量は，雨季と乾季の月消費量から平均値を求め，その値に 12 か月を乗じて算出した。
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陸稲を生産することで，自給米を確保していた。また，水田を所有しない農
家 E，F，G，H は，丘陵地や森林において比較的大きな面積で陸稲を生産す
ることで，自給米を確保していた。

2．調査農家の副食食材の入手

（1）　植物性食材の入手
　雨季と乾季における植物性食材の入手方法別の利用頻度とその割合は，表
補－ 3 のとおりであった。
　雨季における植物性食材の入手では，農家 8 世帯中 6 世帯（農家 A，B，C，E，

F，G）で生産による入手の割合が最も高く，全世帯で 45.4％を占めた。す
べての農家が菜園で野菜を栽培し，収穫物を利用していた。生産により入手
された植物性食材の約 9 割が，ナスやカボチャなどの果菜とそれらの葉菜で
占められていた。雨季は灌漑が不要なため，どの世帯でも容易に野菜を栽培
できると考えられる。2 番目に割合が高かったのが採集による入手で，全世
帯で 39.3％を占め, 特に，農家 D と農家 H の 2 世帯でその割合が最も高かっ
た。また，生産による入手割合が最も高かったすべての世帯で，採集による
入手割合が 2 番目に高かった。採集物の 9 割は，タケノコやラタンなどの芽
や，クワレシダやナンゴクデンジソウといった野草であった。植物性食材の
中でも栽培に適さない芽や野草は，村近隣の水源林や水田で容易に採集でき
ることから，農家はこれらを積極的に利用していたと考えられる。
　雨季には，すべての農家が生産と採集で 75％以上の植物性食材を入手し
ていた。生産から入手できる植物性食材と採集から入手できる植物性食材を
うまく組み合わせて，食材を入手していた。また，これらの組み合わせによ
り，食材の多様性も確保していると考えられる。
　一方，乾季における植物性食材の入手では，採集の割合が最も高く，続い
て購入の割合が高かった。乾季は雨季に比べ野生植物の生育量は少ないが，
乾季でも川や池などの水辺で生育する植物や通年採集できる植物もあること
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から，全世帯で 33.4％と入手の割合が高かった。採集物の多くはヨウサイ
やクワレシダなどの葉菜で，全体の約 4 割を占めていた。農家 B，D，E は，
5～6 月に採集したタケノコを袋詰めにしたものや発酵させたものを，保存
食として利用していた。購入については，農家 8 世帯中 4 世帯（農家 C，E，F，

H）で割合が高かった。購入物は，レタス，キャベツ，カラシナなどの葉菜
が多く，全体の約 5 割を占めていた。農家 A は居住地周辺を流れる川の河
岸に，農家 D は井戸のある家の敷地内に菜園を持っており，乾季でも灌漑

表補－ ３　植物性食材の入手方法別の利用頻度とその割合

時期 世帯 採集 購入 交換 贈与 生産

雨季 農家 A 16 （30.8） 2 （3.8） 0 （0.0） 10 （19.2） 24 （46.2）

（9 月） 農家 B 37 （35.9） 0 （0.0） 0 （0.0） 16 （15.5） 50 （48.5）

農家 C 25 （35.2） 4 （5.6） 0 （0.0） 13 （18.3） 29 （40.8）

農家 D 41 （53.2） 1 （1.3） 0 （0.0） 8 （10.4） 27 （35.1）

農家 E 13 （33.3） 4 （10.3） 0 （0.0） 5 （12.8） 17 （43.6）

農家 F 32 （43.2） 1 （1.4） 0 （0.0） 0 （0.0） 41 （55.4）

農家 G 19 （26.8） 2 （2.8） 0 （0.0） 5 （7.0） 45 （63.4）

農家 H 33 （53.2） 4 （6.5） 0 （0.0） 9 （14.5） 16 （25.8）

計 216 （39.3） 18 （3.3） 0 （0.0） 66 （12.0） 249 （45.4）

乾季 農家 A 14 （21.5） 12 （18.5） 0 （0.0） 2 （3.1） 37 （56.9）

（2－3月） 農家 B 57 （61.3） 5 （5.4） 0 （0.0） 19 （20.4） 12 （12.9）

農家 C 20 （27.8） 37 （51.4） 0 （0.0） 10 （13.9） 5 （6.9）

農家 D 21 （28.4） 9 （12.2） 0 （0.0） 14 （18.9） 30 （40.5）

農家 E 3 （8.8） 18 （52.9） 0 （0.0） 9 （26.5） 4 （11.8）

農家 F 21 （36.2） 22 （37.9） 0 （0.0） 4 （6.9） 11 （19.0）

農家 G 15 （37.5） 8 （20.0） 5 （12.5） 5 （12.5） 7 （17.5）

農家 H 16 （25.0） 37 （57.8） 0 （0.0） 5 （7.8） 6 （9.4）

計 167 （33.4） 148 （29.6） 5 （1.0） 68 （13.6） 112 （22.4）

出所：現地調査（2014 年，2015 年）により著者作成。
　注：１）数字は食材の利用頻度を，括弧内の数字は入手方法全体に占める割合（％）を表す。
　　　２）濃い灰色は最も割合の高い入手方法を，薄い灰色は ２ 番目に割合の高い入手方法を表す。
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が容易なため生産物の入手割合が高かった。
　農家 B，C，E，F，G，H は，採集と購入で約 60％以上の食材を入手して
いた。購入による入手は価格変動の影響を受けやすいが，村で購入できる野
菜の価格が安いことや 2 月は収穫後で家計に余裕があることを考慮すれば，
大きな影響はなかったと考えられる。これらの農家は，購入と採集で食材の
入手を相互に補完していた。一方，農家 A および農家 D は採集と生産で約
70％以上の食材を入手しており，雨季と同様に，採集と生産は相互補完の関
係にあった。

（2）　動物性食材の入手
　次に，雨季と乾季における動物性食材の入手方法別の利用頻度とその割合
を表補－ 4 に示す。
　雨季における動物性食材の入手では，採集と購入の割合が高く，それぞれ
全世帯で 53.7％と 28.9％であった。農家 8 世帯中 5 世帯（農家 B，C，D，F，G）

で採集による入手の割合が高く，3 世帯（農家 A，E，H）で購入による入手の
割合が高かった。採集による入手は魚類の割合が高く，全体の約 60％を占
めていた。しかし，民族による差異が見られ，低地民族であるラオ族の農家
B，C，D は水辺での採集活動が活発で，採集物に占める魚類の割合が高かっ
た。一方，カム族の農家のうち農家 F，G，H は，丘陵地や森林での採集活
動が活発で，ネズミやイタチなどの小型哺乳類の割合が高かった。購入によ
り入手される食材は豚肉，牛肉，イノシシの肉が全体の約 60％を占め，家
禽の肉，卵などと養殖魚のナマズやティラピアが，それぞれ全体の 2 割程度
であった。調査を実施した 9 月は，コメの収穫前で家計が逼迫する時期であ
るが，収穫前の比較的時間に余裕のある時期でもあるため，大工，木の伐採，
非木材林産物の採集，機織りなどによって得た収入で食材を購入したと考え
られる。一方，すべての農家において，畜産（生産）による食材の入手割合
は低かった。家畜は，結婚式，家屋新築祝い，子の誕生祝いなどの儀式や宗
教行事の際に利用されることが多く，日常の食生活で利用されることは少な
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いためと考えられる。
　一方，乾季における動物性食材の入手でも，採集と購入による入手の割合
が高かった。農家 8 世帯中 6 世帯（農家 A，B，C，E，F，G）で採集による入
手の割合が，2 世帯（農家 D，H）で購入による入手の割合が高かった。採集
物はネズミ，イタチ，リスなど小型哺乳類が多く，全体の約 55％を占めて
いた。2 月はコメの収穫後の落ち穂を求めて小型哺乳類が出現し捕獲が容易
であることから，入手割合が高かったと考えられる。農家 A，C，D，E，F，

表補－ ４　動物性食材の入手方法別の利用頻度とその割合

時期 世帯 採集 購入 交換 贈与 生産

雨季 農家 A 1 （3.0） 21 （63.6） 0 （0.0） 7 （21.2） 4 （12.1）

（9 月） 農家 B 75 （83.3） 8 （8.9） 0 （0.0） 3 （3.3） 4 （4.4）

農家 C 45 （70.3） 12 （18.8） 0 （0.0） 3 （4.7） 4 （6.3）

農家 D 26 （48.1） 16 （29.6） 0 （0.0） 10 （18.5） 2 （3.7）

農家 E 2 （4.7） 25 （58.1） 0 （0.0） 11 （25.6） 5 （11.6）

農家 F 22 （62.9） 11 （31.4） 0 （0.0） 2 （5.7） 0 （0.0）

農家 G 15 （71.4） 4 （19.0） 0 （0.0） 2 （9.5） 0 （0.0）

農家 H 5 （31.3） 6 （37.5） 0 （0.0） 3 （18.8） 2 （12.5）

計 191 （53.7） 103 （28.9） 0 （0.0） 41 （11.5） 21 （5.9）

乾季 農家 A 49 （69.0） 6 （8.5） 0 （0.0） 15 （21.1） 1 （1.4）

（2－3月） 農家 B 41 （60.3） 2 （2.9） 0 （0.0） 14 （20.6） 11 （16.2）

農家 C 39 （73.6） 11 （20.8） 0 （0.0） 1 （1.9） 2 （3.8）

農家 D 28 （42.4） 31 （47.0） 0 （0.0） 3 （4.5） 4 （6.1）

農家 E 16 （34.8） 13 （28.3） 0 （0.0） 7 （15.2） 10 （21.7）

農家 F 15 （53.6） 11 （39.3） 0 （0.0） 2 （7.1） 0 （0.0）

農家 G 15 （44.1） 5 （14.7） 0 （0.0） 14 （41.2） 0 （0.0）

農家 H 15 （36.6） 19 （46.3） 0 （0.0） 5 （12.2） 2 （4.9）

計 218 （53.6） 98 （24.1） 0 （0.0） 61 （15.0） 30 （7.4）

出所：現地調査（2014 年，2015 年）により著者作成。
　注：１）数字は食材の利用頻度を，括弧内の数字は入手方法全体に占める割合（％）を表す。
　　　２）濃い灰色は最も割合の高い入手方法を，薄い灰色は ２ 番目に割合の高い入手方法を表す。
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G は，大量に採集した小型哺乳類を乾燥させ，保存食としても利用していた。
また，乾季は池や水路の水位が低くなり，採集が容易になるため，魚類と貝
類の採集物も全体の 35％と高かった。
　雨季と乾季のいずれにおいても，すべての農家が採集と購入で約 60％以
上の動物性食材を入手していた。動物性食材の採集と購入による入手は，植
物性食材と同様に外部要因の影響を受けやすい。採集については，不安定な
気候による降雨の減少や森林から農地への土地利用の変更が，魚類や哺乳類
の入手に影響すると考えられる。また，購入に関して，牛肉，豚肉や養殖魚
は近隣の村までバイクで購入しにいく必要があるため，家畜肉や養殖魚の入
手は食材価格だけでなく燃料費にも左右される。従って，採集のみ，あるい
は，購入のみによる食材入手のリスクを回避するため，多くの農家は採集と
購入を組み合わせて食材を入手すると考えられる。
　本節では，植物性食材と動物性食材の入手について検討した。調査地では
季節や経済状況に応じて，食材の入手方法を組み合わせることで，食料アク
セス上のリスクを回避していたことが明らかになった。雨季の植物性食材を
除く副食食材は季節を問わず採集による入手割合が相対的に高いことから，
採集は食料アクセスにおいて重要な食材入手方法であることがわかった。こ
の傾向は，調査地が低地，丘陵地，山地から構成され，多種多様な採集食材
を供給する農山村であるという特性を有することが一因であると考えられ
る。

第 3節　採集の理由・問題と食料アクセスの課題

　前節では，副食食材の入手方法を見てきたが，採集の割合は季節を問わず
相対的に高く，食料アクセスにおいて重要な食材入手手段であることが明ら
かになった。そこで，採集する理由と採集における問題を農家への聞き取り
により明らかにし（表補－ 5），食料アクセスの課題を検討した。
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　農家が採集する理由は，まず第 1 に食事にかかるコストを削減するためで
ある。「収入が少ないため購入できない」，「お金がなくなれば採集する」，「子
供の学費のために食費を節約したい」といった経済的な理由をあげた農家は，
8 世帯中 7 世帯（農家 B，C，D，E，F，G，H）あった。農家 B を除くすべての
農家が，バイクや耕耘機のローンの返済，テレビ，冷蔵庫といった耐久消費

表補－ ５　採集する理由と採集における問題

世帯 採集する理由 採集における問題

農家 A
・�食事の献立を変えたいとき採集する。 ・�農作業で疲労し，採集する余力がない。

・�遠くまで採りに行く必要がある。
・�一度にたくさん獲れない。

農家 B
・�収入が少ないので採集する。
・�農繁期は水田の近くでよく採れる。

農家 C
・�収入が少ないので採集する。
・�採集の経験が豊富であり，知識もある。採集で

きる場所もよく知っている。

・�水田では除草剤が使われているので，水田野草
は食べない。

農家 D

・�食べたいものがあるとき採集する。
・�学費支出のために食費を節約したいので採集す

る。
・�食事の献立を変えたいとき採集する。
・�市場の野菜は農薬が使われているので，できる

だけ自然の野草を採る。

・�遠くまで採りに行く必要がある。
・�野生植物は季節性があるのでいつも採れるわけ

ではない。

農家 E
・�食事の献立を変えたいとき採集する。
・�お金がなくなれば自然から採集する。

・�妻は子供の世話で忙しいため，採集に行く時間
が少ない。

農家 F

・�お金がなくなれば自然から採集する。
・�食事の献立を変えたいとき採集する。

・�住み込みで焼畑地に滞在するときは多忙なため，
採集の時間がない。

・�焼畑地での仕事で疲労するため，村にいるとき
は休養したい。

農家 G

・�お金があるときは購入する。お金がなくなれば
自然から採集する。

・�焼畑地での農作業で疲労のため，村にいるとき
は休養したい。

・�子供の世話で妻は忙しく，毎日採集する時間が
ない。

・�冷蔵庫を持っていないので，たくさん採っても
保存できない。

農家 H
・�食事の献立を変えたいとき採集する。
・�お金がないときに自然から採集する。

・�野草は日持ちしない。
・�遠くまで採りに行く必要がある。
・�水田地域はよく知らないので採集に行かない。

出所：現地調査（2015 年）により著者作成。
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財や家屋新築用の土地や建材の購入，さらに，子供の学費，家族の医療費，
親族への資金援助などに，収入の 40％以上を支出していた。一方，9 月の支
出全体に占める食費の割合は，最も割合の高い農家 H で 37％，それ以外の
農家では，10～26％程度であった。農山村とはいえ貨幣経済が浸透してきて
いる NM 村において，食費以外の支出が大きいため，食材入手を採集に依
存する傾向にあると考えられる。
　第 2 に食の多様性を確保するためである。8 世帯中 5 世帯（農家 A，D，E，F，

H）がこの理由を挙げた。食材の種類は入手方法によって，ほぼ限定されて
いる。例えば，採集物であれば，植物性食材のクワレシダやナンゴクデンジ
ソウなどの野草，動物性食材のネズミやリスといった小型哺乳類である。こ
れらの食材は購入や生産では入手しにくい。つまり，採集物が利用される料
理は購入物が利用される料理と異なるため，採集物も利用することで，食の
多様性を実現している。
　次に採集における問題を見てみる。表補－ 5 の結果から，採集に関し距離
的な制約と時間的な制約が問題であることがわかる。農家 A，D，H が前者
の問題を，農家 E，F，G が後者の問題を挙げた。距離的な制約については，
採集される動物性食材の種類によっては，村の居住地や焼畑地の出作り集落
の小屋から罠を仕掛ける場所まで 1～2 時間かけて移動する必要がある。ま
た，森林における焼畑地の拡大に伴い，特に中・大型の動物を捕獲するには
遠方の森林まで行く必要がある。時間的な制約については，農家 E と農家
G では配偶者が幼児の世話を担っているため，野草を採集する時間が限られ
る。
　採集する理由と採集における問題から考察される食料アクセスの課題は，
次のように整理される。食材入手にかかるコストを抑えるだけでなく，食材
の多様性を確保する手段としても，農家にとって採集は重要な食材入手手段
である。今後も採集に依存した食材の入手を継続するのであれば，現在の生
態系を持続的に利用する必要があるだろう。現在，調査村の主な収入源は余
剰のコメと換金作物のハトムギであり（表補－ 6），これらの作物生産は主に
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丘陵地や森林において焼畑地を拡大することで実現されている。今後，耐久
消費財の購入，子供の学費，家族の医療費などの支出が増え，農家が収入の
向上を求めて森林における農地の拡大や焼畑の休閑期間の短縮をさらに進め
た場合，水辺や森林へのアクセスが制限され，採集機会の減少が懸念される。
また，土地利用の変化により，現在享受できている野草や動物を採集できな
くなる可能性も高まり，たとえ採集できたとしてもこれまで以上に距離的 ･
時間的な制約を受けると推察される。
　購入による食材入手は，市場価格の変動だけでなく，市場へのアクセスに
伴う距離的・時間的制約にも影響される。従って，まずは生産により食材を
確保することが，農地の拡大に伴い生じる採集活動の制約を補う上で，有効
な手段と考えられる。例えば，植物性食材であれば，数か月で収穫可能なレ
タスやカラシナといった葉菜の庭先栽培が考えられる。動物性食材であれば，
ライフサイクルの短い豚や山羊といった中型家畜の飼育や，水田を利用した
養魚などが考えられる。また，一部の農家で実施されていたように，採集で
きる植物や動物が豊富な時期に，それらを乾燥させたり発酵させたりするこ
とで保存食を作ることも，食料アクセスの課題を解決する上で有効な手段と
なるであろう。

表補－ ６　コメとハトムギによる現金収入が収入全体に占める割合

農家 A 農家 B 農家 C 農家 D 農家 E 農家 F 農家 G 農家 H

2014 年 27.7% 49.6% 56.6% 0.4% 58.5% 82.6% 83.3% 99.5%

2015 年 98.5% 58.2% 93.2% 100.0% 99.1% 97.6% 96.6% 99.5%

出所：現地調査（2014 年，2015 年）により著者作成。
　注：2014 年の農家 A は木の伐採，農家 D は木の伐採とコメの運搬による収入が多かったため，割合が低かった。
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第 4節　結論

　本補論では，ラオス中部農山村における農家の食料入手の現状と課題を明
らかにした。第 1 に，主食のコメは農地面積を拡大することで，自給生産に
より確保されていた。第 2 に，雨季の植物性食材は主に生産と採集により，
乾季は主に採集と購入により入手され，農家はそれぞれの季節に応じた入手
方法を組み合わせることで，食料を入手していた。第 3 に，動物性食材は，
雨季も乾季も主に採集と購入により入手されていた。副食食材については，
相対的に採集の割合が高かった。これは，調査地が低地，丘陵地，山地から
構成され，採集物を供給する多様な生態系を生み出す農山村であるという特
性を有することが一因であると考えられる。第 4 に，農家が採集する理由は，
経済的な要因のほか，食の多様性を確保するためであった。また，採集によ
る食材入手の問題は，距離的 ･ 時間的な制約を受けることであった。第 5 に，
採集による食料アクセスの課題は，採集を継続するのであれば現在の生態系
を持続的に利用する必要があるが，農地が拡大することで野草や動物を採集
できなくなる可能性があるということであった。
　食料アクセスの問題は，フードセキュリティの量の観点からのみでなく，
タンパク質や脂質などの栄養に関するフードセキュリティの質の観点からも
検討する必要がある。これについては，今後の課題としたい。
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付録　�回帰分析によるタンパク質摂取判別モデルの
検討－研究成果の活用に向けた分析試行－

　本研究では農家世帯間におけるタンパク質摂取量の不足・充足の差異に関
係する要因を検討することを目的として，t 検定を実施した。しかし，本手
法はあくまで関係要因を明らかにするものであり，各要因の検定結果のみか
ら農家世帯のタンパク質摂取量の不足・充足を判別することはできない。そ
こで，本付録ではタンパク質摂取量の不足・充足を判断できる簡易判別モデ
ルの構築を試みた。
　タンパク質摂取量の不足・充足に関係する複数の要因を同時に分析するに
は，ロジスティック回帰分析が有効である。そこで，第 4 章で検証した要因
を説明変数としてロジスティック回帰分析を試行し，簡易判別モデルとして
の利用可能性を検討する。また，タンパク質摂取量の不足・充足を判別する
という本付録の目的からは若干逸脱するが，今後の研究展開に向け，参考ま
でに 1 人当たりタンパク質摂取量を目的変数とした重回帰分析を実施し，そ
の結果を整理・考察する。

1．方法

　回帰分析を実施するにあたり，母集団に対し必要な標本数を考慮する必要
がある。母集団に対し標本数が十分であれば，回帰係数の有意性の検出力が
高まり，仮説検定の信頼性が担保される。信頼水準 95%（z=1.96），許容誤差
±5%（0.05），分散の最大値 p=0.5 の条件で，各村の必要標本数を算出すると，
PB 村は 67 世帯，NM 村と NX 村は 108 世帯の標本が必要となる。この基準
を満たしているのは NX 村のみである。また，回帰係数の推定を安定させる
ため，二項ロジスティック回帰分析や重回帰分析では，説明変数 1 つ当たり
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少なくとも 10 以上の標本が必要であることが報告されている（Peduzzi et al. 

1995）。また，目的変数が 1 である事象の数（イベント数）も 1 変数当たり 10
以上の標本を目安とすべきとの指摘もある（Peduzzi et al. 1996）。各村の標本
数はそれぞれ，PB 村が 33 標本，NM 村が 73 標本，NX 村が 109 標本であり，
変数が増えるとこれらの基準を満たさない可能性がある。また，PB 村では，
目的変数が 1（摂取量がタンパク質推奨量の 8 割の量を上回っている世帯）の標本が
存在しないため，二項ロジスティック回帰分析を適用することは統計的に適
切でない。これらのことから，村ごとに回帰モデルを構築し分析を行うこと
は適切ではない。そこで，二項ロジスティック回帰分析においては，PB 村
を除く 2 村の標本を用い，村ダミーを入れて解析することとした。重回帰分
析においては，3 村すべての標本を用い，村ダミーを入れて解析することと
した。また，各回帰モデルの考察にあたって，村ダミーを含まない回帰分析
も行い，村ダミーを含む回帰モデルの結果と比較し考察した。

2．回帰分析に用いる説明変数の選択

　目的変数に影響を与えるすべての要因を説明変数として入れることで理論
的な説明モデルの構築は可能となるが，多重共線性など解析上の問題が生じ
る可能性がある。一方，ステップワイズ法のような変数を増減することで目
的変数を最もよく説明する変数を選択する方法は，モデルがシンプルになる
反面，統計的有意性に基づいて変数が選択されるため，仮説検証には適さな
い。そこで，本付録では，第 4 章で用いた採集，購入，家畜利用および世帯
属性に関係する要因のうち，既往研究でもよく使われ，目的変数と相関が高
いと考えられる要因を説明変数として選択した。具体的には，採集について
は 1 人当たり稲作面積（水田面積＋陸稲面積），購入については 1 人当たり総支
出額（滞在日数調整済み AEU 換算），家畜利用については 1 人当たり総家畜飼養
頭羽数（TLU 換算），世帯属性については世帯構成員数（滞在日数調整済み AEU

換算）と世帯主および配偶者（妻）の修学年数とし，これらに二項ロジスティッ
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ク回帰分析では NM 村のダミー変数を，重回帰分析では PB 村と NM 村の
ダミー変数を加えた。村ダミーについては，いずれの回帰分析においても，
NX 村を基準カテゴリーとし，他の変数の影響を統計的に統制した上で，
NM 村あるいは PB 村と NM 村の違いがもたらす影響を推定した。また，解
析にあたり，総支出額が目的変数と必ずしも線形的な関係であるとは限らな
いため，総支出額二乗項を説明変数に加えた。総支出額については多重共線
性を緩和するため，数値の対数を取り中心化した。加えて，世帯の教育水準
を代表する指標として，世帯主と配偶者の修学年数のうち高い方を変数とし
て用いた。目的変数について，二項ロジスティック分析では，各農家世帯に
おけるタンパク質摂取量の不足あるいは充足とし，摂取量がタンパク質推奨
量の 80％未満の場合を 0，80％以上の場合を 1 とした。重回帰分析では，1
人当たりタンパク質摂取量（log）（滞在日数調整済み AEU 換算）とした。

3．簡易判別モデルの構築（ロジスティック回帰分析の試行）

　解析の結果（表付－ 1），村ダミーを含む回帰モデルでは 1 人当たり総支出
額の係数（以下，「係数」という。）は有意でなかったが，その二乗項の係数が
負で有意（p<0.10）であった。これは，1 人当たり総支出額（一次項）の係数
も有意となる場合，二乗項の負の係数は支出水準が高くなるとタンパク質摂
取量が充足する確率がやや低下する非線形の傾向を示すことを意味する。ま
た，世帯構成員数と NM 村ダミーの係数が負で有意となった（p<0.01）。世
帯構成員数の限界効果は -0.215 であり，これは世帯構成員数が 1 人増加す
るとタンパク質摂取量が充足する確率が 21.5％低下することを意味する。
また，NM 村ダミーの限界効果は -0.366 であり，これは NM 村に居住する
世帯は，NX 村よりタンパク質摂取量が充足する確率が 36.6％低下すること
を意味する。一方，1 人当たり総家畜飼養頭羽数の係数は正で有意となった

（p<0.10）。その限界効果は 0.045 であり，これは 1 人当たり総家畜飼養頭羽
数が 1TLU 増加するとタンパク質摂取量が充足する確率が 4.5％増加するこ
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とを意味する。これらのことから，農家世帯のタンパク質摂取量の充足には，
1 人当たり総支出額二乗項，1 人当たり総家畜飼養頭羽数，世帯構成員数お
よび村レベルの要因が影響していると考えられた。一方，1 人当たり稲作面
積や世帯主あるいは配偶者修学年数とは統計的に有意な相関は見られなかっ
た。
　村ダミーを含まない回帰モデルでは，村ダミーを含む回帰モデルで有意に
なった変数に加え，1 人当たり総支出額の係数も正で有意であった（p<0.10）。
1 人当たり総支出額二条項の係数は負で有意（p<0.05）であることから，支
出水準とタンパク質摂取量の不足・充足は逆 U 字の関係にあることが明ら
かになった。これは，平均的な支出水準までの世帯は支出水準が高くなるに
つれてタンパク質摂取量が充足する確率が上がるが，平均的な支出水準を超
える世帯では，支出水準が高くなるにつれてタンパク質摂取量が充足する確
率が下がる傾向を示している。平均支出水準を超える世帯でタンパク質摂取
量が充足する確率が下がる要因として，第 4 章の表 4 － 6 の支出構造から，
NM 村と NX 村の不足世帯において借金返済費の割合が大きいことが一因で
あると考えられる。
　村の違いを考慮しても係数の符号は同じであるため，2 つのモデルは一貫
している。2 つのモデルの違いは，村を考慮しなければ支出水準とタンパク
質摂取量の充足の間に有意な相関関係は見られる一方で，各村内の比較にお
いては，両者の間に統計的に有意な相関関係は見られないことを示している。
両村で支出水準の差によってタンパク質摂取量の充足を説明できないこと
は，表 4 － 5 の結果と一致する。NM 村と NX 村では動物性タンパク質にア
クセスできる環境が異なる。NM村には肉や魚を購入できる雑貨店はあるが，
入荷は不定期である。また，村内に常設市場はなく，肉や魚を購入するには
近隣村の常設市場まで行く必要がある。一方，NX 村には肉や魚を冷凍し常
に在庫を備えている雑貨店があり，また近隣に常設市場がある。市場への距
離や販売される肉や魚の入手のしやすさが，両村における支出水準とタンパ
ク質摂取量の充足の両方に影響していると考えられる。
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　村ダミーを含む回帰モデルの判別的中率は 69.8％であった。また，
Hosmer-Lemeshow 検定の p 値は 0.400 で有意水準を上回っており，疑似
R2 値も 0.33 であることから, 回帰モデルは目的変数の変動をよく説明して
いると考えられる。しかし，回帰モデルに含まれる変数が限られていること
から，判別モデルとして利用するのは参考程度に留めておいた方がよいであ
ろう。特に，5 歳未満児を持つ世帯のタンパク質摂取量の不足・充足の判断
に用いる場合は，他の診断手法や指標（5 歳未満児の発育阻害，消耗症，低体重）

と併用することが望ましい。

4．重回帰分析の試行

　解析の結果（表付－ 2），村ダミーを含む回帰モデルでは，世帯構成員数の
係数は -0.116 であり，有意であった（p<0.01）。これは，構成員が 1 人（AEU

換算）多いと 1 人当たりタンパク質摂取量が 10.9％（e-0.116-1=-0.109）低いこ
とを意味する。一方，1 人当たり稲作面積，1 人当たり総支出額とその二乗項，
1 人当たり総家畜飼養頭羽数，世帯主あるいは配偶者修学年数の係数につい
ては，統計的に有意な相関は見られなかった。村ダミーについて，PB村ダミー
および NM 村ダミーの係数はそれぞれ -1.174 と -0.366 であり，有意であっ
た（p<0.01）。これはそれぞれの村に居住する世帯は，NX 村を基準とした場合，
1 人当たりタンパク質摂取量が PB 村で約 69％（e-1.174-1=-0.691），NM 村で約
31％（e-0.366-1=-0.307）低いことを意味する。このことは，1 人 1 日当たりの
タンパク質摂取量の比較において，NX 村との間に有意な差があり，NX 村

（49.1g/人/日），NM 村（33.4g/人/日），PB 村（14.8g/人/日）の順で 1 人 1 日当
たりのタンパク質摂取量が少ないことと整合性がある（図 3 － 1）。これは，
各村の市場環境や野生動物へのアクセス，食文化など，村特有の要因に影響
を受けていることを示唆している。
　村ダミーを含まない回帰モデルでは，世帯構成員数に加え，1 人当たり総
支出額の係数が正，その二乗項の係数が負で有意であった（p<0.01）。これは，
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二項ロジスティック回帰分析の結果と同様に，支出水準とタンパク質摂取量
は逆 U 字の関係にあるということである。
　村の違いを考慮しても 2 つのモデルの係数の符号は同じである。二項ロジ
スティック分析と同様に，村を考慮しなければ支出水準とタンパク質摂取量
の間に相関関係は見られるが，各村内ではこれらの間に統計的に有意な相関
関係は見られない。PB 村ダミーの係数の絶対値が NM 村より大きいのは，
PB 村には肉や魚を販売する雑貨店がなく，近隣村に市場もないことに加え，
道路状況が悪いため，動物食材の購入を乾季の限られた時期に週 1 回程度巡
回に来る行商に依存していることが要因であると考えられる。
　多重共線性については，村ダミーを含む回帰モデルにおいて最も大きい
VIF でも PB 村ダミーの 2.40 であり，許容範囲内であると考えられる。また，
調整済み R2 値は 0.662 であることから，回帰式は目的変数の変動をよく説
明していると考えられる。
　この回帰モデルの結果から，対象村の 1 人当たりタンパク質摂取量を増や
すための政策として，構成員数が多い世帯への重点的な政策支援や PB 村や
NM 村における市場アクセスの改善（例えば，村内に常時肉や魚を購入できる市場

の開設や近隣市場への道路改修など）が考えられる。さらに，支出水準とタンパ
ク質摂取量が逆 U 字の関係を示したことから，貧しい世帯だけでなく，比
較的裕福な世帯に対しても栄養改善に関する情報提供や啓発活動が重要であ
ることが示唆された。

5．まとめ

　本付録では，タンパク質摂取量の不足・充足を判断できるモデルを検討す
ることを目的として，二項ロジスティック回帰分析を試行した。また，今後
の研究展開に向け，重回帰分析を試行した。簡易判別モデル（二項ロジスティッ

ク回帰モデル）は第 4 章で実施した t 検定の結果をある程度反映しており，モ
デルとしても適度な説明力を持っていると示唆された。重回帰モデルは，共
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線性が許容範囲内で，調整済み R2 値も村ダミーを含まないモデルで 0.458，
村ダミーを含むモデルで 0.662 と高いことから，回帰式は目的変数の変動を
よく説明していると考えられる。しかしながら，いずれのモデルも，利用で
きる変数に制限があるため，タンパク質摂取量への影響の大きさを評価する
にはより精緻なモデルの構築が必要である。
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付属資料

調査村で利用される動物性食材目録

No. 動物種類 和名 ラオス名 学名
調査期間中の利用の有無
PB 村 NM 村 NX 村

　 採集動物 　 　 　 　 　 　
1 哺乳類 ハツカネズミ Nou daeng Mus musculus ● ● ●
2 哺乳類 オニネズミ Nou phouk Bandicota indica ● ● ●
3 哺乳類 クマネズミ Nou hai Rattus rattus ● ● ●
4 哺乳類 ナンヨウネズミ Nou chid Rattus exulans ● ● 　
5 哺乳類 クックハツカネズミ Nou way Mus cookii ● ● ●
6 哺乳類 コメクマネズミ Nou naa Rattus argentiventer ● ● ●
7 哺乳類 クチバハツカネズミ Nou chia Mus cervicolor ● ● 　
8 哺乳類 ブチリンサン Ngen meo Prionodon pardicolor ● ● ●
9 哺乳類 マレーヤマアラシ To men Hystrix brachyura ● 　 ●
10 哺乳類 オーストラリアオオコウモリ Chia Pteropus scapulatus ● ● ●
11 哺乳類 コタケネズミ Toon Cannomys badius ● ● ●
12 哺乳類 バナナリス Hok mong Callosciurus notatus ● ● ●
13 哺乳類 クリハラリス Hok daeng Callosciurus erythraeus ● ● ●
14 哺乳類 フィンレイソンリス Ka nai Callosciurus finlaysonii ● ● ●
15 哺乳類 ヒマラヤホオジロシマリス Ka len Tamiops mcclellandii ● ● 　
16 哺乳類 ホオアカムササビ Bang hok Petaurista petaurista ● ● ●
17 哺乳類 インドシナシマリス Chon Menetes berdmorei ● ● ●
18 哺乳類 コタケネズミ属 To aoon Cannomys spp. ● ● ●
19 哺乳類 ホエジカ属 Fan gai Muntiacus spp. ● ● ●
20 哺乳類 イノシシ Mou pa Sus scrofa ● ● ●
21 魚類 タイワンドジョウ属 Pa khor Channa striata ● ● ●
22 魚類 コイ科 Pa chad Hypsibarbus wetmorei ● ● ●
23 魚類 ナギナタナマズ Pa tong Notopterus notopterus ● ● ●
24 魚類 コイ科 Pa khao Puntinus spp. ● ● ●
25 魚類 ナマズ Pa douk Clarias macrocephalus ● ● ●
26 魚類 タイワンドジョウ属 Pa khang Channa gachua ● ● ●
27 魚類 コイ科 Pa hang daeng Barbonymus altus ● ● ●
28 魚類 キノボリウオ Pa kheng Anabas testudineus ● ● ●
29 魚類 コイ科 Pa soud Hampala dispar ● ● ●
30 魚類 コイ科 Pa pok Puntius orphoides ● ● ●
31 魚類 スリースポット・グーラミー Pa ka deud Trichopodus trichopterus ● ● ●
32 魚類 ギギ科 Pa kod Hemibagrus spp. ● ● ●
33 魚類 ナマズ科 Pa xeuam Ompok bimaculatus 　 ● ●
34 魚類 コイ科 Pa kin yha Cirrhinus spp. ● ● ●
35 魚類 ナマズ科 Pa kha yeng Bagarius spp. ● ● ●
36 魚類 トゲウナギ Pa lod Macrognathus siamensis ● ● ●
37 魚類 コイ科 Pa pak Barbonymus gonionotus ● ● ●
38 魚類 コイ科 Pa siew Esmous metallicus ● ● ●
39 魚類 タウナギ Eian Monopterus albus ● ● ●
40 両生類 ヒキガエル Khan khak Duttaphrynus melanostictus ● ● 　
41 両生類 アジアジムグリガエル Eung Kaloula pulchra ● ● ●
42 両生類 ヌマガエル Khiat Fejervarya limnocharis ● ● ●
43 両生類 アカガエル科 Kob Glandirana susurra ● ● ●
44 両生類 アオガエル科 Khiat ka pad Polypedates megacephalus ● ● ●
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45 両生類 アカガエル科 To nget/Sa long Hylarana glandulosa ● ● ●
46 両生類 アカガエル科 Sa long kiew Odorrana aureola ● ● ●
47 両生類 ジムグリガエル科 Eung an Kaloula rigida 　 ● ●
48 両生類 オタマジャクシ Houak e loom Ranidae ● ● ●
49 貝類・甲殻類 タニシ科 Hoy phan/Hoy choub Viviparus cebuensis ● ● ●
50 貝類・甲殻類 スクミリンゴガイ Hoy pak kouang Pomacea canaliculata ● ● ●
51 貝類・甲殻類 トウガタカワニナ科 Hoy chan Thiaridae spp. ● ● ●
52 貝類・甲殻類 リンゴガイ科 Hoy pang Pila scutata ● ● ●
53 貝類・甲殻類 カニ Ka puo Sayamia spp. ● ● ●
54 貝類・甲殻類 イシガイ科 Kip kii Unionidae spp. ● ● ●
55 貝類・甲殻類 カニ Pou hin Sayamia germaini ● ● ●
56 貝類・甲殻類 テナガエビ Koung Palaemonidae spp. ● ● ●
57 鳥類 キバネヒヨドリ  Nok khouak Hypsipetes flavala ● ● ●
58 鳥類 チャムネムジチメドリ Nok chii ched Trichastoma tickelli ● ● ●
59 鳥類 チメドリ科 Nok jip Strachyris spp. ● ● ●
60 鳥類 ヒヨドリ科 Nok tin thoun Pycnonotus blanfordi ● 　 　
61 鳥類 サギ科 Nok yang Ardeola spp. ● ● ●
62 鳥類 コサメビタキ Nok seua Muscicapa dauurica ● ● ●
63 鳥類 ササゴイ Nok kai na Butorides striatus ● ● ●
64 鳥類 タカ科 Leo Accipiter spp. ● ● ●
65 鳥類 サンショウクイ科 Nok aok daeng Pericrocotus spp. ● ● ●
66 鳥類 ヒタキ科 Nok dam kao Muscicapa spp. ● ● ●
67 鳥類 オオスヅメフクロウ Nok khao Glaucidium cuculoides ● ● ●
68 鳥類 セキショクヤケイ Kai pa Gallus gallus ● ● ●
69 鳥類 バンケン Nok god Centropus bengalensis ● ● ●
70 鳥類 カノコバト Nok khao Streptopelia chinensis ● ● ●
71 鳥類 ヒヨドリ科 Nok kouak leuang Hypsipetes spp. ● ● ●
72 鳥類 ヒヨドリ科 Nok leuang Hypsipetes spp. ● ● ●
73 鳥類 ノゴマ Nok kang daeng Luscinia calliope ● ● ●
74 鳥類 オウチュウ科 Nok louk seua Dicrurus hottentottus ● ● ●
75 鳥類 ヒメカザリオウチュウ Nok see sia Dicrurus remifer ● ● ●
76 鳥類 ミフウズラ Nok koum Turnix suscitator ● ● ●
77 昆虫類 キョジンツユムシ Maeng khoth khiew Pseudophyllus titan 　 　 　
78 昆虫類 バッタ Tak ten meun Schistocerca nitens ● ● ●
79 昆虫類 キリギリス Maeng khoth Mecopoda spp. ● ● 　
80 昆虫類 コオロギ Chi nay Gryllidae spp. ● ● ●
81 昆虫類 コオロギ Chi lor ber Gryllidae spp. 　 ● ●
82 昆虫類 バッタ Tak ten Eyprepocnemis spp. ● ● ●
83 昆虫類 キリギリス Maeng man Conocephalus spp. ● ● ●
84 昆虫類 　 Jak jong Conocephalus spp. 　 ● 　
- 昆虫類 　 Jak janh Diceroprocta apache 　 ● 　
- 昆虫類 　 Phuoung Dieunomia spp. 　 ● 　
85 昆虫類 ヤシオオサゾウムシ幼虫 To douang Rhynchophorus ferrugineus ● ● ●
86 昆虫類 タケムシ Maeng mae Omphisa fuscidentalis ● ● 　
87 昆虫類 ミツバチ科 Maeng phou Apis spp. 　 ● 　
88 昆虫類 アリの卵 Khai mod daeng Camponotus castaneus ● ● ●
89 昆虫類 カミキリムシ Maeng nam fon Titanus giganteus 　 ● 　
90 昆虫類 フンコロガシ Chuchee Heliocopris bucephalus ● ● ●
91 昆虫類 ヤシオオサゾウムシ Maeng kouang Rhynchophorus ferrugineus ● ● ●
92 昆虫類 カマキリ Maeng ma Mantis religiosa 　 　 　
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No. 動物種類 和名 ラオス名 学名
調査期間中の利用の有無
PB 村 NM 村 NX 村

93 昆虫類 サソリ Maeng ngao Centruroides gracilis 　 　 ●
94 昆虫類 カメムシ Maeng kheng Tessaratoma papillosa ● ● ●
95 昆虫類 コガネハムシ Maeng kaeng fon Sagra femorata 　 　 　
96 昆虫類 トタテグモ To beung Ctenizidae ● ● 　
97 爬虫類 オオアオムチヘビ Ngu khiew Ahaetulla prasina 　 ● 　
98 爬虫類 ヒメナンダ Ngu sing dong Ptyas korros ● ● ●
99 爬虫類 ミズヘビ科 Ngu pa Gerarda prevostiana ● ● 　
100 爬虫類 ナミヘビ科 Ngu khan tao Nerodia sipedon 　 　 　
101 爬虫類 トッケイヤモリ Kab kae Gekko gecko 　 ● 　
102 爬虫類 イロカエカロテス Ka pom Calotes versicolor ● 　 ●
103 爬虫類 インドシナウォータードラゴン Ka thang phou Physignathus cocincinus 　 ● 　
104 爬虫類 インドシナウォータードラゴン Ka thang mae Physignathus cocincinus 　 　 　
105 爬虫類 トカゲ Chi ko Eutropis multifasciata 　 ● 　
106 爬虫類 リクガメ科 Tao Manouria impressa ● ● ●
107 爬虫類 ベンガルオオトカゲ To laen Varanus bengalensis ● ● ●
108 その他 　 　  3 種 6 種 14 種
　 購入動物 　 　  　 　 　
109 哺乳類 牛肉 Xin ngua  ● ● ●
110 哺乳類 豚肉 Xin mou  ● ● ●
111 哺乳類 イノシシ肉 Xin mou pa  ● ● ●
112 鳥類 アヒル Pet  　 ● ●
113 魚類 コイ科 Pa khao Puntius spp. ● ● ●
114 魚類 ティラピア Pa nin Oreochromis niloticus ● ● ●
115 魚類 ナマズ Pa douk Clarias macrocephalus/batrachus ● ● ●
116 鳥類 ニワトリ Kai 　 ● ● ●
117 哺乳類 水牛皮/牛皮 Nang khuai/Nang ngua 　 ● ● ●
118 家禽卵 鶏卵 Khai kai 　 ● ● ●
119 家禽卵 アヒル卵 Khai pet 　 ● ● ●
120 その他 　 　 　 2 種 6 種 26 種
　 家畜/養殖魚 　 　 　 　 　
121 哺乳類 牛 Ngua 　 ● ● ●
122 哺乳類 バッファロー Khuai 　 ● ● ●
123 哺乳類 豚 Mou 　 ● ● ●
124 哺乳類 ヤギ Bae 　 ● 　 ●
125 鳥類 ニワトリ Kai 　 ● ● ●
126 鳥類 アヒル Pet 　 ● ● ●
127 家禽卵 鶏卵 Khai kai 　 ● ● ●
128 家禽卵 アヒル卵 Khai pet 　 ● ● ●
129 魚類 ナマズ Pa douk Clarias macrocephalus 　 　 ●
130 魚類 ナマズ科 Pa kha yeng Bagrius spp. 　 　 ●
131 魚類 コイ科 Pa soud Hampala dispar 　 　 ●
132 魚類 コイ科 Pa pok Puntius orphoides 　 　 ●
133 魚類 ナマズ科 Pa xeuam Ompok bimaculatus 　 　 ●
134 魚類 コイ科 Pa pak Barbonymus gonionotus 　 　 ●
135 魚類 コイ科 Pa siew Esmous metallicus 　 ● 　
136 魚類 ティラピア Pa nin Oreochromis niloticus 　 ● ●

出所：木村・羽佐田・シンコン（2021）に基づき，著者作成。
　注：１）�トタテグモとサソリはクモ綱に属するが，便宜上，昆虫類に分類した。
　　　２）�採集動物について，保全が必要である動物か，また，絶滅危惧種の動物かについては，次のホームページを参

照のこと（https://eyn2d.glideapp.io/dl/d0a5f4）。
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農家世帯調査票（事前調査）
年月日：_____＿＿＿＿___＿＿
村名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
Unit 番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿
調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿

被調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿

Ⅰ．民族
世帯主が属する民族を教えて下さい。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿族

Ⅱ．世帯情報
同居するあなたの家族構成，世帯主との関係，年齢，学歴，職業を教えて下さい。

名前 世帯主との関係 年齢 学歴(年数) 職業
１
２
・
・

Ⅲ．年間支出
世帯が年間で支出する金額を費目ごとに教えて下さい。
1. 食費 ＿＿＿____________＿＿KIP
2. 医療費 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿KIP
3. 光熱水費 __________________KIP
4. 日用必需品費 ______________KIP
5. 雇用費 ____________________KIP
6. 交際費 ____________________KIP
7. 交通費 ____________________KIP
8. 教育費 ____________________KIP
9. その他 ____________________KIP（特記：＿＿＿_____）

Ⅳ．農作物
2014/2015 年に世帯が栽培した農作物の種類，作付面積，収穫量を教えて下さい。

水稲 陸稲 ハトムギ
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

ゴムの木 果樹 その他
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

注）１rai≒0.16ha。

Ⅴ．家畜
2016 年に世帯が飼養した家畜の種類と数量を教えて下さい。

牛 水牛 羊 山羊 豚 鶏 アヒル 養殖魚 その他

Ⅵ．農外就業
農業以外から得る収入の職種を教えて下さい。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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農家世帯調査票（事前調査）
年月日：_____＿＿＿＿___＿＿
村名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
Unit 番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿
調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿

被調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿

Ⅰ．民族
世帯主が属する民族を教えて下さい。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿族

Ⅱ．世帯情報
同居するあなたの家族構成，世帯主との関係，年齢，学歴，職業を教えて下さい。

名前 世帯主との関係 年齢 学歴(年数) 職業
１
２
・
・

Ⅲ．年間支出
世帯が年間で支出する金額を費目ごとに教えて下さい。
1. 食費 ＿＿＿____________＿＿KIP
2. 医療費 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿KIP
3. 光熱水費 __________________KIP
4. 日用必需品費 ______________KIP
5. 雇用費 ____________________KIP
6. 交際費 ____________________KIP
7. 交通費 ____________________KIP
8. 教育費 ____________________KIP
9. その他 ____________________KIP（特記：＿＿＿_____）

Ⅳ．農作物
2014/2015 年に世帯が栽培した農作物の種類，作付面積，収穫量を教えて下さい。

水稲 陸稲 ハトムギ
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

ゴムの木 果樹 その他
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

注）１rai≒0.16ha。

Ⅴ．家畜
2016 年に世帯が飼養した家畜の種類と数量を教えて下さい。

牛 水牛 羊 山羊 豚 鶏 アヒル 養殖魚 その他

Ⅵ．農外就業
農業以外から得る収入の職種を教えて下さい。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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Ⅴ．家の形態
1．家の形態はどれですか？

1）木と竹の家　2）木とセメント・ブロックの家　3）セメント・ブロックの家
4）その他 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

2．電気は通っていますか？
□はい □いいえ

Ⅵ．出稼ぎ
出稼ぎの実績について教えて下さい。

何月 誰が どこで どんな仕事を
2017 年
2018 年

Ⅶ．コメの自給
自給したコメ（精米）の消費について教えて下さい。

１日当たりの消費
量(kg/世帯/日)

１年間コメを自
給できたか？
(はい/いいえ)

「いいえ」なら何
か月不足したか？

不足分をどうやっ
て入手したか？

2017 年
2018 年

Ⅷ．家畜
世帯が飼養した家畜の種類と数量を教えて下さい。

牛 水牛 羊 山羊 豚 鶏 アヒル 養殖魚 その他
2017 年
2018 年

Ⅸ．農作物
世帯が栽培した農作物の種類，作付面積，収穫量を教えて下さい。

水稲 陸稲 ハトムギ
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

2016/2017 年
2017/2018 年

ゴムの木 果樹 その他
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

2016/2017 年
2017/2018 年

注）１rai≒0.16ha。

農家世帯調査票（事後調査）
年月日：_____＿＿＿＿___＿＿
村名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
Unit 番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿
調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿

被調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿

Ⅰ. 世帯情報
同居するあなたの家族構成，世帯主との関係，年齢，学歴，職業を教えて下さい。

名前 世帯主との関係 年齢 学歴(年数) 職業
１
２
・
・

Ⅱ．資産
世帯の資産とその数量について教えて下さい。
自転車 オートバイ トラック ボート ハンド・

トラクター
ミシン 水ポンプ 精米機

ラジオ テレビ 冷蔵庫 発電機 携帯電話 固定電話 オーディオ
機器

扇風機

蓄電池 炊飯器 草刈り機 洗濯機 機織り機 その他

Ⅲ．採集道具
世帯で持っている採集道具の種類と数量を教えて下さい。
板ねずみ

取り
括り罠
(小)

括り罠
(大)

刺し網
(鳥用)

刺し網
(魚用)

置き針 浮き針 釣り竿

すくい籠 さで網 投げ網 四手網 筌(小) 筌(中) 鰻筌 その他

Ⅳ．出作り集落の小屋における滞在期間
世帯主は出作り集落の小屋に何日間滞在しましたか？
2017年＿＿＿＿＿＿＿＿日間/年，2018年＿＿＿＿＿＿＿＿日間/年
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Ⅴ．家の形態
1．家の形態はどれですか？

1）木と竹の家　2）木とセメント・ブロックの家　3）セメント・ブロックの家
4）その他 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

2．電気は通っていますか？
□はい □いいえ

Ⅵ．出稼ぎ
出稼ぎの実績について教えて下さい。

何月 誰が どこで どんな仕事を
2017 年
2018 年

Ⅶ．コメの自給
自給したコメ（精米）の消費について教えて下さい。

１日当たりの消費
量(kg/世帯/日)

１年間コメを自
給できたか？
(はい/いいえ)

「いいえ」なら何
か月不足したか？

不足分をどうやっ
て入手したか？

2017 年
2018 年

Ⅷ．家畜
世帯が飼養した家畜の種類と数量を教えて下さい。

牛 水牛 羊 山羊 豚 鶏 アヒル 養殖魚 その他
2017 年
2018 年

Ⅸ．農作物
世帯が栽培した農作物の種類，作付面積，収穫量を教えて下さい。

水稲 陸稲 ハトムギ
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

2016/2017 年
2017/2018 年

ゴムの木 果樹 その他
面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg) 面積(rai) 収穫量(kg)

2016/2017 年
2017/2018 年

注）１rai≒0.16ha。

農家世帯調査票（事後調査）
年月日：_____＿＿＿＿___＿＿
村名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
Unit 番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿
調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿

被調査者名：＿＿＿＿＿＿＿＿

Ⅰ. 世帯情報
同居するあなたの家族構成，世帯主との関係，年齢，学歴，職業を教えて下さい。

名前 世帯主との関係 年齢 学歴(年数) 職業
１
２
・
・

Ⅱ．資産
世帯の資産とその数量について教えて下さい。
自転車 オートバイ トラック ボート ハンド・

トラクター
ミシン 水ポンプ 精米機

ラジオ テレビ 冷蔵庫 発電機 携帯電話 固定電話 オーディオ
機器

扇風機

蓄電池 炊飯器 草刈り機 洗濯機 機織り機 その他

Ⅲ．採集道具
世帯で持っている採集道具の種類と数量を教えて下さい。
板ねずみ

取り
括り罠
(小)

括り罠
(大)

刺し網
(鳥用)

刺し網
(魚用)

置き針 浮き針 釣り竿

すくい籠 さで網 投げ網 四手網 筌(小) 筌(中) 鰻筌 その他

Ⅳ．出作り集落の小屋における滞在期間
世帯主は出作り集落の小屋に何日間滞在しましたか？
2017年＿＿＿＿＿＿＿＿日間/年，2018年＿＿＿＿＿＿＿＿日間/年
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写真付き動物性食材目録（動物性食材調査補助資料）

採集
Mammals（哺乳類）

1. ໜູແດງ_Nou daeng 2. ໜູພຸກ_Nou phouk 3. ໜູໄຮ່_Nou hai 4. ໜູຈີດ_Nou chid

5. ໜູຫວາຍ_Nou way 6. ໜູນາ_Nou naa 7. ໜູເຈຍ_Nou chia 8. ເຫງັນແມວ_Ngen meo

9. ໂຕເໜັ້ນ_To men 10. ເຈຍ_Chia 11. ຕູ່ນ_Toon 12. ຮອກມອງ_Hok mong

13. ຮອກແດງ_hok daeng 14. ກະໄນ_່Ka nai 15. ກະເລັນ_Ka len 16. ບ່າງຮອກ_Bang hok

17. ຈ້ອນ_Chon 18. ໂຕອົ້ນ_To aoon 19. ຟານໄກ້_Fan gai 20. ໝູປ່າ_Mou pa
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Fish（魚類）

21. ປາຄໍ່_Pa khor 22. ປາຈາດ_Pa chad 23. ປາຕອງ_Pa tong 24. ປາຂາວ_Pa khao

25. ປາດຸກ_Pa douk 26. ປາກັ້ງ_Pa khang 27. ປາຫາງແດງ_Pa hang 
daeng

28. ປາເຂັງ_Pa kheng

29. ປາສູດ_Pa soud 30. ປາປົກ_Pa pok 31. ປາກະເດີດ_Pa ka deud 32. ປາກົດ_Pa kod

33. ປາເຊືອມ_Pa xeuam 34. ປາກີນຫຍ້າ_Pa kin yha 35. ປາຂະແຍງ_Pa kha yeng 36. ປາລົດ_Pa lod

37. ປາປາກ_Pa pak 38. ປາຊີວ_Pa siew 39. ອ່ຽນ_Eian
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Amphibians（両生類）

40. ຄັນຄາກ_Khan khak 41. ອຶ່ງ_Eung 42. ຂຽດ_Khiat 43. ກົບ_Kob

44. ຂຽດກະປາດ_Khiat ka pad 45. ໂຕແງດ_To nget 
ສະໂລ່ງ_Sa long

46. ໂຕສະໂລ່ງຂຽວ_Sa long  
kiew

47. ອຶ່ງອັ່ນ_Eung an

48. ຮວກອີ່ຫຼຸມ_Houak e loom

Shellfish/Crustaceans（貝類・甲殻類）

49. ຫອຍພັນ_Hoy phan 
ຫອຍຈູບ_Hoy choub

50. ຫອຍປາກກວ້າງ_Hoy pak 
kouang

51. ຫອຍຈານ_Hoy chan 52. ຫອຍປັງ_Hoy pang

53. ກະປູ_Ka pou 54. ກິບກີ_້Kip kii 55. ປູຫີນ_Pou hin 56. ກຸ້ງ_Koung
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Birds （鳥類）

57. ນົກຄວກ_Nok khouak 58. ນົກຈີ່ແຈດ_Nok chii ched 59. ນົກຈິບ_Nok jip 60. ນົກຕີນທູນ_Nok tin thoun

61. ນົກຍາງ_Nok yang 62. ນົກເສືອ_Nok seua 63. ນົກໄກ່ນາ_Nok kai na 64. ແຫຼວ_Leo

65. ນົກເອິກແດງ_Nok aok 
daeng

66. ນົກດໍາຂາວ_Nok dam kao 67. ນົກເຄົ້າ_Nok khao 68. ໄກ່ປ່າ_Kai pa

69. ນົກກົດ_Nok god 70. ນົກເຂົາ_Nok khao 71. ນົກຄວກເຫຼືອງ_Nok kouak 
leuang

72. ນົກເຫຼືອງ_Nok leuang

73. ນົກຄາງແດງ_Nok kang 
daeng

74. ນົກລູກເສືອ_Nok louk  
seua

75. ນົກສີເສຍ_Nok see sia 76. ນົກຂຸ້ມ_Nok koum
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Insects（昆虫類）

77. ແມງຂອດຂຽວ_Maeng 
khoth khiew

78. ຕັກແຕນມຶນ_Tak ten 
meun

79. ແມງຂອດ_Maeng khoth 80. ຈີ່ນາຍ_Chi nay

81. ຈີ່ຫຼໍ່ເບ_ີChi lor ber 82. ຕັກເເຕນ_Tak ten 83. ແມງມັນ_Maeng man 84. ຈັກຈົ່ງ_Jak jong

85. ໂຕດ້ວງ_To douang 86. ແມງແມ_້Maeng mae 87. ແມງພູ້_Maeng phou 88. ໄຂ່ມົດແດງ_Khai mod 
daeng

89. ແມງນ້ຳຝົນ_Maeng nam 
fon

90. ຈູ່ຈີ່_Chuchee 91. ແມງກວ້າງ_Maeng 
kouang

92. ແມງມ້າ_Maeng ma

93. ແມງເງົາ _Maeng ngao 94. ແມງເເຄງ_Maeng kheng 95. ແມງແຄງຝົນ_Maeng 
kaeng fon

96. ໂຕບື້ງ_To beung
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Reptiles（爬虫類）

97. ງູຂຽວ_Ngu khiew 98. ງູສິງດົງ_Ngu sing dong 99. ງູປາ_Ngu pa 100. ງູກັນຕາວ_Ngu khan tao

101. ກັບແກ_້Kab kae 102. ກະປອມ_Ka pom 103. ກະທ້າງຜູ້_Ka thang  
phou

104. ກະທ່າງເເມ_່Ka thang 
mae

105. ຈິ່ໂກະ_Chi ko 106. ເຕົ່່່າ_Tao 107. ໂຕແລນ_To laen

Others（その他）

108. ???_Others
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購入

109. ຊີ້ນງົວ_Xin ngua 110. ຊີ້ນໝ_ູXin mou 111. ຊີ້ນໝູປ່າ_Xin mou pa 112.ເປັດ_Pet

113. ປາຂາວ_Pa khao 114. ປານິນ_Pa nin 115. ປາດຸກ_Pa douk 116. ໄກ່_Kai

117. ໜັງ_Nang khuai/ngua 118. ໄຂ່ໄກ່ຊື_້Khai kai 119. ໄຂ່ເປັດຊື_້Khai pet 120. ອື່ນໆ_Others

家畜利用

121. ງົວ_Ngua 122. ຄວາຍ_ Khuai 123. ໝູ_Mou 124. ແບ້_Bae

125. ໄກ ່Kai 126. ເປັດ Pet 127. ໄຂ່ໄກ່ລ້ຽງ_Khai kai 128. ໄຂ່ເປັດລ້ຽງ_Khai pet

注：1）�各番号は，調査村で利用される動物性食材目録の番号と対応している。
　　2）�養殖魚の利用については，採集動物あるいは購入動物と同じ番号を用い，食材調査票における入手方法の記載に

より区別した。
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毎月の支出調査票

年月：_____＿＿＿＿___＿＿ 村名：＿＿＿＿＿＿_＿＿ Unit番号：＿____＿_＿＿＿＿
調査者名：＿＿＿＿＿____＿＿ 世帯番号：＿＿＿＿＿ 世帯主名：＿＿＿＿___＿＿＿＿

今月の支出金額を項目ごとに教えて下さい。
番号 項目 詳細 金額 (1,000 KIP)

1 食費 コメ

野菜

肉類（牛，豚，鶏など)

魚類 (ティラピ，ナマズなど)

家禽卵 (鶏卵，アヒル卵)

果物

塩

砂糖

調味料

食用油

スナック菓子

2 医療費 治療費，薬代

3 光熱水費 飲料水

電気代

ガソリン代

4 日用品費 石けん，歯磨き粉，シャンプーなど

たばこ，アルコールなどの嗜好品

衣服，制服

携帯電話プリペイドカード

5 雇用費 農業雇用労働費

6 交際費 村への寄付，宴会(バーシー)，香典

7 交通費 バス代

8 教育費 学費，文具

9 借金返済費 肥料，除草剤，農業労働対価，ローン

10 その他 （特記：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）
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動物性タンパク質摂取カレンダー（PB村）

https://www.nuol.edu.la/https://www.jircas.go.jp/ja http://www.nafri.org.la/

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13

14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2
3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16
17 18 19 20 21 22 23
24
31 25 26 27 28 29 30

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13

14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28 29 30 31

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3
4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17
18 19 20 21 22 23 24

26 27 28 29 3025

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1
2 3 4 5 6 7 8
9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22
23 24
30 31 25 26 27 28 29

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4 5
6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19
20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3
4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17
18 19 20 21 22 23 24

27 28 29 30 3125 26

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28

30 3129

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4
5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18
19 20 21 22 23 24 25
26 27 28 29 30

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2
3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16
17 18 19 20 21 22 23
24
31 28 29 3025 26 27

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13

14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28 29 30

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4
5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18
19 20 21 22 23 24 25

3126 27 28 29 30

ມີການຂາດການໄດ້ຮັບທາດໂປຣຕີນຕະຫລອດທັງປີໃນ ບ້ານ ພັກບົງ. ການໄດ້ຮັບທາດໂປຼຕີນໃນແຕ່ລະມ້ືຕ່ໍຫົວຄົນຂອງບ້ານພັກບົງແມ່ນ  
ໜ້ອຍກວ່າໜ່ຶງສ່ວນສາມຂອງຈໍານວນຢູ່ໃນໝູ່ບ້ານແຫ່ງໜ່ຶງໃນນະຄອນຫຼວງວຽງຈັນ. 

ວິທີແກ້ໄຂການ
ຂາດແຄນທາດໂປຣ
ຕີນໃນຄາບອາຫານ
ທ່ີມີເຂ້ົາເປັນຫລັກ

ຫຫຼຼືື

ໄໄຂຂ່່ໄໄກກ່່  11  ໜໜ່່ວວຍຍ::  
ປປະະມມາານນ  6600  ກກຣຣາາມມ//ຄຄົົນນ  

440000  ກກຣຣາາມມ  // ຄຄົົນນ
ເເຂຂ້້ົົາາໜໜຽຽວວໜໜ້້ຶຶງງ

ໃໃນນກກໍໍລລະະນນີີຂຂອອງງເເດດັັກກນນ້້ອອຍຍອອາາຍຍຸຸ  55  ປປີີ  ,,  1188 ກກິິໂໂລລ

ຊຊີີ້້ນນໝໝູູ  ຫຫລລືື  ຊຊີີ້້ນນໄໄກກ່່  ::  
2255 ກກຣຣາາມມ//ຄຄົົນນ
((ສສ່່ວວນນທທ່່ີີກກິິນນໄໄດດ້້))

ກກິິນນປປາາ  ແແລລະະ  ຫຫອອຍຍ  ທທຸຸກກໆໆມມ້້ືື!!

ບບ້້າານນ  ພພັັກກບບົົງງ,,  ເເມມືືອອງງ  ໂໂພພນນໄໄຊຊ  

ໝູ່ບ້ານໃນນະຄອນຫລວງວຽງຈັນ ບ້ານ ພັກບົງ

ແຫຼ່ງຂ້ໍມູນ: ອີງໃສ່ການສໍາຫຼວດຂອງ JIRCAS

ແຫຼ່ງຂ້ໍມູນ: ການຄິດໄລ່ໂດຍອີງໃສ່ຂ້ໍມູນໃນ “ປະລິມານອາມີໂນອາຊດິຂອງອາຫານໄທ" 
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ສັດລ້ຽງລູກດ້ວຍນົມ ນົກ ປາ ຫອຍ ສັດເຄ່ິງບົກເຄ່ິງນ້ໍາ ສັດເລືອຄານ ແມງໄມ້ ໄຂ່ 

ຄວາມຕ້ອງການທາດໂປຣ
ຕີນສໍາລັບຜູ້ໃຫຍ່(ຜູ້ຊາຍ)

ຊ່ອງຫວ່າງລະຫວ່າງຄວາມ
ຕ້ອງການທາດໂປຼຕີນແລະການ
ໄດ້ຮັບທາດໂປຼຕີນໃນຕົວຈິງ

ການໄດ້ຮັບທາດ
ໂປຣຕີນຈາກ
ສັດໃນຕົວຈິງ

ຄ່າສະເລ່ຍການໄດ້ຮັບທາດໂປຣຕີນ：
11.1ກຣາມ/ຫົວຄົນ/ມ້ື

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

ກ
ານ
ໄດ້
ຮັ
ບ
ທ
າດ
ໂປຼ
ຕີ
ນ
ຈ
າກ
ສັ
ດ

 (ກ
ຣ
າມ

/ຫົ
ວ
ຄົ
ນ

/ມື້
)

ສັດລ້ຽງລູກດ້ວຍນົມ ນົກ ປາ ຫອຍ ສັດເຄ່ິງບົກເຄ່ິງນ້ໍາ ສັດເລືອຄານ ແມງໄມ້ ໄຂ່ 

ຄວາມຕ້ອງການທາດໂປຣ
ຕີນສໍາລັບຜູ້ໃຫຍ່(ຜູ້ຊາຍ)

ຊ່ອງຫວ່າງລະຫວ່າງຄວາມຕ້ອງການທາດໂປຼ
ຕີນແລະການໄດ້ຮັບທາດໂປຼຕີນໃນຕົວຈິງ

ການໄດ້ຮັບທາດໂປຣຕີນ
ຈາກສັດໃນຕົວຈິງ

ຄ່າສະເລ່ຍການໄດ້ຮັບທາດໂປຣຕີນ：
38.6 ກຣາມ/ຫົວຄົນ/ມ້ື
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動物性タンパク質摂取カレンダー（NM村）

10mm

10mm

ກກາານນເເພພາາະະລລ້ຽ້ຽງງປປາາເເພພ່່ືືອອກກຸຸ້ມ້ມຕຕົນົນ
ເເອອງງ

ໂໂຕຕອອ່ອ່ອນນ((ໜໜອອນນ))ແແມມງງວວັັນນລລາາຍຍ

ກກາານນເເພພາາະະລລ້ຽ້ຽງງປປາາໃໃນນ
ນນາາເເຂຂ້້ົົາາ

ກກາານນເເພພາາະະລລ້ຽ້ຽງງປປາາໃໃນນໜໜ
ອອງງ

ປປາາເເຂຂັງັງ

ປປາາປປາາກກ

ວິທີການດັ້ງເດີມ

ເຕັກໂນໂລຊີທີ່
ພັດທະນາໂດຍ

JIRCAS

ນນໍໍາາໃໃຊຊ້ປ້ປາາແແດດກກ
ກກາານນແແປປຮຮູູບບ  ແແລລະະ  ກກາານນໝໝັັກກ
ປປາາແແດດກກ

ກກາານນແແປປຮຮູູບບ  ແແລລະະ  ກກາານນບບໍໍລລິໂິໂພພກກ  
((ຢຢ້້າາງງໄໄຟຟ))ຊຊືື້້ຊຊີີ້ນ້ນແແລລະະປປາາ

ກກາານນລລ້ຽ້ຽງງປປາາ  ((ໃໃນນໜໜອອງງ))
ນນໍໍາາໃໃຊຊ້ປ້ປາາລລ້ຽ້ຽງງ((ປປາາໜໜອອງງ))

ນນໍໍາາໃໃຊຊ້ປ້ປາາລລ້ຽ້ຽງງ  ((ໃໃນນນນາາເເຂຂ້້ົົາາ))

https://www.nuol.edu.la/https://www.jircas.go.jp/ja http://www.nafri.org.la/

ຫຫືືຼຼ
ຫຫອອຍຍ::  5500  ກກຣຣາາມມ  //ຄຄົົນນ  ((ສສ່່ວວນນທທ່່ີີກກິນິນໄໄດດ້້))

((ຕຕົົວວຢຢ່່າາງງ..  ຫຫອອຍຍປປາາກກກກ້ວ້ວາາງງ::  
44  ຊຊັັງງຕຕິິແແມມັດັດ  xx  33 ໂໂຕຕ))

440000  ກກຣຣາາມມ  // ຄຄົົນນ
ເເຂຂ້້ົົາາໜໜຽຽວວໜໜ້້ຶຶງງ

ໃໃນນກກໍໍລລະະນນີີຂຂອອງງເເດດັັກກນນ້້ອອຍຍອອາາຍຍຸຸ  55  ປປີີ  ,,  1188 ກກິິໂໂລລ

ປປາານນ້້ອອຍຍ  11  ໂໂຕຕ  ::  2200  --  3300  ກກຣຣາາມມ//ຄຄົນົນ  
ສສ່່ວວນນທທ່່ີີກກິນິນໄໄດດ້້

  ((ຕຕົົວວຢຢ່່າາງງ..  ປປາາຄຄໍ:ໍ: 1122--1144ຊຊັງັງຕຕິິແແມມັດັດ))

ບບ້້າານນນນາາເເມມືືອອງງ,,  ເເມມືືອອງງເເຟຟືືອອງງ

ລລົົດດຊຊາາດດທທ່່ີີດດີ ີ ແແລລະະ  ອອາາຍຍຸກຸກາານນເເກກັບັບ
ຮຮັັກກສສາາທທ່່ີີຍຍາາວວນນາານນ  

ມີການຂາດການໄດ້ຮັບທາດ
ໂປຣຕີນຕະຫລອດທັງປີໃນ
ບ້ານ ນາເມືອງ.
ວິທີການດ້ັງເດີມແລະເຕັກໂນ
ໂລຊີທີ່ພັດທະນາໂດຍ
JIRCAS ສາມາດເອົາມານໍາ
ໃຊ້ເພ່ືອແກ້ບັນຫານ້ີໄດ້.

ວິທີແກ້ໄຂການຂາດແຄນ
ທາດໂປຣຕີນໃນຄາບອາຫານ
ທີ່ມີເຂ້ົາເປັນຫລັກ

ກກິິນນປປາາ  ແແລລະະ  ຫຫອອຍຍ  ທທຸຸກກໆໆມມືື້້!!

ປປິິດດບບັັນນຈຈຸຸພພັນັນ((ຖຖັງັງ))ໃໃຫຫ້້
ມມິິດດຊຊິດິດເເປປັັນນເເວວລລາາຢຢ່່າາງງ
ໜໜ້້ອອຍຍ  33  ເເດດືືອອນນ

ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4 5 6
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21 22 23 24 25 26 27
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4 5 6
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14 15 16 17 18 19 20
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ອາທິດ ຈັນ ອັງຄານ ພຸດ ພະຫັດ ​ສຸກ ເສົາ

SSuunn MMoonn TTuuee WWeedd TThhuu FFrrii SSaatt

1 2 3 4
5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18
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ກກາານນເເພພາາະະລລ້້ຽຽງງປປາາ ກກາານນຜຜະະລລິິດດປປາາແແດດກກທທີີ່ໄ່ໄດດ້້ມມາາດດຕຕະະຖຖາານນ

((ນນໍໍາາໃໃຊຊ້ປ້ປາາແແດດກກ))
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)ສສັັດດລລ້້ຽຽງງລລູູກກດດ້້ວວຍຍນນົົມມ 

ນນົົກກ 

ປປາາ 

ຫຫອອຍຍ 

ສສັັດດເເຄຄິິ່່ ງງບບົົກກເເຄຄິິ່່ ງງນນໍໍ ້້ າາ 

ສສັັດດເເລລືື ອອຄຄາານນ 

ແແມມງງໄໄມມ້້ 

ໄໄຂຂ່່ 

ຄຄວວາາມມຕຕ້້ອອງງກກາານນທທາາດດໂໂປປຣຣຕຕີີ ນນສສໍໍ າາລລັັບບຜຜູູ້້ໃໃຫຫຍຍ່່(ຜຜູູ້້ຊຊາາຍຍ)

ຊຊ່່ອອງງຫຫວວ່່າາງງລລະະຫຫວວ່່າາງງຄຄວວາາມມຕຕ້້ອອງງກກາານນທທາາດດໂໂປປຼຼ
ຕຕີີນນແແລລະະກກາານນໄໄດດ້້ຮຮັັບບທທາາດດໂໂປປຼຼຕຕີີນນໃໃນນຕຕົົວວຈຈິິ ງງ

ກກາານນໄໄດດ້້ຮຮັັບບທທາາດດໂໂປປຣຣ
ຕຕີີນນຈຈາາກກສສັັດດໃໃນນຕຕົົວວຈຈິິ ງງ

0

ຄຄ່່າາສສະະເເລລ່່ຍຍກກາານນໄໄດດ້້ຮຮັັບບທທາາດດໂໂປປຣຣຕຕີີນນ：24.8 ກກຣຣາາມມ/ຫຫົົວວຄຄົົນນ/ມມືື ້້

ແຫ່ຼງຂໍ ້ ມູນ: ຂໍ ້ ມູນທັງໝົດແມ່ນອີ ງໃສ່ການສໍ າຫຼວດຂອງ JIRCAS

ກກາານນລລ້ຽ້ຽງງປປາາ  ((ໃໃນນນນາາເເຂຂ້້ົົາາ))



229付属資料

動物性タンパク質摂取カレンダー（NX村）

1 2 3 4 5 6

7 8 9 10 11 12

10mm

10mm

ກກາານນເເພພາາະະລລ້ຽ້ຽງງປປາາເເພພ່່ືືອອກກຸຸ້ມ້ມຕຕົນົນ
ເເອອງງ

ໂໂຕຕອອ່ອ່ອນນ((ໜໜອອນນ))ແແມມງງວວັັນນລລາາຍຍ

ກກາານນເເພພາາະະລລ້ຽ້ຽງງປປາາໃໃນນ
ນນາາເເຂຂ້້ົົາາ

ກກາານນເເພພາາະະລລ້ຽ້ຽງງປປາາໃໃນນ
ໜໜອອງງ

ປປາາເເຂຂັງັງ

ປປາາປປາາກກ

ວິທີການດັ້ງເດີມ

ເຕັກໂນໂລຊີທີ່
ພັດທະນາໂດຍ

JIRCAS

ນນໍໍາາໃໃຊຊ້ປ້ປາາແແດດກກ
ກກາານນແແປປຮຮູູບບ  ແແລລະະ  ກກາານນໝໝັັກກ
ປປາາແແດດກກ

ກກາານນແແປປຮຮູູບບ  ແແລລະະ  ກກາານນບບໍໍລລິໂິໂພພກກ  
((ຢຢ້້າາງງໄໄຟຟ))ຊຊືື້້ຊຊີີ້ນ້ນແແລລະະປປາາ
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初出一覧

　第 2 章から第 5 章および補論については，初出の論文に加筆修正がなされている。

序　章　�書き下ろし
第 1 章　�書き下ろし
第 2 章　�羽佐田勝美, 浅井英利, 川村健介, ポンサニット・ポンナチット, 山田隆一，「ラオ

スにおけるコメのフードセキュリティの地域間格差とコメ不足地域の課題」，『開
発学研究』，第 33 巻第 2 号，2023 年，pp.31-38。

第 3 章　�羽佐田勝美, 川村健介, 木村健一郎, 山田隆一，「ラオス農山村の動物性タンパク質
摂取に影響を与える地域特性要因」，『開発学研究』，第 33 巻第 1 号，2022 年，
pp.1-17。

第 4 章　�羽佐田勝美, ポンサニット・ポンナチット, 山田隆一，「ラオス農山村における動
物性タンパク質摂取の農家世帯間格差とその要因」，『開発学研究』，第 34 巻第 3 号，
2024 年，pp.11-19。

第 5 章　�羽佐田勝美, ポンサニット・ポンナチット, 山田隆一，「ラオス農山村におけるタ
ンパク質摂取の季節変動とその要因」，『開発学研究』，第 34 巻第 2 号，2023 年，
pp.10-18。

終　章　�書き下ろし
補　論　�羽佐田勝美, 山田隆一，「ラオス中部農山村における食料入手の現状と課題」，『農

業農村工学会誌』，第 85 巻第 5 号，2017 年，pp.469-474。
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あとがき

　本書は 2024 年に東京農業大学に提出した学位論文『ラオス農山村のフー
ドセキュリティ評価とその課題に関する研究－国・地域・世帯による重層的
視点から－』を加筆修正し，補論と付録を加え，一書にまとめたものである。
各章の基となった公表論文については，初出一覧のとおりである。
　筆者は大学院修士コースを修了し，農林水産省傘下の独立行政法人で業務
に従事した後，40 代で研究者の道に進むことになった。学術論文を執筆し
た経験はほとんどなく，周囲は学位を取得した研究者ばかりで就業当初は多
くの不安を抱えていた。その筆者が論文を公表し，本書をまとめ上げること
ができたのは，ご指導・ご支援を頂いた先生方，先輩研究者の方々，そして
ラオスの方々のお陰である。
　学位論文の指導教官である山田隆一氏（元東京農業大学教授）には，学位の
取得のみならず，その成果を書籍として出版し，社会に還元すべきであると
叱咤激励を頂いた。その言葉がなければ，本書は出版されなかったであろう。
深く感謝申し上げたい。
　本書の草案を査読して頂いた 2 人の先生方には，建設的なご意見ご指摘を
頂き深く感謝申し上げたい。
　本書の基となった博士論文の審査員を務めて下さった東京農業大学大学院
国際食料農業科学研究科の高根務教授，杉原たまえ教授，志和地弘信教授に
は，非常に有益なコメントを頂き大変感謝申し上げたい。
　人間環境大学の森岡伸介教授，国際農林水産業研究センターの丸井淳一朗
主任研究員，浅井英利主任研究員，岡直子主任研究員，大倉芙美研究員，な
らびに農林水産省の藤田かおり国際研究専門官からは，本研究を完遂するに
あたり多大なご指導を頂いた。国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研
究機構の木村健一郎上級研究員からはラオスの NTFPs（非木材林産物）につ
いて，貴重なご助言を頂いた。調査地の地図作成にあたり，ラオス国立農林
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研究所の Banthasack Vongphuthone 氏，国際農林水産業研究センターの酒
井徹主任研究員に多大なるご支援を頂いた。また，統計分析については，国
際農林水産業研究センターの尾崎諒介研究員，帯広畜産大学の川村健介准教
授にご指導して頂いた。記して感謝申し上げたい。
　ラオスにおける調査で便宜を図って下さったラオス国立農林研究所の 
Chay Bounphanousay 前所長，Bounthong Bouahom 元所長，農業気候変動
レジリエンス研究センターの Thavone Inthavong 前センター長には大変お
世話になった。また，ラオス国立農林研究所の共同研究者である Phonevilay 
Sinavong 博士，調査助手の Phonesanith Phonhnachit 氏には，現地調査の
手配のご協力を頂くとともに，村人とのコミュニケーションの心得，村にお
ける調査方法や聞き取り方法など，多くの貴重なご助言を頂いた。彼女たち
の助言がなければ，調査を円滑に遂行することは困難であった。
　動物性食材調査を実施するにあたり野生動物の食材目録を作成するため
に，積極的に調査にご協力頂いた NM 村の方々からは，大変貴重な現地情
報を提供して頂いた。また，農家世帯調査と動物性食材調査では，首都ビエ
ンチャンのパック・グム郡事務所，ビエンチャン県のフアン郡事務所，ルア
ンパバーン県のポンサイ郡事務所，PB 村，NM 村，NX 村の村長およびす
べての村の方々に多大なご協力を頂いた。調査に関わったすべてのラオスの
方々に深く感謝の意を表したい。
　本書を出版することが，ラオスの農山村の人々にどれほど役に立つか考え
ると心許ない。しかし，本書の限界を踏まえつつ，今後も成果の社会還元を
目指した開発途上国の研究を続けていきたいと考えている。そうすることで，
これまでお世話になってきた方々に恩返しさせて頂きたい。
　最後に，筆者の選択を尊重し自由に人生を歩ませてくれた亡き両親，そし
て研究生活を支えてくれた妻と 2 人の娘に，深い感謝の気持ちを込めて本書
を捧げたい。

　令和 7 年 10 月

羽佐田 勝美
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PB 村景観

肉・魚の 
行商

焼畑地 竹林 カニ獲り 渓流

NM 村景観

水田 ため池 小川 菜園
火入れ直後の

焼畑地

NX 村景観

炭焼き
村共有 
ため池

竹製ネズミ 
獲り器

水牛 平地林




